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一一－ 2月の動向一一一

国内外の情勢はタイの政情を不安にし， Thanom内閣はきわめてきびしい情勢に直

面しているO

雨期明けと共にラオスでの共産軍の活動は次第に活発となり， 12日にはタイ北部で

ラオスとの国境は一時閉鎖された。これはパテト・ラオ軍が Nokorn Phan omの対岸

Thakhekに数キロメート Jレの地点vこまで進出したという情報が入ったためである。す

でにラオスの避難民がメコン河を渡ってタイ領に流入しており， タイ政府はこれに警

戒の目をそそいでいるが， BangkokのSEATO本部でも事態が進展した場合にそなえ

て取るべき手段を検討しているといわれる。しかし， 現在のところパテト・ラオ軍が

これ以上メコン河岸に進出する気配は見られず， タイ政府としては国境附近の警戒を

厳しくすると共に東北地方での経済開発や軍事演習に力をそそぐにとどまっているD

タイの政情不安は現状ではこのような外からの危機よりもむしろ内部の対立や動揺

から生れているO

その第一は産業投資奨励法による奨励産業の審査決定機関である投資委員会（Board

-0£ Investment）の議長 ThaweeBunyaketが Thanom首相へ辞表を提出したこと

であるO Thaweeは戦後の→時期（1945年8月 9月〉には首相を勤めたこともある

政治家であるが，投資委員会の設立後は当委員会の議長の要職にあって， 秀れた手腕

と実直さによって，国民から広く信頼を受けてきただけに，彼の辞意の表明は色々な臆

測を生んでいるO 彼の辞意の主な理由は，奨励産業の指定を申請中の某製紙工場を奨

励産業のA業種に認可するかB業種に認可するかということで工業省と意見が対立し

たことにあるといわれている。すなわち， ThaweeはこれをA業種として認めようと

したが，工業省は既設の BangPain国営製紙工場と競合する恐れがあり，かつ国内

の原材料を使用しないという理由からこれに反対しB業種として認めようとした。

Thaweeの主張によれば， Sarit時代に一旦決定されたものが，わず、か1ヵ月以内に覆

されては，外国に対する信用が保たれないのみならず＼ 今後の外資導入の障害にもな

るというものでてるが， Thawee自身“特定の企業の問題ではなく原則の問題で辞任

する”といっているように，この辞任問題の背景にはタイの工業政策全体の問題がか

らんでいるようである。すなわち，タイは奨励法の中において， 民間企業による工業

化政策をうたい競合する国営企業は新たに設立しないことを明文化している。しかし，
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既設の国営企業には多くの官僚や政治家の利害が密接にからんでおり国営企業ば毎年

拡大され，民間企業と国営企業の競合の問題は依然、として今日まで、残されていた。

Thawee議長はこうした事態に対する不満から、 Sarit時代：こすでに2固辞表を提出し

たことがあるが， Sarit首相が受付：ナなかったといわれているO 今回の Thaweeの辞

任については各新聞論調は一般に Thaweeに対して好意的であるc これば国営企業の

経営；こ対する国民の不満や疑惑を代弁しているよう（こ思われるc かくて， Thawee首

相の感留もむなしく Thaweeは辞任し，前 SEATO事務局長 PoteSarasin開発相

が新たに後任に任命され，この問題立一応解決された。

しかし，明けて14日には故 Sarit首相の前妻と 2人の子息が Sarit首相の遺産相続

人の指定を民事裁判所に請求したことから， Sarit首相の莫大な遺産はにわかに世人

の注目を引き，政治問題；こまで発展してきた。 Thanom首相は当初ば，“遺産相続の

問題は個人の問題であって政府は二れに関与するつもりJ工ない” と再三にわたってそ

の態度を表明していたが， 莫大な額にのぼるといわれる遺産をめぐる争いが激しくな

るにつれて，故 Sarit首相，ひいては政府の高官に対する疑惑が強まり，かつ，秘密

政送局もこれを利用して東北地方の住民；こ対する宣伝活動を開始するに及んで， 政府

としては何等かの手段を講ぜざるを得ない立場に追込まれるに到ったコ現在，遺産問

題についてはThanom首相が自ら調停役を買い，汚職問題についてほ特別委員会を結

成して真相を糾明し国民の批判の目を和げようとしているO

このように園内の政治情勢が不穏な動きをしている折しも， Pibul元首相が帰国す

るという情報が新聞社を通じて流され，政府vt直ちに DonMuang空港に警官を張込

ませるなど緊迫した場面すら見られたc 結局，これは何者かが流したデマに過ぎなか

ったが， Bangkokでは最近この種の噂やデマが意識的に流され、市内の政情は一般に

悪化している模様であるc

これらの噂の元としては，大きく分けて，広い意味での反政府系のものと，現政府内で

の勢力争いのものとが考えられるが， FarEastern Economic Review ( 3月12日号〉

は後者について， PrapasCharusathira内相， ChittiNavisathira三軍最高司令官補

佐， KrisSrivara第一軍司令官の 3人が Thanom首相の後継者を目論んでいるが，い

ずれも力が均衡していると述ベラ タイの政治は表面上は安定しているように見えても

事態はきわめて流動的なものであると結んでいるc
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196 4年 2月 1B 

l' Thawee Bunyaket投資委員会議長は 1日，産業奨励に関する見解を閣議で被

樫するため，正式の招鳴を3日までに受け取るだろうと語ったO なお，その際

Thaweeは特定の外国投資問題で辞任するのではなく， 「原則の問題で辞任する」

と述べた。

Kearn International会社の7億2600万パーツのクラフト紙工場の建設が問題に

なっているが， Thaweeの辞意表明は各種の新聞論調に大きな波紋を投げかけてい

る。

“Pim Thai，，はThaweeが政府で責任ある仕事を成遂げて来た秀れた人物であ

ると述べ，政策や意見の対立で辞職することは正常な出来事ではないと結んでいる。

“Prajathipatai”はこの衡突が将来の外国投資に影響を与えないだろうかとの疑問

を提出している。それはこの衡突がタイのクラフト紙工場への投資に関している様

に思われるからである。“SarnSeri門は Thaweeが外国の尊敬をうけている有能な

正直な人物であり， Thaweeに代わる人物を見つけることは容易でないことを強調

している。（BangkokWorld. 2. 2) 

V国連はタイのゴム開発計画に約 100万ドルの特別贈与を発表した。この贈与に

はタイ政府から約 100万ド、Jレの分担金が支出されるc この計画の目的はタイのゴム

生産を内外の国から調査し，産出量の増加と品質の向上を図ることによってゴム産

業の促進を行おうとするものである。これはタイ南西のゴム地帯の Kohongで実施

される。

タイは現在，マレーシア，インドネシアに次いで世界第3位の天然ゴム生産国で

200万トンの世界産出量のうち19万トンを生産している。輸出面でも3300万ドルの外

貨を獲得している。約140万エーカのゴム農場のうち3分の 2が樹令30年以上で，生

産性も低く不経済である。政府は小農のゴム植えかえに補助金を与えていたが，こ

れらの計画を成功させるためにも調査活動が必要となっている。（BangkokWorld. 

2. 1) 

2月2日

l' Thanat Khoman外相は2日， 4日間の調停旅行から帰国しヲ 4日に3国外相

会議が開かれることを明らかvこしたc
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曹軍人事

中将から大将への昇進。

1. 陸軍 Prabhand Kulpichit, Chalor Chalukras, Surachai Poonsapaya苛 Rasmi

Rajnivat, Viroj foyasa, Borboon Chulcharit, Netr Khemayodhin. 

2. 海軍 ThavilRa:yアananond,Siri Krachangnetr 

2月3日

T Thawee議長との辞職問題に関連しているといわれる KearnsInternational会

社はAクラスJこ奨励されなければ利益を計上することが出来ないこを強調した報告

書を政府へ提出したC Kearns International会社，社長 HenryKearn氏は， この

工場がタイ政府に次の諸点で貢献することを指適している。

タイが現在輸入しているクラフト紙を生産して，毎年2～3億パーツの外貨を節

約する。

すべての国の工業開発に欠かすことの出来ない大規模な重工業の設立であるつ

500人以上のタイ人の雇用。

新しい財源の確保，工場は最初の13年間（こ2億4650万ノてーツの所得税を納付し，

その後，毎年4100万パーツの税金は納めることが予想される。

Kearns会社の市場調査によれ；£，タイ国のクラフト紙需要は 1962年の3万トン

から65年の3万7500トン， 75年の7万5000トンに増加することが予測されている。

今回の計画はタイ国の需要の70～80%を供給することになる。この工場は2段階で

発展することになっている。

第1期は製紙工場とそれに必要なパJレブJの40%の供給可能なパJレフつ工場の完成O

原材料は砂糖きびの搾りかすで，完成までに5億8000万パーツ， 30ヵ月を必要とす

る。

第2期計画はパJレプの自給を100%1’こすることである。 これは第1期完成の 5年

後に 1億4600万ノてーツの費用をかけて行われるc この原材料には竹が用いられタイ

農民に新しい所得源を開発することになるだろう。（World.3) 

V国防次官DaweeChullasapya空軍大将ば3日， N akorn Phan om対岸の Tha

Khek （ラオス〉の情勢は緊張しているが深刻ではないと報じたコ国境警察ノ£トロ

ーJレ副司令官KrachangPholperm警察少将もタイ・ラオス国境附近の情勢はタイ

に対して重大ではないと報じ，タイ国境への避難民の報告はまだ受けとっていない

とつけ加えた。一方， Thanom首相は2日，ラオスの共産主義者は将来政治的会談

のため軍事上の優位を保とうとしているとの見解を発表した。
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l Kamhaeng Polangkur 

国家教育評議会（KationalEducation Council）事務局長の発表によば，タイの最

初の地方大学である Chiengmai大学は6月から開校する予定である。この大学には

医学，人文科学，理学，社会科学の4学部が設置され，収容人員は 300人である。

一方， Khonkaen大学は建設が遅れているが， 6月にBangkokの仮校舎に120人を

募集し，来年の建設が完了し次第KhonKaen：こ移動する。 KhonKaen大学には

土木工学，農学ラ理学の 3学部が設置される。

2月4日

l Salvador P: Lopezフィワピン外相は4日夕午後， マレーシア問題解決のため

の外相会談に出席のため Bangkokに到着する。 Thanat外相はこの会談に“調停者”

として出席するのではないと次のよう fこ述べた口

「調停とは，すべての関係者が調停者の決定に従うものである。タイの出来る

ことは，彼等か解決出来るように友好的な場所に当事者を集めることである。」

(World. 4) 

l Nai Thawin Sunthornsarathoon内務次官は4日，カンボジア国境の事態はラ

オス国境のそれよりも深刻であると次のように語ったO

「カンボジア軍は国境内のタイの農村を攻撃しているが，タイの国境警察は事

態を紛糾させないために反撃を加えていない。ラオス国境の場合はメコン河が両

国の聞に横たわっている」

l 4200万パーツの石油精製工場の建設願書が工業省へ提出された。もしこれが

認可されると，タイで第5番目の石油精製工場となる。工業省筋によれば， この

Thai Lubricant and Asphalt Co., Ltd.は日産1000パーレルの潤滑油とアスフアル

トを生産する。

現在，タイで操業している石油精製会社は日産 1000バーレJレの FarngRefinery. 

会社（chie時 mai）.現在，試運転中の BangJark国防省精製所（日産， 5000バーレル〉

Shell石油が援助している日産3万5000バーレJレのタイ石油精製会社と， Thai As-

phalt Manufaturing Companyであるロ最後の2工場は目下建設中である。（World.

4) 

2月5日

V タイ国閣議は国籍に関する全現行法規を統合した法案を2月5日に承認し，立

法司法会議に回附して検討させることとしたC 国籍法案の主なる条条文は下記の通
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りである。

1. 外交団と国際使節団とに所属する職員のタイ国で出生した子女（土タイ国籍

を取得しない。

2. タイ国で出生したためタイ国籍を有する外国人子女は外国人証明書の交付

を申請した場合にはタイ国籍を喪失する。

3. タイ国内務大臣はタイ国で出生したためタイ国籍を取得した外国人子女が

2重国籍者であることの判明した場合；こは当該外国人子女のタイ国籍を取消すこ

とが出来るものとする。

4. タイ国籍を喪失したl日夕イ国人でタイ国籍の再取得を申詰出来る者（主下記

に限られるものとする。

イ．外国人との聞に婚姻の成立したためタイ国籍を喪失しラ然かも当該婚相

が解消されたタイ国人女子

ロ．成年に達する前に両親の行為のためタイ国籍を喪失い成年：こ達した後

2年以内にタイ国籍再取得を申請した者

5. タイ国で出生したためタイ国人で、はあるが外国人を父とする男女は満20才

に達した日から起算して 1年以内；こタイ国籍を放棄することが出来るcかかる国

籍放棄が戦時に為された場合に（土タイ園内務大臣は当該放棄の官報掲載による公

告を拒否してこれを無効とすることが出来るものとするc

6. タイ国内務大臣はタイ国で出生したためタイ国人ではあるが外国人を父と

する者が成年に達した後10年以上引続き父の国に居住した場合又は別個の国籍を

有することが明かな場合には当該者のタイ国籍を取消すことが出来るものとす

る。

7. タイ国籍の放棄を望む帰化タイ国人（土タイ国内務大臣：二その旨を申請して

国籍を放棄することが出来るものとするc

T Pui Rojanaburanond工業省次官ば工業省はクラフト紙工場の建設に反対はし

ていないと次のように述べた。

この計画は原材料輸入について 100%関税免除の行われるAクラスから50%免

除のBクラスに落されたが，これは工業相個人の見解によるものではなく， 1962

年の省令によったものであるc 工業省は特定の投資者のため己規則を変えるわけ

にはいかない。すでに， ThePaper Products Co., Ltd.とTheBangkok Paper 

Factoryの両工場がBクラスに入っており Kearns会社の輸入税を免除すること

は不公平で、ある。 Kearns会社がセメント袋のようなクラフト紙だけを生産寸れ
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ぽ，政府の製紙工場には影響を与えないだろうが，この計画は包装紙のような製

品生産も含んでおり，政府の工場と前述2工場に影響を与えるだろう。

また BangPa-inの政府工場は輸入資材に 100%の輸入税を支払わなければな

らないので，さらに不利になるだろう。

工業省の政策は国内資源を利用する工業を奨励する方針であるが， Kearns会

社は全く輸入原料に頼るだろう。もし，これが国内の原材料を利用する製紙及び

パルプ工場；こなれば， 工業省は喜んでAクラスに入れるだろう o Kearns会社は

クラフト紙工場のために砂糖きびの搾りかす利用するパJレプ工場を建設するとい

っているが，これはクラフト紙に不向きな短繊維パルプであって実行は不可能で

ある。（World.5) 

V内閣の発表によると， Bangkok,Thonburiを含む13県はYanheeの Bhumibo1

ダムから電力を供給される。水力発電機一基がすでに備付けられ，あと一基も来月

中に備付けられる。これら各県への6万9000ボルトの高圧線配線もほぼ完了してい

る。すでに 6275立方米，水位234.4メートJレの水が貯水されている

（注〉 上記13県は次の通り。 Chiengmai,Lampoon, Lampang, Uthaithani, Cha-

inat, Singburi Lopburi, Angthong, Supahanburi, Saraburi, Ayudhya. 

2月6日

Vマレーシア問題に関する三国外相会議が聞かれた。

, Luang Chart Trakankosol警察大将（元警察局長，前内務次官〕は国家宝く

じ局の取締役に任命された。 Thanom首相は局の全収入を国庫へ納入すること，従

って局を完全な国営企業にするつもりであると語った。この第一段階として納入額

は4000万仇パーツから8000万パーツに倍増される。

, Thanom首相の発表によると，政府はクラフト紙製造工業をAクラスにするか

Bクラスにするかは未だ決定していない。首相は Thawee議長の留任を説得してい

るが， Thaweeは工業相が兼任するのが菜当であるとして辞意を固めている。首相

は政府が新しい国有企業を設立しないという奨励法の規定を維持するかとの質問に

は維持すると答えたり

2月 10日

V日本のトヨタ自動車株式会社が10日， SamutPrakarnに月産300台の乗用車，

トラックの組立工場を完成した。

Vタイの国連代表は10日， U Thant国連事務総長に対し，マレーシア，インドネ

-225- 一（ 25）一



タイ

シア国境の停戦監視を引き受ける用意があると通告するとともにインドネシア，マ

レーシア，フィリピン三国が要請している監視作業の経費：インドネシアとマレー

シアが負担すると述べたc(New York 10日UPI) 

2月 11日

v国防次官DaweeChullasapya空将の発去によると， 北ベトナム；こ援護された

ラオス共産軍は TheKhekのの地点二三で来たがラ それ以上：工接近する気配は見

られないc

Vタイ東北地方の SakolNakorn県の NamPungグム建設と水力発電機建設の

契約調印が11日午後国家エネルギー会議（NationalEnergy Council）；こおいて行わ

れた。 1965年10月完成すればSakolχ akornとNakornPhanom；こ6万5000KWの

電力を供給出来る。ダム建設と発電機の契約は Christiani& Kielsen 〈タイ〕によ

って，配電設備の供給契約は日棉実業；こよって行われたc

ダム建設の総工費は5350万パーツであり，配電設備の購入に130万パーツである。

事務局長Boonrodの説明によると， Nam Pungダムばメコン下流開発計画の一

部でNamGarn河の開発の主要計画である。調査と設計は昨年6月，日本の電源開

発株式会社により行われたコ乾期（こ30万ライの潅慨を可能にL, 10万ライの洪水調

節を行うことが出来るc

V総理府スポークスマンによると，政府：二 N.E.D.C.：こ属すBangPa-in Paper 

Millと SupanburiSugar Mill はそりまま操業を続け，民間には払下げをしたい

ことを決定したc

2月 12日

V タイ内務省、スポークスマンに12日，タイ北部のラオスとの国境を一時閉鎖，同

地町の国境警備隊は警戒体制についたと発表した。同スポークスマンによると、ラ

オス側の同地域で，パテト・ラオ軍が進出したとの情報が入ったためこの措置がと

らntこO (Bangkok AP) 
Vカーボジア国元首Sihanouk殿下は彼等の国（こ影響を与えている諸問題を解決

するために南ベトナムの NguyenKhanh少将とタイの Thanom首相とをまじえた

頂上会談の開催を提案したと述べた。

彼はマレーシア首相TunkuAbdul Rahmanにマレーシア北部の Penangで会談

を聞く斡旋を依頼したがう Thanatタイ外相が拒絶したと述べ‘ “Thanat Khoman 

は私を憎んでいる”と語ったcそして， Thanat はPenangの頂上会談に賛成しな
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いだろうとつけ加えた。（（World.13, Siem Reap Feb. 12, UPI) 

l Saba Tasanond米穀局長によると，米作農民は生産物の保存，流通販売，耕作

機械の共同等，協同組合の活動を通じてグループ化することが奨励されている。農

業省はこの計画のために農民の訓練センターを作っているC この目的は米作農民に

中間業者を排除することを可能にするためである。現在， 1955年以来282の農民グ

Jレープがり，各グループは約50家族を含んで、いる。農業省はこの農民グループの県

当局への登録を強制する法案を作成している。近代的な労働節約的機械の維持，使

用｛こ習熟させるための研修センターが Pathumthani県の KlongLuang農業センタ

ーに置かれる予定である。（World.12) 

l Nai Pote Sarasin開発相は辞任した NaiThawee Bunyaketの後を継いで、投

資委員会議長に命じられた。

2月 13日

l SabahとSarawakにおけるインドネシアとマレーシアの休戦監視委員に4人の

武官と 3人の文官が任命された。武官： SurakitMayalab中将， Prakorb Charu-

mani大佐， SiriDesabhu大佐， PanjaMekvichai大尉，文官： Mr.Ovad Ovadna-

rubhon, Mr. Prasong Booncheom 

Sihanouk殿下の三国首脳会談の提案について Thanom首キ目［工“重要なことは

Sihanoul王殿下がまず、口頭の攻撃をやめることT三”と述ベ

ソビ、エツトのカンボジアへの武器供与lこつL、てv主， Mig 17戦闘機はタイの戦闘

機よりも劣っているし台数も多くないと答え，タンクや船の供与もカンボジア人が

運転する限りは心配はないとつけ加えた。（Word.14) 

V大蔵省は13日，国内で生産されるガソリン，ガス製品に課税する法案を国民議

会に提出する予定である。この序文には，園内で原油が精製される場合には，政府

はそれらの輸入税を失うことが説明されているO

税率は以下の通りである。

1. ベ ン ジ ン 1リットJレ当り 1パーツ

2. ケ ロ シ ン 1リットル当り 50サタン

3. ジェット燃料 1リットJレ当り 50サタン

4. ディーゼ、 Jレ油 1リット Jレ当り 15サタン

5. 潤 滑 油 1リットJレ当り 1パーツ

6. 石 油 ガ ス 1メートJレトン当り 1000パーツ

7. 涯 青 1メートJレトン当り 1500パーツ
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8. その他の石油製品 1リットJレ当り 1パーツ

9. その他の副産物 1メートルトン当り 1500パーツ

, Chitti NaYisathira三軍最高司令官補は13日， 国家の指導者聞に争いがあると

の噂を強く否定し， 「すべての高官はお互いを良く理解しており，タイ：主平和で、あ

る」と述べ，その噂さが“我々の聞に混乱と憎悪を引起そう”と目論む外部の人々

によって流されていることを知っているとつけ加えた。（World.14) 

2月 14日

V ラオスの共産軍の進撃により， Thakhekの建設会社で働いていた120人のタイ

人と70人のフィリピン人と 8人のアメリカ人がタイに避難して来た。タイ字紙の

“Thai Rath”によると，これらの人々は Thakhekから PakPradingに到る高速

道路建設に従事していた者で， Thakhekから30kmの地点に飯場があった。報道に

よると，約5000人のパテト・ラオとベトミン軍はメコン河の 15kmの地点：こ進出し

た。しかし， Thakhekは平静で NakornPanomとの間では平常な貿易が行なわれ

ている。

一方， Thanom首相は共産軍の Thakhekへの進撃は 2つの戦略地点へ拡がって

いると語った。その一つは Thakhekで，他の一つは22kmの地点で、あるc ラオスの

攻撃がSEATOメンバーであるフランスの中共承認後の SEATOの反応とみるた

めではないかとの質問に対し， Thanom首相は共産軍は政治的会談の取引き条件に

しようとしているのだろうと答えた。

V高官筋の明らかにしたところによると，タイ政府は友好国の代表者とラオスの

危機について討議を行なっている。外相ば14日，オーストラリア大使と会談したが，

12日以来のアメリカ，イギリス，ニューツランドの諸国と非公式な会談が持たれて

いる。この内容は明らかにされていないが，消息筋によると，彼等は“ラオスの情

勢に重大な関心”を払っているといわれる。また，タイが危機に脅かされた場合に

とるべき共同手段を特：こ討議したといわれる。

l 14日の RadioThailand ；こよれぽ， ChittiNavisathira大将はタイの海・空軍の

大将へ任命された。

, Nai Pote Sarasin開発相の報告によると，南タイの Phuket開発計画が実行さ

れる。 Pote開発相の説明によると，政府は Phuket島と本土とをBhangngaで結ぶ

橋を計画中である。また， PattaniのTani河に総工費3億500.万凶パーツでダムが建

設中であり， 2万7000kwの水力発電機が設置されるoKrabin県の BangPoo-dam 

ではリグナイトを用いる火力発電所が建設中であり，来月から発電出来る。ここ；Jこ
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は2万kwの発電機が設置される。これに用いられる費用は3億5000万パーツで埋

蔵量450万トンと推定される発電所附近のリグトイトを 1日400～600トン使用する

が，周囲8kmの範囲園内にはいまだ 4000～5000万トンのリグナイトがあると推定

される。

v投資委員会の新メンバーは次の通りである。

議長， Nai Pote Saras in 

委員， ChaleeSindhusophon海軍少将， Dr. Serm Vinichaikul, Dr. Charng 

Ratanarat, Sawaeng Senanarong中将， NaiPrayad Buranasiri, Luang Yukta-

sevi Vivat, Vichai Pong-anant中将， LuangSamrit Visavakum, Chalermchai 

Charuvastr中将， Nai Sawaeng Kulthongkham, Nai Vicha Settabutr, Nai 

Leng Srisomwong, Nai Banjurd Cholavicharn, Nai Osoth Kosin. 

実行委員会メンバーは次の通り。

Chalee海軍大将， Luang Yuktasevi Vivat, Luang Samrit, Nai Saprang 

Thephasdin, Nai Boonma ¥Vongsawan, Nai Osoth 

2月 15B 

V投資委員会は4つの織物工場と自転車会社と自動車組立工場を奨励産業に決

定したO これらの新工場により BangkokThonburi地区の工場数は2万0692とな

る。

(1) Burapa Weaving Co., Ltd. Samutsakornで日産280万ヤードのポプワンと

白シャツを生産する。（2)Mr. Chai Chotuprasit氏による工場は年産500万ヤード

の布を生産する。現在， 1日当たり l万4000平方米の布の漂白及び染色出来るが，

これが4万6000平方米に拡張される。（3)Thonburi Weaving Factory Co., Ltd. 

は年産560万平方メートルのポプリン生産能力に拡張される。（4)Thai Thong 

Weaving Co., Ltd. (5) Honda Motor (Thailand) Co., Ltd.年産1万2000台のオ

ートパイ組立。（6)Thai Bicyle Industry Co., Ltd.は自転車部品及び年産2万台

の自転車生産を行なう。（World.15) 

l Thanom首相の明らかにしたところによると，来週水曜日に予定されている

SEATO会議でラオス問題が討議される口ラオスとの国境閉鎖に関しては次のよう

にのベたO

「国境閉鎖が必要な程事態は切迫していないc 現在，国境を出入りする者は多

くない。非共産主義者の出入国は自由である。」

v故 Sarit首相のため来タイしたPhoumiNosavan副首相は15日の記者会見で，
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ベトミンの 3大隊；日新たにラオスに侵入し Thakhekと Xiengkhuangの情勢は危

機に直面していると述べた口

2月 17日

V タイは19日の水曜に持たれるSEATOの定例代表者会議でラオスの情勢を検討

しタイ国の安全を脅やかすかも知れない事態に十分備えるよう要請する予定であ

る。タイは現段階ではSEATO軍の派兵や！駐留は考慮していないといわれるが，今

後必要となる行動をとるにあたって準備をするよう要請することが予想される。

, Prasert Ruchirawong副首相の発表によると，パテト・ラオ軍の攻撃により，

若干の避難民がメコン河を渡り討ongkhaiとNakorn Phan om （こ入国している。こ

れらの避難民は統制と監督のために一定の場所にとどめられている。

v軍隊を国境地帯へ派遣しなければならない程事態に切迫しているかとの質問に

対し， Prasertは「現状ではその必要はない」と答えた。

, Uab Tonanon中将の発表によると北部と中央部で予備軍の召集訓練が行なわ

れる。同中将は「これは動員ではなくラオスの情勢とは無関係である」ことを強調

した。彼の説明によると，これは新しい武器や戦略で予備軍を訓練するためで、あ

り， 1日乃至8日間の召集が行なわれるc このテストは Maehongson,Chiengmai 

Lampoon, Lampang, chiengrai, Prae, Nan, Uttral:lit, Sukhothai, Pitsanuloke, 

Pichit, Pschaboon, Tak, Kampaengpet, Nakorn Sawan Uthaithani, Chainat 

Singhfuri, Angthong, Lopburiの各地方で行なわれる。なお？このテストは 3月20

日に開始されるc

2月 18日

, Thanom首相rH8日の記者会見で「共産主義者は Vientianeを包囲し全ラオス

を手中にしようとしている」と語った。 Thanom首相によるとこれは故Sarit首相

の葬式を行なうために来タイしているラオス副首相兼蔵相と17日の会談で、聞いたも

のである。 PhoumiNosavan副首相がタイヘ援助を依頼したかとの質問に対して

は， 「伎はタイに援助を求めなかったが，いずれ求めるだろうむしかし，どのよう

な援助を求めるかは分らない」と答えたc

2月 19日

Nai l<onthi Suphamongkhon首相付外交担当顧問は19日， SEATOの事務局長に任命

された。 Konthiの任期は1965年4月までであるc

曹タイの錫価格は国際価格を反映して高騰している。ロンドンの錫価格はトン当
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fこり1078ポンドから1096ポンドに上昇したが，パンコックの価格も2380から2400パ

ーツに上昇したC これは最近の需要と供給が生産者に有利になっていることと，最

近のアメリカ当局と InternationalTin Councilの会談の結果だと見られているc

この会談は2月12日か14日にかけて vVashingtonで、持たれたが，アメリカは錫の在

庫の処分に関しては鉱業の成長を促進するという ITCの見解を十分考憲すると確

約したと伝えられる。

V国内の巻タバコ需要を満すために，タイタバコ専売公社（ThaiTobacco Mono-

poly）は日産2000～3000万本のタバコ工場（第4番目〉を建設するc現在までの3工

場でおよそ日産3900万本の巻タバコが生産されていたcTTMの昨年の収入は14億

5300万ノ〈ーツで前年度に比較して1300万パーツの増収であった口 TTMは現在，

7411人を雇用している。

2月20日

V東北地方の視察から帰った Prapascharusathira副首相兼内相は，共産軍の攻

撃により約1000人のタイ人がラオスからタイ領へ帰国したと次のよう（こ述べたc

これらのタイ人は職を求めてラオスへ渡った者で、あるc さらに， ほぼ100人の

ラオスの官吏とその近親者が避難民としてタイに入国している。これらの官吏を

送還するため，ラオスの外務省に交渉を申込んでいる。ラオスの情勢にはその後

進展はない。しかし，我々は接透を徹底的に防ぐよう地方の役人に命令したc 農

民も外人を見たらすぐ報告するよう要請されている。

T Sunthorn Hongladromはタイ銀行協会の定例晩餐会で政庶は一次産品の価格

問題をジニネーブ、で、聞かれる国連貿易会議に持ち出すこと確約し次のように語っ

1・」－
a」。

「政府は先進国にタイのような発展段階にある国に理解と援助を与えることが

望ましいことを力説するつもりである。何故なら，長期的な観点から発展しつつ

ある国を助けることは，先進国が自らを助けることになるからである」

国民経済については次のように述べた。

「国民所得は1962年以来， 5%以上増加したc 外貨準備は増加しパーツの価値

も安定している。農業生産はわず、かに停滞したが増加率は平均して62年より 3%

増加している。 63会計年度の国庫収入は103億2500万パーツ支出は96億900万パー

ツで7億1600万パーツの収入超過であったO 1963年末の国庫余剰金は25億7400万

ノ〈ーツで62年末よりも 8億7100万パーツ増加した。

外国貿易に関しては約25億ノ〈ーツの赤字があったことを認めなければならな
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い。しかし，輸入は国の開発に基本的な資本財が多い。また昨年の預金は25.2%

増加し91億2800万川ーツ：こ達した。銀行の支店は22新設され428店となったJ

2月21日

v高官筋によると， Sarit首相の遺産相続（加の問題ば国家の安全に重大な悪影

響をもたらしている。共産主義者はこの件に関する報道を利用して東北タイの無知

な住民に動揺を与えているc

政界？こ分裂を起そうとして，国外の秘密放送局から事実をまげた放送が行わ；／して

いる。共産主義者は故Sarit首相が不正な手段で莫大な財産をきずいたと宣伝して

いる。一方， この事件；こ外国の興味が集っているこの事件が外国の記者によってス

キャンダルとして取扱われており，令イの国際的地位をそこなう恐れがある。

(World. 21) 

（注） Sarit首相の遺産相続事件

これは 2月14日に故Sarit首相の前夫人 ChaveeThanaratと2人の息子

Set ha Thanara t大J封， Somchai Thanat 中尉の 3名が民事裁判所に故Sarit

首相の遺産管理権の指定を請求したことからにわかに世人の注目を集めるに

到った。 Sarit首相は莫大な遺産を残したといわれているが， 遺書が 3月の

葬儀が終るまで聞かれないため， これをめぐって遺族の間にさまざまな動き

が行われ世入力興味を集めているc

V カンボジア国の Sihanouk元首がカンボジア，南ベトナムヲタイ， アメガの 4

ヵ国による会議を提案したことに対して， ThanatKhoman外相は21日， 「タイは

東南アジアの平和と安定と協力を促進する提案はそれがカンボジアによるものであ

ろうとなかろう真剣に考慮するだろう」と述べた。

「しかし，報道された提案は時間の制限を含んで、おり，最後通牒で、なければ国際

的な提案；こ時聞の制限をおくことはない」とつけ加えた。

2月23日

l Nai Banjurd Cholvijarnタイ商業会議所会頭f主22日夜の記者会見で， 「タイは

年率26億パーツの貿易収支の赤字を生んでおり，この逆調（土主として経済開発の資

本財輸入とは見ることが出来ない」と語った。これは政府の見解と対立するもので

あるが，彼；土ニワことに関する報告書を首相Jこ提出する予定である。

2月24日

l' Yang dipertuan Agonマレーシア国王夫妻は24日，のタイを訪問した。

( 32 ）一 -232 



タイ

2月25日

v開発省の外国借款に関する報告書によると，政府は1966年から1969年にいたる

外国からの負債の返還が困難であると述べている。この報告は経済開発計画の後半

3年間に外国借款の交渉には充分な考慮が必要であると強調している。また17計画

の37億7000万パーツの未返済と，政対保証の14計画57億6800万パーツが現在の負債

であると述べている。（World.26) 

, 1957年のケーデター以来日本に亡命している Pibul元首相が25日の夕方帰国す

るというニュースが流れた口

2月26日

' 4ヵ国会議にカンボジアが条件を附したことについて ThanatKhoman外相は

次のように述べた。

「これは驚くに当らなし、。これはカンボジアラ 特に Sihanoukのいつものかけ

ひきであるc 彼は提案をし，関心が払われると受けることの困難な条件をつけ

る。」

T Thanom首相は26日， 「Pibul元首相が帰国すれば＼ 直ちに逮捕するだろう」

と次のように述べた。

「前首相から帰国を要請したことはなかったO 現政府は彼がタイへ帰国すべき

ではないと考えているc 何故なら，もし彼が帰国すれば我々は彼を投獄しなけれ

：まならいからである。」

さらにPibul元師が3月17日に予定される故Sarit元師の葬式に出席したがって

いるのではないかとの質問に対して「葬式への招待状は彼に送られていないc 彼が

帰国を希望しでも，許可は与えられないだろう。彼は今帰国すべきではない。何故

なら，無用の混乱を招くからである。彼が何もする気がなくても，誰れかが混乱を

作る機会をつかむかも知れない」と述べた。

警察は DonMuang空港を警戒している。 Pibulの娘（RakPanyarachun元外務

次官の妻）Nang Chirawat Pangarachunはこのことについて「父は現在帰国する気

はありませんO 東京で全く宣言わせに暮していますc 手術後，健康も回復しました」

と語っfこC

T Thanom首相は26日， Sarit首相の遺産問題について， もし両者が依頼するな

ら調停を引受けても良いと語った。（World.27) 

, Pibul Songgram元首相は26日，東京，相模原の自宅で，記者会見を行い，「タ

叶
べ
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イで歓迎されるまで帰国するつもりはない」と語ったコ（BangkokPost.東京発A

P）また， 「タイを除く東南アジアの諸国は混乱しているといわれるが，私はそう

は思わないc タイはサハラの砂漠にあるので；工なく，東南アジアに位置しているこ

私はタイも近い将来のうちに騒然とした地域になると思う」と述べた（Worlcl. 'J,7, 

相模大原発AP. 26) 

2月28日

, 28日のビ、Jレマ政府機関紙［労働者新聞Jによれ：乙 Thanat Khomanタイ外相

はタイ・ヒールマ国境問題を討議するため 3月第1週にピソレマを訪問するc 国境問題

についての会談：土夕イ．ヒ、〆）

UPI 〉

V タイ政府筋が明らか；こしたところにぶると，タイ政府はフィリピン・インドネ

シア・マレーシアの三国：こ対し，三国が来週 Bangkokで第2回閣僚会談を聞くこと

に同意，その用意がある旨正式；こ通告したといわれる。（Bangkok28日，ロイター）

, Tunk Abdul Rahmanマレーシア首相は28日午後， HuaHin ：こ到着したτ

2月29日

, Phra Bamras Naradura厚生相は29日ヲ東部タイ開発委員会は東部タイ開発計

画のために 800万パーツの資金を政府に要求していると発表した口これらの諸計画

では，まず道路建設と飲料及び潅概水の供給と病院及び学校の建設：こ重点が置かれ

るD なお，委員会は評細な調査を行うため，間もなく視察旅行へ出発する。

, Siri Pakasit予算局局長によると 1965会計年度の予算は約90億パーツになるも

のと思われる。（World.29) 

V道路局の発表によると，昨年，世銀から借入れた3500万ドルの借款資金は高速

道路建設の設計調査に用いられる予定であるc

Bangkok Trad間の高速道路改修（！主3月より開始される Q まず最初にBangkok

-Sriracha聞が行われるが，その計画には昨年， 1900万ドルの贈与が行われた。

Korat-N ongkai間高速道路は今年中に完成の予定である。アメリカの援助による

Bangkok－←Saraburi間高速道路は遅れているが，これも今年一（まいに完成の予定で

ある。同じくアメリカ援助による Lomsak-Saraburi聞の高速道路は現在95%が完

成している。その他，国内予算で 3つの地方道路が建設中で，さらに4つの道路が

調査中である。 3500万ドJレの世銀借款は道路建設機械の購入や会計機械の改良等：こ

使用される。（World.29) 
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一一一 3月の動向一一一

国内では依然としてクーデターを含む各種の噂が流されている模様である。政府当

局は再三再四，政府内部の車L蝶を否定し，反政府活動を弾固取締る旨を発表している。

3月17日の Sarit首相の葬儀当日には，突発事件にそなえて厳重な警戒体制がひかれ

たが， “タイ人民解放運動”という署名の現政府及び故 Sarit首相を非難するパンフ

レットが各新聞社に配布され， DemocracyMonumentには花束が捧げられた。警察

当局の捜査により 3人の容疑者が逮捕され取調べを受けているが，今まで警察当局に

より発表されたところによると，彼等は1955年 Pibul首相が突然民主改革宣言を行っ

た時に HydePark Movementで活発な活動を行った人達の一部で、あるといわれてい

る。 こうした不穏な事態にそなえて，タイ国軍は週末の休暇を取消し警戒体制に入っ

たが，これは政府当，局の言明しているように，単なる予防措置と見て差支えあるまい。

1955年当時の学生，知識人，ジャーナリストを含めた広汎な運動の盛上りは王局生の

ところ見られないし， 国内の経済状態も当時と比較すれば相当改善され安定している

からである。 しかし，長期にわたる軍事政権にあきたらない人々の気持の一端はうか

がい知ることが出来よう。

このような情勢を反映してか， Bangkok市の外国為替の闇レートは 1ドル当りほぼ

1パーツの上昇を示L, 28日の午度には買レート， 21.30パーツ，売レート 21.55パ

ーツにまで上昇した。政府筋では観光シーズンによる単なる季節的なものであり政治

不安によるものではないとこれを否定しているが， パーツの価値が極めて安定してい

ることを考えれば，その面から影響が皆無だとは云い切れない。

為替レートの国民経済に与える影響は重大であるが， 一般市民にとっては豚肉価格

の騰貴の方が深刻な問題であった。 29日の BangkokPost紙によればタ市内の豚肉価

格は通常のキロ当り13～14パーツから20～25パーツに騰貴しており，市中の主婦達は

豚肉が手に入るならいくら支払ってもかまわないといっていると深刻な事態の一端を

伝えている。

以下，豚肉価格の騰貴に関する若干の問題点にふれておこう。

タイの畜産業はアメリカの援助により 1952年以来急速にのびたが，特に東北タイに

おける成長が著しく，輸出余力も53年100万パーツ， 54年4000万ノ守一ツヲ 55年6000万

っ
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ノミーツと急速にのび，最近では 1信：パーツを突破しているc Livestock Trading Co-

operation （略号LTC）は55年にこのような畜産業の発展を背景にして生家畜輸出の

民間企業として設立されたが， 59年のDL F借款を契機iこ屠誌食肉加工の設備がな

され資本金も 200万パーツから3000万パーツに増額されて国内の食肉の流通機構に重

要な位置をしめるに到った。現在， LTCは Bangkok市により97%の株式を所有され

市内における家畜の屠殺，食肉の販売を独占している。そのため‘食肉不足の不満は

常にLT Cを通して市一内務省政府へと向けられてし、るニ

昨年の 1月に豚肉価格が上昇した際に；土、 社長が更迭され，豚買付けがキロ当リ 4

パーツから 6.5パーツに値上げされ，小売価格が17パーツから 15パーツに引下げら

れたにもかかわらず， 会社の利益は2力月以内に月 130万パーツから 500万パーツに

増加したと伝えられてし、るc このような経営のルーズさに加えて‘豚肉の取引きにか

らむ莫大な利権は市民の不満の声をしばしば疑惑の目に変えているc

こうした疑惑を取除くために Sarit首相により任命された特別調査委員会は，昨年

末LT Cが完全に市の所有になるべきだとの提案を行1八市会（土6769抹の買取り資金

として1200万パーツの特別予算を提出している。 （額面1000パーツ『買取り価格1800

ノミーツ，ほとんどが Prapars内相一族により所有されている）

しかし，現在の価格騰貴を解決するには LT Cの経営や流通機構の改善と同時に、

生産面における価格安定と生産増加とそれに見合った輸出計画が必要だと思われるc

今年の 1月にはスイスの某会社と 850トンの冷凍豚肉輸出契約が 200トンしか集荷

出来ず，積出し不能問題を引起しているが，この輸出契約は FOBでキロ当り約7.3

ノξーツであり，国内価格よりかなりの安値となっている。 LT亡の資本設備の稼動と

外貨の獲得という事情は考えられるにしても国内の消費をあまりにも犠牲にすれば国

民の不満は一層強くなることが考えられるc

今回の肉不足に関して， 政府は Bangkok市に豚肉取引きの自由化を検討するよう

命令したが，結局，生産奨励，販売店の設置ということで抜本的な解決はなされなか

った。

しかし，食肉問題は国民の日常生活に直接関係が深いだけに， これから先も大きな

政治問題として政府に解決をせまってくる問題だといえよう。
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V内務省職業奨励局長 NaiPrasit Sanguan Noiが記者会見で語ったところによ

ると， 22県における米生産の倍増計画が完了した。これは46地方で30万ライを含む

61計画にわたっている。しかし，今年は実行に際しての利益と障害を研究するため

に，このうち 5万ライで実施されるc もし‘結果が良ければ来年は30万ライに広げ

られる。 NaiPrasitがさらに明らかにしたところによると，内務省は村役場を農民

を援助するセンターとして利用することを考えている。この村役場は農村の生産物

を買取る取引き権限を与えられる。そして，当局はその生産物を貯蔵して，価格が

上昇したとき売出すc このセンターの設立は収穫物に通常安い価格を提示する中開

業者を排除するのに役立った、ろう。センターはこの他，苗や肥料や潅瓶用水の提供

等で農民を援助するc

3月2日

, Prapas Charusathira内相は2日， 国内の或るグループが政治問やクーデター

の噂を流して，国内の平和と秩序を破壊し政府の行政をさまたげようとしていると

語った。彼によると，これらのグループは元首相 PibulSonggramの帰国の噂を撒

u、fこO

, Prapas内相は2日，故 Sarit首相の私生活を新聞紙上に取り上げることを中止

するよう要請した。

, 5000トンの錫をさらに放出するという 2月28日のアメリカの声明によって，

Bangkokの錫価格は2月29日にはピクル当り 2500パーツから 2400パーツに下った

が， 2日午後にはさらに2300パーツに下落した。

3月3日

, Pibul Songgram元首相は3日東京で「タイを SEATOに加入させたことは正

しかったかどうか分からない」と次のように語った。

「SEATOが結成された時， 8ヵ国は同ーの政策を持っていた。今や，多くの

政策がある。マニラ条約が調印された時，世界の最大の問題は西ベノレリン問題で

あった。しかし今や問題は東南アジアである。タイは東南アジアの最も戦略的

に重要な地点になるだろう。タイは遅かれ早かれ朝鮮やラオス，南ベトナム，マ

円。 -( 37）ー
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レーシアラカンボジア，北ベトナムのような騒乱の地点になるだろうこダイは東

南アジアに平和をもたらす最良の方法として他国と平和を保つ意図で会談を提唱

すべきである：：，J(Bangkok World 3月4日，東京AP)

3月4日

’警察は東北地方4県で（Udorn,Kalasin, Sakol Nakorn Nakorn Phanom）共

産主義容疑者の手入れを行なっている。 Nakorn Phanom県 Nakae郡で乾電池と

放送設備が発見され，この地方が共産活動の中心地帯であることを示している。

V内務省職業奨励局長 NaiPrasitによると， 来年度乃タイの小麦作付面積は4

倍になる見通しである。小麦栽培は過去2年間，東北タイの諸県で実験的；二行なわ

れた。その結果，小麦がタイで栽培可能であり，多くの農民は米の裏付としてニン

ニクよりも小麦の栽培に強い関心を払っていることが明らかとなったc 昨シーズ

ンの小麦のライ当たり収量は米よりも低かったが，裏作としては過剰生産によって

価格の低下しているニンニクよりも農民に多くの収入をもたらしているc 小麦は

Chiengmai Chiengrai Lam pang, Lampoon, Nanの諸県でおよそ2300ライの面積

に栽培されるだろう。タイの小麦栽培の障害は苗の選択の問題だと思われている。

最初，ビルマの Taungyi種が用いられたが収量は思わしくなかった。

Vフランス政府は1965年度に技術文化協力計画のもとに25の奨学資金を約束し

7こO

3月5日

, Prasert Ruchirawong警察局長は5日， 「警察は10人以上の人物が反政府活動

の陰謀を企てていることを察知している」と次のように語った3

「これらの陰謀者達の大部分は追放された政治家や元議員で、ある。彼等は日本

に亡命中の Pibul元首相の帰国の噂を撒いたことで罪をとわれているQ」（vVorld

6日〉

, Thanom首相は5日の記者会見で， 内閣の任命する特別委員会が故Sarit首相

の遺産問題を調査すると発表した。この委員会は Sarit首相の遺産に固有財産が含

まれているかどうかを調査することになる。

3月6日

, Pote開発相は6日の記者会見で， 本年度の外国投資の見通しは明るいと語っ

た。
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投資委員会は5日，投資奨励法の政策を再検討するため，新委員会発足後，初

の会合を開いた。現在，多くの外国投資は国外のみならず国内からも資金を調達

している。投資が成功し，利益を計上すれば，彼等はこの利益を本国へ送金する

ことが注目される。投資委員会は目下このことと，外国投資に関してより広い視

野からその他の政策を検討している。 KearnInternational会社のクラフト祇工

場の設立に関しては未だ意見の対立がみられる。

3月7日

, Thanat Khoman外相は7日， 「東南アジアの中立という DeGauHeの提案

はこの地域を共産主義に従属させることと同じであると非難した。（Word.8日）

3月9日

, Bangkok警察は故Sarit首相の葬儀にまぎれ平穏を乱す目的で，北部の悪名高

いギャング団が送り込まれてくるだろうとの警告を発した。警察によると， この

“臼鷲団”は Sarit時代に夫脚した政治家によって利用されている。（World.9日〉

Vタイ紙SiamNikornによると， 富くじの調査委員会は2億4000万パーツの不

正を発見した。（World.11日〉

v経済省は8万トンを下らない量の米輸出を日本政府と交渉中である。またヲフ

ィリピン及びインドネシアとも同じ交渉が持たれている。

3月 10B 

, Nai Phuang Suwannarat内務次官補によると， タイ国境附近の当局はピノレマ

政府のカレン族に対する激しい攻撃の結果，国境内へ侵入してくるのを阻止するた

め警戒体制に入った。

, Vongsamahip Jayankura外務省スポークスマンは10日， カンボジアの中立に

関する 4ヵ国会談の正式な提案を受取ったと発表した。タイ政府は目下この提案を

検討中である。フランスの東南アジアの中立化の提案については「私はフランスが

親共諸国に中立化を要求しないのに，何故親西欧諸国に中立化を求めるのか理解出

来ない。しかし， DeGaulleの中立政策は Sihanoukの中立とは両国の指導者の違

いと同様に異なっているJと述べた。

V工業省の内閣への報告によると，日産3万6000パーレルの ThaiOil Refinery 

Co.のSriracha工場は9月24日前に操業開始の予定である。工業省は今後10年間に

毎年1000万パーレノレの原油輸入が許可されるよう勧告している。 TORCは10年後

戸
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；こ精製所の所有権を政府へ譲渡する契約となっているc 政府は長い間，原油の輸入

を禁止しているが， TORCが操業を開始すると， すべての石油製品は輸入禁止と

なるだろう。

消息筋によると，国内の商社；土アメリカから年院 1万2600トンの石油製品の買付

けを交渉中だといわれるc この内訳はスピンドル油2700トン，neutraloil 1900トン，

bright-stock oil 8000トンである。また工業省筋の発表によれば， アメリカの精油

会社 OttoHackerが北部の原油資源の開発を申し込んでいるといわれる。（World

11日）

, Thanom首相はタイ農民銀行（ThaiFarmers Bank Ltd.）と UnionBankに

それぞれ口頭で理事及理事長職からの辞意を表明した。なおThanom首相は他の守

閣僚にも彼の例にならうよう要望している。（World.10日〉

, Prayoon Karnchandul経済省国内商業局長は， タイの麻袋工業；土増産するだ

ろうと次のように語った。 「タイの麻袋の需要を満たすために努力しなければなら

ない，麻袋の需要は農産物の包装のために12月～ 4月にかけて最高となる。現在，

Thai Jute Co., Ltd.が外国から麻袋を購入して米輸出のために経済省へ売渡して

L、る己」

3月 11日

v東北タイの破壊活動に対する手入れで、49人の共産主義容疑者が捕えられた。内

訳は l¥fokdaharn県10入、 KhamCha-ee県6人ラ Nakorn Panom県16人， Kalasin

県15人， SakolN akorn県2人である。（World11日〕

, Nai Sa-ard Hongyont工業省工業促進局長の11日の発表によると‘ 小企業貸

付事務所が設立され， 3月23日から借入れ申し込みを受付ける。貸付けは手工業や

農村工業の設立や拡張，店舗の維持や修理に行なわれるC 申し込みは資本金200万

ノミーツ以下の企業に限定されるc また，事務所が調査し認めた場合，最高50万パー

ツが貸出される。この貸し付けは地方銀行と農業銀行により行なわれるc

v世銀は11日， IFCTに250万ドルの借款を供与したと発表した。また IFCは

IFCTに19万2000ドルの出資を承諾したと発表したっ (Post. 1213 Washigton, U 

PI) 

3月 12日

, Thanom首相は12日，反政府活動が依然として続けられていると語り「私は彼

等を弾圧する。国民は混乱を欲していなし、」と述べた。
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, Thanat外相は12日， フランスの東南アジア中立化の提案を非難して次のよう

に述べた。

「我国は直接関係していないが，南ベトナムは東南アジアに位置しており，政

策や体制の変化はラオスやカンボジアやタイやその他の東南アジアの諸国にも重

大な影響をもたらす。従って，我々は提案に関して事態の発展を常に注目し考慮、

を払わなをければならない。まず第1に東南アジア諸国の政策や体制の変化は，

その国の国民が考える問題であり，そのような提案や示唆はこの地域に責任のな

い者のすることではないということであるc

第2に，もしそのような提案が価値あるものとすれば，彼等は何故最初に自国

で試みないのか，何故ヨーロッパで，ベルリンで試みないのか，何故，彼等は南

ベトナムや東南アジアをモノレモットにしようとするのかラもしその提案が南ベト

ナムの自由と独立と主権の放棄につながるなら，全東南アジアには深刻な反響を

もたらさざるを得ない。それは力の均衡を変えるだろう。もし，そのような提案

がこの地域の自由と安全と独立を維持するために意図された組織のメンパーから

なされるなら，その提案はその機構の目的と全く相反するものであるc」

, Thanom首相は12日， Thai Oil Re五neryCompanyが日産3万6000バーレル

の生産を開始すれば，政府は石油製品の輸入を禁止するだろうと語った。 TORCと

Bang Na石油が操業を開始するとタイの国内需要を満たすだけでなく過剰生産と

なる。 TORCは9月24日までに生産を開始出来る見通しである。 BanNa石油精

製は陸軍エネルギー局に所属し， 日産5000バーレルの能力を有している。」

V輸出促進局長を兼任している ThanatKhoman外相は12日，国連貿易開発会議

に関して次のように述べたc

「タイは経済相を代表とし，経済開発と貿易に関係している高官を含めた“強

力な代表団”を派遣することを決定した。一般的にし、勺て，我々は貿易が拡大し

すべての国に利益をもたらすとし寸原則は支持する。現在，交易条件は低開発国

にとって不利になっている。イデオロギ一面で国々が分かれているが，経済や貿

易面での対立は政治的なものとは全く異なっている。

工業化の進んだ国は資本主義国で、あれ社会主義国で、あれ、低開発国の犠牲には

一致して行動出来るように思われる。従って，新しい種類の対立がある。今日，

低開発国は先進国との貿易で非常に苦しんでいる。

タイは多くの産物を輸出しながら，わずかの金しか受取っていない。時がたつ

につれて司我々は工業製品から利益を上げる先進国の圧力をますます受けること

月
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になろう。私は昨年秋の国連総会で，我々は多くの先進国によってじわじわと絞

められていると述べた。我々はあくせくと働らき，多くを生産し，得るものは労

苦に比べてわずかである。タイにおいても‘生産は伸びながら収入の少ない多く

の例がある。私はこれは健全な状態、ではないと思う。後進国は除々に死に追いや

られるかもしれない。 もしそうなれば， 先進国もまたはげしい混乱に直面しな

ければならないだろう。この激動はイデオロギーにもとずいたものではなく飢

えと苦痛にもとずいたものであろう。先進工業国は一次産品の価格安定のための

努力に対して；土かなリ強硬な立場をとっている。来たるジュネーブの会議に実質

的な結果は期待出来ないかも知れないが，結果がどのようなものであっても，世

界貿易の中で公正な立場を求めて闘争する後進国にとって、それは死活の問題で

あるcJ

, Thanom首相；土12日のタイ放送でヲ 「石油製品の輸入禁止問題は後日決定され

る問題である」と述べた。しかし「消費に対して国内の石油精製が十分行なえるよ

うになれば禁止が行なわれるべきである」とつけ加えた。 ThaiOil Re五neryアはタ

イで建設される 3番目の石油精製会社である。 (2月4日，参照） (World. 13日〉

V石油輸入業者や販売業者は ThaiOil Refinery Companyが操業を開始すれば

石油製品の輸入が禁止されるという報道に深い関心を表わしている。 SummitInd_ 

ustrial Corpの副社長 C.]. Huangは BangkokWorld紙への手紙で「TORCの

生産能力は我国の需要を賄うに不充分である」と次の様に述べている。

現在の石製品の輸入は 1日当り 4万2000ノ〈ーレルであるが， TORCは日産3

万6000パーレノレにしか過ぎない。更に，需要の伸びは1962年に前年比17パーセン

ト63年は16パーセントである。石油製品の輸入禁止は我国の経済成長に障害であ

り， TORCに利益を与えるのみである。我々独立小販売業者は世界市場から石油

製品を輸入し，我国の石油価格の引下げに貢献した。我々の輸入や販売は閣議の

決定により認められたコもし，輸入が禁止されれば我々は仕事が出来なくなりラ

給油所等の投資は莫大な損害となる。」なお， Summitは国防省に石油を供給して

おり，タイ市場のおよそ25パーセントを占めている。（World.12日〉

3月 13日

, Thanom首相ほ13日，いくつかの反政府活動が進行していると語ったc Sarit 

首相の死後， Bangkok市ではクーデターの噂が流れている。（TheStraits Times. 

14日〉
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3月 14日

l Chut Noonpakdi警察中将の発表によると，警察は東北地方で暴動対策演習を

実施している。 NakornPhanom, Kalasin, Sakal Nakornの辺地で10日間の特別

訓練が行われた。

3月 16日

l Sunthorn Honglaclarom蔵相の発表によると，タイ政府の会計年度（6:3年10月

1日より～64年9月30日まで）の第 1.4半期の収入は29億2600万パーツで前年より

4億1900万パーツラ今期予算よりも 2億ノミーツ上廻っている。

タイは総額25億パーツの貿易収支の赤字に悩んで、いるが，為替平衡基金の分折に

よるとこれは（1）資本財と経済開発計画のための資材（外国借款の得られている〉輸

入と（2）輸出船積みが例年よりも遅れているためである。

V公式筋によると， Prapas内相は東北8県に供給するため 2万SOOKWの水力発

電の計画の早期実施を命令した。この計－画は NakornRajsimaの PongNeab Dam 

として知られているがれ約25万ライの潅瓶水を貯水することが出来る。

3月17日

l Sarit首相の葬儀が行われた。なお， 突発事件にそなえて厳重な警戒体制がひ

かれた。

V警察は17日夜，故 Sarit首相及び現政府を非難したパンフレットを新聞社へ配

布した容疑者を捜査中である。このパンフットには“中部タイ人民解放運動.（Libe-

ration Movement of the Thai People in Central Thailand）刊という署名がされ

ていた。

3月 18日

V警察は18日，新聞社にパンフレトを配り Democracyr.おnumentに花束を飾っ

た容疑者 PradornRattakulを逮捕した。彼はかつての ThaiYouth Partyの書記

長で，共産主義の容疑で捕われたこともある。警察では引きつづいて共犯者を捜査

している。

l Thanat Khoman外相は18日，南部諸県の視察旅行へ出発したc

l Prapas副首相兼内相は18日， 豚肉は自由取引きになるかも知れないと次のよ

うに語った。 「首相は17日の閣議で豚肉の需要が供給を上廻札価格が高騰してい

るとの不満の芦が高まっていると報告した。それにもとずいて司内務省が Bangkok
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市に豚肉の自由取引き問題の検討を求めることが決定された。現在， LivestockTr-

ading Cooperation Companyが豚肉取引きを独占しているO “自由取引き”計画

によると，豚肉は民間の豚肉販売者を通じて販売されるとになる。この場合， Liv-

estock Trading Cooperation Companyは単なる豚肉販売者のーっとなるだろうこJ

3月 19日

V警察は19日午後， Paradornの共犯者として SamranChoonchaoを逮捕した3

彼はかつて Pibul時代に HydePark Movement で演説し大逆罪によって2年半投

獄されたことがあるc

タイ紙ChaoThaiの報じるところによれば Thanom首相により任命された特別

委員会は7億ノミーツ以上の国有財産が Saritの資産に含まれていることを発見し

たと次のように述べているこ「国有財産は富くじ局から 2億3800万パーツ， その他

の政府機関から5000万パーツを含んでいる。これらの金は数種の国内銀行に“Khun

Pan円や“Hanuman＇’の名儀で預金されている。 〈これらの名前はタイ文学にあら

われる英雄の名前であるコ） (¥Vorld. 20日〕

, Thanom首相の発表によると，TunkuAbdul Rahmanマレーシア首相は Tha-

nom首相へのメッセージで国境のジヤンクVレ地帯で、の共産主義テロリストに対して

共同の行動をとる必要性を説いている。これに関して，早急に両国の協議が持たれ

る予定である。

3月22日

v国連技術援助局はゴム開発計画と技術研究所設立のためにタイ国に国連特別基

金からの支出を認可した。この支出額は1736万6500パーツで主に専問家のサービス

．と器材により行われ， 完成までに5年必要とされている。 タイ政府はこの計画に

2267万1705パーツを支出する予定であるが，予算からは96万5800パーツの支出しか

予定されていない。

3月23日

, Prapas内相は23日、 タイ国軍は先週末クーデター防止のため休暇を取り消し

警戒態勢に入っていると言明した。この警戒態勢は故 Sarit元師と現政権を攻撃す

るパンフレットがタイ主要新聞に回付されたため取られたもので，タイ警察は 3人

の容疑者を逮捕した。パンフレットには“タイ人民解放運動”という署名があった。

(Bangkok 23日，ロイター〉

, Prapas内相は23日， Bangkok市は内閣の要請にもとずいて豚肉不足と価格騰
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貴の問題を調査した結果，次の2つの意見を提出したと発表した。

(1）豚肉取引きの独占が続けられるなら，豚肉不足と価格騰貴の問題が解決さ

れなければならないが，その場合には国民の疑惑を招き，政、治的論評の対象とな

るだろう。

(2) 豚肉取引きが自由化され，市はただ認可料だけを徴収することになれば，

国民の批判は少くなるだろうが，その場合豚肉価格と屠殺頭数の統制方法がなく

なるだろう。

なお，肉不足と価格騰貴の理由として次の 3点が上げられている。

(!)Livestock Trading Cooperation Co.が豚飼育を奨励しなかったこと。（2）豚肉

商人が販売権のために特別料金を納めなければならないこと。（3）会社の経営費が高

U、こと。

Vパーツの価値が1ドル22パーツに下落したという某朝刊紙の報道を確めるため

にPost紙が市中銀行を調査したところによると， 特別な変動は見られず， buying 

rate 20, 62パーツヲ sellingrate 20, 85パーツと安定している。

V経済省は3月31日から 4月8日までに，各業者に玉萄黍のストックを報告する

よう要求する予定である。外国貿易副局長 NaiNam Poonwathuによれば，輸出

用玉萄黍の不足が懸念されており輸出契約に従った船積みを確保するための措置が

必要と感じられている。 NaiNamの明らかにしたところによると， 1963年10月か

ら例年2月までに57万8601トンが，今月前半にすでに2万6675トンが輸出され20万

～30万トンしかストックがないと推定されている。

3月24日

’内閣は24日， LivestockTrading Cooperation Coづ Ltd.の専売を存続するこ

とを決定した。

3月26日

T Thanom首相は26日，内閣改造の報道を「単なる噂である」と否定した。

3月27日

, Pote開発相によれば， タイの錫生産は漸増し， ITCによる輸出割当も増加し

ている。 Pote開発相はまた割当外輸出のために ITCから罰金を科せられたという

報道を否定した。

, Nai Bunchana Atthakorn肩lj開発相は27日，タイはアメリカからの技術援助が

A
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昨年度より100～200万ド、ノレ上廻ることを希望していると次のように発表した。

「タイは昨年は約1200～1400万ドルの技術援助を受けた。－今年度は次の諸計画

が援助の対象となっている。経済計画，マラリア撲滅崎地方行政改良，農村教育

事業，職員研修，統計サーヴィス，鉱業開発，滑走路整備。タイ政府は見返り資

金としてこれらに6000万パーツ支出せねばならない。」

, )Jai Bunchana Atthakor副開発相の発表によると， 政府は Chumporn-Na-

korn Srithammaraj間道路と Lomasak-Saraburi間道路の建設に関して借款を求

めている。世銀と AIDが考えられるが世銀利子は5.5%であり AID利子は 3%で

あるため政府は AIDから借款を求める意向で AIDと交渉中である。しかし， AID

はその他の機関から借款が得られない場合にのみ借款供与を考慮するといわれてい

る。

V国営富くじ局長 LuangChart Trakankosol警察大将は27日， 局に約1億5550

万パーツの余剰金があることを明らかにした。 このうち2800万ノξーツは Nakorn

Chaisri発電所（すでに放棄された〉の建設資金のために Pibul時代に発行された

特別富くじによるもので残りの l億2760万パーツは1956年以来請求のなかった賞金

の合計である。このうち1500万パーツはすでに2台のヘリコプター購入のために支

出が決定している。残額は大蔵省に引渡される予定である。

, Prapas副首相兼内相は27日， Bangkok市は豚肉不足をカパーするため次の4

つの政策を実施するだろうと次のように発表した。

(1) 豚飼育農家に子豚を配布するつ

(2) 農家に低廉な飼料を生産，配給する。

(3）必要があれば貸付けを行う。

(-1) 豚肉価格が騰貴しているところでは市の定めた価格で販売する売店を設置

する。

3月29B 

, Bangkok市民は豚肉不足に悩んでいる。豚肉価格は 1キロ当り 20～25パーツ

に騰貴しているといわれる。主婦たちはこの価格について，もし豚肉が手に入るな

らいくら支払ってもかまわなし、といっている。このような事態について Bangkok

市長 LuenKrisnamara警察大佐は「豚肉価格を押える云けの統制はなし、」と述べ

Livestock Trading Cooperationは小売業者にキロ当り 13～14パーツで売るよう要

請していると語った。そして， 「もし小売業者がこの価格以上で販売するなら，そ
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の業者への豚肉割当を減らす」とつけ加えた。

V前アメリカ副大統領 Nixonは29日午前来タイの予定。 1¥'ixonは前投資委員会

議長， Nai Thawee Bunyaket, Thanom首相， Wanl司Taithy叫corn副首相， Sunt司

horn蔵相， Thanat外相， Prapas外相， Pueyタイ銀行総裁， Pote開発相等と会談

し4月1日， Saigonに向けて出立する予定である。

, ?¥ai Banjurd Cholavicharn貿易委員会議長によると， この 3ヵ月間の米輸出

総量は40万トンに達し昨年実績を上廻っている。

, Bank of Thailandは米ドノレ及びその他の外国為替の売りを厳重にするよう各

商業銀行に通告した。各銀行が要求されている規則は次の通りである。（1）買入者が

公式のパスポートを所有しラ売渡しが大蔵省の条件を満しているもの。（2）外国為替

を買入れる観光客は Bankof Thailandと連絡すること。

N" ai Ban jurd貿易委員会議長によると，商業銀行での米ドル売買レートに変化は

ないが，闇市場レートは上っている。 28日午後のレートは buyingrate 21, 30パー

ツ. selling rote 21, 50ノξーツであった。

3月 30日

V南部の視察旅行から帰った Thanat外相は30日，南部タイ開発では道路に重点

が置かれるべきであると語った。

, Sunthorn蔵相は30日， 外国為替の闇レート上昇に関して「これはパーツの安

定や国の財政状態に悪影響は与えない」と次のように語った。外国為替取扱い公認

銀行では為替レートは安定しており，政府も充分な外国為替を保有しているO 闇市

場は限られたものである。

一方，警察は「闇市場のレートの上昇を調査したが，政治的不安とは関係はない」

と次のように説明した。 「この上昇は観光シーズンによる季節的なもので，人々は

パスポートの提出によって銀行から割当られる以上を闇市場で購入しようとするか

ちである」

, 30日朝の調査によると Bangkokの豚肉価格はキロ当り22パーツから 16～17パ

ーツに不落した。一方， LivestockTrading Cooperationは豚肉不足問題解決のた

めに30日朝，小売業者の会合を開いた。

3月31日

, Sunthorn蔵相の明らかにしたところによると， 4～5ヵ月前にタイ国の経済

調査を行った IMFの調査団はタイ経済に関して次の3点の意見を付した。
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(1) タイの国民所得の増加は年率6%であった。

(2) タイは今後4～5年間輸出所得の増加は期待出来ないので，財政に関して

充分注意が払われなければならない。

(3) タイは輸出入の統制はすべきはない。制限ののかわりに関税壁は使うこと

は出来よう。

V先週末にカンボジア国境附近を視察した東部開発委員会で Trad県 KlangYai 

郡のタイ国境附近にカンボジア側が道路を建設していることが報告された3 なお委

員会でこの地方で道路建設が急務であることが同時に報告された。
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一一 4月の動向一一．

4月13日から 3日間，創立10周年を迎えたSEATO理事会がマニラで開催された。

今回の SEATO会議では南ベトナムに対するフランスの中立化政策をめぐって，フラ

ンスとアメリカとの聞にはげしい応酬が行なわれたようであるが， この会議でのタイ

の立場はタナット・コーマン外相の「南ベトナムの中立化は同国の手足をしばって，

そっくり北方の侵略者に進呈するのと同じであり外国はこの地域の問題には口出しす

べきではないJとの発言が示すように， “中立化絶対反対” ということであった。

前回のパリ会議までは，事務局長の権限を強化し， 議決方法を全員一致から棄権を

認めると変更するなど“たがのゆるんだSEATO”をなんとか締め直そうとしていた

タイにとって， フランスの中共承認や南ベトナムの中立化提案は少なからずショック

を与えた。

それは， SEATO内部の結束が乱れて，この地の安全と平和を乱すものに対して，

集団防衛体制がとれなくなることを恐れたからではない。共産主義者は真正面からの

武力攻撃をやめて渉透や破壊活動による戦略に切換えており， ラオスの中立政権の成

立以後は東北タイへの共産主義の惨透が特にいちぢるしいと主張するタイ政府にとっ

て， 南ベトナムの中立化は共産主義の脅威が今一層増大することを意味しているから

である。

しかし，タイにおいて中立政策が常に非難されてきたわけではない。 タイ国でも国

内外での危機が高まった際には常に西欧との同盟という外交政策に対する批判が生ま

ーれていた。すなわち， 1956～58年にかけては故サリット首相がピブン首相の対米一辺

倒を非難しこれを打倒したし， 1961～62年にけかではSEATOの無力化とアメリカの

東南アジア政策に対する不満とあせりから中立政策の方向が検討されたこともあっ

た。 62年3月のいわゆるラスク・タナットの共同声明によって， アメリカからマニラ

条約の義務が“集団的であると同時に個別的である”という言質を取った後もアメリ

カのカンボジアへの武器供与等にからんで外交政策の検討が叫ばれている。 こうした

外交政策の検討は政権争いの場合をのぞき， いずれも自国の安全と独立をいかにして

はかるかという立場に立脚している。

現在，タイは自国の安全と独立を SEATOの保護によってはかろうとしている唯一〆

の国であり，前述のタナット外相の発言もそれを敏感に反映しているといえよう。
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SEATOの閣僚会議の終了後4月20日から30日にかけてタイでは“エアー・ブンチ

ュー”と名付けられる SEATOの第26回目の演習が実施された。 これはラオス国境の

135地点から航空機の支度を受けたゲリラ部隊を主力をとする共産軍が侵入し，これを

迎撃したタイ軍が，ウドン，ウボン，ウットラジット，トエーンまで後退して敵の攻撃を

くいとめる問に，要請を受けたSEATO軍が（24日に）出動し，敵の背後をついて全

滅させるというプログラムにそって行なわれた。 SEATO内部の不統ーを反映して，

フランス，パキスタン，フィリピンはオブ、ザーパーを送っただけであったが，演習開始

の前日， ラオスでクーデターが起るなどかつてない緊迫した空気の中で進められた。

今回の演習の特徴は， 対ゲリラ作戦にアメリカの F102, F105戦闘機をはじめとする

最新式な兵器がいかに対処しうるかということに主眼がおかれていたことである。そ

のため移動式の対空無線司令器が持込まれ， 地とから空軍の指揮をするなど，新型の

戦術が取入れられた。

今回の SEATOの演習がかつてない程の注目を集めたのは上述のようにこの演習に

新しし、戦術が取入れられたことや， SEATO軍がノミンコックでエアーショーを行なう

などして力を誇示したことにもよるが，今一つ大きな理由は， 東北タイ地方への共産

主義の渉透が着々と進行し，ラオスや南ベトナムの情勢如何によっては，現実にゲリ

ラ戦の行なわれる可能性をはらんでいるためである。

＼東北タイはすでに各所で指摘されているように，言語， 人種，文化の面でラオスに

近接しており，経済の発展もいちじるしく遅れた地方で、ある。したがって，中央政府

と住民の結びつきも比較的稀薄であり， いわば見棄てられた地方であった。こういっ

た事情から東北タイは伝統的に反政府的色彩の濃い地方となっている。政府は東北

タイにおける共産主義者の渉透と破壊活動を容易にするものが経済的後進性にあると

して，この地方の開発計画を促進している。すでに61年には故サリット首相を議長と

する開発委員会を結成し， その実施にあたっては軍隊を主力とする機動開発隊を各地

に派遣している。機動開発隊は住居，道路，井戸等現地の住民の身近に欲しているも

のを即座に満たすほか， 医療や情宣活動にも重点を置くなど多面にわたる活動を行な

っており， 開発隊の派遣された地方では農村の様相も一変し，多大の効果を上げてい

るといわれる。（注）しかし，広大な地域をしめる東北タイの問題は開発計画や機動開発

隊の派遣のみでは解決のつかない問題を含んでおり， 今後ますます重要性を帯びてく

るだろう。

（注〉“NewLook for Thai Village" Christian Science Monitor 1964. 4. 14., 

“Thais gain in bid to block Reds" N. Y. Times 1964. 1. 2. 
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1964年 4月 l日

v対日夕イ米輸出契約調印←タイ経済省の発表によると，タイは今年日本に8万

トン，インドネシアに20万トンのタイ米を輸出する契約をこのほど結んだ。引渡し

は6月に完了の予定。（AP 東京 4.3)

V為替レート上昇の理由一フ。ラパート内相は，外国為替の間レートの高騰の理由

として次の 3点が考えられると述べた。

(1) 以前，ラオスは莫大なドルを所有し，そのうちかなりの部分がタイに持込

まれていた。

(2) ドル収入のあるアメリカ人職員の数がほぼ半数に減少した。

(3）外国へ旅行する者の増加する観光シーズンである。（BangkokPost略号

B. P) 

4月2日

vタイ・西独技術協力調印ータナット・コーマン外相とドイツ大使 Hans-Ulrich 

von Schweinitzは外務省で「タイ・ドイツ技術協力協定」に調印した。（B.P)

v国連貿易開発会議に出席中のカセム経済相は，貿易収支の赤字を補う一つの方

法として，一次産品に対する報酬価格を提案した。カセム経済相は工業国は第2次

大戦後のように，一次産品の貯蔵を行うことによって援助できると述べた。また，

発展途上にある国からの輸入については先進国は特恵関税を認めるよう考慮すべき

だと強調し商品協定が行われるなら生産拡大の方向を考慮すべきであると述べた。

(UPI Reuter-B. P 4. 3) 

V家庭用電気料金引下げ Luang Samrit Visavakham首都電力公社総裁の発表

によると，家庭，商店，中小工場用の電力気料金は10月の65会計年度より引下げら

れる予定である。 5月17日に完成するプミボーン・ダムによって首都電力公社に供

給される電力は単位当り0.02パーツ安くなる。大企業向け料金はすでに引下げられ

ているので，今回の値下げは適用されない。 LuangSamrit によれば市内20万戸の

うち 8万戸はすでに110ボルトから220ボルトに切換えられているが，来年初頭に終

了するはずであったこの計画は約2年遅れ， 1967年に完成する予定である。（Bang-

kok World略号 B.W. 4. 3) 

- 67 - ー（ 51 ）一



タイ

4月3日

, Amphorn Chintakanon経済省次官は， く仁経済省、は籾価格の低下を防ぐための

対策を考えていると述べ，籾価格の下落の原因として次の4つをあげた。

(1) 昨年度の持越しがあるところへ新米が出廻った。

(2）米貯蔵用の麻袋が不足した。

(3) 貿易業者が玉萄黍輸出に投資をして，未だ資金を回収できないため，米輸

出に資金が使用されない。

(4) 得意先である香港の倉庫に米がまだ貯蔵されている。

経済省は特に東北地方での米の買付けを行っている。

4月4日

’コンティ SEATO事務局長， タウィー空将はマニラの SEATO会議に出席す

るため出発した。

V豚肉価格対策－LivestockTrading Co.の販売担当理事 NaiAnu Saichitに

よれば， ITCは引続く豚肉価格の高騰を押えるために，市内の13市場に直属の販売

所を設置する。この売店は6日から閉店L，夜明けから午後4時まで公定価格で販

売する。一方，各県で養豚調査が行われているが， Nai Anuは「飼育が進んでい

るので3～4ヵ月以内に不足は解決するだろう」と述べた。なお不足の原因として

農家が赤字経営のため豚飼育を放棄したと語った。

’タノム首相の発表によると，サリット首相の遺産調査特別委員会は「予算局の

4000万パーツが機密費として前首相に割当られていたことを発見した」と発表し

fこ。

v投資奨励の現状一投資委員会により認可された投資計画は5億ノミーツの支出と

1万0861人の国内雇用と666人の外国人の雇用を含んでいる。

委員会の報告によると，この4億9915万2200パーツの新規投資のうち 3億1965万

2000パーツがタイ国人により支払われた。

最大の投資計画は2億7000万パーツの肥料工場建設であった。その他主なものは

次の通り， ThaiToray工場， 1億4800万パーツ， FireStone Tire Factory, 1 

億2000万パーツ，錫鉱石溶解工場， 1億2000万パーツ， Thai Fiber Factory I億

ノミーツ。

過去3ヵ月間の出願は6億5096万パーツでこのうち 4億0500万パーツが新規設立

2億4500万パーツが拡張のためである。これらの計画のうち主なものは，
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鉄板工場2工場に2億1000万パーツ，ゴム工場に 1億パーツ，セメント工場拡張

に1億80000万ノミーツであり， 2804人の雇用を計画している。（B.W. 4. 4) 

4月6日

V国家経済開発審議会の発表によると，経済開発の第2段階で，運輸通信部門の

割当は70億パーツに倍増される。またこの経済開発計画には25億5000万パーツの政

府債が利率で8%発行される。

37億ノミーツの赤字は国庫余剰金と銀行借入れにより賄われるが，借入れはインフ

レを防ぐために30億ノミーツに制限される。（B.W. 4. 6) 

4月7日

’豚肉価格対策－LivestockTrading Cooperation会長 NaiThawin Sunthorn-

Sarathoon内務次官は， L.T.C社長の更迭と，豚肉公定価格の2パーツ引上げ

(14パーツから16パーツへ〉，パンコック周辺12県における養豚奨励を発表した。内

務省行政監督委員 NaiChoochai Suwannarangsiが PongThipyavathi少将に代

って社長に就任する。

Nai Thawin会長によると， 農家の豚価格はキロ当り6.80パーツが保証され，養

豚奨励のために飼料も前渡しされる。

なお，内務省はパンコック市を通じてLT Cの株式85%を所有しているo

Vユネスコとエカフェ共催による教育投資セミナーが開催された。

V共産主義容疑者釈放 内閣は共産主義容疑者として数年間監禁されていた105

人の釈放を認めた。これらの容疑者の大部分はジャーナリストである。釈放は数日

中に行われる見込み。

V原油関税引上げ一公式筋の発表によると，内閣は原油の輸入関税を引上げるこ

とを決定した。大蔵省は国内で精製された石油製品にも消費税を課すことが決定し

ていると説明した。原油の関税率はリットル当り 5サタンである。

V開発計画の調整一政府は開発計画棚上げによって節約された1億6000万ノξーツ

を各省へ割当てることを決定した。各省、害lj当は次の通りである。

国防省550万パーツ，通信省1670万パーツ， 開発省， 7340万ノミーツ， 内務省，

700万ノミーツ，文部省1000万パーツ，厚生省340万パーツ，地方電力公社， 1000万

パーツ， リグナイト公社1930万パーツ，中央基金1470万パーツ

V国家経済開発審議会は内閣に， Sukhumvit高速道路の Sriraja旬Trad聞は拡張

舗装すべきだとの提案を行った。
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4月8日

Vインドヘタイ米買付目要請ーブンチャナ・アッタコーン副開発相は記者会見

で，インド政府にタイ米の買付けを要請した旨を発表した。 10年以前にはインドは

タイ米を恒常的に買付けていたが，最近は主としてピルマから輸入している。

4月9日

Vダノム首相辞意表明ータノム首相は記者会見で， 「憲法制定と総選挙後，首相

を辞任するとの噂があるが」という質問に対し， 「私は政治生活を好まないという

ことは再三再四表明してきたJと答えた。

4月 12日

’広報局長クリチャ・プナカン中将の発表によると， タイ政府は日本大使館にピ

ブン元首相がカンボジア国シアヌーク元首に同情のメッセージを送ったかどうか問

合せ中である。カンボジア放送は3月24日，ピブン元首相がカンボジアに対するタ

イの“見苦しい”政策に遺憾の意を表するメッセージを送ったと報じている。ま

た，プノンペン放送によれば，ピプン元首相は， “シアヌーク元首の深慮は近い将

来世界から認められるであろう”との意見を述べたといわれる。

T 63年度輸出一経済省はタイの1963年の輸出に関する若干の統計を発表した。

(1) 小えびは1963年の主要輸出品の一つになった。輸出量は1255トンで62年

の1279トンを下廻ったが輸出額は4400万パーツで62年の900万パーツを上廻った。

(2) 葉タパコの輸出は3270トン， 4100万パーツで西独，日本，ベルギー，オラ

ンダ，マレーシア等に輸出された。 62年は1628トン， 3000万パーツであった。

(3) タイ・シルクは62年の 2400万パーツに対して581万4000ヤード， 3400万パ

ーツが輸出された。

(4）獣皮は減少した。すなわち， 62年の7191トン， 7000万パーツに対し， 5918

トン， 5300万パーツであった。これは，台湾，インド，イギリス，香港，等へ輸

出された。

(5) セメント輸出は62年の6300万パーツに対し4900万パーツであった。（6）チー

ク材は 3万2180立方米， 13万6000パーツで前年水準よりも低下した。（B.W. 4. 

12) 

V奨励産業の認可 投資委員会は先週，次の諸企業を奨励産業に認可した。

(1) Thannidr Industries Company ；年産1万台のテレビ組立工場

(2) Glaxo Group Company ；製薬工場
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(3) V arnich Flour Mills ; 年産600万kg製粉工場

( 4) Siam Starch Pr吋 uctsCompany ；年産1350万kg製粉工場

(5) Nai Dul Adulvichitr; 日産1万3000kg食料油及び日産5万kgぬか油工場

(6) Nai Sakal Tejaphoolpol; 日産5500台自転車工場

4月 13日

vタイ，仏の動き非難一SEATO創立10周年記念の第9回閣僚理事会は午前10時

半，マカバガルブィリッピン大統領の開会あいさつで3日間にわたる会議の幕を聞

いたがタイ国のタナット・コーマン外相は南ベトナムの中立化構想に反対し，次の

ように述べた。

「ラオス中立化をきめたジュネーブ協定がさっぱり効果を奏していなし、のをみ

ても南ベトナムの中立化が不可能なことがわかろう。南ベトナム中立化というの

は，同国の手足をしばって，そっくり北方の侵略者に進呈するのと同じことだ。

一国の政策はその国の国民が決めるべきで，外国がとやかくいうべきではない。

さもなければ他国への内政干渉になる。われわれは独立した主権国について話を

しているので植民地や海外領土のことを論じているのではない。」（UPI,AFP 

毎日 4.14) 

4月 14日

, Nai Thawin Sunthorn sarathoon内務次官によると，山岳族の言葉に通暁し

た中共兵が北ビ、ノレマの DoiTung, Thachilekに配置され， そこから北部タイの山

岳族に惨透している。このレポートはチェンマイの県知事から送られて来たもので

ある。

、 V労働法の改正一内務相は労働法規の若干の変更を発表した。 NaiSuwan Rue-

nyote厚生局長によると，新規則は雇用者が被雇用者に5月1日を含めて年間最低

13日の休暇を与えることを命じている。臨時雇用も含めて労働者は年間30日を越え

ない休暇を取る権利を与えられている。 120日以上勤務する常用労働者が解雇され

る時は解雇の理由が与えられ，少くとも 1ヵ月分の賃金が支払われなければならな

い。また，雇用者は毎週連続24日寺聞の休養を与え，それが出来ない時は前もって通

知しなければならない。以前は24時間の休養は労働者の権利としてのみ示されてい

たが，これが雇用者の義務となった。

V豚肉価格対策一内務省は適切な豚肉供給と価格を確保するための短期及び長期

の計画を内閣に提出した。短期計画はパンコック近郊における養豚農家への飼料と
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信用供与に LivestockTrade Cooperationが援助することである。長期計画は豚飼

育センターと飼料生産工場の設立で、ある。

, 14日のタイ放送によると，ピプン元首相はカンボジアのシアヌーク元首に同情

の意を表わしたことを認めた。ピブンの元首はウィトーンホンサパット駐日夕イ大

使に1957年にカンボジアに亡命中世話になった関係から，毎年新年の挨拶を送って

いると説明した。今年，シアヌーク殿下はピブン元首相への手紙で，タイとの関連

にふれ両国の不穏な状勢がタイのある指導者によるものであるとの考えを述べたが

ピプン元首はこれに対してシアヌーク殿下に同’情の意を表したといわれる。

4月 15日

V政府は37人の共産主義容疑者を釈放した。

V農業生産の目標ータイ紙 ChaoThaiの報じるところによると， タイ政府は将

来の農業生産の目標を次のように設定している。

米， 1966年に少くとも950万トンの生産をあげること，米作地は3900万ライに

拡げられ，収量はライ当り 10kg増産される。国内消費は720万トンで150万トンが

輸出用，残りは貯蔵される。

ゴム， 1966年のゴムは作付面積350万ライ， ライ当り収量約60kgで；21万トンの

見込み。このうち 1万トンが国内消費で20万トンが輸出見込み。

メーズ，海外市場の狭さと激しし、国際競争のため，メーズ生産は66年に約75万

トン輸出は40万トンが見込まれている。

ジュート，海外の需要が今後も強ければ， 66年には20万トンに達する見込み，

このうち5万トンが国内麻袋生産に用いられる。

タピオカ， アメリカ及びヨーロッパの事情が変らなければ66年には220万トン

の水準に達する。

砂糖きび，府場の困難とコスト高につき，増産の見込みはない。（B.W. 4.15) 

4月 16日

Vワン・ワイタヤコーン副首相は記者会見で，タイ国新憲法はほぼ半分の条の起

草を終ったと発表した。しかしいつ完成するかについては言及しなかった。（B.W.

4. 17) 

V原油関税引上げ案通過一制憲議会は第1議会で，国内の石油精製産業を促進す

るため原油の輸入関税を引上げる法案を通過した。

4月 17日
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Vプンチャナ・アッタコーン副開発相は，東北タイの潅瓶計画のためにオースト

ラリア援助の可能性を検討中であると語った。

Vアメリカ議会での報告によると，タイは高い経済成長を遂げているが，ラオス

に隣接する東北地方で、は重大な危機に直面している。 16日に発表された1965年度の

経済軍事援助計画では， AI Dはタイに対するアメリカ援助の況は国内の治安にな

されるだろうと述べている。また，タイに対する借款は経済開発と国内の治安に貢

献するもので，他の自由世界の援助が適当な条件で利用できないものになされるだ

ろうと述べている。（AP-B.P) 

Vカンボジア国境で衝突－17日に達した報告によると，スリン県で14日に起った

衝突によって， 3人のカンボジア兵と 1人のタイ警官が死傷した。

国境警察によると， 50人のカンボジア兵がスリン県のナノレ・チャヌアン村附近の

国境から侵入し， 1時間半ばかり戦斗が行われた後，カンボジア兵は3人の死体を

置いて逃亡した。

4月 18日

T SEATO演習 Paniang Kantarat空軍少将の発表によると， 4月20日から 5月

2日までの演習“AirBoonchoo”では約1500人の兵力が参加する予定である。 こ

の演習に参加するのはタイ，アメリカ，オーストリア，ニュージランド，でフラン

ス，パキスタン，フィリピンからはオブrザーパーが参加する。演習は北部タイから

“敵円が侵入し，タイ防備軍を撃破し東北地方に橋頭壁を築いた場合を想定して，

タイ軍が敵の進撃を阻止する聞に SEATO軍の援助を要請し敵を撃破するという

演習が行なわれる。

4月 19日

Vラオス国境で警戒体制強化一内務省の発表によると，ラオス国境附近のタイ国

境警察はラオスのクーデターにより補強され，厳重な警戒体制に入った。（B.W.

4.20) 

V社会保障法案の起草ーナイ・スワン厚生局長の発表によると，社会保障法の起

草が完了した。この法案は閣議に提出するために内務省へ送られる。閣議で承認さ

れ，司法立法会議で検討されたあと議会に上程される。この法案は事故，出産，疾

病時の保護や死亡の場合の援助を規定しており， 10人以上の雇用者を有する事業所

はこの法律の適用を受けることとなる。

V豚肉価格対策－LivestockTrading Cooperationは豚肉価格の上昇を防ぐため
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にパンコック及びトンブリ地区にキロ当たり 16パーツで販売する小売業者を15人か

ら21人， 1人から 5人へとそれぞれ増加した。会社から直接任命されていない小売

業者の豚肉価格は一般的に17～18パーツである。なお， LT Cはキロ当たり16パー

ツで販売する筈の小売業者で，他の業者へ転売した2業者への豚肉供給を打切っ

fこO

4月218 

V タノム首相は SEATOのブンチュー演習の開会式後，ラオスのクーデターにつ

いて「クーデターが反共政策をかかげる右派によって行なわれたことは良かった。」

と語った。（B.W. 4.12) 

V北部国境で警戒体制ーフ。ラパート内相兼副首相はタイ政府は北部国境を以下に

述べる理由のために厳重に監視していると発表した。

(1) 北部国境周辺の領土に紛争がある。

(2) 武器の密輸が行なわれている。

(3) 山岳族の間に破壊活動がある。

ビ、ノレマとの紛争に関して，プラパート内相は「ピノレマ兵によるタイ人の殺害後，

5日間の国境閉鎖を命じたがその後ピルマ側が遺憾の意を表し，補償を申入れて来

たので国境の再開を命じた」と述べた。

武器の密輸については「ラオス兵が旧式のフランス製武器等を農民へ売るために

国境を越えており厳重な措置を取るように命じた。しかし，これらの不法武器が誰

の手に落ちるのかは知らない」と述べた。

山岳族の破壊活動については「数人の山岳族と話したが彼等はジャングノレに連れ

込まれて教唆され武器使用の訓練を受けていると語った」と述べ「我々は反撃を企

てなければならない。我々は彼等がタイ人であることを印象づけ，愛国心を助成し

てとタイ市民としての責任と権利を尊重させなければならない」と強調した。プラ

ノξート内相は北部タイの視察旅行で住民の生活条件と職業を調査したが，これにつ

いては次のように語った。

「表面上は北部タイは富裕に見えるが，いまだ貧しい人々が多い。農作物は市

場へ出すのが困難で，特に“にんにく”はキロ当たり40サタンの低価格でも売る

ことができない。私は北部タイの農作物の多様化について，担当行政部門と相談

するつもりである。」

V輸出促進局によると，タイ アメリカ海運会議（Thailand-US,Shipping Con-

fernce）は，タイの5つの輸出商品について運賃の引下げを発表した。
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新運賃は次の通りであるO

Jute; 50立方フィートにつき34.25ドル（3.50ドルの引下げ〉

Jute Cutlings; 1立方フィート当たり30.25ドル（3ドノレの引下げ〉

Kapok; 1トン当たり104.50ドノレ (10ドルの引下げ、〉

Lac （箱入り） 1立方フィート当たり47.50ドノレ（4.75ドル引下げ7

Lac （麻袋入り〉トン当たり55.0ドル（5.5ドル引下げ〉

新運賃は向う 5ヵ月間有効である。

4月23日

V タナット外相は「ラオスに意志を押しつけようとする一部の西欧諸国の試みは

東南アジアに対する侮辱であり，タイは我慢することができない」と言明した。

(B. W. 4. 24) 

V南ベトナムヘセメン卜輸出 Concrete Product and Aggregate会社は南ベト

ナムへの3万4000トンの輸出契約を発表した。当会社は毎年ラオスへ2万トン，マ

レーシアに 1万トンのセメントを輸出しているが，今年は国内の需要増加による在

庫不足を懸念して，まだ輸出は行なっていなかった。国内消費は年間100万トンと

見積られているが，開発計画の建設が進行するにつれて需要は増加するだろう。南

部のトンソン工場は65年に完成予定であり， 月間3万トンを生産できる。 (B.W. 

4.23) 

4月24日

, Pote開発相は24日，開発省の高官と東北タイの視察旅行へ出発した。

V偽造富くじ出廻る一国営富くじ局の発表によると，局は警察の協力を得て偽造

富くじを発行した犯人を捜査中である。

Vメーデーに関する規則一内務省はメーデーに関し次の規則を施行した。

(1) 5月1日は労働者にとって伝統的な休日であり，雇用者は有給で労働者に

休日を与えることが必要である。

(2) 雇用者はもし業務の中断が悪影響を与えるか，延期すれば必ず雇用者の利

益を損うような緊急の仕事である場合，労働者に5月1日に働くことを求めるこ

とができる。

(3) もし，労働者が5月1日に仕事を要求された場合は， 2倍の賃金が支払わ

れなければならない。

(4) 内務省の規則は10人以上を雇用する工場及び商業会社，及び国営企業に適

- 75 - -( 59）一



タイ

用される。ただし，公務員には適用されない。

内務省はまた戒発令が続行中であり，パレード，パンフレットの配布，集会は許

されていないことを指摘した。

4月25日

Vサリット首相の遺書公開ータノム首相が明らかにしたところによると，サリッ

ト首相の遺書はセタ・タナラット少佐， ソムチャイ・タナラット中尉，ナン・チャ

ウィーの各々に 100万パーツの現金を贈与し， 残りをピチトラ夫人に贈ることを定

めている。

4月27日

Vカポックの商標を決定 Nai Pote Inganinanda 経済省商品規格事務所長は，

カポックの類似品を防ぎ品質を向上するために近日中に商標を適用することを明ら

かにした。この商標は国内の約40のカポック処理工場へ与えられる。タイは昨年1

億パーツ以上のカポックを輸出しており，カポックは安定した輸出産品の一つに数

えられている。

Vパンコック市のスリパチャイ教育部長の発表によると，本年度のパンコック市

の学校新設は行なわれていないが， 18校の拡張が許可され， 8000人の小学生を収容

する。 64学年度の義務教育対象者は3万2879で， 市立の72校，公立25校，私立497

校にそれぞれ収容される。（B.W. 4. 28) 

V世銀により準備された投資問題に関する法律専門家の諮問会議が開催された。

出席国はアフガニスタン，オーストラリア，セイロン，台湾，インド，イラン，イ

スラエノレ， 日本， ヨノレダン，韓国，クエート， レパノン，マレーシア，ネパール，

ニュージーランド，パキスタン，フィリピン，タイでめる。

V第1.4半期の輸入発表 Bank of Thailandの発表によると， 3月27日までの3

ヵ月の輸入は32億パーツであり，機械及び、輸送機械が12億3900万パーツで最大の項

目となっている。その他の項目は次の通り（単位百万パーツ〉

燃料及び潤滑油 210.8 

化学製品 336.4 

食料品 184,2 

アルコール飲料及びタパコ 38.0 

(B. W. 4. 28) 

4月28日
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Vダンピンゲ防止法案準備一政府は，タイ市場におけるダンピングを防止する法

案を原則として承認した。この法案は国内の実業家からダンピング防止の要請があ

った場合にこれを検討する委員会を任命することを定めている。委員会がタイ市場

におけるダンピング商品の輸入関税を引上げることを大蔵大臣に勧告し，大蔵大臣

が認めた場合，関税引上げの省令が布告される。委員会が国内産業保護主張者の意

見だけを聞かないように，輸入業者側も意見を述べることが許される。また，輸入

関税の引上げによって生計費の影響を受ける消費者も意見を出すことができる。ダ

ンピングに対する関税引上げには議会の決議は必要ではない。

Vタノム首相，北部タイの視察旅行へ出発。

V東北タイの石油調査 ナイ・パコン開発省次官が UnionOil of Californiaの

Burke副社長かち受けた報告によると，調査中の東北タイの地質構造は原油埋蔵の

可能性が大である。しかし，原油が実際に存在するかどうかはボーリング調査をし

なければ不明である。なお， UnionOilは東北タイの原油調査に5ヵ年間の発堀権

を得ており，調査区域はおよそ5万5000平方キロにわたっている。

V西独からの借款計画一金融筋によると，タイ工業金融公社（IndustrialFinance 

Corporation of Thailand）は西独政府に約1000万マルクの借款を申込んだ。 30～50

年返済で利率5.5%である。（B.w. 4. 28) 

4月29日

Vラオスからの避難民増加ーフ。ラパート内相は29日，タイ国境附近で多数の人々

がメコン河を越えてラオス領から流入していると次のように述べた。 「これは重大

な危機がピエンチャンで起っている兆である。避難民の正確な数は分らないが，数

百人にのぼっている。大多数は夜だけ過して昼はラオスへ帰って行く」

国境閉鎖の命令が出されるかとの質問に対しては「ラオスやタイ国境附近に住ん

でいる人々にとってお互いに訪問するのはありふれたことである。両岸に親類が住

んでいる。この度は交通量が異常に大きい。地方当局へ入国者を監視し記録を取る

ように命令した。これ以上厳しくしようとすれば慈悲心を欠くだろう」と答えた。

ラオス情勢については次のように述べた。 「ラオスの情勢の発展の方向は2通り

考えられる。第1は共産側が全ラオスを完全に支配しようとすること，第2はピエ

ンチャンでの権力を争って草命委員会内部の争いが起ることである。第2の可能性

の方が強い。ラオスで重大なことが起れば，タイへの反響があるだろう。我々は予

防措置を講じなければならない。J
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一一－ 5月の動向一一

ラオスで、のパテト・ラオの進出が強まるにつれて， タイ国内でもあわただしい動き

が見られる。 しかし，現段階ではラオスからタイ領への直接の侵入はそれ程懸念され

ているわけではなし国境周辺への軍隊の移動も単なる予防措置だと説明されている。

5月20日に行われた駐米タイ大使とパンディ極東担当国務次官補との会談において

は，タイ派兵問題が論じられたようであるが，タイ側では‘ これもさしせまった問題

ではないと言葉をにごしている。国境周辺へアメリカが再度派兵すれば，パテト・ラ

オを刺戟することは火を見るより明らかであり， 場合によってはラタイ東北部まで戦

乱が拡がる恐れもある。 このような最悪の事態は出来るだけ避けようとしながら，一

方ではタナット・ラスク共同声明の確認をとり， アメリヵの援助を確約させなければ

ならないところに今日のタイの悩みがあるといえよう。

1965年度（64.10. 1～65. 9. 30）の予算案が閣議で承認された（5.6）。それによる

と，歳出は 122億5000万パーツ，歳入は 101億5000万パーツで， 64年度よりも歳出で

8億2000万パーツラ歳入で10億3000万パーツの増額となっている。 21億パーツの歳入

不足額はその後発表されたところによると， 中央銀行からの借入れと，国債発行によ

ってそれぞれ調達される模様である。

現行開発計画においては， “パーツの価値を安建させインフレを誘発することを防

ぐため”に， 中央銀行からの借上げを“最少限度に押えることが絶対に必要である”

とされ，不足資金の国内調達はむしろ国債の売出しに重点が置かれた。その結果，毎

年国債発行が漸増しているが， 65年度予算案でも，中央銀行借入れが10億パーツとほ

ぼ計画に沿った線でおさめられる一方， 計画を相当上廻る額の国債発行が予定されて

いる。

開発計画が発足した1961年以来，卸小売物価指数や生計費指数も徐々に上昇してい

るが， この国債の一般消化が困難になり中央銀行引受けということになれば，ますま

すインフレ傾向を強めることとなる。 スントーン蔵相はこの点について， 1人当りの

国民所得は 110ドノレに過ぎないが， 有望な株式が新規発行された時などの様子を見れ

ば，多くの人々が資金を有しており， 国債の一般消化は可能であると楽観的である。

この場合，株式と債券を同一視することは危険であるが，毎年多くの金が輸入されて

国民の中に退蔵されて行くことを考えれば， この面での貯蓄余力を吸収しようと考え
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るのはきわめて当然だとL、えよう。

次に各省別の予算割当について簡単に目を通しておこう。以下の表に見る通り国防，

内務，文部，開発の各省がそれぞれ16～17%で，この 4省で全支出のほぼ7割をしめ

ている。これを対前年増加率でみると，開発省の19%をはじめとして，内務省の16%,

国防省の13%，文部省の10%と，これもほぼ上位を独占しており，国防，治安，行攻，

経済開発， 教育というこの国の直面している重大問題をはっきりと反映しているとい

えよう。

各省別歳出予算案 （単位 100万パーツ〉

省別一一一～ I ! 19侃（構成比〉 19臼（構成比） 1965 （構成比〉

1. 中央基全： 1,813.1( 18.0) 1,677.1( 15.0) 1,406.7( 12.0) 

2.総理府： 577.7( 5.6) 530.2( 4.6) 530.9( 4.3) 

3.国防省. 1,621.8( 16.0) 1,760.7( 16.0) 1,919.8( 16.0) 

4.大蔵省. 292.0( 2.8) 282.5( 2.5) 313.5( 2.6) 

5.外務省 94.4( 0.9) 99.0( 0.9) 110.4( 0.8) 

6.農林省 740.1( 7.1) 267.2( 2.3) 292.1( 2.4) 

7. 運輸省＇ 904. 8 ( 8. 7) 272. 8 ( 2 .4) 288. 4 ( 2. 4) 

8.内務省 1ラ487.4(14.0) 1,774.0( 16.0) 2,055.1( 17.0) 

9.法務省 68 .4 ( 0. 7) 73. 6 ( 0. 7) 78 .4 ( 0. 7) 

10.文部省 1,625.7(16.0) 1,757.5( 15.0) 1,939.7( 16.0) 

11.経済省 36. 9 ( 0 .4) 50. 7 ( 0 .4) 51. 9 ( 0. 4) 

12. 協同組合省 t 88.5( 0.9) （注）

13.開発省 1,735.7( 15.0) 

14.保健省 324.7( 3.1) 398.1( 3.5) 

15.工業省 55.0( 0.5) 32.0( 0.3) 

16. 王立学術院 1 0.6( 0.0) 0.8( 0.0) 

17. 議会事務局 i 15 .4 ( 0. 2) 15. 5 ( 0 .1) 

18.宮内庁 J 27.3( 0.3) 32.4( 0.3) 

19. 王室事務局 0.7( 0.0) 0.8( 0.0) 

20. 国営企業 1 605.4( 5.8) 669.1( 5.9) 

2,060.2( 17 .0) 

410.0( 3.3) 

27.9( 0.2) 

0.7( 0.0) 

15.6( 0.1) 

33.3( 0.3) 

1.0( 0.0) 

714.4( 5.8) 

21.合計 10,380.0(100.0) 11,430.0(100.0) 12,250.0(100.0) 

出所； 1963, 1964については Bankof Thailand. Monthly Report Oct. 1962, 

1963. 1965については BangkokPost 5. 7 0 

（注〉 開発省は63年 4月，故サリット首相の提案により設置されたもので，農林

省，運輸省の一部と協同組合省を合併した。詳細は，アジアの動向63年12月を

参照。
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1964年5月18

Vデモクラシー・モニュメントに再び花環一一“メーデーに際し，労働者の統ー

のために，タイ人民の名において”という書き付けのあるこつの花環がデモクラシ

ー・モニュメントに置かれた。花環を置いたのは SunghornKaewnetr, Chamnian 

Kaewithong, Vaipote Wanboonmaの3名で，現場で逮捕された。〔BangkokPost. 

5. 3以下 B.P.J 

5月2日

Vラオス避難民増加一ータイ北部の公式旅行から帰ったタノム首相は，次のよう

に言明した。 「軍隊は共産主義者の我国への侵入を防ぐため内務省と協力してラオ

ス避難民の監視にあたるようにとの命令を受けた。ラオスの情勢はきわめて混乱し

ており，その結果，避難民が増加している。避難民は一定の地区に居住することを

許され，保護および監視をうける」

さらに，タノム首相はピルマにおけるタイ人企業および財産接収問題に言及して

次のように語った。

「ピルマが企業および財産を接収したのは，タイ人だけでなく，他の外国人に

ついても同様である。これらタイ人は，帰国して国内で商業に従事することを望

む」〔B.P. 5. 2〕

v北部タイの情況一一北部タイの視察旅行から帰ったタノム首相は，次のように

語っfこO

「北西国境部のメーホンソン県の住民は幸福であるように見える。メーホンソ

ン県には十分な松林があり，採算性ある松根油工業を起し得るだろう。

ホトからメサリアンに通ずる道路は，今年度末までには完成の予定である。道

路は“標準道路”となる予定である。メサリアンからメーホンソンに至る“第2

級”の道路も今年度末までに使用可能となるだろう。

メーホンソン県は，相当な広さの松林と稲田を有しており， 2毛作の行える地

域もある。

道路の開通は，これらの生産物のマーケットまでの輸送を可能にしタ生産活動

を，いっそう高めることになろう。しかしながら，メーホンソン県の，他の農作
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物 にんにし玉ねぎ，コーヒーなどをチェンマイで販売するのは困難なので，

小麦，およびその他温帯地方の果樹の栽培を奨励するつもりである。〔B.P.5. s: 
5月4日

Vタイ，ジュネーブ会議共同議長声明を非難 5月1日，ベトナムのクーデタ

ーに関し，ジュネーブ会議の共同議長（英ソ〉は，これを非難する声明を発表した

が，これに対し， 5月4日，タイ政府はこの声明を遺憾とする要旨次のようなステ

ートメントをを発表。

共同議長は，パテト・ラオがジュネーブ協定に違反した場合には， “必要な措

置”をとるのを怠った。ジュネーブ協定実施に関連して，明らかに二様の規準と

二様の処置が採用されており，タイ国政府は遺憾にたえない”協同議長の非難は，

“極端な声明”であり， “不当な，不必要なものである”

タイ国政府が，パテト・ラオ側の協定違反としてあげるのは，第一に，ラオス中

を政府相への不協力， ICC（国際監視委員会〉の活動妨害，他の2派に対して軍事

的な攻撃をかけたこと，の三つである。〔R P. 5. 4= 

5月58

V タノム首相によると，ビ、エンチャンの外国人居住者がラオスで、戦闘が始ったば

あい，タイに避難する許可を求めてきたが，目下検討中である。

5月6日

T 65年度予算案一一タイ放送によると，内閣は1965会計年度 (10月1日から）の

予算案を承認した。

来年度予算は，総額約122億5000万パーツである。

予算局の見積りによると， 1965年度分の歳入は，現年度より 10億3000万パーツ多

い101億5000万パーツとなる予定である。 1965年度分の借入れは，現年度より 2億

1000万パーツ少ない21億パーツとなろう。

予算の配分は次の通り。

（単位百万パーツ 百万以下四捨五入）

中央基金（CentralFund) 1407 

総理府（PrimeMinister’s O伍ce) 531 

大蔵省（Ministryof Finance.以下 Ministry略） 314 

国防省（Defence) 1920 

外務省（ForeignAffairs) 110 
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農林省（Agriculture) 292 

運輸通信省（Communication) 288 

開発省（NationalDevelopment) 2060 

内務省（Interier) 2055 

法務省 (Justice) 78 

文部省（Education) 1940 

経済省（EconomicA旺airs) 52 

保健省（PublicHealth) 410 

工業省（Industry) 28 

王立学術院（RoyalAcademy) 1 

国会事務局（Secretariatof the National Assembly) 16 

宮内庁（RoyalHousehold O伍ce) 33 

王室事務局（RoyalSecretariat) 1 

国営企業（Stateenterprise) 713 CB. P. 5. 7〕

V国家経済開発審議会の発表によると，企業活動の活発化や教育・生活水準の向

上のために一般生計費は次第に上昇している。テレビ・ラジオ・電気冷蔵庫・扇風

機等の賛沢品が今や必需品となづている。〔S.W. 5. 7〕

5月7日

’タイ，ラオス情勢を憂慮一一一フoラパート副首相兼内相は，ラオス情勢について

次のように語った。

「タイ政府は，ラオス情勢にかんするタイ政府の憂慮を，ジュネーブ会議共同

議長に表明する予定である。ラオス情勢は，諸外国の干渉が多すぎたために，以

前より悪化した。その結果，タイ国の安全に悪い影響が及んでいる。理在のとこ

ろ，国境附近に異常はないが，ラオス情勢がさらに悪化すれば，タイ国の安全が

おびやかされることになろう。現在われわれは，全力をあげてこのような事態に

備えている」〔B.P. 5. 7〕

V タナット外相は，ジューブ会談共議同長国であるソビエトおよびイギリスの大

使に覚え書きを手渡した。

覚え書きのなかで，タイ国政府は，ほぼ次のように主張している。

ラオス情勢は，ひじように危険であって，隣接東南アジア諸国の安全を平和を

おびやかしている。ラオス情勢がこのように悪化したのは「共産主義者側」の責

任である。パテト・ラオは協定に違反して，中央政府首相に対する非協力， ICC 
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の活動妨害，中立派および右派に対する軍事行動を行なっている。タイ国政府は

ラオスの「共産主義分子」がタイ国内の叛乱活動を指導し，支援していることを

示す確証をにぎ、っている。さらに北ベトナムは，これも協定に違反して，ラオス

に軍事要員，武器，軍需品を送りこんでいる。プーマ首相は，ベトナム軍がラオ

ス領内で活動していることを再三再四確認している。

ICCは，このような明白な協定違反に対して何ら「強い措置」をとらないでお

きながら， 4月10日の革命を「ジュネーブ協定を無効にする意図をもって行なわ

れたもの」として非難している。この点に関してタイ政府は遺憾の意を表明する。

ラオスの危険な情勢が，今後も継続するならば，タイ国政府は協定参加国とし

ての自己の立場を再検討せざるを得ぬかも知れない。〔B.P. 5. 8〕 I 

Vアメリ力，タイに武器供与一一アメリカからタイ空軍に戦闘機，練習機，ヘリ

コプターなど数種の航空機が供与された。供与された航空機の中には，新型輸送機

C-123Bが含まれている。［B.P. 5. 7J 

V共産主義容疑者釈放一一共産主義者の疑いで起訴されていた6人が釈放され

た。 6人の起訴状は正式に軍事裁判所から取下げられた。 6人のなかには，現在壊

滅した社会主義者戦線の書記長で，もと国会議員の NaiKlaew Narapati氏が含ま

れている。：B.P. 5. 7J 

V警察当局の発表によると，アメリカ及びオーストラリア大使館はタイ政府に対

しラオス情勢が悪化しその首都で安全が保障されなくなったばあい，タイ国ノンカ

イ県に避難する許可を求めている。〔B.P. 5. 7〕

Vマレーシアに電力交換申し入れ一一スントーン蔵相によると，タイはマレーシ

アに電力交換を申し入れた。タイ・マレーシア国境附近において，電力交換が可能

でもあるし，また経済的でもあるc いくつかのマレーシアに属する地域をタイの配

電綱の中にくり入れ，タイのいくつかの地域をマレーシアのそれにくり入れること

が可能である。

なお，蔵相は5日間のマレーシア非公式訪問を終えて帰国途上にある。

〔ReuterB. P. 5. 7〕

’ New Fire Stone社の新タイヤ工場操業開始一一NewFire Stone会社の新タ
イヤ工場が操業を開始した。現在，タイは年間1000万ドルのタイヤを輸入している

が，新工場設立により将来は輸入を80%減少することが出来るといわれる。なお，

建設費は2億2000万パーツ。〔B.P. 5. 6〕

5月8日
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Vラーマ 4世道路改修計画一一パンコック市当局は Hualampongから Klang

'Toeyにいたるラーマ4世道路の改良拡張工事について次のように発表した。工事

は1965年度末までに終了しよう。道路は幅40メートルで6車線，車道はコンクリー

トで，路肩はアスフアノレトで

パンコツク市議会の承認を得たので市当局l土工事のため大蔵省から1500万ノξ一ツ

の借入れをうけるC 〔B.P. 5. 9J 

V小麦栽培古奨励－UnitedFlour Mill Co., Ltd.の新製粉工場がこのたび完

成し， 9日から操業を開始することになった。この工場は，完全なタイ資本により

建設されたこの種の工場の最初のものである。また，新工場の建設は，政府の工業

育成，外貨節約政策に完全に治ったものなので1962年の工業投資奨励法のCグルー

プにくみこまれた。

United Flour Mill Co., Ltd.会長 FuenRiddhagni空将は，自社の新工場につ

いて次のように語った。

(1) 工場は 1日130～140トンの小麦を使って約100トン，月 2500トンの小麦粉

を生産することができる。過去10年の貿易統計によればタイは毎年平均2万5000

トン， 7000パーツの小麦粉を輸入しているが，新工場が操業を開始すれば輸入の

必要はなくなり，従ってこれだけの外貨を節約することができょう。

(2) 原料の小麦については，国内で、十分の量の小麦が栽培されるようになるま

で，輸入する他はない。 1962年以来，会社は政府と協力して国内で、の小麦栽培を

促進すべく努力している。第1年めには農林省の協力のもとに，限られた量の小

麦の種子を農民に分配した。第2年めには内務省がその地域社会発展計画に従い

小麦栽培の促進にのり出し，会社は内務省の保証のもとに輸入した小麦の種子を

農民に貸付けた。その結果，実験的な小麦栽培が始まった。とくにチェソマイ，

ラムパン，チェソライ，プラエ，ナンの諸県では好結果が期待されている。

(3) 小麦栽培により農民の収入が増加するのは確実である。第1に小麦は米の

裏作として栽培し得る。第2に会社は毎年4万トンの小麦を必要とするが，これ

だけの収穫を得るためには12～15万ライの作付面積が必要である。

(4）新工場の建設にはほぼ2年の歳月と， 4000万パーツの費用を要した。近く

さらに2000万ノミーツの投資が行なわれる予定である。 CB.P. 5. 8〕

5月98

Vピルマ，タイ漁船を捕獲一一警察の発表によると，ぜルマ当局は5月2日と 5

月7日計2隻のタイ漁船をビクトリア岬沖ピノレマ領海で操業したかどで掌捕，乗車且
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員40名を連行した。 40名は，ピノレマ警察によりマリト地区に拘留されている。

〔B.P. 5. 9J 

5月 10日

V新華社，タイ軍がラオス侵入と報道一一新華社は，パテト・ラオのラジオ放送

を引用して次のような報道を行なった。

5月5日夕イ軍の大部隊がノンカイ附近でメコン河をこえ，ピエンチャンにち

かいナレン市に侵入し， “ラオス叛乱グループ”を支援している。これは，ジュ

ネーブ協定の明白なる違反である。パテト・ラオは，もしタイ当局がこの無謀な

行動をつづけるならば，ラオス人民は何らかの対抗策をとらねばならず，そのた

めいかなる結果が生じようとも，それは“米国帝国主義とその走狗”の責任であ

る。〔U.P. I.-B. P. 5. 11〕

Vマレーシア，タイ米を買付け一一一マレーシア政府は，タイ政府とタイ米5万ト

ンを英貨200万ポンドで買U、付ける契約をむすんだ。〔B.P. 5. 10〕

5月 11日

’ラオスから避難民一一PhuangSuwannarat内務次官補によると， ラオス情勢

悪化のために，国際機関や大使館に所属する職員がタイに避難してきた。

〔B.P. 5. 12〕

Vタイ，新華社報道を否定一一プラパート内相は，タイ軍隊がラオスに派遣され

ているという新華社の報道を否定し「ラオスの情勢はいくぶんよくなったが，これ

は革命委員会が右派と中立派を連合させることに成功したからである。しかし，よ

くなったというものの，情勢はいぜん不安定である」と語った。

タイ政府が共同議長に手わたした覚え書きに対して何らかの反応があったかとの

聞いに「何らかの反応があってしかるべきである。少なくとも，タイ政府の態度は

明らかにされた訳で、ある」と答えた。〔B.P. 5. 11〕

Vフoラパート内相は，自由主義諸国に対するジョンソン大統領の南ベトナム援助

要請にかんして次のように語った。

米大統領はタタイには南ベトナム援助を要請して来ていない。要請されたとし

ても，タイは南ベトナムを支援できる状態、にない。

共産主義者の極東における進出がくいとめられるか否かは，アメリカ政府の決

意にかかっている。今回の米大統領のアピールは，米国が東南アジア全体の安全

に関心をもち，この地域を重要視していることを示すものである，と受取ってい
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る。〔B.P. 5. 11〕

v共産主義容疑者を釈放一一一共産主義者の嫌疑で拘留されていた35人が釈放され

た。釈放者のなかには奥地で、逮捕されたタイ人と中国人が含まれている。

〔B.P. 5. 11〕

V蔵相，増税を示唆一一スントーン蔵相は，来会計年度予算について次のような

説明を加えた。

(1）来たる10月から始まる来会計年度分予算として，政府は概算120億パーツ

（より正確には 122億5000万ノミーツ）の歳出を認めた。このうち税収によってま

かなわれる部分は 100億パーツであるが，現在の税制のもとでは，これだけの税

収が得られるか否か疑わしい。増税が避け難いかも知れない。

(2) 残余20億パーツのうち， 10億ノミーツはタイ中央銀行から借入れ，残りの10

億パーツは国債発行によりまかなう。国債は政府貯蓄銀行，一般商業銀行および

一般人に消化させる。

(3) 米輸出プレミアムを引下げようという声も一部にはあるが，引下げは行な

わない。政府は米輸出プレミアムにより年8億パーツほどの収入を得ているO こ

の8億パーツを失なうわけにゆかない。プレミアムを引下げても，利益をこうむ

るのは農民ではなく，中開業者である。また，国内米価が安定しているのは，プ

レミアムに負うところが大きい。

(4) 国を富くじ発行局は，今年度4000万パーツを国庫にひきわたしただけであ

るが，来年度は1億パーツを国庫に収めさせる。〔B.P. 5. 11〕

5月 12日

Vソ連，タイ語放送開始一一モスクワ放送は， 5月15日からタイむけタイ語放送

を始めると発表。〔A.P. B. P. 5. 12〕

’アメリカの東北開発援助一一一アメリカは東北国境地帯における新開発促進計画

についてタイ政府と総額83万ドルの援助協定を結んだ。

ブルドーザー， トラクタ一等の建設資材の供与に対する36万ドル及びコーラート

の技術センター設立に対する47万ドノレ贈与である。なお，タイ政府負担はそれぞれ

1600万パーツ， 500万ノミーツである。〔B.W. 5. 13〕

V教育問題一一一広報局長 KrisPunakan中将によると，閣議は Mathayom8年

の試験の高い不合格率について討議し文部省にこの問題を検討するよう要請した。

高い不合格率として次の理由が考えられている。

(1) 教員，特に私立学校の教員が十分な資格を有していなし、。
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(2) 前学年の必須教程が完了していなし、ので，学生の準備が不十分だったご

(3) 多くの学生は夜学の短期コースで学んでいるc

文部省に近い筋によると，政府は学生l人当たり5000パーツを使っており， 1万

人の学生の不合格は5000万パーツの損失になるといわれる， :B. W. 5. 13= 

V道路計画の新原員lj承認一一内閣は道路建設の新原則を承認したっこの新原則は

高速道路8ヵ年計画の改訂に適用するために国家開発省から提出されていたもので

ある。新計画は道路改良委員会によって詳細に検討される一予定で、あるご

内閣への報告要旨は次の通り。

:AJ 現行計画に関して

1. 見積り費用は75億ノミーツであったが調査，設計の結果 150億パーツになる

ことが分かつた。

2. 現行計画が完遂されても， 750kmの新道路が建設され？若干の道路が改修

されるに過ぎない。このような計画に前述のような多額の費用をかける価値はな

v、。

3. 現行計画は，旧道路の上に新しい道路を建設することにしているが，これ

は両側の値上りした土地を購入せねば、ならず‘加えて工事期間中，道路の使用が

できなくなる。

:B〕 新計画の一般原則は大体次の通りであるc
1. ！日道路の上に新幹線道路を建設する必要はない。幹線道路の他にも支線道

路が必要である。現在すでに存在する国道は，地域的な幹線道路として役立て得

るだろう。

ほとんどの新幹線道路は南部に建設されることになろうこ！

計画遂行の期限は4～5年に延期されよう c

2. 南部の道路の舗装（アスフアルト〕を 3年以内に行ない， 5年以内に全幹

線道路を舗装することに最重点を置く。

この新計画は， 5100kmにおよび新国道建設を 5年以内に行なうのに， わずか

16億ノミーツの支出しか予定していない。新幹線道路は主として人家の少ない土地

に建設されるので，土地購入費はわずかですむものと期待されている乙

CB. P. 5. 13] 

Vヤンヒ一発電所完成近ずく一一濯概局長 MomluangXujati Kambhuはラター

ク県ヤンヒーのプミポン・ダムが5月15日に活動を開始すれば，チャオプラヤ河流

域の三つのダム建設計画のうち2つまで、が遂行されたことになろうと，次のように
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語った。

三つの計画とは次のようなものである。第1はChainatダムで，すでに操業し

ている。第3は，ウトラディト市北方60キロラナン河に建設される PhaSornダ

ムである。

Pha Sornダムは鉄筋コンクリートでつくられ，幅500メートルラ高さ110メー

トルとなる予定である。

ヤンヒーダムと同じくラ PhaSornのダムも， 30万k¥Vの能力をもっ水力発電

所を持つことになろう。

Pha Sornダムが完成すれば，カムペンペットラスコーダイラ ウトラディトヲ

ピチトラナコン・サワン県にまたがる550万ライ（rai）の耕地の米の収穫を，大幅

に引き上げることになろう。

ヤンヒーの濯翫水力発電用ダムの建設に要した費用は， 22.5億パーツである。

ヤンヒーの水力発電所の能力は56万キロワットとなる予定であるが，最初の段階

では14万キロワットを供給する。ヤンヒーのダムにより利益をうけるのは北部及

び中央平野部の諸県，すなわちナコンサワン，チャイナート，アントン，スパン

ブリ，シンブリ，ロフブリ，サラブリ，アユタヤ，ノンブリラパットウムタニイ，

パンコック，サムトプラカン県などの地域である。〔B.P. 5. 12〕

5月 14日

Vメコン開発委員会製紙工場設立計画一一メコン河下流に大規模なパルプ。及び、製

紙工場を建設するための調査計画がメコン河下流調査委員会とスカンジナピア 4ヵ

国との聞に結ばれた。この協定の内容は大体次の通り c

スカンシナピヤ4ヵ国は，調査計画のために， 5万米ドノレにひとしい額を寄附

する。 4ヵ国は， 1964年， 1965年の乾期に，パノレフ。製糸技術者，森林学者よりな

る二つの調査隊を 4～6ヵ月の間派遣するc [B. P. 5. 14〕

Vインドネシア，タイとの航路開設を希望一一タイ海運会社（ThaiNavigation 

Co.）の発表によると，インドネシア政府は同社に対しタイーインドネシア航路を開

設するように要請してきた。

タイ海運会社は「インドネシアの“対決政策”の結果危険となった航路を使用す

るタイ船舶の安全をインドネシア政府が保証するならば，航路を開設してもよい」

と返答したと語り，今度の要請はインドネシア政府がタイで、大量の米を買い入れた

にもかかわらず，それを輸送する船舶がインドネシアにないためであること，タイ

海運会社は現在少数の沿岸航行用船舶を保有するだけなので，もし新航路が開設さ
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れるとなると，船舶の買入れ，あるいはチャーターが必要となろう，と指摘した。

〔B.P. 5. 15〕

5月 15日

曹圏内の製薬工業を接興一一フ。ラパート内相と，プラパムラートナラドウン保健

相とは共同で次の発表を行なった。

政府は，増大した需要をみたすために，医療用一般売薬の生産を増大させる。

保険省所属の製薬工業に対してすでに 150万パーツの予算配分がみとめられた。

これらの医療薬品は国内4万の村々に，内務省により村長，村役人を通して配布

されるこどになろう。現在，危険性をもっ薬品が密売されており，今回の措置は

このような状況に対処する意味もある。：B.P. 5. 15〕

Vバンコック地区で警戒体制一一フ。ラサート警察局長の発表によると，パンコッ

ク・トンブソ地区は5月15日午後4時から 5月20日まで警戒体制に入る。これは5

月17日のプミポーンダムの完成式に多くの政府高官が出席するためである。

〔B.w. 5. 161 

5月 16日

V奨励産業の決定 投資委員会は次の諸企業を奨励産業として承認した。

ホテyレ

(1) Ma Bulkul Company; 216室

(2) Rajasumit Hotel Company; 128室

(3) Nai Suthiphong Srivikorn; 104室

( 4) Chunsri Panich Company ; 100室

工業

(1) The World Trading Company ；年産400万kgの樹脂加工

(2) Orientalice Grund Industry ；年産1500トンのカーパイト工業

(3) Thai Teijin Company ；年産240万ヤードのテトロン及び毎年120万ポン

ドの染色・漂白工場

(4) Nai Hin Kee Sae Boo ；毎年180万kgの染色，捺染，漂白工場

（町 Rama Porcelain Industry Company ；年産150万 kgのタイル工場

(6) Nai Vichit Patpongpanich；年産18万立方メートノレの砕石工場

〔B.P. 5. 11〕

5月17日
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Vインドネシア共産党タイ南部のゲリラに援助か一一タイの権威筋によると，イ

ンドネシア共産党は，タイーマレーシア国境附近のジャングルにひそむ共産主義ゲ

リラに物質的な援助を開始した。

これら国境のゲリラは，十分な金銭，食糧，武器を供給されている模様で，現在

までの主たる供給者はシンガポ｝ノレの華僑であったと思われる。今回のインドネシ

ア共産党の動きは，マレーシアとの「対決政策」に関連したものと思われる。

タイ当局はゲリラの数はせいぜい100人程度であると見積っているがタ小人数に

もかかわらず，すぐれた戦闘技術により効果的に破壊活動を行なっている。タイと

マレーシアの当局は共同討伐作戦について協議することになろう。

政府はPMIP(Pan-Malayan Islamic Party）の動きにも注目している。 PMIPは

タイと友好的な関係にあるラーマン政府に反対しており，タイ南部の回教徒にも反

タイ政府宣伝を行なっている。 PMIPは，マレーシアの最北端の州ケランタン州で

政権をにぎっており，タイ当局は上述の動きを PMIPの拡張主義（expansionism)

であると見倣している。

南部諸州、｜において仏教徒とイスラム徒との関係は良好であって，いかなる紛争も

ない。

▼南部諸州の経済開発――南部開発委員会議長タナット・コーマン外相は，南部

の経済について次のように語った。南部は，ゆたかな資源，良好な気候，十分な水

にめぐまれており， “特権的な地域”と呼ぶことができょう。食糧の自給のできな

い地方もあるが，食糧と有利に交換される産物のある以上，問題はない。この地方

の住民は職業の選択を行なうことができる。たとえば鉱山労働者，ゴム園労働者，

公共事業従事員などのいずれかを選ぶことができるが，これはタイ国の他の地方で

は見られないことである。

タナット・コーマン議長は最近南部視察旅行を行なったが， 「この視察旅行の結

果，道路建設が南部開発のためまず第1に必要であることがわかった」と語り次の

ように説明を加えた。一年中使用可能な道路が，まず第1に鉱産物および換金作物

の搬出のために，第2に開発のために必要である。道路の整備の結果，鉱産物およ

び換金作物を廉価に供給することができるようになろう。

現在のゴムの品種を改良種にかえる作業はスピードアップされよう。

なお，最近行なわれた道路建設計画の改訂にはタナットの意見が大幅に取入れら

れた模様である。〔B.P. 5. 17〕

Vプミポーン・ダム完成一一タク県ヤンヒヘピン河のプミポーンダムの竣工式
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で首相は，ダムの規模能力についてほぽ次のように語ったc

このダムの建設には約7年かかった。ダムはコンクリート製のアーチ式で，長

さ486メートル，高さ154メートル，頂上での幅は6メートル‘底部では52.2メー

トルラ 122億立方メートノレの水を貯えることができヲ世界で7番めに大きいダム

であるu ダムは，将来7万キロワットの能力をもっ発電機を 8箇備えつけること

ができるように設計されてし、る。将来ダムからパンコッケまで、445kmにわたり，

三つの主要高圧送電線が敷設され，この主要送電線からタイ圏全土に電力が供給

さ1.1ることになろうc

従ってダムは， 56万キロワットの電力を供給することができ，新たに雨期には

150万ライ，乾期には50万ライの土地にわたってかんがし、を行なうことができる。

現在2基の発電機が据付られただけであるが，現在の需要をみたすには，これ

によって得られる14万キロワットで十分である。

需要が増えれば，より多くの発電機が据付けられることになろうじ

ダム建設費用は，発電機2基，送電所送電線の敷設を含めて22.5億パーツで‘

このうち6600万ドルが世界銀行からの借款によりまかなわれたc

タノム首相は，また次のような言明を行った。

ブミポンダムの竣工の結果，来会計年度の始る10月1日から電気料金を大巾に

引き下げることになるだろう。首都圏ノミンコックおよびトンブリでは，各種料金

とも 8%以下の，チェンマイ，ラムプン，ラムパン県では6%の，他の県ではそ

れぞれ11～16%の値下げが行われるだろう。

5月 18日

’アメリ力，タイに南ベトナム援助を要請一一タナット・コーマン外相は18日朝

アメリカ政府がタイ国に対して南ベトナムに援助を行うように正式に要請した旨を

発表した。：B.W. 5. 19J 

V中共，南ベトナム援助でタイに警告一一人民日報は．タイにアメリカを支援し

て南ベトナムのゲリラ討伐に参加せぬように警告を発し，ベトナムの戦争をアメリ

カが国際化するならば， 1954年のジュネーブ会議が再招集されるべきである，と述

べた。［U.P. 1.-B. P. 5. 19J 

V南部タイのゲリラに新しい動き 国境パトロール警察副長官 KrachangPo-

lperm警察少佐の説明によると，タイ・マレ一国境付近のジヤンクツレにひそみ破壊

活動・テロを行っていた共産主義者たちは，彼らの通常の活動地域であるヤラ県及

びソンクラ県からサトウーン県へ移動している。この移動は，タイー北マレーシア

一（ 76 ）一 88 



タイ

で行われている討伐作戦の攻撃をまぬがれるためかラあるいはインドネシア共産党

から救援物資をうけとる目的でなされたものであるc インドネシア共産党が国境ゲ

リラを支援しているというはっきりした証拠はなし、が，それを示唆するいくつかの

事実がある。

また， 他の情報筋によると， インドネシア共産党 PKIはラ The Pan-Malayan 

Islamic Partyをも支援していると言われる。 PMIPは， 南部タイのイスラム教徒

を煽動して反政府活動を行わせようとしている。

過去のタイーマレーシア共同作戦は，ゲリラに決定的な打撃を与えて昨年終り，

現在は情報交換にのみとどまっているが，再び共同作戦のための協議が行われるこ

とになろう。

ゲリラへの主たる補給は，現在シンガポールの華僑によって行われている。

〔B.P. 5. 18〕

’タウィー空将南部タイでのインドネシア共産党の介入を否定ー一国家安全保障

理事会議長 Dawee空将はインドネシアの共産党がタイ・マレーシア間の共産ゲリ

ラに援助を与えているという情報は受け取っていなし、と述べた。 〔B圃 W.5. 18〕

5月 19日

Vラオス国境へ軍隊集結一一－KrichaPunnakanta広報局長は19日． 「ラオス情勢t

の変化に注目していた政府は，国防相タノム，キチカチョンの名で，国境附近に軍

隊の出動を命じた」と発表した。 Kricha中将は，ラオス左派軍は現在タイ国境から

150kmはなれた地点、にいるが，警戒のため軍隊を移動させたのである，とつけ加えゐ

7二O

一方，総理府のスポークスマン AmnuagChaiyarochana中将は‘政府を信頼し

て平静にしているよう国民に呼びかけたの

未確認情報によると， 4000人からなる中共軍がパテト・ラオ軍とともに戦闘に参

加しているといわオ工る。

タナト・コーマン外相とグラハム・マーチン大使との会談ではラスク・タナト・

コミニュケが確認された。ラスク・タナト・コミニュケの中でアメリカは SEATO

のもとで集団的にも，個別的にもタイ国防衛のためタイ国と共同行動をとることを

保証している。

アメリカ軍はいつでも国境地帯に出動できる態勢にあるがラ現在出動する必要は

ないと考えている。〔B.P. 5. 20: 

’ラオス避難民対策一一パテト・ラオの攻勢にともない多数の避難民がでるもの
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と予想されるが， これら避難民のあっかい方について， 内務次官 NaiTha,vin 

Sun thornsara tho onはノンカイ県知事ら関係者と協議した。

ノソカイには，各省・県など関係当局からなる避難民局が設けられることになっ

た。避難民局は避難民を検査し，彼らが制限区域内にとどまるようにし，タイ国に

破壊活動を行うために侵入するのを防ぐ任務をはたす。彼らが望むならば，制限地

域内で居住しながら，タイ国内で就職することも許される。

ビエンチャンのタイ大使館で，国際機関および大使館の職員 100人以上が緊急の

ぱあいに備えてタイ国むけのピザ、をとった。：B.P. 5. 19J 

Vゲリラ討伐でマレーシアと協定の予定一一マレーシア国王は国会開会の演説で

マレーシア政府はタイ国政府と国境付近で活動のゲリラ討伐のための協定をむすぶ

予定である，と述べた。：；Reuter-B.P. 5. 20: 

, J otisi Devakula殿下は，外務省スポークスマンの資格で次のように語った。

タイは南ベトナムに軍隊を派遣してべトコンとの戦闘に参加するようなことは

しないが， “他の形で”南ベトナムを援助することになろう。いかなる援助を行

うかは政府が決定する。くB.P. 5. 19] 

Vパンコック市，世銀に借款要請 市当局が明らかにしたところによると，政府

は世銀に対してパンコックの排水設備のために9億パーツの借款をもとめている。

世銀は調査チームを送って国家経済開発審議会と協力して計画を審議中である。借

款が与えられるかどうかはまだ、決っていない。 CB.P. 5. þÿ�1�90�

Vパンコック市補正予算承認一一一パンコック市議会は，約1158万パーツの補正予

算を承認。〔B.P. 5. 20] 

V国家教育委員会事務局長 KamhaengPalangkurの発表によれば， Mathayom 

8年の試験を受験した5000人のうち3500人が合格，今年度の大学入学資格を得た。

:B. P. 5. þÿ�1�90�

5月20日

曹米，タイ派兵を考慮 タイのニムハンヘミンダ駐米大使は20日，米国はラオ

スでの共産パテト・ラオの脅威に対処するためタイに派兵することを考慮中である

と語った。この発表は同大使が国務省でパンディ極東担当国務次官補と25分間会談

したあと行われたもので，会談後同大使は記者団に米国はラオス情勢を非常に重大

視していると述べた。〔Up I一日経 5.21〕

V米国，タイ派兵を考慮中 タイ駐米大使 SukichNimmahemidaは，パンデ

ィ極東問題補佐官と会見後， 「米国は軍隊をタイに派遣することを考えてはいるが
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情勢の変化がそのような処置を必要とするまでは派兵することはないだろう」と語

った。〔Reuter-B.P. 5. 21〕

V タノム首相は記者会見で国境への軍隊派遣について， 「ラオス情勢は悪化して

いるが，共産主義者がタイに侵入するとは思われない。しかし彼等の浸透を防ぐた

めに予防的措置を取った」と述べた。タイ派兵問題については「マーチン大使と会

談したが，この問題はまだ真剣に討議されていなし、」と答えた。 〔B.W. 5. 21〕

Vタイ政府南ベトナム援助を検討－ータノム首相は南ベトナム援助について「い

かなる形の援助を行うか，政府は検討中である」と語った。援助は軍事援助である

か，経済援助であるか，との聞に対しては「アメリカが要請したのはさまざまの形

の軍事援助であって経済援助ではない」とだけ答え，これ以上くわしいことは言え

ないとつけ加えた。〔B.P. 5. 20〕

, 63年度貿易概況一一経済情報局は1963年のタイの貿易について次のように発表

した。

輸出は96億9700万パーツで前年に比して 1億6800万パーツの増加であった。こ

のうちパンコック港が69億8000万パーツである。

輸入総額は 124億8000万ノミーツで62年に対し9億3600万ノミーツの増加であった

このうち，パンコック港は 120億2300万パーツである。その結果，貿易収支の赤

字は27億8300万パーツに達した。しかし，この赤字は国の経済に悪影響を与えな

い。何故なら， 23億7500万パーツの借款やクレジット等があったためである。

〔B.W. 5. 25〕

’蔵相，経済政策で所信表明一一一スントーン蔵相は外人記者クラブで次のように

述べた。

タイは経済開発を促進し，機械や設備を購入したために7年ぶりに国際収支は

わずかながら赤字になるだろう。輸出は増加しているが頭打ちになっており，ア

メリカの合成ゴムの発達はタイのゴム輸出を不安定にしている。

開発計画の第2段階は67%アップの 195億パーツで，このうち31%は借入れに

よってまかなう予定である。 63年末の借入総額は125億パーツに達している。

タイ国民の一人当り所得は約110ドルで、あるが，貯蓄の額も少なく，今後も国

内外の借入れ政策を続けるつもりである。

貿易収支の赤字は大部分日本からの輸入による。我々は日本がまだタイの産品

を輸入出来ると思う。現在，日本に具体的な解決策を要求している。

国連貿易会議の結果，一次産品の価格が引上げられることを希望する。 “援助
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も良いが，貿易には代り得ないから”である。 〔B.九"Iv.Financial Times 5. 21、

5月21日

V東北諸県で義勇軍編成一一一プラパート内相の発表によると，ラオスと国境を接

するチェンライラ ノンカイ，ナコーンパノム，ウボンの諸県において，防衛義勇軍

が編成される模様である。発表によれば， 2, 3日うちに，内務省官吏と軍事顧問

からなる委員会が義勇軍編成のために国境地帯にむかう。

アメリカ軍がタイに進駐する計画はあるか，との聞に対しては次のように答えた

現在のところそのような処置は必要で、ないと思う c タイ政府は米国政府とこの

問題について協議ずみである。パテト・ラオはその作戦区域をラオス領内のみに

限るものと信ずる。アB.P. 5. 21〕

5月22日

V米，タイ支援を保証一一タノム首相はタイ ラオス国境地帯の視察から帰ぅて

次のように語ったっ

「米国政府；土マーチソ大使を通じて，もしもタイの独立が脅威にさらされるよ

うな事態が起り，タイ国政府が援助を求めるならば，ただちにタイを援助すると

保証した」。今回の視察旅行については，「ラオス側からの攻撃にそなえて作られ

た軍事拠点を視察した」と語り次のように付け加えた。

「これら 2つの拠点がどの地点に作られたか明らかにすることはできない。軍

隊にはこの 2つの拠点にとどまるように，と伝えさらにその地方の住民と友好的

な関係を保弘地方の開発計画に協力するようにと要請した。

ナコンソζノム県における“軍隊の奉仕活動”は地方住民と軍隊の聞に友好的な

関係を生んだ点で成功であった」

南ベトナム援助問題についての質問に対しては， 「アメリカはすでに南ベトナ

ムに援助を与えており，我々は南ベトナム当局にいかなる援助をタイから希望す

るか，意思を問うつもりである」とだけ答えた。：B.P. 5. 23= 

5月23日

V公務員給与引上げを勧告一一副首相 WanKrommun Naradhip殿下を長とす

る公務員法改正審議委員会は23日の閣議で，公務員の給与引上げについて次のよう

な勧告を行った。

一（ 80 ）一

公務員の最低賃金は月500パーツとする。

首相： 1万～ 1万5000パーツ
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副首相及び各大臣： 9000～1万パーツ

次官： 8300～9000パーツ

大臣秘書官： 4300～4900 〔B.P. 5. 24] 

V油田探査地域を拡張一一タイ放送によると， UnionOil Company of Calは，

油田調査許可地域をさらに730平方キロメートノレ現在の許可地域よりも拡大するよ

う開発省に申請中。〔B.P. 5. 24〕

V開発省の業績一一旬開発省設立以来一周年をむかえ，ポット開発相は開発省各局

の活動について次のような発表を行った。

国道局は， l万1233キロメートノレの道路について責任を負っている。 1964会計

年度に，この局は道路の維持建設のために10億8000万ノミ｝ツの予算を受取る。今

後5ヵ年内に総費用16億ノミーツで総計5100キロメートルの道路が舗装されること

になろう。

土地開発局は土地の等級づけを行っているが，作業の進行速度は早められてお

り，すでに36県にまたがる21万5127平方キロメートルの土地の等級づ、けが完了し

ている。

鉱物資源局は北部諸県のふっ素（flouride）およびマンガン資源開発に着手した。

地質学的調査， とくにロエイ県 PhuThong Daengの鉄鉱脈， ターク県 Mae

Sodtに埋蔵されていると思われる石油についての調査，東北地方の石油資源の調

査がひきつづき行われている。 ラムパン県 Lee郡では良質の亜炭鉱が発見され

fこ。

さらに原子力の平和利用について次のように語った。

1000キロワットの能力をもっ原子炉が建設されて以来，原子力の平和利用につ

いての研究が行われており，若干量の医学用および農業用の放射性同位元素がす

でに生産された。

外国の援助については次のように報告した。米国は過去12年間に，援助のため

に， 2億7000万ドルを贈与し， 3460万ドルの借款を与えた。

コロンボ計画は 1210人分にのぼる奨学金， 115人の専門家， 1億4640万パーツ

相当の設備を供与した。

今年度末までの国連の援助は1491万502ドルで，その内訳は661件の教育目的の

ための贈与， 645人の専門家， 16万2401ドノレにのぼる設備などである。

この他に諸外国により 406件の教育目的のための贈与， 78人の専門家， 316万

3208ドルの設備などが供与された。〔B.P. 5. 23〕
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V教職員養成を強化一一一私立学校教職員連盟（ThePrivate School Teacher’S 

Association）の会長ナイ・チャオ・プラムノレポン氏は「連盟は文部省と協力して私

立学校職員の質の向上，待遇の改善のための努力をつづける」と次のように語った。

昨年の調査によると，私立学校教員は全部で3万4568人おり，生徒数は78万

1308人である。教員の52%は適当な訓練をうけていないので，昨年から教授方法

の講座を開設している。文部省の指示により，私立学校教員採用にかんする法規

の草案起草委員会を任命した。この草案の中には，教員の身分の保証と待遇にか

んする条項がおりこまれることになろう。〔B.P. 5. 24〕

5月24日

Vタイ米輸出に多少の規制一一タイ放送によれば米輸出業者は伝統的な市場外の

業者へ“正常な量”以上の輸出契約を結ぶ場合は6月1日以降経済省の許可を受け

なければならない。この量については何の説明も行われなかったが，この措置は過

去5ヵ月間の米輸出が活発なため，国内の米価を安定する目的で取られたものであ

る。タイは63年には 140万トンの米を輸出したが（34億2800万パーツ）これはタイ

の輸出総額の泌をしめていた。〔B.W. 5. 25〕

’小麦栽培を奨励一一一内務省行政局長ナイ・プラジト・サンガワノイ氏は，北部

の小麦作付面積をさらに拡大する予定である。と次のように説明した。

小麦の作付地はチェンマイ・チェンライ，ラムプン，ラムパン，プラエ，ナー

ンの諸県で，総作付面積は9000ライまで拡大される予定である。来年度はさらに

拡大して 1万2000ライとする予定である。

北部諸県で、の裏作には小麦が最適である。小麦の価格はキロ当り 3パーツであ

り， 1ライにつき 450キロの収穫が可能であると考えられる。〔B.P. 5. 24〕

5月27日

vタノム首相メコン流域を視察一一一アムヌアイ総理府スポークスマンは， 「内閣

はラオス情勢およびその変化を綿密に検討し，細部にわたって考慮した。現在起り

得るすべての事態に備えて活動中である」と語り，これ以上の発言をさし控えた。

一方タノム首相はメコン河地域にふたたび、視察旅行に出かけたが，今回の視察は

避難民処理の演習視察のためであるといわれる。この演習は，ピエチャンが砲撃さ

れ，多数の市民がタイの国境に殺到した，との想定のもとで行われた。

パテト・ラオはべトミンの援助をうけてラオス全土の60%を掌握したと云われ，

ますます情勢が悪化しているので遠からず国家安全保障理事会（NationalSecurity 
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Council）が招集されるものと考えられる。〔B.P. 5. 28] 

Vプラパート内相は個人的な見解として， 「もし14ヵ国ジュネーブ会談が招集さ

れるならば，タイはこれに出席すべきである」と述べ，さらに「少くともそのよう

な会談は，いく分かの望みを与えるものであると思う。雨期が始ったのでラオスに

おける戦闘は，前ほど激しくなくなってきた。ラオスからタイに来る避難民の数も

急激に減っている」とつけ加えた。［B.P. 5. 27〕

’豚肉価格対策一一TheLivestock Trading Cooperative専務 Nai Thawin 

Sunthornsarathoonは，次のように語った。

豚肉は値上りしており， 6～7ヵ月の間，現在当公社により奨励金を与えられ

て各農家で育成中の子豚が成育するまで高いままにとどまるかも知れない。 LTC

は，豚肉価格をおさえるために，ひきつづ、き公社自身で、豚の育成を行う。

V内閣南部開発計画を承認一一一総理府スポークスマンの発表によれば，内閣は6

項目よりなる南部開発計画を承認した。この計画は，南部開発委員会により，委員

長タナット・コーマン氏（外相兼任〉の南部視察旅行ののちに立案されたもので，

要旨は次のごとくである。

1. 道路局は道路改良計画をたてること。

2. 農業省は洪水で、だ、めになったゴムのかわりに，生産性のたかい品種を植付

けること。

3. 開発省は公共福祉に関係ある各種計画に対する外国援助要請について考慮

すること。

4. 内務省と経済省は南部の生産物の販売の促進，労働者の職業的関心の高揚

について考慮すること。

5. タイ国旅行者協会は南部における観光業の発展について考慮すること。

7. 予算局は，南部開発計画の財政的裏付について考慮すること。 CB.P. 5. 28〕

5月28日

Vウドンに米領事館開発一一マーチン大使は 6月 1日から東北タイ，ウドンにア

メリカ領事館を開くと発表した。ウドン領事館領事にはRalphT. Jans氏が予定さ

れている。これは1950年に開設されたチエンマイ領事館についで，タイ国で2番め

のアメリカ領事館となろう。

マーチン大使は， 「東北タイにアメリカ政府が領事館を設けるのは，アメリカ政

府が東北タイのタイ国発展にもつ重要さを十分に認識しているからである」と語っ

fこO CB. P. 5. 28〕
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V消息筋が伝えるところによれば，外務省は現在の段階では，もし14ヵ国ジュネ

ーブ会議が招集されたとしても，これに出席する意向はないと言われる。外務省は

ピエンチャン！駐在タイ大使にイギリスの提案した大使級によるピエンチャン会談に

は参加するように，との訓令を発した。〔B.P. 5. 28〕

Vタイ・アスフアルト会社と契約一一国道局とタイ・アスフアルト会社との間で

ランシットーサラブリ間71キロメートルの道路のアスフアルト舗装にかんする契約

がむすばれた。費用は， 1930万9065パーツ，期間は350日でUSOMがこの計画に対

し援助を与える予定である。：B.P. 5. 28J 

V 日本，南部の道路計画に援助一一日本がタイ国南部の国道建設を援助すること

になり，ソンクラにこのための資材集積場が設けられることになったが，これに先

立ち5人からなる日本技術者の視察団が到着した。視察団は5週間の滞在の予定。

〔B.P. 5. 28〕

5月29日

Vプミポーン発電所発電能力を倍増一一ポット・サラシン開発相が発表したとこ

ろによると，タイ政府はプミポーン・ダムにさらに 2つの発電機を据付け，発電能

力を現在の2倍の28万kWまで増大させることを決定した。

プミポン・ダム完成の結果， 10月から各地方において電気料金の値下げが行われ

るが，そのため首都圏電力公社は1000万パーツの，ヤンヒー電力公社は2000万パー

ツの収入減となる見込みである。開発相はタイーマレーシア電力交換にふれて次の

ように述べた。 「亜炭による火力発電が南部で利用できるようになれば，錫鉱山に

対する電気料金は， 40サタンまで引下げられよれこれはマレーシアにおける電気

料金と同じである」

国内の全電力会社を合併させる問題につヤては，現在スェーデンの専門家が調査

中でその答申をまっている，と答えた。：B.P. 5. 29〕

5月30日

曹ラスク長官訪タイ一一ラスク国務長官は30日，パンコックの米大使館で納3時

間にわたりタイ政府当局および駐タイ・駐ラオス米大使らと秘密会談を行ったc こ

の会談は，困難な東南アジア情勢，とくにラオス問題に対処する米国の計画作成に

役立つものと思われる。米側筋によると，ラオス問題のほかタイ側のラオス問題に

対する反応，南ベトナム問題が主要な議題になったといわれる。

〔AP－東京 5.31〕
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6月の動向

最近，タイの貿易収支の赤字幅が増大しており，各方面で問題になっている。そこ

で，今月はタイの貿易構造の最近の変化と問題点について簡単にふれておこう。

拡大する貿易収支の赤字

タイの貿易収支は1952年以来，恒常的な赤字に悩んできたが， 58年を底として以後

はやや持直し， 61年にはほぼ均衡するところまで達したc しかし，最近2～3年は再

びこの赤字幅が増大する傾向を見せている。 これは下図からも明らかなように， 61年

までは輸入を上回っていた輸出の伸びが， 61年を境として完全に停滞してしまったの

百万パーツ
15，。。。

12,000 

9,000 

6,000 

。

3,000 
1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 

に対して，輸入はむしろ61年を境として増加する傾向にあるためである。

この輸出入の傾向は， 58年を基準年次とする貿易指数でみるとより一層はっきりと

してくるつ

第1表最近の貿易指数

1958 I 1959 1 1960 I 1961 1 脱（鵬
輸出 l100 T 111 I 134 [ 155 ！国 I151 
輸入！ 100 1 109 I 116 I 124 I 138 I 150 

（出所〉 I. M. F. International Financial Statistics, May, 1964. 
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なお，この期間における輸出入の価格指数は，輸出で5～8%上昇し，輸入で 1～

4%下落しているが， 比較的安定しているので，上記の輸出入指数はほぼ輸出入の量

的変化と見てさしっかえない。

のぴ悩む輸出と急増する資本財輸入

このように， タイの輸出は58年以後， 3年間でほぼ50%上昇した後， 61年を境とし

て停滞するが， 過去10年間の輸出の趨勢を振返ってみると， 58年が多少輸出の悪化し

た年で、あり， かつまた，その後の 3年間の輸出の上昇がむしろ例外的であったことが

分る。すなわち， 47年にはわずか24億パーツだった輸出は，価格の上昇もあり， 55年

には71億パーツと順調に伸びてきた。 だが，その後にわかに停滞しはじめ， 58年には

64億ノ〈ーツと，むしろ減少傾向さえ示した。

タイの主要な輸出産品は，いうまでもなく米であり， 50年代の初期には全輸出額の

ほぼ50%をしめていた。 したがって，輸出の伸び悩みは米輸出の伸び悩みといってさ

しっかえない。 50年以後，タイはほぼ100万から160万トンの範囲で米を輸出しており，

輸出の伸びた57年， 61年には約157万トン， 36万パーツの輸出実績を示しているのに対

して， 58年の貿易不調時には113万トン， 30億パーツしか輸出していない。

このように，貿易収支にしめる米輸出の比重はきわめて大きいものがあるが， さら

に特筆すべきことは， この10年間にその米輸出の比重がいちぢるしく低下したことで

ある。米輸出が比較的不調であった59年， 60年にはその比重は低下するのが当然であ

るが，米輸出が好調であった57年と61年を比較しても， 46%から36%とわずか数年の

うちに10%も減少している。そして，この米輸出の割合の減少は“ゴム，とうもろこ

し，キャサパ，ケナフヘという商品作物の輸出割合の増加と裏腹の関係にあった。す

なおち， 58年から61年にかけての急速な輸出の増加は， これら輸出農産物の多角化の

第2表主要農産物の輸出中に占める比重

（単位 %〉

年＼度＼＼品目＼（ 米 ム｜とうもろ
こし

！ジュート｜タピオカ 及ケナフ その他

1957 48.1 18.6 1.0 1.1 0.6 30.6 

1958 46.1 20.5 2.8 2.8 1.1 26.7 

1959 34.1 30.8 3.3 2.6 1.2 28.0 

1960 29.8 29.9 6.4 3.2 2.7 28.0 

36.0 21.3 6.0 4.3 6.3 26.1 

1962 34.0 22.2 5.3 4.2 6.1 28.2 

1963 35.7 19.5 8.5 3.7 2.7 29.9 

（出所） Bank of Thailand, Monthly Report, April, 1964. 
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結果とみてさしっかえない。 また， 61年以後の輸出の伸び悩みは， 58年以後急速に進

んだ農業多角化のスピードが鈍化したことを示すものに他ならない。

58年を基準とする貿易指数からも（第3表〉，これら農産物の最近の動向をはっきり

と読み取ることが出来る。

第3表主要農産物の輸出指数
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（出所） Bank of Thailand前掲書，ゴム・米については IMF，前掲書。

＊第3・4半期までの平均値。

とうもろこしの輸出は58年から61年にかけてほぼ3倍に増加し， 62年にはやや減少

したが， 63年には再び増加した。 この間，価格はわずかに下落気味であったがク比較

的安定していた。従って，とうもろこしの輸出の増大は主として輸出量の増大によっ

てもたらされたものである。

ケナフは58年から61年にかけて約9倍と急上昇したが， 61年以後は下降した。価格

はいちぢるしく不安定であり，特に60～61年には急騰した。従って，これが61年の輸

出増加の一因ともなっていた。 しかし， 62年以降価格が58年のレベルに落着くにつれ

て，輸出量も減少した。

タピオカの価格は58年以後， 2割以上も下落したが， 輸出量で、カパーされて61年に

はほぼ2.4倍に達した。
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ゴムは特に59年と60年に価格が上昇した。 このため，その聞の輸出額はほぼ2倍に

達し， 59～60年の輸出増加の強い牽引力となった。 61年以後は価格が下落したので，

毎年輸出量は増加しているにもかかわらず，輸出は減少傾向を示している。

米価格は60年に18%も下落したが，その後持直しておりヲ 61年には特に輸出量の増

加によって2割の輸出増加となった。

このように， 58年以後の輸出農産物の多角化は， 各農産物によってそれぞれ異なっ

た特徴を発揮しながら進んできたc しかし，第2表，第3表のいずれからも見られる

通り，ほとんどの商品が61年を境として伸び悩みの状態に陥οており， これが輸出の

伸び悩み，ひいては貿易収支の赤字拡大の一つの要因となっている。

一方，輸入に関してはどのような特徴が見出されるだろうかc タイの主要輸入品目

は機械及びその他の工業製品であり， 両者で総額のほぼ3分の2をしめるc このうち

機械の輸入についてみると， 61年に輸入総額の23.8%であったものが， 63年には30%

に増加しており， 61年以降の輸入の漸増のほぼ大半が機械類の輸入増加によってもた

らされたといえよう。その他最近急に輸入が増加しはじめた品目としては，発電機，

電気機械，輸送機械， トラクター，原料綿があげられ， 減少したものとしては衣類の

1品目があげられるに過ぎない。 61年に開始された開発計画は， 周知のように政府が

運輸，通信，電力，濯概等の公共施設部門を整備し， 民間部門は奨励法によって育成

するというものであったが， 上記の輸入傾向は明らかにこの開発計画の実施による影

響を大きく受けてし、るといえよう。

このように，最近のタイの貿易収支の赤字は， 単に輸出入の量的変動のだけではな

し質的な変化も見られるのがその特徴である。

強まる対日貿易収支改善の声

次に地域別の貿易構造を概観しておく〈

タイの主要輸出国は、 63年では日本，旧マラヤ連邦，香港， シンガポールの！｜頂序と

なっている。 ここ数年，ほとんどの国に対する輸出が伸びている中で，アメリカに対

する輸出が急激に減少しているのが目立つ。すなわち，アメリカへの輸出は58年には

第1位で，年間ほぼ12億パーツ，輸出総額の18%をしめていたが， 63年にはわずか7

億パーツ， 7.3%をしめるに過ぎなくなった。これは主としてゴム輸出の減少のためで

あった。輸出の増加した国としては，日本，香港，西独があげられるが，特に日本に

対する輸出の伸びは著しく， 58年にわずか9億ノミーツ， 7.5%に過ぎなかったものが，

63年には18億パーツで19%にも達している。 ここ数年のうちに完全にアメリカとの地

位が入れかわったといってよかろう。
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一方，輸入に関しては， 63年は日本，アメリカフイギリス， 西独の順序である。 58,

年と比較すれば，これらの諸国からの輸入はいずれも増加してし、るが， 特に日本から

の輸入増加は著しく， 53年には19億ノξーツラ輸入総額の23%であったものが， 63年に

は41億ノミーツ33%に達している。

国別の貿易収支を見ると，香港，シンガ、ポーノレ， 旧マラヤ連邦の 3国に関してのみ

輸出超過になっている。 このうち香港，シンガポールへの出超は輸入の減少によって

もたらされたものである。特に旧マラヤ連邦に対する輸出超過が著しし 63年ではほ

ぼ14億パーツとなっている。その他の先進工業国との貿易はすべて入超である。 この

うち，輸入額の大きいアメリカフイギリス， 西独に関する貿易収支の赤字は第4表に

示す通りである。

第4表貿易収支の赤字

（単位： 10億ノミーツ〉

で＼＼国）日 本！アメリカ イギリス 西 独

ロ；輸入 l輸出l赤字 J輸入 j輸出 l赤字輸入輸出赤字輸入輸出 l赤字
1958 1.9 0.5 i 1.4 1.4 t 1.2 I o.3 i o.9 o.3 o.s 0.5 0.2 0.4 

1959 2.3 0.9 , 1.4 1. 5 1. 9 ! tiO . 4 0 . 9 0. 2 0 . 7 0.6 0.2 0.4 

1960 2.5 1.5 0.9 1.6 , 1.2 i 0.4 ; 1.0 0.4 0.6 0.8 0.4 0.4 

1961 3.0 1.5 1.5 1.5 0.9 0.6 1.0 0.8 0.2 0.7 0.5 0.2 

1962 3.4 1.4 ! 2.0 2.0 0.8 1.1 1.0 0.5 。‘6 0.8 0.5 0.3 
1963 4.1 1.8 2.2 2.2 0.7 1.4 1.1 0.4 0.8 0.9 0.5 0.4 

（出所〉 Bank of Thailand, Monthly Report, May, 1964. 

ム印は黒字。

この表から明らかな通り，対日貿易の赤字幅は最高であり，かっ60年以後ますます

増大傾向を示している。対アメリカ貿易収支の赤字ιすでに述べたような理由によ
って増大しているが，特に対日貿易の赤字が問題になるのは， 貿易額や赤字幅が大き

いということだけではない。

日・タイ貿易を概観することによってその理由は明らかとなる。 57年には日本への

輸出のうち米は47.5%をしめたが， 58年には25.1%,61年には4.4%と低落した。それ

にかわってゴ、ム，とうもろこしの比重は両者で66%と急増してし、るc しかも， 63年に

は米が9.5%，とうもろこしは27.4%，ゴムは37.2%と新輸出産品はほぼ頭打になって

いる。一方，日本からの輸出を見ると， 58年に約17%であった機械類の輸入は， 63年

には33%と増加している。すなわち，日・タイ貿易にはすでに述べたような，タイの

貿易構造の質的変化一一タイの悩みが集約的に現われている士いってよい。
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このような事情のため，対日輸入制限を行えないという声も流れたが， 公式的；こは

輸入制限は貿易収支の赤字解決策としては適当でないとこれを否定している。しかし，

いずれにしても，対日貿易収支の改善の声は， 今後ますます高まってくることが考え

られる。

霊ましい早期対策

さて， タイの国際収支は貿易収支の赤字を資本収支の黒字で、カバーするという低開

発国に共通の型を有している。

開発計画を実施しようとするに当たり， 圏内での資本調達が困難なために，どうし

ても外資導入や外国からの借款， 贈与に頼らざるを得ないわけである。しかも開発計

画の進行にともなって輸入需要が一段と増加し， 貿易収支の赤字はますます増大して

外資依存の度合が一段と深まる傾向に陥りやすい。 このような状態のもとでは，将来

遠からず負債の返済負担が増加し， さらに外資の動きし、かんによっては国内経済の安

定性が損われることになりかねない。

圏内の経済開発のために一定水準の輸入の増加はやむを得ないとすれば， かかる困

難の解決をはかる道は2通りしかない。

まず第1は，出来るだけ国内から資金を調達することである。 このためには司租税

体系の近代化，金融組織の整備などが考えられるが， 一番手取り早い方法は輸出の振

興である。何故なら，国内での経済発展が未だ低い段階では，国民の所得から吸収し

うる余剰はきわめて少く， 国家収入の多くの部分は輸出入の関税によってしめられて

いるからである。 タイにおいても例外ではなく，米輸出プレミアムを含む関税は経常

収入のほぼ46%にまで達してし、るc したがって，輸出振興はこれらの国において 3つ

の意味を持っている。 まず第1は，経済開発に必要な資本財を外国から購入する外貨

を調達するということ c 第2は，経済開発の主体者である国家の収入を増大させると

いうこと。第3は，輸出入のアンバランスをちぢめて政治的，経済的自立をはかると

いうことである。

それでは，かかる輸出の振興はどのようにしてはかれば良いだろうか。われわれは

すでに， 58年から61年にかけての輸出の増加が農業の多角化によってもたらされ， 61 

年から63年にかけての輸出の停滞が同じくこの多角化の伸び悩みによってもたらされ

たことを見たが，今後の輸出の振興も， 当分の聞は農業の多角化を推進する以外には

考えられない。 とすれば， 61年以後の多角化を限害した原因がどこにあったかが当然

究明されなければならない。 この原因は生産，流通，市場の各面に求められなければ

ならないが，ここでは簡単に問題点にふれるにとどめる。

一（ 90）一 74 -



イ

第2表で各農産物の輸出の伸び方は一様ではなく， 価格への適応性や市場の安定度

に応じて，それぞれ異った性格を有していたことを知った。今これらの新しい輸出商

品の価格と量を， 安定と変動の2通りに分けて各商品をそれぞれあてはめてみると次

のようになる（ごく大雑把な分類なので厳密ではない）。

タ

とうもろこし

ゴム

ケナフ・タピオカ

輸出商品の安定度

価格

Iグルーフ。 （ 安 定 ｜ 安

Eグループ i 安 定 ｜ 変
Eグループ ｜ 変 動 ｜ 安

IVクうレーフ0 - ' 変 動 ': 変

第5表

この表では，輸出の安定性はグループ番号が大きくなるに従って失われていく。第

Iグルーフ。が一次産品の輸出としては理想的であり， すべての低開発国の望むところ

であるが， ここでは該当する商品は見当らない。しかし，第Eグループとしてはとう

もろこしがあげられる。 とうもろこしがこのグ勺レーフ。に入ったのは， 日本という安定

した市場があったためである。 このグループのもつ問題は，品質向上，コスト低下と

いう共通の問題を別にすれば， 生産量をいかに安定増加させるかということになる。

農業一次産品は第E，第I¥アグループに分類されるのが一般的である。第Eグノレーフ。

に属すゴムは生育期間が長いため，価格変動に際して生産量を調整することは比較的

困難である。従って，生産性の高い優良品種ということが何よりも重要となる。

第IVグループに分類されるケナフ・タピオカは一年生作物であり， 価格に対する適

応性はきわめて高い。 ここに掲げた4商品は，いずれもきわめて高い商品化率（ここ

では内需を無視して，輸出量／生産量を考えた）を有する作物であるが，とうもろこ

し，ゴムの商品化率が年々比較的安定しているのに対し， ケナブ，タピオカの商品化

率は毎年激しく変動している。 これらの商品は，ある場合には，いわゆるピッグ・サ

イクルに陥る恐れがある。従って，安定した市場を求める努力と，生産量を調整する

組織が必要である。その意味において，今後最も政策を必要とする作物といえよう。

以上の諸点から，新しい農産物の輸出が増加出来るかどうかは，安定，成長性のあ

る需要市場の開拓，価格変動に対処するための流通機構の整備， 生産面での険路の解

決にかかっていることが分る。

伝統的作物である米は，その相対的な地位の低下にもかかわらず， なお重要な輸出

商品の一つであり， 貿易収支の動向に決定的な役割を果している。商品の性質上，ほ

ぼ人口増加に比例する内需の増加があり，かっ東南アジア諸国の食料不足を考えれば，

Q
d
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今後ますます生産性を七げる努力がなされなければならない。

最後に，新しい農産物を開発するということと同時に， 農産物を加工して輸出価格

を高めるということが今後重要になってくることはいうまでもない。

問題解決の第2の道は，外貨の有効な使用をはかることである。 これは一定の輸入

水準一一外貨の枠ーーを考えれば〉輸入財の構成の問題であり，必要な輸入財とL、う

ことで考えれば外貨の節約とL、うことである。従って，これは経済開発の重点がどこ

に置かれるかということにかかわってくるつ外貨の節約という点からいえば，輸入代

替産業や国内資源を利用する軽工業化ということが望ましい。

タイの開発計画；士、民間部門の企業育成については上述の方針と一致している。 た

とえば， 60年に；土国内で約3000万袋必要とされた麻袋のうち，わずか600万袋しか自給

出来ず， 国内で生産されたケナフのうち 4万トンしか麻袋に利用されずに，残りは輸

出されて， 約2100万袋が 1億2000万パーツ以上の外貨を支払って輸入されたとし、われ

る。しかし，最近の新聞報道によれば，麻袋製造工業の発展により， 明年中に3000～

4000万袋の自給が可能になるといわれており，もし， それが実現されれば輸入代替産

業としては成功したといえるご

また最近完成した UnitedFlour Mill 会社の原料としては，北部で小麦の裏作を進

め，農業の 2毛作と原料の自給体制と山岳族のセッツノレメントという一石三鳥の政策

も進められようとしており， 民間部門での開発は，貿易収支の均衡という点から見れ

ii＇，かなり望ましい方向に向つての努力がなされている。

しかし，国家部門では多少の過剰投資が感じられる。濯i既や電力や教育面での過剰

投資は，今後の調整によ勺て効果を発揮しうるが， 道路建設では多分に軍事的な側面

に重点が置かれており， 貿易収支の均衡という面ではタイ経済の負担になってくる恐

れがある。 タノム内閣の成立以来，開発計画の若干の手直しゃ，借款に対する新たな

規制措置はこれらの事情を物語っているといえよう。
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1964年 6月 1日

V国府軍事使節団訪タイ一一国府陸軍最高司令官劉安棋将軍を団長とする中国軍

事使節団が到着。 7日まで、滞在の予定。 ( Bangkok Post 6. 1) 

Vタイ・対日輸出の増大を希望一一一スントーン蔵相が明らかにしたところによる

と，タイ政府は，日本がタイからの輸入をさらにふやすように要請する予定である。

タイ政府が日本に買付けるように要請する商品の中には，これまで両国の間では

取引されていなかったココナツ繊維，葉タパコ，果物などが含れている。タイ政府

は，貿易収支赤字のための政策のひとつとして，タイ・日貿易をパランスさせるよ

う，日本政府と話合うことを考えている。日本との貿易におけるタイ側の入超は19

億6800万パーツである。

スントーン蔵相はまた，貿易収支赤字問題全般にふれて次のように語った。

貿易収支は赤字であったが，国際収支は9億ノミ」ツもの黒字であった。しかし，

政府はこのような状態に満足するものではない。対策のひとつとしてカセム経済

相を国連貿易開発会議におくり，一次産品が公正な価格で取引されるよう，努力

しているo .. (B. P. 6. 1) 

同日の記者会見で蔵相はバナナと砂糖きびのプランテーションに日本の資本を誘

致するためにブーン工業相が日本を訪閣中であることを明らかにした。

(Bangkok World 6. 2) 

V富くじ発行条件変更一一国営富くじ局実行委員会は7月以降の富くじの発行を

毎週の200万枚に変更することを決定した。現在まで5日毎に100万枚の富くじが1

枚10パーツで発行され，年間7億2000万パーツの売上げがあった。このうち60%が

賞金， 10%が小売手数料となっていた。今回の措置は費用の削減と富くじ不足の解

消のためになされたものである。なお，富くじ局は昨年度4000万パーツを国庫へ納

入したが，本年度は8000万パーツ， 明年度は 1億ノミーツの国庫納入を予定してい

る 。（B.w. 6. 2) 

6月2日

Vタイ・ピルマ関係一一駐タイ・ピルマ大使 U Ba Sawはこのほど任期を終え

帰国するが，タイーピルマ関係について次のように語った。
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1. タイーピノレマの関係はきわめて良好である。今後もこの善隣関係を維持・

強化せねばならない。

2. ピノレマ当局によるタイ漁船の牟捕， ピルマのカレン人のタイ国境侵犯はと

るに足りない事件である。両国政府は相手の立場を十分に理解している。

3. 北ピルマに中共軍が進駐しているという説が一部にあるが，そのような事

実はない。われわれは厳正な中立政策をとっており，いかなる外国軍隊をも国内

に進駐させない。 (B. P. 6. 2) 

’東北タイで畜産奨励一一内閣は南部における水牛の飼育と，東北部における牛

の飼育を奨励することに決定し，内務次官 NaiTawin Sunthornsarathoonを議長

とする委員会を任命した。 (B. P. 6. 3) 

内相は閣議で東北タイの畜産開発計画を発表した。内容にほぼ次の通り。

1. 牧草地及び水資源、を開発する。

2. 牛飼育の改良。

3. 近代技術に応じた展示農場の設立。

4. 国内外への供給する販売機関の設立。

5. 中央地域の市場へ搬出する輸送所の設立c (B. W. 6. 5) 

6月38

V タナット外相は，パンコック・ポスト紙記者との会見で東南アジア情勢につき

次のように語った。

1. ラオスの共産軍が，タイの国境に余りにも近接するならば，タイは，その

安全を維持するための行動をタイ国内に限らないかも知れない。その場合にはタ

イは他の“平和愛好諸国”と共同で行動することになろう。

2. タイがベトナムに与える援助は，多分食糧，医療薬品となろう。

(B. P. 6. 3) 

V大学再編成一一タノム首相は，パンコックの大学の再編成にっし、ては充分世論

を尊重すると語った。

タイ紙によれば，卒業生や学生は，今度の大学再編成案を歓迎していない。なお，

今度の大学再編成案は，財政，行政上の観点と，単科大学を総合大学に改める目的

とから，国立大学委員会により立案されたもので， 5月中旬に発表された。新設さ

れる 3大学とそれに併合される大学および学部は次の通り。タマサート大学，芸術

大学，医科大学 Siriraj病院医学部が合併， プミボーン大学と改称する0 Kasetsart 

大学は婦人病院に設けらる予定の薬学部と医学部を併合してパンコック大学と改
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称，チュラロンコン大学には，何らかの方法により医学部，薬学部，歯科を設ける。

(B. W. 6. 14, B. P. 5. 15) 

6月4日

V憲法起草を急ぐ一一タノム首相は憲法の起草委員会の会合を現在の週1回から

週2回に増やして記草のスピードアップを図る旨言明した。 (B. W. 6. 5) 

V軍人事一一

1. Saard Sirirak （大佐→少将〉

2. Porn Tanapoom （大佐→少将）

3. Prayad Nilakupt （少将→中将〉

4. Amnuay Somanat （大佐→少将〉

5. M. C. Chidchanok Krisdakorn （少将→中将） (B. W. 6. 5) 

V道路計画でアスフアルト需要増大一一全長5000kmの国道を舗装する 7ヵ年計

画は明年から実施されるが，この計画はアスフアルトの需要を年3万トンから 6万

トンに倍増させる。アスフアルトは現在まで主として台湾から輸入されているが，

タイの最初のアスフアルト工場が今年から日産3000バーレノレの生産を開始するの

で，かなりの外貨を節約しうると思われる。 (B. W. 6. 4) 

V香港向けタイ米輸出減少一一一ThaiRice Companyが副経済相 AmphornChin-

takanonに報告したところによると，中共が香港に安値の米を供給したため，タイ

の香港むけ米輸出は大巾に減少した。香港は毎年6万8000トンの米をタイから輸入

しており，タイの米輸出の主要なマーケットのひとつである。中共は，香港内の業

者にコミッション・ベースで米を供給するという新方式を採用し，そのために中共

米は他国産の米よりも割安に取引されることになったのである。 (B. P. 6. 7) 

Vダンピング防止法案上程される一一政府は制憲議会に国内産業保護のためのダ

ンピング法案を上程した。上程された原案では“ダンピング商品川は市場の通常の

販売価格よりも安い価格で販売される同種の輸入商品と規定されている。この点に

関してはヲ輸出国での通常の価格，正常な貿易における各国への輸出のうち最高価

格，各国での生産コスト，プラス販売費用と利潤等がさらに考慮される。適当な標

準価格が算定出来ない場合は算定方法が省令で定められる。

従ってラダンピンク防止委員会が設けられ実を調査する権限が与えられる。

(B. w. 6. 4) 

v水利費は値上げ一一議会は4日の第l読会で濯瓶の水車j費として年間ラライ当

り10パーツを越えない額を濯1慨の水利費として徴収する権限を付与する法案を通し
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た。前農相 PinChunhawan元師はライ当り50サタンから10パーツの値上げほ政府

の農業奨励策に反するのではないかと質問したが，これに対してポット開発相は150

サタンの水利費は21年前に定められ，しかも徴収されなかったコ今回の新料金広プ

ミポーン・ダム建設に外国資金を借入れたためであり， 10パーツは上限である」と

答えた。結局，法案は84対6で第1読会を通過した。 CB. W. 6. 5) 

Vタイの水産業一ーキャンベラの FAQセミナーでタイの水産局の代表は「タイ

の水産業は開発計画の目標を十分果しており，年産30万トンの水揚げを行っているJ

と述べた。 (B. w. 6. 4) 

6月5日

vタイ・ポーランド提案を拒否一一一タイ政府はラオス問題にかんするポーランド

提案を拒否するステートメントを発表。ステートメントの要旨は次の通札

1. ポーランドの提案する会談は，ジュネーブ協定第4条に適合のするもので

はない。従ってそのような会談でいかなる結論が出されようとも，タイはこれに

拘束されない。

2. ラオス人民を代表するの；土，プーマ首相である。スファヌボン殿下；こ会談

出席の資格はない。

3. タイは，ポーランドの提案する会談を‘ 14ヵ国会議招集のための予備的な

会談であるとはみなさない。 14ヵ国会議招集問題は，ポーランドの提案とは君ljに

考慮されるべきである。 (B. P. 6. 5) 

V憲法起草，今年中に完了の予定一一憲法起草委員のピヤ・アツタカリ法相とタ

ウィー・ランカム副内相は，憲法草案の起草はほぼ年内に終る見通しであることを

明らかにした。 (B. ＼，＼人 6 6〕

6月6日

V公務員の被選挙権に関して一一ポン運輸相が明らかにしたところによるとう市I}

憲議会起草委員会では、公務員の被選挙権につき次のような意見が支配的である。

1. 公務員も被選挙権をもつべきである。

2. 公務員が立候補する場合，辞職する必要はない。

3. 公務員が立候補した場合，自己の職権を選挙運動に利用する危険があると

いう意見があるが，そのような場合には対立する候補が選挙民に職権濫用の事実

を公表するであろう。これだけで、職権濫用を防ぐに十分である。 (B. P. 6. 7) 

曹議員選出方法に関して一一面lj内相タウィー・ランカムは制憲議会の起草委員会

一（ 96 ）一 - 80 -



タイ

に国会議員遺出の方法として次のような 3つの案を提出した。

(1) 人口15万につき 1人の国会議員を選出する。タイの人口は約3000万人なの

で国会は200人の議員により構成されることになる。

(2) 人口20万につき 1人の国会議員を選出する。

(3) 国会議員の数を限定しておき，人口増加に応じて調整するアメリカ方式。

(B. P. 6. 6) 

6月7日

スパンブリ県の砂糖きび一一スパンブリ県を視察した国家経済開発公社専務理事

Chamroon Vinacupの見積りによると，スパンブリ県における今年度のさとうきび

の収穫は15万トンとなる模様。スパンブリ県におけるさとうきび作付面積は2万ラ

イで，スパンブソ県にはNEDCの砂糖工場がある。 (B. P. 6. 7) 

6月夕日

Vタイ，対日輸入制限強化か一一日本貿易振興会（ジェトロ），商社筋にはいった

情報にたると，タイ政府は対日貿易収支の不均衡が同国国際収支赤字の最大要因に

なっていることを重視，日本商品の輸入制限を強化する方針といわれる。日夕イ貿

易は年間往復約60億ノミーツ C1パーツ＝17.27円〉にのぼり，東南アジア最大の市場

であることから，貿易業界ではこの問題を重視，同国産品の引き取り量増加などに

よって事態の緩和を検討している。

わが国とタイの貿易パランスはこのほどタイ政府がまとめた税関統計によると，

1963年の日本からの輸入40億5200万パーツ，対日輸出18億3000万パーツで，対日赤

字は22億2200方パーツと，前年の赤字額（20億0400万パーツ〉をさらに上回ってい

る。同国の1963年の貿易収支赤字総額は27億5700万パーツであるので，赤字の8割

以上が対日貿易によるという結果が出たわけ。

こうした状態に対し同国は 4月に対日赤字を減少させるため，わが国にタイ産品

の買い付け増量を要望するなど，かねて対日貿易赤字縮小に努力していた。さらに

タイ外務省はこのほど，外貨割り当て制による日本商品の輸入制限を閣議に建議し

ているともイ云えられている。 （日経 6.9) 

る月 JO日

Vタイ・ラオス援助一一外務省スポークスマンが明らかにしたところによると，

タイ政府はラオス中立政府援助のため米250トンをピエンチャンに送った。

(B. P. 6. 10) 

- 81 一（ 97 ）一



タイ

Vランシット工業地帯造成一一工業省次官補PueRochanapuranandaは記者会見

で，ランシット工業地帯の土地は長期貸与されるだろうと次のように述べたc

工業省は企業家に長期，低地代で貸与される予定のランシット工業地帯に道路

建設を行うため，内閣に 400万パーツの支出の承認を求めているc 土地貸与の条

件の一つは借地人が一定期間内に工場を建設することである。工場が売却されな

い限り転貸はゆるされない。 (B. W. 6. 10) 

曹 36番手綿糸輸入許可一一紡績工業筋によると，工業省次官CharngRatnanarat 

をはじめとする視察団が，国内需要に不適当だとされ生産を中止している36番手綿

糸の紡績工場を視察した。 36番手糸の不足のため，すでに60台の操業を停止してい

るKriang¥Veaving Factoryを視察した際に， Charngl土60番手綿糸の輸入の許可

をする旨確約したといわれる。上記工場が以前に出願した際には当局は許さなかっ

争，
1－コ

(B. W. 6. 10) 

，香港向け・とうもろこし・米の輸出減少一一香港駐在商務官 VichienPratoom-

mas氏の報告によると，香港政府は，最近米輸入の割当てを 7.5?1ら減らした。この

ためタイ米その他の外国米の同地輸入量は一律に減少した。また，タイの香港に対

するとうもろこしの輸出L 香港でとうもろこしが値下りしたためラ現在の月間1

万トンから5000トンに減少する見通しである C

6月 11日

(B. P. 6. 13) 

V ピブン元首相死去一一1957年10月20日にサリット前首相が政権をにぎって以

来，アメリカを経て日本に亡命中であったピブン元首相は心蔵発作のため死去したc

サリット首相は遺族に対し哀悼の意を表明。 (B. P. 6. 12) 

（注〉 ピブン元首相略歴 1894年7月4日， KitとSam-angKeetasangkaの次男

として生れる。 1914年陸軍士官学校卒業後フランスに留学，後にグーデターを

共に行った PridiPanomyongとKuangAphaiwongseと親しくなる。 1932年6

月24日，同志とクーデターを決行，絶対君主制を倒すC 1933年10月の Bovoraclej

殿下の反乱をおさえて大佐に昇進。 1938年9月陸軍総司令官c1938年12月15日，

41才で首相に選ばれる。 1941年7月ヲ 3階級特進により元師となる。 1941年12

月813，連合軍に宣戦を布告。 1945苧7月首相を辞職，戦後一時戦犯として刑

に服す。 1948年，再てF首相にカムバック。1957年サリットのクーデターで日本

に亡命c

V タイフアメリ力に危険地域への技術経済援助提案一一ータイ政府はアメリカ政府

に対しタイの“共産主義の惨透と破壊活動にさらされる危険のある地域”を対象と

する技術経済援助計画を提案した。 (B. P. 6. 12) 
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V特別円の使途発表一一会計検査局長 MomrajwongThongthaegの発表による

と，タイはこれまでに特別円資金から 8億1670万円を引き出した。特別円資金から

の引き出しは，主としてダム建設，濯瓶計画，観測船建造の費用をまかなうために

行われたものであるつ (B. P. 6. 12) 

V錫相場上昇一一一パンコックの業者が明らかにしたところによると，タイの錫相

場は6月に入ってから着実に上昇している。錫鉱石1ピクノレあたりの相場は6月2

日には2390パーツであったが6月11日には2560パーツであった。値上りは今後も続

く見通しであるc (B. P. 6. 12) 

Vアメリカのカポック需要増大一一一アメリカとヨーロッパのカポックに対する需

要は今後増大する見通しである。カポックの最大の輸出国はタイである。昨年度ア

メリカは 1万2000トンのカポックを輸入したがこのうち 1万トンはタイから， 2000

トンはインドネシアから輸入したものであった。

現在，全F界の毎年のカポック消費量は10万トンであるが，このうち8万トンは
原産国，すなわちインドネシア，タイラカンボジア，エクアドルフ東アフリカで消

費されており，輸出されるのはわずか2万トンにすぎない。 (B. P. 6. 12) 

’森林産業機構の業績一一森林産業機構（ForestryIndustry Organization; F. I. 

0.）理事VibulThammabutrは記者会見でタイの森林産業について次のように述べ

昨年， F.I. 0.は森林開発により8000万パーツの利益を上げた。全輸出のうち

チークと Yang材は6303トンで2220万パーツであった。この数字にはその他の

個人企業の輸出は含まれていない。今年度の業積の見通しも比較的良いが，プミ

ポーンダムの完成により，従来4分の3を浮送せしめていたピン川が使えないの

で，昨年より，やや下まわるかも知れない。 (B. w. 6. 11) 

V日本のプランテーション計画行詰る一一消息筋によると，最近，工業省で発表

されたパナナと甘薦のプランテーションに日本の参加を求める計画は先行き見通し

が暗い。経済省も農林省もタイの農民が不利益を蒙むるとして外国資本の参加には

反対だと伝えられる。パナナに関しては経済技術協力局，外国貿易局，農林省が協

力してパナナの輸出を行い成功してきた。それだけに日本の参加には強力な反対が

行われるだろう。 (B. w. 6. 11〕

V新道路建設計画の提案一一消息筋によると， PueyU ngphakorn道路計画調整

委員長は内閣にサラブリーロムサック 372kmの第三級道路建設のために 1000～

1250万ドルの USOM援助を新たに求めるべきだとの提案を行った。建設資金は5
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億パーツで調査費は1900万パーツが見込まれている。また，約2億5000万パーツが

見返り資金から支出される。 1966年までに調査を終え67年から着工して69年に完成

の予定となっている。 (B. W. 6. 11) 

6月 12日

’遺産問題に憲法17条発動一一行政および立法委員会ほ賛成25ヲ反対22の小差で、

故サリット前産相の遺産問題につき臨時憲法17条の発動を認めたc (B. P. 6. 12) 

（注） サリブト前首相の遺産に国有財産が含まれるという噌が広まったために，

去る 3月5日，タノム首相は特別委員会を結成して事実を調査することを決定

した。今回の憲法17条の発動は調査の進行を早めて，紛争のたねを早期に解決

しようとしたものである（アジアの動向2.21, 3. 5を参照L
なお， 1959年1月28日に発布された臨時憲法l土子主文20条からなっているが‘

17条において，国家の安全や壬室が危うくされ，法と秩序が青やかされる時；L

内閣の決議によって首相の命令や処理が合法とされるという首相：こ絶大な権限

を付与しているc かつて東北タイで逮捕された共産主義の容疑者も憲法17条の

発動により裁判なしに直ちに銃殺されたことがあるc

サリットの遺産相統については、 これが国家の安全を討やかすものかどうか

について議論の分れるとこうであるc

憲法17条全文

During the enforcement of the present Constitution‘wheneYer the Prime 

l¥Iinister deems it appropriate for the purpose of pressing or suppres sing actions 

whether of internal or external origin which jeopardize the national security or 

the Throne or subvert or threaten law and order, the Prime Minister, by 

resolution of the Council of Ministers, is empowered to issue orders or take 

steps accordingly. Such orders or steps shall be considered legal. 

All orders issued and steps taken by the Prime -Minister in accordance ,vith 

the provisions of the foregoing paragraph shall be made known to the National 

Assembly 

6月 13日

V教科書無償供与計画一一教育技術局長（TheEducational Techniques Depart-

ment) Kai Charoon Wongsayanhaは，教科書無償供与の問題について次のように

語ったっ

l. 教育省は今後20年の間に，義務教育で使用する教科書はすべて無償で供与

する計画を実現させる予定である。来年度はまず手初めに USOMの援助のもと

に東北部4県で無償供与を実施する。
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2. 少くとも 5ヵ年間使用したあとでなければ，．使用する教科書を変更せぬよ

う，学校当局に指令した。 (B. P. 6. 13) 

V米輸出好調一一今年度に入ってから 5月までの米の輸出は， 77万855トンで，

昨年同時期までの輸出62万4924トンを大巾に上まわった。 (B. P. 6. 13) 

’モーリシャス政府・タイ米買付け一一一モーリシャス政府はタイ政府と米8000ト

ンを買い付ける契約をむすんだ。モーリシャス政府は，これまで私的業者を通じて

タイから米を輸入しており，政府と契約したのはこれが初めてである。

(B. P. 6. 13) 

6月 16日

Vカレン族侵入にそなえて警戒一一ターク県の国境パトローノレ警察隊は60人のカ

レン族がタイ国境に侵入しMaeSarieng郡のChongKae村付近でウォノレプラム鉱

の襲撃を計画中との情報にもとずき警戒体制を布いている。 (B. W. 6. 17) 

6月 17日

V ピルマ・タイ漁船室捕一一警察当局はピルマのタイ人漁船員牟捕問題について

次のように発表。

(1) 18日， ピルマで総計138人のタイ人漁船員がビソレマ領海侵犯の嫌疑で裁判

さJ-t,,ることになった。

(2) 11日にもピルマ当局は5隻のタイ漁船を章捕した。

(3) 6月29日から，タイービノレマ両国の外相会議が行われるが，この問題はそ

のとき取上げられることになろう。 (B. P. 6. 17) 

V国連特別基金援助決定一一国連特別基金はナムポン河のダムに近い Kalasinに

濯瓶の実験展示農場を建設するためタイ政府に33万6300ド、lレを贈与することを決め

た。この計画に対するタイ政府自身の分担額は40万ドルで、ある。

(B. P. 6. 19) 

Vオーストラリア，車輔修理工場建設を援助一一ランシットにSEATOの協力を

得てタイーオーストラリア政府の共同出資で軍用車輔修理工場が建設されることに

なった。建設費は約4000万パーツで，このうち1800万パーツはオーストラリア政府

杭戎余はタイ政府が負担する。 (B. P. 6. 17, 6. 19) 

V新議員は補充任命一一国王により制憲議会の新議員が任命された。今回の任命

は，死亡および辞職により生じた空席を埋めるためのものである。新議員の氏名は

次の通り。
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警察大｛主 Chumpol Lohachala 

海軍大将 Thawin Rayananon 

海軍大佐 Prakhal Kruengkhonkha 

陸軍少将 Prachum Prasithisorachakr 

Nai Prasert Pathamasukhon 

陸軍少将 Phom Thanaphumi 

1fomrajwアongLarb Hasdinthara 

Somboon Vichitranuch 

Nai Suwan Ruenvos 

陸軍中将 Uab Thonanon (B. P. 6. 19) 

v中央銀行63年経済報告で緊縮政策を勧告一ータイ中央銀行は1963年の経済・財

政報告を発表したが，その中で今後3年間の開発計画では，支出は政府の定めた計

画の枠を越えてはならないと緊縮政策を勧告している。要旨は次の通り。

開発計画の期間，国家予算はますます不均衡となるだろう。しかし，政府は国

債を毎年8～9億パーツ発行して国民の貯蓄を奨励し，中央銀行から 6億パーツ，

外国から 4億パーツの借入れによって予算を均衡させることが期待されていた。

したがって，開発計画が推進される期間，支出を最少限度に押え，あらゆる財源

を求める努力がなされるべきである。輸入財ばかりでなく国産品に消費税をかけ

るとか，関税を増額することも必要になるかも知れないっ貿易改支の改善には輸

入制限は開発計画を遅らせ，インフレーションをもたらす恐れがあるので司望ま

しくない。輸出目的のために低価格で品質の秀れたものを生産し，生産や流通の

障害を除去するのが健全な政策である。 (B. W. 6. 17) 

6月 18日

Vタイ人パイロット・ラオス空軍に参加か一一アメリカ国防省筋によるとラ数人

のタイ人パイロットがラオス空軍に雇われており，ラオス上空の偵察飛行に参加し

ている。彼らが11日のカンカイ銃爆撃に参加したか否かについて米国防省は情報を

有していない。 (B. P. 6. 18) 

V米国務省，タイ飛行士の参加を否定一一米国務省スポークスマンは18日夕タイ

人飛行士がラオス政府の航空機を操縦しているとの報道について「確認はできないJ

と語った。

この発言は，二つの外国にかかわる問題に米政府が好んで論評することはないと

の国際的配慮にたったものと考えられるが，しかし同スポークスマンは，アメリカ
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はタイ人飛行士がカンカンのパテト・ラオ拠点に攻撃を加えたとの中国の主張につ

いて確かな情報をえているとの報道は否定した。 （読売－AP6. 19) 

V青少年犯罪裁判所設立一一制憲議会は青少年犯罪を扱う裁判所設立にかんする

法案を最終的に承認。裁判所はナコン・ラーチ、ンマ県に設立の予定O

(B. P. 6. 18) 

v借款に関する新規則一一政府は外国借款に関する1961年の規則にかわる1964年

の規則を採用することを決定した。この措置は外国為替の不必要は支出と開発計画

における大量投資の結果起りうる財政破綻を防ぐために行われたもので，この新規

則は外国援助やのべ払にかかわらず適用される。この新規則によると，政府や各企

業はあらかじめ国家経済審議会（NEDB）に借款による計画の詳細を提出しなければ

ならない。 また， NEDBの事務局長と経済技術協力局長と大蔵省，外務省，予算

局，中央銀行の各代表とで小委員会が設立され，借款計画の有用性を検討して最終

的決定のために閣議に提出することになる。 (B. W. 6. 18) 

V漁業連合会・タイ漁民の保護を要望一一タイ漁業連合会はビソレマ領海附近で、全

捕されたタイ漁民の保護をするよう農林省に請願した。つい最近も 3隻， 118人の

漁民が牟捕されており，タイの漁民にとって重大な問題となっている。

(B. W. 6. 18) 

6月20日

，ラオス・タイ飛行士参加を否定一一ラオス軍最高司令部は，タイ人およびアメ

リカ人パイロットはいずれもパテト・ラオ軍攻撃に参加していない。と正式に否定

L f二。（B.P. 6. 22) 

v対ピルマ関係一一警察当局はピノレマータイ国境附近で起った一連の事件につい

て次のように発表。

1. 今週はじめ， 22人の山岳族がピノレマ領内からチヱンライ県Machan郡に亡

命を求めて来た。

2. カレン族が MaeSaringにあるタングステン鉱山の襲撃を計画していると

いう情報があり，目下調査中である。

3. タイ国警察官1人がピルマに政治亡命を求めた。という情報があるが目下

調査中である。 '(B. P. 6. 21) 

Vパンコック市議任命制に一一内務次官補ThawinSunthornsarathoonは，パン

コック市議会議員の任命について次のように発表した。

1. 現在のパンコック市議会議員の任期は8月で切れるが，新議員は内務省に
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より任命されることになろう 3

2. 当初の予定では，議員の人選にっし、て何らかの形で民意を問う筈であったc

しかし，すでにかなりの選挙運動が行なわれているのでこの計画は破棄された。

3. 議員の選挙が行なわれるのは恒久的な憲法が発布され新選挙法が制定され

て以後のことになろう。 (B. P. 6. 20) 

v米軍装備再補給－ー米国防省当局は20日，一昨年のヲオス危機のさい，米軍用

にタイに集積された兵器，装備を更新するため，米海軍の船舶5隻が目下タイへ向

かっていると言明した。これらの5隻は米軍海上輸送部隊の船舶で， うち3隻は日

本人も乗り組んでいる LST吋他の2隻はふつう西太平洋の米軍部隊への補給に当た

っている運送船で，乗り組み員はアメリカ人であるc （読売－AP6. 21) 

’奨励産業決定一一タイ放送によると， 9企業が新たに奨励法の適用を受けるこ

とになった。 このうち Cholaprathanセメント会社は年産18万トンを30万トンに拡

張， ThaiMiddle East Companyはノ〈ンコックー中近東間航路増強のため 1万トン

の舶船を購入する。その他の7企業のうち 4企業は織物工場， 2企業は化学工場，

残り 1企業は釘工場であるC

6月22日

(B. '"・ 6. 22) 

, AID援助 -AIDの発表によると北部タイとタイ国国道網とをむすぶ2本の道

路の建設が始った。 消息筋によると AIDはタイ国のラオスと国境を接する地域の

経済援助に重点を置いている。 1963財政年度の対タイ AID援助は1550万ドノレ，1964.

年度2200万ドル、で、あった。 1965年度にはさらに多くの援助がなされる模様である。

(B. P. 6. 23) 

6月23日

曹ラオス援助一一一経済省は食塩10トン，なまこ板1万トン，その他医療品をラオ

スへ贈ると発表したε 以前に2500袋の米を贈与したことがある。 (B. W. 6. 24) 

6月24日

V米武器輸送船パンコック入港一一米国の軍需品を積んだ上陸用舟艇2隻は23日

夜う地に入港したc 残り 3隻も近く到着を予定されている。 （朝日 6.24) 

’テイラ一新ベトナム大使に対する反響一一タナット外相はテイラ一統合参謀本

部議長の南ベトナム大使任命について次のように言明した。

l. 今回の措置は東南アジアの自由を守るアメリカの決意を改めて明らかに示

したものであり，もっとも歓迎すべきものである。
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2. 共産主義の脅威にさらされているのはひとり南ベトナムとラオスだけでは

なく，東南アジア全体である。これに対抗するためには自由世界の一致した行動f

が必要である。タイはその友好諸国，とくにアメリカと協力してこの目的のため

にいかなる行動をもとる用意がある。

3. 自由のための戦いが効果的に行なわれるためには，東南アジアの自由主義

諸国の一致した行動が必要である。カンボジアが東南アジアの自由の敵のごとき

行動をと。っているのは遺憾である。

4. シアヌーク殿下はアジアの諸国民に対し侵略者に屈するようにと求めた

が，これは東南アジアの自由を破壊するにひとしい。 CB. P. 6. 24) 

’圏内治安対策一一プラサート警察局長は最近の治安状態について次のように発

表。

1. 6月11日， 15人の武装したギャングがペッチャブーン県でパスを襲い約10

万パーツを奪った事件があったが，彼らは現在なお逃亡中である。ラオスから武

器の密輸入が行なわれており，彼らは密輸した武器をもっているものと思われる。

2. 金の密輸入撲滅のための政府の努力は成功で、あったっわれわれが金の密輸

入をおさえるたびに，パーツのドルに対するやみレートは好転してゆく。

(B. P. 6. 24) 

V東北部で石油資源調査一一一鉱物資源局はカリフォルニアの Paci五cPalisadesの

Raphael Pumpellyと東北地方の石油資源調査の契約を結んだ。この5年の契約は

ヴボ、ン・ナコンパノム県にまたがっている。 (B. ¥V. 6. 24) 

6月 25日

’外交官の大幅移動の噂流れる一一近いうちに大規模な外交官の人事移動が行な

われるという噂が流れている。主要な移動は次の通り守

駐仏大使；現工業相ナーイ・ブーン・チャレンダイ。駐米大使；現駐独大使

Nai Diek Jayanama。 駐ラオス大使；現外務省スポーケスマン Vongsmahip

Jayangura殿下。

なお，現駐米大使 NaiSukit Nimmahaemidaは閣内の何らかのポストにつく

とされているc (B. P. 6. 25‘ B. W. 6. 26) 

’タノム首相，内閣改造のうわさに関し言明一一タノム首相はp 何人かの閣僚の

辞任のうわさにつき次のように語った。 「もし誰かが辞めるならばヲその機会に内

閣改造を行なうことになろう。何人かの閣僚は長年閣僚のポストにあっていろいろ

の批判も受けラ仕事に対する熱意を失なってきているc しかし実際問題として私に
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は積極的に内閣改造を行なう意志はない」。 (B. P. 6. 25) 

V タイ・アメリ力から道路建設用機械を購入一一タイ政府はアメリカ政府との聞

に道路建設用機械購入の契約をむすんだ。購入される機械は総額3300万パーツで開

発機動隊により東北タイの開発に使用される。 (B. P. 6. 25) 

’タノム首相明年中に憲法起草と発表 タノム首相は記者会見で，制憲議会は

過去6年間，新憲法の起草作業を行なってきたがヲ来年末までに完了の予定である

と発表したコなお， タノム首相は総選挙には立侠補しないことを明らかにした。

(B. W. 6. 26) 

vタイのタバコの輸出ーータイのタパコの輸出促進が大蔵省で議論されたc 経済

省の統計によると 1962年にタイほ 2628トン， 3000万ノミーツを輸出したが．昨年は

3270トン， 4100万ノ〈ーツに伸びた。外国市場のタパコ需要は今年もかなり増加しそ

うである。タイ・タパコの主要な消費国は西独， 日本，べ／レギーラオランゲラ ノー

ルウェイラマレーシアとなっている。貿易業者の障害は4大会社がタイ・々パコの

輸出の独占権を与えられていることである。もし政府が外国市場へ輸出されるタイ

産タバコの品質と価格を統制するなら，輸出量はもっと伸びるだろうといわれるc

(B. W. 6. 26〕

6月26日

曹法相・辞任を否定一一ータイ誌紙は憲法17条の発動に関する意見の相違でピヤ・

アッタカリボン法相が辞職すると報じたが，法相は26日の記者会見で，辞職の意志

はないとこれを否定したっブーン工業相は記者会見で，法相が憲法17条の発動反対

の主唱者であると述べたがラこの点に関し法相は「私は本当に反対した。しかし，

私の反対は法律上の技術的なことであり，大多数が発動に賛成したので私はその決

定を尊重しだっ私が万一辞職するとしてもそれは17条のためではない」と誌った。

V ソンヒー・ダム工事進む一一一開発省当局はソンヒー・ダムについて次のように

発表。

1. ウトヲヂィット市とダム建設現場とをむすぷ65kmの道路のうち35km は

すでに完或しだっダムの基礎工事もすでに開始されている。

2. ソンヒー・ダム；土年間12億キロワット時の電力を供給し，ピッツアヌロー

ク平野の250万ライの土地を濯慨する。

3. 総費用は11億パーツの予定である。 (B. P. 6. 26) 

V深まるタイ・日関係一一パンコックの日本商工会議所会頭，郡健ーによると，

日本はタイとの合弁企業にひじような関心をもっており， 1961～63年間の合弁企業
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に対する日本の投資は2億3000万ノミーツであった。向う 2ヵ年の聞にさらに3億パ

ーツが投資される見込である。約20の合併企業が奨励法の指定を受けており， 約

4230人のタイ人を雇用している。さらに向う 2年間に27企業が建設される見通しで

ある。 (B. P. 6. 26) 

Vテレビ普及率上昇一一BusinessResearch Ltd.の調査によると，パンコック・

トンブリ首都区では次第にテレビが普及し，テレビを所有する世帯の割合は昨年の

25%前後から30%に向上した。 (B. P. 6. 26) 

6月28日

V 日・タイ合弁で鉄鋼工場建設一一日・タイ合弁企業の ThaiSteel Sheet Manu-

facturing Co.は月産1万トンの鋼板工場を計画中である。開発省筋によれば投資

委員会により認可されたこの計画は間もなく実行に移され，生産は2年以内に開始

される。登録資本金は6000万ノミーツであるが， 日本の4会社により80%の資本が所

有される。 (B. w. 6. 28) 

残余の20%を出資するタイ側の会社名は次の通りである。 ThailandIron ¥Vorks, 

Sangkasi Thai, Far Eastern Iron Works。工場はパンコック郊外に建設され，見

積り費用は40億円， 1966年中頃から生産を開始する予定である。計画通り工場が完

成すれば，タイで最初の大規模な製鉄事業となる。

(Far Eastern Economic Rε℃ie切ら.18) 

6月 29日

V ピルマ・タイ会談開始一一ヒツレマ政府代表団とダイ政府代表の会談が開始され

た。会談に先立ちピノレマ外相ウ・テイ・ハンとタナット外相は共同で記者会見し次

のように述べたc

l. 現在のところ，タイとピルマの聞に重大な問題はない。ちょっとした問題

はあるが，これは両a国の協力により解決できょう。

2. タイーピルマ国境地帯は経済的にも遅れており，交通も不便で，叛乱活動

の根拠地となっている。叛乱活動を鎮圧するもっとも効果的な方法はこれらの地

域の住民の福祉を向上させることであるが，このためには長期的な計画が必要で

ある。現在の国境問題においても，この長期的な目標達成においても，両国は相

互理解と寛容とをもって協力して解決にあたることになろう。

なお，タイ人がラヨン県からピYレマ領海に出i魚、している問題も重要な議題となろ

う 。（B.P. 6.2 9) 
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V蔵相辞任を否定一一一辞職のうわさのあるいく人かの閣僚は記者団との会見を避

けている模様であるが，スントーン蔵相は記者団のインタビューに応じ，辞職の意

志はない，と語ったコ 〔B.P. 6. :30) 

’外相・辞任を否定一一タ十ット外相は，近く外相を辞任するという噂について

の記者団の質問に答えラ次のように語った。

1. 私l土公私の生活において潔白である。

2. 外相を辞めて国連大使になる意志はない。

3. 私に；土L、かなる時にも公職からしりぞき，著作業あるいは新聞業に従事す

る用意がある。私；土生活のために大臣のポストにあるので辻ないコ大臣は首相に

指名され，国王によリ任命される以上，ひとりの大臣が辞任するか否かは伎と首

相の聞の問題であるコ

4. （憲法17条の発動をめぐる政府部内の意見の対立が今度の噂の原因で、ある

と思うか，との問に対し）私はつねに私の真に考えていることを堂々と発言するc

新聞・出版物により非合法な裁判が設立されるのであるとすれば，全く困つえこ

とであるつ (B. P. 6. 30) 

V錫輸出割当ーーポット開発相の発表によると， 7月1日から12月31日までの第

76次錫輸出割当高辻1140万6098ロング・トンである。 (B. P. 6. 30) 

,6月30日

Vタイ・ピJL,マ会談一一ータナFツト外相はタイーピ、ルマ会談について次のように語

った。

1. ピルマ政府i土外国人がビソレマ領海に出漁するのを許さない方針であるc タ

イ政府は， タイ人がピYレマ領海に出漁するさいにはー定の料金をピノレマ政府に支

払う，という妥協案を提出したが， ピノレマ政府はこれを拒否した。

2. 文化交流拡大の問題，森林監視所設置問題に関しては原則的な同意に達し

た。細目について；土事務当局の間で、交渉が行なわれる予定で、ある。

3. 会談は友好的な雰囲気のうちに行なわれた。

なお， BangkokPost祇の得た情報によると，メーホンソン県産のチーク材はピFレ

マ圏内を通ってイラワジ河により搬出した方が、パンコックに搬出するよりも安上

がりであるといわれラ森林監視所辻これらチーク材浮送料金徴収のために設けられ

る 。（B.P. 6. 30) 
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7月の動向

今月のタイは最近主要な輸出産品の一つになったとうもろこしの輸出組合の結成を

めぐる動きが注目される。そこで今月はそれらの動きと問題点について取まとめるこ

とにする。

ここ数年， タイの輸出農産物の多角化が急速に進展して，米，チーク材という伝統

的な輸出商品の地位がゆらぎ， とうもろこし，タピオカラジュートなどの商品が新た

に登場してきたことは， すでに「アジアの動向6月号」で報告した通りである。なか

でもとうもろこしの生産と輸出シェアーの拡大は瞳日すべきものがあった。第1表は

1954年以後の輸出を主要国別に示したものであるが， これからも明らかなように1958

主要国別タイ・とうもろこし輸出量 （単位 1000メートルトン〕

＼＼＼年間J;1954 19日 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 
国別－－－－－－～

日本 I30.1 29.2 36.6 36.4 129.3 1s9.o 441.3 414.9 228.3 453.4 

(%) i(81.1) (38.5) (45.0) (56.7) (79.5) (79.8) (85.6) (72.5) (48.1) (60.9) 

シンガポール・ 1i 6.3 17.8 19.2 15.7 20.4 28.6 54.0 104.7 220.1 121.5 
マラヤ・ぺナン i
香港 I 0.1 21.6 1s.2 26.9 3.9 9.9 11.3 43.5 14.4山 6

ボルネオ 一 1.1 7.3 9.1 9.0 9.0 6.3 7.8 7.8 7.0 

その他 I 一 o. 2 o. 2 o. 2 一 o. 3 2. 1 o. 9 4. o so. 4 

合計］ 37. 2 76. 0 81. 5 64 .1 162. 7 236. 8 fi 15. 0 572. 4 472. 4 7 43. 9 

問所：海外貨物検査株式会社調べ

63年については TheExport and Import of Thailand. Dec. 1963. 

年以後の輸出増加は目ざましく，それにつれてとうもろこしの輸出シェアーも，1957年

にわずか l.＜）らであったものが， 1958年には2.8%, 1963年には実に8_5%と急激な上昇

傾向を示した。 これらの輸出の伸びは主として日本の畜産業の発足による輸入需要の

拡大に刺激されたものであり， 58年以後の日本に対する輸出はここ 2年間をのぞいて

全輸出量の7割～ 8割に達した。 日本の米生産の飛躍的な増大によって，タイ米の輸

入必要がなくなった時に， それに代るものとしてとうもろこしが登場して来たことは

両国の貿易収支の改善にきわめて幸運なことであったc
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タイにおけるとうもろこしの生産と輸出がこのように急速に発展できた理由として

は， いくつかのものがあげられているが，その代表的なものを列記してみると，（1）栽

培が比較的簡単であり， 価格が他の作物に対して有利で、あったこと。しかも，米作地

と競合しなかったこと。（2）農民の価格に対する適応度がきわめて高かったこと。（3）政

府の適切な指導が行なわれたこと。（4）アメリカの援助資金による道路網の発達が奥地

での栽培を可能にしたこと。（5）輸出市場に恵まれたこと，などであった。 こうして，

タイのとうもろこし生産；土生産性の上昇よりも栽培面積の拡大という形で急速に拡大

していった。

しかし短時日の聞に輸出を急増しようとすれば， それにともなう多くの困難を克服

しなければならなかった。戦前 (1928～36年）の生産高は平均わずか5000トンでほと

んどが国内で消費されていた。戦後， 1950年にいたっても，生産高は2万7000トンに

過ぎず，輸出も 1万7000トンという水準であった。従って，輸出も零細な雑穀商によ

って営まれていた。そのため58年になってとうもろこしブームが到来して，買付競争

が起ると，たちまち，品質問題や， 受渡し不能問題や，量目不足に悩まされる結果と

なった。

品質の問題は日本の各商社とタイ国の間で JapanThailand Commercial Agreeme-

nt, 1959 C以下， J.T.A.59）が結ばれ，或る程度解決され，積出期，数量，価格の問

題についてはlT.A.62によって安定化がはかられた。この方式によると，年度当初

にタイ経済省貿易局と日本の ThaiMaizとImportersCouncil （以下，T.M. I. C.飼料

輸入協議会メンパーで現在約40社〉の間で当穀物年度の輸出努力目標がまず設定され

る。そして， 貿易局と T.::vr:. r. cの間で積出期の2ヵ月前毎にお互いの輸出可能量と

輸入希望量を持寄り， 1ヵ月前には数量と価格が決定される。 こうして決定された数

量はタイ国側では組合参加の各輸出業者（昨年の登録業者は60社， このうち活動した

もの20社。本年の登録業者は112社と伝えられる（注I）。〉に割当られ，日本側は各メー

カー（全購連29工場，保税工場会137工場， 日本養鶏連16工場）の注文lこ応じて各社が

タイ国の輸出業者と自由に契約することが出来た。

このような数量と価格の決定方式によってタイのとうもろこし輸出は安定しながら

増大してきた。 しかしながら，今年の2月にタイ国側は窓口交渉による方式を廃止し

て再び自由取引きに戻したい旨を申入れてきた。その理由は日本側が買付け数量を明

示せず，価格も， アメリカものに比較して極めて不利なものを提示しており，自由競

争の方が有利であるというものであった（注2）。しかし， タイ側の組合解散の原因とし

てはこのような表面的なものの他に種々の憶測がなされている。それを取まとめると
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ほぼ次のようなものである。

輸出業者の割当に対する不満が輸出量の伸び率が鈍化するにつれて高まっていた

が，昨年末サリット首相が死亡し，政・官界内部での力の均衡がくずれると，それま

で組合を統制していた担当官の力はたちまち失なわれてしまった。一方，政府内部で

もとうもろこし取引きに関して自由取引き論者と統制論者の2派に分れており， これ

にとうもろこし取引きから締出しをくっていた米商人のまき返しもからんでいるとい

われる。

その後，現在に至るまで， 幾度か組合再結成の努力がなされているようであるが，

（今月のクロノロジー参照入いずれも失敗に終っており，ーたんくずれた取引き方法

がどのように確立されるか，情勢は全く流動的で予測が出来ないようである。 ともか

く， 窓口交渉の廃止は事態を2～3年前に戻すものとして関係各方面から憂患されて

いる。対策として，日本但!Jは一応買付数量を自主規制することに決ったようである。

タイ側はこれに対して，最低輸出価格を決めて自由取引きを行なおうとしているが，

このような価格は経済の力関係の前にいかに無力かということは多くの経験が示すと

ころであり， 買手の買たたきや，受渡し不能問題が再び懸念されている（注3）。アメリ

カの早越の報を契機として，最近のとうもろこし国際市況は急騰しており， このよう

に市況が好調である限り， 買たたきもそれ程問題になるとは思われない。しかし，い

ずれにしても， もっとも成功した開発輸入の例としてあげられている J.T.A協定に

よる取引き方式が一つの転機にさしかかっているとはいえよう。

最後に蛇足ながらつけ加えると，タイのとうもろこしはここ数年脚光をあびて以来，

ほとんどつまづきを知らず， Ji頂風満帆の発展をとげてきた。今後も，需要と生産面で

はなお一層の拡大の余地が考えられる。従って供給と需要をつなげる流通面一一具体

的には毎月15万トンが限度だといわれる港湾施設， 年聞を通じて積出しが出来るよう

Jこするための乾燥設備， その他の経済組織一一ーが整備されれば，今後も輸出産品とし

てかなり伸びて行くことが予想される。

しかし，とうもろこしは国際商品であり， 将来大きな価格変動を蒙むらないという

保証がないことを考えれば， 単に輸出産品としてのみならず，国内の畜産業を振興す

ることによって国内消費の割合を高めて行くこともまた同時に必要なことではあるま

ir、カ為。

（注 1) カウパニット紙8月7目。

（注2) カウパニット紙， 2月19,27日。 3月3日。

（注3) 例えばカウパニット紙。 6月5日。 6月10日。

- 45-



タイ日誌

1964年 7月 1日

曹憲法起草の進行状況一一一憲法起草委員会筋の情報によると憲法草案起草の進行

状況は次の通りである。

1. 委員会はすでに 120ヵ条の起草を終った。残余の約60ヵ条はむこう 3ヵ月

の聞に起草される見込であるο 〔BangkokPost、7.l.J 

’世銀から教育制度整備のための借款か一一一副開発相NaiBunchana Atthakorn 

はァ 日本，アメリカ，西欧諸国を訪問してこのほど帰国L，次のように語った。

1. 世界銀行から教育の分野における投資のため期限50年， 10億パーツ程度の

借款を受けることができるかも知れない3 もしこの借款が実現すると。世銀から

の借款としては教育のために用いられる最初のものとなる。

2. 米国政府は，共産主義の浸透にさらされている北部，東北部の開発のため

にはラあらゆる種類の援助を惜しまぬ方針である。

3. イギリス政府はかなりの額の借款を利子5%，期限5年程度の条件でダイ

政府に与える用意のあることを明らかにしたc これを受けるかどうかはまだ決め

ていない。日本政府とは円資金の使用条件の緩和について話合ったτ

〔B.P. 7. 2.〕

’鉱業法の改訂一一ポット開発相は6月26日の記者会見で，現在の鉱業法（Min-

ing Act.）は，非開放鉱区（closedmining area）の鉱業者にとって特に不公平になっ

ていると述べた。タ Jイ人のために保留されている非開放地区では，鉱山公社（Mining

Organization）へは地代，国家へは鉱山使用料を支払わなければならないのに対し

て，開放鉱区（openmining area）の外国人は鉱山使用料のみを支払えば良い。従

づて，開放区より非開放地区の費用は高くなる。

現在，資源局はすべての鉱石について鉱山使用料を定めるよう指示されてお

り，それが終り次第非開放鉱区の地代は廃止され鉱山公社は自動的に解散される。

〔B.P. 7. 1.〕

V タイのけし栽培一一プラサート警察局長は麻薬抑圧に関する19回ジュネーブ会

議の「約10万人の山地種族が7万5700ライのけし栽培を行なっている」という報告

を否定して， 「タイではけしの栽培は禁止されている。山地種族が所をかえながら

不法に栽培しているに過ぎず。全栽培面積は100ライを越えない。隣国が公然と生
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産しタイに密輸してし、る。」と述べた。 〔B.TV 7. 2.〕

7月2日

V中共の道路建設について一一タノム首相は， プーマ首相が明らかにした Yun-

nanから l¥foungSingに至る道路を中共が完成したとのニュースにつき次のよう

に語った。

「私は非常に憂慮している。中共が HueySai （ラオス国境の町）からタイに

侵入する可能性があると思う。 HueySai対岸にある Chiengkongには援軍を派

遣した。」 〔B.P. 7. 2.〕

Vブン工業相更迭一一タノム首相は記者団の質問に答えて次のように語った。

1. プン工業相は近く閣僚のポストをしりぞき駐仏大使になる予定である。ブ

ン工業相の後継者が誰になるか，今は言えない。内閣改造の意志はなく，単に空

席を埋めるだけである。

2. （現在起草中の憲法には，閣僚は国会議員を兼ねることができない，とい

う条項があるが，これについて意見を求められて〉行政府と立法府とは分離さる

べきである。この条項は閣僚の汚職を防ぐ上にも効果があろう。

3. 憲法発布後はあらゆる政治的な活動からしりぞくつもりである。

4. 憲法が発布され，選挙法ができたあと，政党の結成が許可されよう。私は

タイには2つ以上の政党は不要であると考えている。 〔B.P. 7. 2.〕

’サリッ卜前首相遺産問題一一サリット前首相の遺産の中には固有財産がまぎれ

こんでいるといわれ，目下憲法17条により強力な捜査権を与えられた特別委員会が

調査中であるが，この問題について何人かの現閣僚がサリット前首相の死亡前後に

サリット前首相か，あるいは VichitraThanarat夫人から総計300万～1000万パー

ツにのぼる莫大な金品を受け取ったと噂されている。

この噂は，すでに各種出版物で遠まわしに報道されたが，これに対し，タナット

外相は， 「特別委員会は閣僚の公私の生活，預金を調査し，我々の受けている嫌疑

を晴らすべきであると述べた。また，多くの高官がこの意見に同調しているといわ

nる。〔B.P. 7. 2.〕

V山地種族職業奨励計画一一公共福祉局筋によると山地種族厚生委員会は北部山

地種族の職業奨励計画を次の原則に沿って実施することを決定した。

1. 自立入植地や福祉開発センターを設立して焼畑農業やけし栽培に代る方法

として山腹の米栽培を奨励する。

2. 各種の特殊条件を研究した上で，適当な方法の農業生産を奨励する。
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3. 畜産奨励。

4. 所得増加の手段として農村工業を奨励すること。 〔B.W. 7. 5.J 

v公務員の給与引き上げ案一一新公務員法案の給与にかんする条項を検討中の大

蔵省委員会は次の勧告を行なった。

1. 4級職の最低賃金を月450パーツから500パーツに引き上げる。

2. 同一級内における給与段階を従来よりも多くする。これにより各級内にお

ける高い段階の給与を受け取っていた公務員にとっては，実質上の昇給となる。

なお，これら下級公務員の給与改訂により1000万ノミーツの財源が必要となる。

3. 高級公務員の給与引き上げについては次の結論に達した。

かっこ内は，現在の給与を示す。

首相（10,000パーツ〉 20,000パーツ

副首相及閣僚（9,000パーツ〉 15,000パーツ

閣僚次官（8,300パーツ〉 12,000パーツ

無任所相（7,200パーツ〉 10,000パーツ

閣僚秘書（4,300パーツ〉 4,900パーツ

〔B.W. 7. 2.〕

[B. P. 7. 5.J 

’Mae Klongダム計画始まる一一潅翫局は大 MaeKlongダム計画にもとづき工
事を開始した。まず第1段階はカンチャナプリー県の ThaMuang地区にダムを建

設する。これは5年以内に完成し240万ライの潅i慨を行なう。次の段階は KwaeNoi 

川の KhaoKwangに貯水池を KwaeYai Jl[／こ KaengRiengダムを建設すること

である。 CB. lV 7. 2.〕

vタイ・アメリ力航路運賃｛直上げ問題一一タイーアメリカ太平洋航路運賃同盟は

9月にある種の商品に対する運賃を10%引き上げる予定であるが，これに対してタ

イ国関係者の不満がまって高いる。外国貿易局，輸出促進委員会，ジュート組合，

タピオカ組合，ラック組合，タイ産物輸出業者組合は会合を開き，運賃引上げ阻止

のため同盟に圧力をかけることを決めた。 〔B.P. 7. 3.〕

（注〉 同盟は本年度2月，運賃値上げを行なったがタイ国関係者の反対が強かっ

たため，一部の商品については，値上げを 9月まで延期した。 〔B.P. 7. 3.〕

7月3日

V北部山地種族対策一一内務省次官補 NaiPhuang Suwanaratは，北部山地種

族対策について次のように発表。

1. 中共の宣伝に対抗するため，チェンマイ県に50キロワットの出力をもっラ
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ジオ放送局を開設し，山地種族むけの放送を行なう。中共はすでに同種の放送局

を持っており，工作員を送りこんでいる。

2. タイ政府のこれまでの山地種族定住計画はひじような成功を収め，このた

め「隣国」から200人の山地種族がタイ国内に定住する許可を求めてきた。

然しこの定住計画はタイ国民のためのものである。 CB. P. 7. 3.〕

V ビ‘ルマ領海侵犯問題一一ピノレマ政府の要求に従い，タイ政府は Rayong県漁民

にピノレマ領海を侵犯せぬように通達をだした。 〔B.P. 7. 3.〕

T SEATOの山地種族対策←ーコンティ SEATO事務局長によると， SEATOは明

年より山地種族援助方法の調査を開始する。 〔B.W 7. 4.〕

Vとうもろこし輸出組合結成問題一ーとうもろこし輸出業者はとうもろこし輸出

にかんする新政策の成行きに注目している。経済省はとうもろこし輸出を業者の自

由に委ねる方針であるが，総理府の輸出奨励委員会は経済省貿易局にかわってとう

もろこし輸出の統制を行なう輸出業者組合を業者に設立させることを提唱してい

る。 〔B.W 7. 3. B. P. 7. 16.〕

V糖業援助基金一一糖業援助基金（SugarIndustry Aid Fund o伍ce）が甘蕉栽培

者から賦課金により徴集した資金は1961～62穀物年度に2億4000万パーツラ 1962～

63穀物年度に 1億2500万パーツであったが， 1963～64穀物年度には賦課金がkg当り

0.97パーツから0.50パーツに引下げられたために8200万パーツに低下した。 この徴

集された基金のうち甘薦裁培奨励に580万パーツ，精糖工業調査に570万ノ守一ツ，砂

糖輸出奨励に2億2890万パーツ，行政に1070万パーツが支出された。

〔B.W. 7. 3.〕

vタバコ生産－Kanburiのタパコ生産は1961年の28万7000トンから1963年には

60万7100と増加したが，価格は下落している。カンブリ地方当局はタパコ公社に価

格下落による困難を解決するよう援助を申入れたが，タパコ公社はこれに対してタ

イ国産のタパコ輸出を増加するよう努力していると答えた。現在，香港，オランダ，

ベルギー，西独カナリー島，がタイのタパコの輸入国であるが，品質が良ければア

メリカ，スカンジナピア諸国及びその他のヨーロッパ諸国が輸入する可能性もある。

〔B.W 7. 3.〕

V獣皮輸出一一関税局の発表によると1964年の第1.4半期の獣皮輸出は1958トン，

1610万パーツであり， 63年同期の1290トン，1230万トンに比較しでかなり増加した。

〔B.W 7. 3.〕

V香港むけ輸出一一香港はタイ米の7.5%の輸入削減を決定したが，経済省次官
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Amphorn Chintakonandはこのことに関して次のように述べた。

タイは香港に毎年20万トン約2000万香港ドルの米を輸出している。香港の輸入

消滅は在庫増加と中共からの輸入のためである。中共米輸入の口銭はトン当り 3

～4香港ドルで、ある。しかし，我々の不安は香港の輸入削減で、はなくてむしろ輸

出過剰によって国内消費用が不足するのではないかということである。

香港市場でのとうもろこし価格はトン当たり20ポンドであり経済省の決めた最

低価格を 5ポンド下回っている。これは香港への激しい輸出競争によるものであ

る。香港のとうもろこし需要は5000トンであるが，タイは2万0100トンもの輸出

をして価格を引下げている。

一方，香港への水牛輸出は年3000頭に増加した。経済省は国内供給の減少を懸念

して畜産局に輸出限度を調査させたc その結果，年3000頭に限られるなら，深刻な

不足は起らないだろうということであった。 〔B.iv 7. 4.〕

経済省次官 AmphornChintakonand はヲ 米輸出について香港政府と話合うため

香港に到着し，第3・4半期には米の輸入削減を行なわないよう布望するラと語つ

fこ。 〔Reuter-B.P. 7. 4.J 

7月4日

V新聞活動について警察局の要請一一警察の公式スポークスマン， LuenBunya-

chitti大佐は，新聞活動について次のように述べた。

1. 警察は，新聞社に対して，事実のみを報道するように，と警告した。

2. 警察は新聞が公衆の道義を低下させるような言葉を使用しないようにと要

請した。

3. 読者をして真面白な思考にみちびくような記事はラ民主主義の養成のため

に好ましい個人の行動にっし、ての記事も，それが事実で、ある限り報道して差っか

えない。ただあくまでも事実を報道すべきである。 〔B.P. 7. 5.〕

曹ピルマ領内から大多数の中国人が侵入一一一警察の報告によると約1000人の山地

種族を含む中国人がピルマ領内からチエンライ県 MaeChan郡に逃亡して来た。

国境警察パトロールは，彼らをピルマ領内に追し、かえすよう命令されている。

〔B.P. 7. 4〕

’米の生産高の見通し一一農林省の見通しによると1964穀物年度の米の生産高は

昨年並みかややそれを上回っている。 93年度の生産高はほぼ925万トンであった。

〔B.W 7. 4.〕

V農業信用計画の改善一一総理府スポークスマンによれば，内閣政策委員会は農
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業信用計画の改善を首相に勧告した。勧告の中には現在の協同組合銀行（cooperati-

ve Bank）の農業協同組合銀行（Bankfor Agriculture and Cooperatives）への改組

が含まれている。農業信用事務所（o伍ceof Agriculture Credit）は技術面や借入れ

申込みの助言等で農民を援助することになる。 〔B.W. 7. 4.〕

V錫鉱区使用料決定一一資源局は錫鉱区使用料は64年6月30日以後， 60.48kg（中

国ピクル〉当たり4041パーツと定めた。 〔B.W. 7. 4.〕

, Stask D巾 m会社の鋳鋼管工場一一投資委員会は StaskDriem会社の鋳鋼管工

場建設を奨励することを決定した。日本，スイス，シンガポーノレが参加し建設費2

億パーツの予定で，パトウムタニ県ランシットに建設される。操業開始は1965年。

〔B.時1:7. 4., B. P. 7. 11.〕

7月5日

V軍人事一一軍燃料局（theMilitary Energy Department）局長 ViratPetchara-

yothinは最高司令部付となった。

局長の後継者は陸車中将SomboonChitranutになる模様。 〔B.P. 7. 5.J 

V私立学校授業料の値上げ認可一一中等教育局私立学校課長 NaiPrayuddh Sa-

vastsinhaは次のように発表。

1. 昨教育年度の最終試験では多くの不合格者が出たが，これは設備と，有能

な教師の不足の結果である。

2. 私立学校の授業料を現在の750パーツから950パーツに引き上げるのを許可

する。これによって私立学校は設備を整え，有能な教師を雇用することができる

だろう。 〔B.P. 7. 5.〕

Vとうもろこし輸出組合結成問題一一ピム・タイ紙によると，貿易促進委員会事

務局長は，促進委員会で計画中のとうもろこし輸出者組合には，自己の倉庫を持た

ぬ業者の加盟は認めない方針であると述べた。これについて業界では，（1）非加盟業

者の輸出する権利の有無，（2）非加盟業者の輸出をはばむ場合，組合はいかなる権限

を行使するのか，（3）政府は協会に何らかの特別な権限を与えるのかどうか，などの

諸点が疑問であるとしている。 〔B.1v. 7. 5.〕

7月6日

V閣僚辞任の噂をめぐる動き一一タノム首相は次のように語った。

1. つねに事実を報道すること，国家の利益を考慮すること，この2つを新聞

に要請する。
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2. 正しいニュースを報道するために，政府は新聞と協力する用意がある。

3. 今回の17条発動をめぐる論争に限らず，閣議のもょうが外部にもれる傾向

がある。いかにして閣議のもょうが外部にもれるのか，調査するよう警察に命令

した。 〔B.P. 7. 6.〕

, Bangkok Mutual Fund Co., Ltd.－一ープラチャーテイバタイ紙によると，近く Ba-

ngkok Mutual Fund Co., Ltd.が営業を開始する。同社は株式を対象とする投資信

託で，この種の企業としては最初のものである。会社の資産は 1万ノミーツであると

いわれる。 〔B.W. 7. 6., B. P. 7. 11.〕

V原料糖の輸出補助金一一糖業基金は5000トンの輸出補助金の入札を 7月15日に

開くと発表した。 6月の入札は要求補助率があまりにも高かったのですでに取消さ

れている。タイの明年度の生産は2万トンの水準に達するので生産過剰を押えよう

とすれば，海外市場を求める必要がある。現在，タイの原料糖の関税を引下げるよ

うアメリカと交渉が行なわれている。 〔B.vV: 7. 6.〕

Vとうもろこし輸出組合結成の動き一一プラチャーティパタイ紙によると，貿易

局が自由貿易の道を開くためにとうもろこしグルーフ。を廃止した直後から，輸出者

協会の後おしのもとにグルーフ。と同様，輸出量割当てを目的とする組合を結成しよ

うとする動きが業者の聞に起っている。

自由貿易の導入は多くの新貿易業者を生み， 90を下らい業者がすでに登録をすま

し倉庫料支払いに多額の投資を行なっている。組合が少なくとも 5年以上とうもろ

こし輸出の業務にたずさわっていることを組合加入の条件として会員を制限すると

いう噂が流れ新貿易業者を不安にしている。 〔B.W 7. 6.〕

7月7日

’社会保障制度導入か一一広報局長によると，政策調査委員会（NationalResea-

rch Council）は社会保障制度を設立するための法律案を検討中である。

〔B.P. 7. 7.J 

Vパンコック市の人口一－5月末のパンコック市の人々は164万3083人であった。

このうち男は84万2922人であった。 5月の死亡者数は総計483人でそのうち男は283

人であった。 〔B.vV. 7. 7.〕

’とうもろこし輸出問題一一一Pinitタイ穀物輸出協会会長は日本の買付業者がタ

イの輸出業者間の価格引下げ競争が余りに激しくなれば結局契約不履行問題をもた

らす恐れがあるとの考えから，事態を憂慮していると述べた。すでに数社の小輸出

業者が低価格で日本業者へ売渡しを申込んでいる。 〔B.W. 7. 10.〕
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7月8日

v内閣は明会計年度の予算案を承認した。各省予算案中，原案ととくにことなる

ものの概要は次の通り。

単位 100万ノミーツ， 100万以下4捨5入

｜原 案 i;63-64年室

開発省 20,60 18,00 

内務省 20,55 17,54 

国防省 19,20 17,57 

文部省 19,40 17,49 

保健省 4,10 3,98 

運輸通信省 2,88 2,35 

農林省 2,92 2,65 

なお，文部省の予算は正確には2,242,117,900パーツでこのうち293,433,000パー

ツは大学の建設及び整備のための予算である。 5月にまとめられた原案にくらべ，

文部省の予算が大巾に増額（3.02億ノξーツ）されたのが目立つ。

〔B.P. 7. 9., B. P. 7. 12.〕

V税収中間報告一一1963年10月～1964年5月の税収は50億5200万パーツであっ

た。

税収の増加は，所得税4400万パーツ，営業税1億5600"万パーツ，娯楽税70V万パ

ーツ，その他2200万パーツで、あった。歳入局は増加の原因を次のように説明してい

るc

(1) 輸入額の増加，従って関税収入の増加，（2）国内生産の増加，（3）厳格な徴税

〔B.研ぐ 7.8.〕

7月9日

V青少年裁判所開設一－NakornRajsimaに青少年犯罪裁判所が開設された。

〔B.P. 7. 10.〕

V香港との貿易一＋経済省次官補， ThaiRice Company会長， AmphornChin-

takanon陸車中将は，香港訪問から帰り，次のように語った。

1. タイと香港は，貿易拡大のため，通商代表団を交換することになろう。

2. マカオも，タイと直接交易する可能性を調査するため通商代表団を派遣す

Q。
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3. 香港当局がタイ産米に対する輸入制限を早急に緩めることを希望する。

4. 香港へ対する豚肉輸出において，現在タイは，中共に次いで第2位を占め

ているが，インドネシアの輸出する食肉類が重要な競争相手になりつつある。

〔B.P. 7. 9.J 

Vあひるの卵輸出問題一一一マレーシアの養鶏業者は，マレーシア政府にタイ産の

あひるの卵輸入を減らす措置を早急にとるよう，圧力をかけている。セランゴーノレ

養鶏業者組合（TheSelangor Poultry Farmens Association）は， 要旨次のような

覚え書きを政府に送った。

タイから何百というあひるの卵が輸入され，鶏卵市場でダンピングされている。

そのため鶏卵が値下りし，養鶏農業の被害が甚大である。政府は，あひるの卵に

高関税を課すか，輸入制限を行うべきである。政府はまた， 卵取引き委員会（an

egg marketing board）を設立すべきである。 〔B.P 7. 10.〕

Vとうもろこし輸出問題一一日本はタイとうもろこしの最大の需要因であり，

1963年末には45万3414トン， 4億9600万パーツの輸出をした。これは62年に比較す

ると 2億6000万パーツの増加である。 63年4月に東京で結ばれたタイ協定では63穀

物年度に50万トンの買付が予定されている。 〔B.l反 7.9.〕

7月10日

Vタイ漁船室捕さる一一Domay島附近で密持、中のタイ漁船2隻がビルマ当局に

より牟捕された。 〔WorkingPeop•le's Daily-B. P. 7. 15.〕

v水利費値上げ一一ポット開発相は耕地lライあたりから徴収する水利費を年間

50サタンから10パーツに引き上げる法案が成立したと発表。 〔B.P. 7. 11.〕

Vタイの鉱業生産一一エカフェの調査によるとタイの鉱業生産は着実にのびてい

る。 1958年の錫の生産量は 1万0892トンであったが， 1961年には2万0322トンに増

加した。新鉱脈の発見のためには持続的な努力が払われており，カンチャンブリ，

ラジャブリ県で非常に有望な鉱脈が発見された。その他， 3つの鉱脈が発見されて

いる。銅鉱脈で採算のとれる程度のものは発見されていない。鉛，亜鉛の鉱脈が3

ヵ所で発見された。

現在，タイ国内で生産される鉄の量はとるに足りない。 ThaiCement Company 

所有の ThaLuang工場がわずかな量の捧鉄を生産しているにすぎないc 工場は現

在拡張中である。良質の鉄鉱脈が東北部で発見された。現在外国から招へいされた

専門家が，タイ国内産の鉄鉱石により，タイ国内に鉄鋼業を建設することができる

か否か調査中である。 1962年におけるタイの鉄鋼消費量は30万トンであった。
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〔B.P. 7. 10.〕

7月 11日

干南ベトナム軍事使節団到着一一11人からなる南ベトナム軍事使節団が到着。団

長はベトナム国防相 Tran-Thien-Khien少将で，訪問の目的はベトナム情勢につい

てタイ政府首脳と話合い，かつ援助を要請することにあると思われる。

〔B.P. 7. 11.J 

Vタイ漁船掌捕さる一一警察大佐 LuenBunyachittiは次の発表を行なった。

1. 7月8日，ピルマ領海で操業中の漁船がピノレマ側艦船の銃撃をうけ，乗組

員1名が死亡， 4人が重傷を負った。

2. 7月513，ピルマ当局はピクトリア岬沖で3隻のタイ漁船を牟捕，合計53

名の乗組員を逮捕した。 CB. P. 7. 11.J 

V義務兵復期間短縮か一一国防省筋によれば，義務兵復期間を18ヵ月から12ヵ月

に短縮する案が検討されている。これにより，約1億ノミーツが節約されるが，この

短縮の最大の理由は人口が増加して壮丁が増加したためである。 〔B.W 7. 12.〕

Vとうもろこし輸出問題一一外国貿易局はとうもろこし輸出のシーズンをむかえ

るにあたり，輪出量を制限するべきかどうか，またその場合にはいかなる方法で業

者聞に輪出量を割当てるか，最低輸出価格を定めるべきであるかどうか，各業者の

意見をもとめている。なお，業者は13日までに回答を求められている。

〔B.W 7. 11.J 

Vあひる卵輸出問題一一貿易委員会事務総長 NaiThapana Bunnagは， マレー

シアむけあひる卵輸出問題について次のように語った。

1. もし，マレーシア政府があひるの卵の輸入制限を行なうならば，委員会は

タイ政府に抗議するよう勧告することになろう。

2. あひるの卵は民間業者により香港とマレーシアに輸出されている。 1962年

の輸出額は3800万パーツであったが1963年には2100万パーツに減少した。

〔B.P. 7. 11.〕

V税収入増大の見通し一一国家予算局長 SiriPakasitは，来会計年度の歳入につ

いて，税の徴収方法の改善により，増税を行なうことなく10億ノミーツの増収がある

ものと予定している，と語った。 〔B.P. 7. 12.J 

V工業金融公社の活動一一工業金融公社（I.F. C. T.）は設立以来の企業に対し

て借款を認め総額は5532万5000パーツに達している。これら企業のうち19企業は地

方で13企業は首都圏である。 〔B.W. 7. 12.〕
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7月 12日

’土地開発計画の促進一一消息筋によると，土地開発局は土地保有権の調整，地

代の統制，農民への土地分配，不耕作地主の排除，自立入植地の設立等を含む土地

開発計画の実施を促進するよう政府に提案している。 〔B.W. 7. 12.〕

7月 13日

, Chainatダムの効果一一一開発省が明らかにしたところによると，チャオピヤ河

流域における米の収穫量は， Chainatダム完成後大巾に増大した。 Chainatダム完

成1年前のチャオピヤ河流域における米の収穫量は90万トンであったが，完成後

の昨年のそれは250万トンであった。現在同地域における栽培面積は571万8000ライ

である。 〔B.P. 7. 13.〕

曹 1～3月の輸出入一一経済省筋によると，今年の1月～3月までの貿易収支は

輸入35億0350万パーツ，輸出32億2600万ノミーツで2億7720万パーツの赤字であり，

これは前年同期よりも9940万パーツ増加している。輸出は24.8%増加しているが，

輸入の増加は26.7%とこれを上回っている。詳細は次の通り。

（単位 100万パーツ）

輸 入 総 額 3,503 輸 出 総 額 3,326 

機械および輸送機器 1,136 米 1,089 

工業用原材料 1,056 二Z守 ム 649 

イヒ 弓止ι」 設 ｛蔚 350 とうもろこし 375 

燃 料 325 錫 224 

タパコ・飲料 255 タ ピ オ カ 185 

ジ ニl. ト 144 

砂 糖 44 

チ f ク 41 

カ ポ ツ ク 16 

そ の 他 459 

〔B.w. 7. 13.〕

, 65年度歳入予算の内訳一一1965年度の予算は総額124億2000万ノξ一九歳入見

積りは105億5000万パーツで，赤字は18億5000万パーツとなる。赤字は中央銀行か

ら10億パーツ，貯蓄銀行より 8億5000万パーツを借入れてまかなう。

〔B.ilと7.14.〕
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Vタイ・プラスティック会社の労働争議一一『タイ・プラスティック会社の131人

の労働者が13日， ストライキに入った。 Samrong警察の斡旋の結果， 7月16日に

会社側の回答が行われることになり，一応スト体制を解除した。

労働者の要求内容は次の通り。

1. 労働法に従って労働時間を12時間から 8時間に短縮すること。

2. 著しく低い賃金体系を引上げること。

3. 社会保障制度，特に労働者が疾病の場合司資金の援助を行うこと。

〔B.W. 7. 13.〕

V宝くじ販売一一一国営宝くじ局当局の発表によると，毎週2万枚の宝くじが発行

されるようになってから，宝くじの販売割当量を消化できない県が増えて来ている。

とくに，チエンマイ県における売れ行きが悪い。現在，販売割当は各県均等に人口

10万人につき2000枚とされているが，上記の事情を考慮して売れ行きの良い県に集

中的に割当てられることになろう。

なお，最近まで，宝くじ局が取扱ってきた紙輸入は，タノム首相の命令で国家経

済開発公社が扱うことになった。 〔B.P. 7. 13.〕

7月 14日

V国際司法裁判所から脱退一一一タナット外相は次のように語った。

1. タイ政府は必要な期限に国際司法裁判所に対する仲裁付託書の再確認を行

わなかった。前政府の提出した仲裁付託書の期限10年はすでに2年前に切れてい

る。従って今後タイは国際司法裁判所の決定に抱束されることはなく， KhaoPh-

ra Viharn寺院事件のようなことは2度と起らぬであろう c

2. ここ数年来，ピノレマ，マレーシア，ラオス，南ベトナムなどの関係はひじ

ようによくなったが，カンボジアとの外交関係は断絶されたままで，何らの改善

策もとられなかった。 〔B.P 7. 14.〕

’南ベトナム使節団，非軍事援助を要請一一南ベトナム軍事使節団はタイ政府に

米と医療品の援助を要請した。 〔B.P 7. 14.〕

V貯蓄利子に対する課税案検討中一一サャーム・ラット紙によると，歳入局は政

府に貯蓄利子に対する課税を提案しているといわれる。この種の課税は1961年にサ

リット内閣が徹廃するまで徴収されていた。 〔B.W. 7. 14.〕

7月 15日

Vタイ，南ベトナム空軍パイロットを養成一一広報局長 KrichaPunnakan中将
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の発表によると，タイ政府はタイ国内で南ベトナム人ジェット・パイロットを養成

することに同意した。 また， 南ベトナム軍事使節団は， タイの合同開発機動隊

(Joint Mobile Development Units）に多大の関心を示し，タイ政府は機動隊エキス

ノfートの南ベトナム派遣を考慮、中であるといわれる。 〔B.P. 7. 15.〕

’ペチプリ県周辺で犯罪激増一一最近ベチブリ県およびその周辺の諸県で犯罪が

激増しており，これに対抗するため特別な警察部隊が派遣された。〔B.P. 7. 16.〕

V私立大学設立許可か ピン教育相が明らかにしたところによると，タノム首

相は私立大学の設立を許可したい意向で，国家教育委員会（珂ationalEducation Co-

uncil）にこの問題の調査を命じた。タノム首相は，私立大学設立の許可によりタイ

はさらに多くの大学を持つことができ，さらに大学に対する予算の負担を減らすこ

とができると考えている。現在，毎年2000万パーツ程度が国庫から大学経営のため

に支出されている。 〔B.P. 7. 15.〕

Y月 16日

曹とうもろこし輸出状況 外国貿易局の報告によると，昨年7月から今年度5

月までに84万トンのとうもろこしが輸出された。今年度6月末までには総計90万ト

ンが輸出されたものとみられる。一昨年7月から昨年6月までの輸出量と比軟する

と23万トンの増加である。外国の輸入需要が高いので，とうもろこしの国内価格は

高い水準にある。 〔B.P. 7. 16.J 

7月 17日

Vタノム首相，政党活動について発言一一一タノム首相は次のように語った。

1. 選挙法ができた後で，政党を規制する法律をつくる必要があると思う。そ

うでないと， 2' 3人の党員しかもたない政党が数多く乱立することになろう C

2. 憲法発布後の選挙にそなえて政治家たちが運動できるよう，現在行われて

いる集会の制限を取除いいた方が良いという意見があるが，私は現在のとろその

必要はないと考えている。憲法発布後に，政党は活動を許されよう。

〔B.P. 7. 17.J 

Vクルンテープ紙発行停止一一警察局長プラサートルチラウォンはタイ語新聞ク

ルンテープの発行を停止した。同紙の7月11, 12, 13, 14日の記事に引平和と秩序

の維持”および明良俗”に反するものがあった，というのがその理由である。

なお，同紙発行人および編集長は NaiCha叫ducrChulalangkha，副編集長は Nai

Prayoon Chuensawatである。 〔B.P. 7. 17.〕

ー (124）一一 58-



タイ

Prayoonは以前 Isara紙を発行していたが1958年に暴漢により新聞社を破壊さ

れ， Prayoon氏自身もよたものとして捕えられていたO 最近釈放され， 6月 1日か

らクルンテーフ 〔B. W. 7. 18.J 

V製紙工場拡張一一←BangPa-in製紙工場の現在の能力は 1日40～45トンである

がラ工場拡大の計画が進行中である。計画通り工場の生産能力が国内需要を完全に

みたすようになれば，年間約5000万パーツの外貨が節約されることになる。最近政

府は，政府諸機関に対しできるだけ国内産の紙を使うよう通達を出した。

〔β.P. 7. 16, B. P. 7. 30.〕

7月 18日

V雑費節約一ーダノム首相は全政府関係諸機関に諸雑費節約を命令した。

〔B‘P.7. 18.〕

V記録的な農産物輸出の見通し一一一経済省貿易局次長 NamPoonwathu氏は今

年度の農産物の輸出について次のように語った。

1. 今年度の農産物の輸出は記録的なものとなろう。

2. 前年度前半期における米輸出は76.3万トン，21億1000万パーツであったが，

今年度前半期の実積はこれを大巾に上まわる97.4万トンラ 24億4300万パーツであ

った。今年度米輸出総額の見通しは前年度の34倍、2800万パーツを大きく上まわり

40億パーツ程度となろう。

3. とうもろこしの輸出も去年の実積を大巾を大巾に上まわった。 6月までの

輸出は51.4万トン， 5億4750万パ｝ツである。昨年同時期の輸出は33万5000トン，

3億7000万パーツにすぎなかった。 とうもろこしの収穫量はこれまでの最高100

万トンを越える見通しで，来年度はさらに増えよう。

4. 以下ジュート， CastorSeeds，タピオカ製品の昨年度後半期，今年度前半

期における輸出実積は次の通り。

昨年度前半期 今年度前半期

量 金額
_E'主
主旦 金 額

ジュート 54,000トン 170百万パーツ 68ラ000トン 242百万パーツ

ひ ま 24,000トン 50百万パーツ 26,000トン 71百万ノミーツ

タピオカ 178,000トン 131百．万ノξーツ 311,000トン 229百万パーツ

〔B.P. 7. 18.J 

Vタノム首相，外交問題につき発言一一タノム首相は次のように語った。

1. 南ベトナムに対して直接的な軍事援助を行うつもりはない。軍隊の補給に
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かんして援助を行うつもりである。現在タイを訪問中の南ベトナム軍事使節団が

タイ政府に何を要請したか，明らかにすることはできない。

2. （タイム誌にタイ国の名誉を傷つけるようなサリット前首相にかんする記

事が出たが，との質問に対し〉その記事はうタイ語で発行されているいくつかの

新聞から材料を得て書かれたものだと思う。タイ語紙にはそのほか，政府の外交

政策，とくにカンボジアに対するそれの批判が出たようだが，カンボジアは，タ

イと私個人に対してひき続き攻撃的な態度をとっていることを指摘しておきた

い 。〔B.P. 7. 16.J 

Vとうもろこし輸出問題一一内閣はとうもろこし輸出政策について検討する任務

を持ち，関係各省，各局よりななるとうもろこし輸出委員会を任命した。 7月29日

に日本のとうもろこし買い付け代表団がタイに来る予定で，委員会はこれに先立つ

7月21日に第1回の会合を開く。

とうもろこし輸出業者に，米，ジュート，ラック，タピオカなどの場合と同じよ

うな輸出業者組合を結成させようとする輸出奨励委員会側のこころみは完全に失敗

した。

これらとは別にタイ国輸出業者協会は， 7人のメンパーよりなる委員会を任命し

たが，協会に加入していなし、業者はこの委員会を認めていない。 〔B.P. 7. 16.J 

Vタイ代表団来日一一ソンタン・ソンタエム会計検査院長を団長とする 4人のタ

イ代表団が，特別円資金の利用方法について日本側当局者と話合うため東京にむか

った。 〔B.P. 7. 17.，日経 7.11.〕

V タイ←us太平洋航路同盟値上げ問題一一輸出促進委員会は， タイ us太平洋
航路同盟に手紙を送り，運賃値上げを取止めるように要請した。また， ThaiLine 

Companyアを復活させる案を検討中である。 〔B.P. 7. 17.〕

V外人観光客からの収入一ータイ国観光協会副会長 SirisakSuntharovat大佐の

発表によると，今年度の観光収入は記録的な4億7000万パーツになる見通しであ

る。去年の観光収入は4億400万パーツであった。今年度の6月までにタイ国を訪

れた外人観光客は約8万人で，彼らは平均1日660パーツをタイ国に落していった。

〔B.P. 7. 18.〕

V貿易収支赤字問題一一経済省の高官筋は貿易収支の赤字問題につき次の点を明

らかにLfこ。

1. 経済省，大蔵省，外務省関係者は，今後何回かの会合を聞いて対策を協議

する。
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2. 赤字の主たる原因は資本財の輸入であるが，工業化計画を続ける限り資本

財の輸入をやめる訳にはゆかない。

3. 輸入制限，たとえばいわゆるぜいたく品に対する輸入制限を実施せよとの

意見もあるが，輸入制限を実施すれば相手国の報復措置を受け，事態が前より悪

化するおそれがある。

たとえば， 香港からのぜいたく品の輸入は年間200万パーツ程度であるが，香

港に対する米の輸出は2億6000万パーツにものぼる。 〔B.P. 7. 19.〕

V教育制度整備のための世銀借款一一教育省職業教育局長NaiBhongsakdi Va-

rasundha vosothは次のように発表。

1. タイ政府は世銀に101]意ノミ｝ツの借款を要請中である。この借款は職業教育

の施設の改善のために使用される予定で，現在世銀の専門家が調査中である。

2. 職業教育を大規模に行うために39の職業教育訓練所が選出され，借款によ

り改善される。 〔B.P. 7. 19.J 

V貯蓄信用協間組合が普及一一開発省信用協同組合局長（Dep’t.of Cooperative 

Credit and Banking) Nai Samritの報告によると，現在定期的な現金収入のある

勤労者を対象とする信用協同組合が全国にひろまってきている。今年度に入ってか

らこの種の組合の数は23から73に増大し，その運転資金は1億4541万パーツ以上で、

ある。組合の与える信用は次の3種類である。

1. 借入れを受ける勤労者の月収の5～6倍の額を貸付ける通常の貸付。利子

月1%，期限20～30ヵ月。

2. 月収の72程度の緊急、貸付。期限2ヵ月，利子月 1%。

3. 住宅建設資金の貸付。期限6カ年。 〔B.P. 7. 19.〕

7月 19日

Vとうもろこし輸出問題一一貿易局によると，とうもろこしの価格は，輸出量の

規制が行われなくなって後，かなり下落している。香港，日本への価格はトン当り

19ポンドに下っており，その他，海外市場も同様な傾向を示している。

〔B.W. 7. 19.〕

V裏作について一一一Minbwi郡 Samwah村の1023ライの二毛作地帯を視察した

政府高官はその成果について次のように述べた。

無作為抽出による調査では裏作の収量は1ライ当り， 54タン（1タン＝20リッ

トノレ〉から61タンで満足すべきものであった。 1965年にはこ毛作は3000ライに拡

げられるだろう。 〔B.W. 7. 19.〕
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7月20日

’貿易収支赤字問題一一タノム首相は，経済，外務，大蔵各省の代表者よりなる

貿易収支赤字問題調査委員会を任命した，と発表。 〔B.P. 7. 20.〕

V今年度前半の貿易収支の赤字一一ー経済省の発表によると， 1964年の 1月～ 6月

の貿易収支の赤字は6億パーツであった。 〔B. W 7. 21.〕

7月21日

V皇太子殿下12月にタイヘ タイ政府当局は21日，日本の皇太子殿下が12月に

1週間の予定でタイを公式訪問される予定であると発表した。

〔朝日（タ〕 7.21〕

曹タイ政府の国連特別基金へのきょ出一一内閣は24万ドノレを国連特別基金（UN

Special Pund）および国連技術援助計画にきょ出することに決めた。 24万ドノレのう

ち4万8000ドルは技術援助計画に， 19万2000ドルは特別資金にきょ出される。

〔B.P 7. 22.〕

Vとうもろこし輸出問題一一政府とうもろこし輸出委員会は第1回めの会合をひ

らき，とうもろこしの輸出方式について検討したが，委員の間で意見のくい違いが

大きく，最終的な結論はでなかった。

輸出を全く各業者の自由に任せる方式L 何らかの組織をつくり輸出量を規制す

る方式とが検討されたが，後者の場合各業者に対する輸出量割当の決定方法につい

て業者の対立が大きく，すっきりした方法を見出すのは困難であるといわれる。

〔B.W. 7. 25.〕

’封ろう生産低下一一貿易局関係者と封ろう生産者組合（theSealing Wax Ass-

ociation of Thailand）の代表からなる視察団がろう生産状況観察のため東北地方に

出発した。封ろうの生産は近年急激に落ちている。 1961～62年の生産量は60,000ト

ンであったが1962～63年には6,000トンであった。 〔B.P. 7. 21.〕

’64会計年度最初の9カ月の歳入一－64会計年度（1963.10. l.から）の最初の

9ヵ月における歳入は，見積りよりも 1億6230万パーツ多い 62億3480万パーツであ

った。このうち米輸出プレミアムおよび関税からの収入は27億7420万パーツ，所得

手見は5億0800万ノξーツである。 〔B.P. 7. 22.J 

7月22日

Vベチブリ県周辺の犯罪増加の背景一一一警察局長プラサトルチラウォン大佐は次

のように発表。ベチプリ県およびその周辺の諸県で最近徒党を組んで行う犯罪が激
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増している。昨年ペチブリ県では多くの共産主義容疑者が逮捕されており，今度の

動きの背景には政治的なものがあるかも知れない。 〔B.P. 7. 22.〕

V小企業育成のための資金貸出一一工業育成局長（Dep"tof Industrial Promoti-

on) Sa-ard Hongyonは次のように発表。

1. 工業育成局（Dep'tof Industrial Promotion）は農業銀行（AgriculturalBa-

nk）および地方銀行（ProvincialBank）と協同で2000万パーツの資金をつくり，

小企業に対し期限5年，年利9%程度の貸出を行うc

2. 5つの小企業に対し，総額90万パーツの貸出を認めた。今月中にさらに5

～6の企業に対して貸付が行われよう。

3. 現在100以上の小企業が総額2100万ノミーツの貸出を求めている。

〔B.P. 7. 22.〕

7月23日

A消費税収入見積の増加一一TanpongKridakorn 消費税，局長の発表によると，

65年度の消費税収入見積は現年度の7億9900万パーツツに対して16億3100パーツに

増加しているが，これは自然増によるもので税率改訂によるものではない。ビール

の消費税収入は今会計年度の最初の9月間に昨年同期の3100万パーツから40%増の

4400万パーツに増加している。

これらの事情のため，この9ヵ月間の消費税収入は昨年同期の5億9900万パーツ

に対して6億5000万パーツに増加している。明会計年度は新たに操業を開始する

Thai Oil Refinery会社から次の諸税計7億6600万パーツが予定されている。 自動

車用ガソリンリットノレ当り， 80サタン。ケロシン33サタン。ジェット燃料， 33サタ

ンO 燃料油， 12サタン。潤滑油強粘1パーツO 潤滑油弱粘66サタンO 石油ガス， ト

ン当り440パーツ。アスフアルト， トン当り10パーツ。

なお，消費税は現在， 9品目，タバコ，酒類，瓶入り飲料水，セメント，かぎタ

バコ，マッチ， トランプ，アユタヤ醸造所およびトランプ製造所の利益にかけられ

ている。 〔B.Uぺ7.23.〕

V国境付近の辺境村開発一一公式筋から得た情報によると政府はラオスと国境を

接する北部6県，ロエイ，ナコン，パノムラノンカイラウポンラチャタニ，サコン

ナコン県の辺境地区の大規模な開発を計画中である。政府筋の見解によると，これ

らの地区の住民は彼らの生活状態が改善されない限り，容易に共産主義者の影響下

に陥るものと思われる。

今度の大規模な計画は10月から開始される予定で，次の諸点に重点が置かれる。
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1.道路の開さく。 2.水源の確保， 3.畜産，養蚕，その他穀類の生産の奨励。

〔B.P. 7. 23.J 

V工業センサスの暫定的集計一一一工業省と統計局が合同して行った工業センサス

の暫定的な集計がまとまった。これによると，

(1) タイの工業活動は大部分小規模で、家内工業の水準tこある。

(2) 10人以上を雇用する工業はわずかに3000である。

(3) 工業所得は国民所得のわずか10～15パーセントである。

7月25日

CB. W. 7. 23.〕

Vプラパート内相帰国一一眼の治療のため 1ヵ月半ほどアメリカに滞在中で、あっ

たブρラパート内相は，このほど手術を終え，帰国の挨拶にジョンソン大統領を訪問

した。なお，内相は帰途インドに立寄る予定であるといわれる。

（〔B.P. 7. 25., UPI-B. P. 7. 26.J 

Vインドネシア大使館，ゲリラとの関係を否定一一駐タイ・インドネシア大使館

はマレー・タイ国境地区で活動している共産主義ゲリラとの聞にいかなる連絡をも

っていない，と 7月16日のUPI電を否定した。

（注〉 6月17日UPIは駐タイ・マレーシア大使館より得た情報として， インド

ネシア大使館付武官が国境のゲリラと連絡を保ち，マレーシア政府に対する反

乱活動を支援していると伝えた。 〔B.P. 7. 25.〕

曹とうもろこし輸出問題一一外国貿易局次長 NaiNam Peonwathuは次のよう

に発表。

1. 日本は現在飼料用として黄色種とうもろこし70万トン程度をアメリカから

輸入している。タイがもし，黄色種の生産を行うならば，日本は上述の70万トンラ

約3億2500万パーツをタイから輸入するだろう。何故なら日本のタイとの貿易収

支は大巾な黒字であり，運賃もタイから輸入たしほうが安いからである。現在タ

イで栽培されているのは白色種で，日本の農家は一般に白色種を飼料として用い

ない。

2. すでにタイで、の栽培に適した赤色種系とうもろこし3種類， Alltex,Nor-

ghum, Midlandの見本を日本に送り，買付の可能性を打診中である。

〔B.P. 7. 26.J 

V国営企業について再検討一一一予算局次長 NaiBoontham Thongkhaimukは次

のように語った。
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1. 予算局は100以上の国家企業のあり方について再検討しており， USOMの

専門家の派遣を要請している。これら国家企業は少数の例外を除いてはほとんど

赤字であり，その維持のため毎年国家予算から 7億～8億パーツを支出している。

2. 少数の例外には次のようなものがある。たばこ専売局（TobaccoMonopo-

ly）は利潤のうちから毎年約3億パーツを国庫に収めている。

港湾公社（ThePort Authority）は毎年ほぼ3000万パーツの利潤があり， この

うち1500万パーツを国摩に収め， 残余の大部分を KlongToey港の整備のため

に支出している。

軍需産業の範ちゅうに属するいくつかの公社， たとえば製革会社（leather-tan-

ning）ガラス製造会社は国庫の補助を必要としなくなった。 〔B.P. 7. 25.〕

Vラック生産低下一一最近ラックの生産が大巾に減少しているが，価格の低下が

その原因であるといわれる。以前はキログラム当り 3～4パーツであつが，現在は

キログラム当り 1パーツ程度にすぎない。 〔B.P. 7. 25.〕

V淡水魚増殖計画一一漁業局と米穀局は共同で水田地帯の淡水魚の増殖計画をす

すめている。淡水魚は第一に食用として，第二に肥料としても用いることができる。

〔B.P. 7. 25.〕

V綿花栽培促進計画一一1961年に開始された農村省の綿花栽培促進計画による

と， 196'±年には生綿7000トンの収穫を上げるために20万ライに栽培される予定。ま

た65年にはさらに西部で5万ライに作付けが行われる。 66年には全作付面積は34万

ライ，生綿生産は 1万5000トンに達する予定。 〔B.W. 7. 25.〕

7月28日

V ラオス問題にかんするタイ政府の見解一一タナット外相はラオス問題について

次のように語った。

1. タイ政府は国際問題を平和的に解決しようとするすべての努力を支持す

る。

2. しかし， ラオ・ス問題にかんしては，何らかの国際会議が開催される前に，

パテト・ラオ側がまず1962年7月23日の勢力範囲まで軍隊を引き揚げるべきであ

る。

3. 現在，ラオス情勢は転換期にきている。パテト・ラオの進出はとまり，退

却が始ろうとしている。パテト・ラオは現在までに獲得した地域を何とか保持し

ようと努力しており，そのひとつの方法として国際会議の招集を要求している。

〔B.P. 7. 28.〕
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V錫の生産と輸出ー一一貿易局筋により，錫輸出について次の諸点が明らかにされ

fこ。

1. タイの今年度の錫生酎は戦後の最高を記録する見通しである。今年度の生

産高は昨年度のそれを 5%上まわる 2万2698トンと見積られ，世界市場における

錫相場が好調なのでタイは錫輸出によりこれまれで、の最高8億ノミーツを得るもの

と期待される。

2. アメリカ政府は錫の戦略ストックの一部放出を考慮中であるが，それにも

かかわらず錫業者は錫相場の将来にかんして非常に強気であるc

3. 錫相場の明るい見通しにより，南部で新鉱山が開発されてし、る。現在，錫

の国内価格はピクノレ当り2780パーーツである。 〔B.P. 7. 28.J 

V土地分配計画一一タノム首相は，不在地主から土地を買い上げ，年賦でこれを

小作農民に購入させる計画について検討するよう，開発省に指令した。

〔B.P. 7. 29.〕

7月29日

’首都圏，警戒体制に入るー一一パンコックおよびトンブリ地区は29日午前6時か

ら31日夜半まで完全警戒体制に入った。 〔B.P. 7. 29.〕

V外貨準備一一一タイ中央銀行（Bankof Thailand）の発表によると， タイーの金外

貨準備高は6月末で5億6930万ドルに達した。これは5月末に比して740万ドノレの

増加， 63年6月末に比して3250万戸yレの増加で、ある。 〔B.viぺ7.29.〕

V金輸入一一ーThaiGold Import Co., Ltd.社長 NaiSuthichaiは次のように発

表。

1. 28日に到着した1万オンスの金はすべて売り尽したc

2. さらに 1万オンスの金買い付けを交渉中で，来月中には輸入する予定であ

る。この金輸入で，当会社は合計6回ラ 6万オンスの金を輸入したことになるこ

〔B.P. 7. 29.J 

V公務員待遇改善委員会一一一内務省は，内務省職員各階層の代表よりなり，内務

省次官補ThawilSunthornsaratoonを委員長とする公務員待遇改善委員会（Comi-

ttee for the Improvement of the Welfare of Civil Servants）を任命した，と発表。

委員会はすで、に食料品購売組合，生活資金貸付組織を設立した。後者によると月給

1200パーツ以下の公務員は8月から月 1%の利子で月給の25%を短期間借りること

ができ，必要があると認められた場合には，長期間の貸付をうけることもできる。

〔B.P. 7. 29.〕
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V身分証明書交付作業進行状況一一1963年1月から全国民に身分証明書を交付す

る作業が行なわれているが，その進行状況は次の通りである。

1. パンコック， トンプリの首都地域。国境を有する諸県では完了。

2. チエンマイ，メエホンソン，ランノfン，タークラスコータイ，プラエ，パ

タノレン，パンガ， トランP グラピ，ナコンスリタマラートタプーケトの諸県では，

すでに156万4491枚が交付され，近く全作業を完了する。 〔B.P 7. 29.) 

Vパンコック港通過貨物統計一一タイ国港湾公社の発表によると，今年度5月ま

でにパンコック港に出入りした外国船舶の数は昨年同期に比べ25%増加，同じく荷

上げ貨物重量は20%増加した。

公表された主なる統計数字は次の通り。 （ 〉内は昨年同期の数字を示す。

（船舶数 J 総トン数 Jf－＝巳貨IJ＿主もし長
925 i 2,682,121 I 1,430,982 I 3,744 

5月まで総計 J (738) / (2,471,6凶； c1,191,120) I_ cz,341) 

172 I ! 
1 月 I 260,641 i (149) ! ! 

,, 174 I i i 
2 月 1. 297,306 11 I 
凡 （151) i I I 

3 月
194 :. 221,950 I 
〔147) i (247,858) / 
186 : 334,916 I ! 

4 月 1 I 
(145) i C233,s21) I 

5 月！ 199 I 316,889 1 I 
(146) I (278,774) , I 

なお， 1962年全体では船舶数1093, 荷揚げ貨物273万2885トン， 1963年全体で船

舶数1052，荷揚げ貨物296万6526トンであった。 〔B.P 7. 29.〕

7月30日

Vシャープ司令官来る一一シャーフ。米太平洋軍司令官は，タイ政府およびタイ軍

首脳，コンティ SEATO事務総長らと話合うため，パンコックに到着。

〔B.P. 7. 30.〕

vタノム首相，外交問題につき発言一一一タノム首相は内外情勢につき次のように

述べた。

1. ソ連駐タイ大使アナトリー・ニコライエフはタノム首相を訪問し，中共は

ソ連をアジア・アフリカ会議からしめ出そうとしているが，タイ政府はソ連が会

議に参加できるよう協力して欲しい，と申入れた。

2. ブン工業相はまだ辞表を提出していないが，現在タイ政府はブン工業相を

大使としてフランス派遣することにつきフランス政府のアグレマンを求めてい
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「B.P. 7. 30.l る。

Vクーデターの情報一一タノム首相は記者会見で，パンコック・トンブリ地区の

警戒体制はクーデターの情報が入ったためで、あると述べたc 〔B.TI,て7.31.J 

V預金こ対する課税案一一スントーン蔵相は次のように語った。

1. 政府は，商業銀行の預金に対する課税を検討中である。しかし，政府貯蓄

銀行の預金には課税されない。政府はまた，税の源泉徴収を検討中である。

2. 日；本は特別円資金使用の条件をゆるめると思う O また，特別円資金を夕イ

i毎運会社（theThai Maritime NavアigationCompany）の船舶購入に使用すること

も言忍めると

vひましの輸出一一外国貿易局次官 NamPoonwathu l土次のように発表。

1. 昨年タイは4万0049トン， 9800万ノミーツのひましを生産し，そのうち 3万

0171トンラ 7600万パーツを日本に輸出した。大体平均してひましの輸出の75%は

日本むけである。

2. ヨーロッパむけのひましの輸出価格は日本むけよりわずかに低い。ヨーロ

ッパ市場で、は，アメリカ産および南アフリカ産ひましとの競争があるからである。

1962年のトン当り平均価格は2245パーツ， 1963年には2452パーツであった。輸出

需要がたかまっているので，農林省にひまし生産を拡大させるようにと要請して

おいた。

3. 西ドイツから毎年2万5000トンのひましを輸入しでもよいという申入れが

あった。ただし日本むけよりもし、くらか低い価格で，という条件がついている。

[B. P. 7. 30.〕

V圏内産石油製品に対する営業税免除検討中一一一大蔵省は国内産石油製品の輸出

に関する営業税の免除を考慮している。この理由は次の通り。

1. 海外市場で競争出来るように輸出価格を引下げるため。

2. 低価格によりラオス等の隣接諸国への売込みをはかる。これらの国は現在

インドネシアから石油製品を輸入している。

3. いわゆる通過貿易品（transitgoods）の問題が石油製品に関するかぎり防

げるため。

4. 外貨獲得をはかるため。 〔B.W. 7. 30.〕

Vタイ・ピルマ漁業問題一一副国防省タウィ一元師によると，ピルマ当局による

タイ漁民の牟捕問題は次第に重大化している。ピノレマ領海で、操業中のタイ漁船が，

牟捕にむかつたピノレマ艦船に対し武力で、抵抗する事件が相次いで、起きている。この
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問題解決のために政府は現地に調査団を派遣する。 〔B.W. 7. 31.〕

7月31日

’パーツは安定一一銀行業者協会会頭BanjerdCholvijarnは次のように語った。

これからはジュ｝トととうもろこしの輸出の時期に入るので，パーツの購売力

は上昇することになろう。一時停滞ぎみであった輸入も同時に増加しよう。

〔B.P. 7. 31.J 

V鉄鉱業開発計画一一ポット開発相が発表したところによると，開発省鉱業資源

局は， 3つの長期計画を開発省に提案した。その概要は次の通り。

1. 国土全域にわたる鉱物資源の探査。特に製鉄工業を起す必要のため鉄鉱石

と石炭に重点を置いて探査する。その他，銅，鉛，亜鉛，アンチモン， ウオノレプ

ラム資源について調査する。

2. 錫採堀工業の開発。 6年以内に錫の生産を引き上げるのが目標で，そのた

めに次の措置をとる。新鉱山の開発，生産性の向上のための技術革新に対する援

助，小企業者に対する補助，新鉱山開発のための機械設備のプールの設立，ソン

クラとプケトに技術センタ｝を設立する。

3. 鉄鋼業確立計画。外国の技術援助を得て，鉄鉱脈の調査及び鉄鋼業設立の

ための経済的諸問題を研究するセンターを作る。

これらの計画は現在開発委員会で検討中で，近いうちに予算措置がとられる筈で

ある。

なお，鉱業局長 NaiVicha Setharによると，上記の計画遂行を援助するため，

近いうちに各部門の専問家4名が西ドイツから派遣される予定である。

〔B.P. 7. 31.〕
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付録

1965年度外国援助見込額一一一副開発相 BoonchanaAtthakorは， 7月22日来年度の

外国援助の総額は4億1170万パーツになろう，と発表した。その内訳は次の通り。

対 象 援助総額

農業組合 --17.5 

鉱業開発 22.3 

運輸交通 122.3 

工業育成 i 8.2 

福 祉！ 78.5 

保 健 61.6 

（単位百万パーツ）

援助国又は機関 援助額

13 USA 
UN Special Fund 
FAO 

Colombo Plan 
その他

USA 
UN Special Fund 
UN 

Colombo Plan 
その他

USA 
UN Special Fund 

UN 
Colombo Plan 
その他

USA 
i UN、SpecialFund 
i Colombo Plan 
その他

USA 
UN 

Colombo Plan 
その他

USA 
UN Special Fund 
Colombo Plan 
その他

USA 
UN  Special Fund 

11.3 
5.2 
9 
9 

42 
3.6 
8 
8 

教 育 i 71.3 ' UNESCO 
Colomb。Plan

41 
3.4 
3 

その他
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8 月の動向

タイは産業投資奨励法の適用を12業種に関して一時停止することを発表した（8.4）。

現在のところ業種の発表は大分類で行われており， 各業種の細目についてどのような

考慮が払われるか不明であるが， 多くの外国企業がこの奨励法の適用を受けてタイに

進出しており，関係各方面に与え影響はかなり大きいことが予想される。

奨励法の経緯とねらい

奨励法が最初に公布されたのは1954年のヒ。ブPン時代であった。 しかし，この奨励法

は民間企業の設立に必ずしも充分な便宜を与えてはおらず， その後数年，国内の政情

不安が続いたこともあって， この奨励法は後に廃棄されるまでにわずか11件に適用さ

れたに止まった。

1958年のクーデター後， サリット政権は1954年の投資奨励法は規定が不充分で、ある

との理由でこれを廃棄し，新たに革命団布告33号によって民間資本の育成をはかろう

とした。そして，その翌年の4月には投資委員会を設立し，更に60年， 62年と 2度に

わたって奨励法改訂して，国内外の資本導入に大幅な優遇措置を与えることになった。

その結果，現在の奨励法は国家が競合産業を新たに設立しないこと， および民間企

業を固有化しないことを明記するとともに，土地所有， 移民に関する特権の他，輸入

関税，営業税，所得税等の減免，海外送金の自由などの優遇措置を与えている。

奨励法の位置づ、けと最近の動向

アジアの多くの低開発国と同様，タイも1961年から開発6ヵ年計画を実施している。

タイの開発計画はすでに各所で、指摘されているように，政府が道路，港湾等の外部経

済を整備する一方，その他の一般経済活動を民間部門に委ね， これを奨励法によって

育成しようという立場で進められている。その意味で奨励法は現在のタイ国経済のな

かできわめて重要な位置をしめているといえる。

さて，投資委員会設立後， この法の適用を受ける企業数は59年26件， 61年43件， 61

年41件， 62年50件， 63年66件と毎年漸増傾向を示している。

さらに最近の投資委員会の発表によると（9月8日〕，投資委員会設立後の適用企業

は合計で261件， うちタイ人所有102件，外国人所有13件，合弁企業146件，これらの企

業の購入した機械類は29億8946万パーツ， タイ人の雇用は2万9542人となっている。
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適用状況から判断する限り， この奨励法は民間企業，特に合弁企業の設立および拡張

を大きく促進したということができる。

工業化におげる適用企業の先導的役割

ところで，これがタイ国の工業化にどれだけ貢献しているであろうか。データの不

足により，全般的な分析は困難であるが，ここでは， 次の若干の業種に関してこれを

とらえてみよう。

第1表は5業種に関してその生産高と奨励法適用企業の生産能力を対比したもので

ある。奨励法適用企業の認可生産能力はこの年度に認可された企業の総生産能力を示

している。この認可生産能力は未完成のものも含まれているので， 実際の生産能力は

今後いっそう増大することが考えられる。 また，この生産能力の生産量に対する大き

さはこの業種における奨励法適用企業のしめる比重を示している。

砂糖を除くその他の業種では， 61年（開発計画開始の年）を境として生産はいちじ

るしく増大しており，各業種でほぼ2～3倍となっている。一方，認可生産能力もほ

ぼ生産量の増大と比例して増加しているが，生産量との関係は業種によって必ずしも

＼＼＼年｜
業種＼＼＼ ！ 

セメント l生産量［
(1,000トン）認 可｜

生産能力 1

1生産量 l
麻袋 i l 
(1,000袋）：認可 J

l生産能力！

j生産量！砂糖 i I 

(1,000トン） i 認 可：

紙
（トン）

l生産能力！

｜生産量 l
！認可
！生産能力

タピオヵ i輸出量i
(1,000トン)認可

生産能力 I

第2表 生産量と認可生産能力

59 60 61 ! 62 ! 63 ＇適用
企業数

ー（←一一一－， 了一←一一一一一一一一ー「一一一一一←一一一一一

566 . 41 543 . 0 800. 3; 967. 4: 996. 5: 

i I I 
-: 760.0: 790.o: 1，悩0o: 1,040.0i 

5,060.li 6,877.8 8,842.1! 10,816.01 21,987.71 

120.0/ 

19.5: 

2,585 

149.2: 

7.51 

15,000.0！瓜082.o': 20,082. o *20, 082. o; 

14ο. o 150. o' 151. 3 

73.21 76.71 

2,554 

244.3 

30.1 

: 3,627 r 

416.o; 

37.3i 

76.71 

5,859 

6,600 

378.2 

52.3/ 

125.1 

76.7 

9,070 

6,600 

311.5 

52.3 

2 

2 

12 

2 

6 

出所：生産・輸出量については Bankof Thailand, Monthly Report, 1963. 7 0 

認可生産能力は奨励法適用企業の認可生産能力を集計して作成。

* 63年に認可された企業の生産能力は単位の不統ーにより集計が困難であり， 実
際の認可生産能力を若干下廻っている。
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一様ではない。セメントと麻袋では奨励法適用企業の認可生産能力が生産量を上廻っ

ており，この部門における奨励法適用企業の比重は圧倒的に大きい。事実，セメント

はSiamCement Co., Ltd.と濯瓶局所有のわずか2工場で生産されており，しかもこ

の2工場が奨励法の適用を受けている。砂糖と紙の適用企業の比重は上述2業種に比

して相対的に低くなっているが， これは既存の国営企業がかなりの量を生産している

からである。 タピオカ澱粉はこれらの業種の中では適用企業のしめる位置は最も低く

なっている。第1表には輸出量があげられているので，生産量との関係はこれよりも

もっと低し、ものとなろう。奨励法の食粉工業への適用規準は年産3000トン以上となっ

ている。タピオカ粉が輸出産品として伸びているにもかかわらず，奨励法適用企業が

少いのはタピオカ澱粉製造工業がそれ程資本設備を必要とせず， 従ってまだ多くの零

細な企業によって生産されていることを示すものといえよう。

さて，以上のことから， これらの各業種の生産が61年を境として急速に上昇しはじ

めたこと，およびその生産に対し奨励法適用企業が， 業種により若干の相違はあるに

しても，きわめて中心的な役割を果していることは明らかである。全業種については

適当なデータがないが， すでに述べたように， 5ヵ年間に29億ノξーツの機械設備の購

入が行われており，しかもこれが， 民間投資額が年間5～7億パーツの水準において

行われたことを考えれば，奨励法適用企業のタイ経済にしめる比重はきわめて大きく，

また最近の工業化の進展にいちじるしく貢献していることは疑う余地がない。

今回の措置と解決策

しかし，このように短時日のうちに工業化を促進したために， 他の面でいくつかの

問題を引起した。すなわち，経済の発展の遅れた国に大規模な近代企業が急速に設立

されたため， それらの企業の生産能力はたちまち国内の需要を上廻る結果となった。

また，一方では， これらの企業の設備投資と原材料の必要のために輸入が急増し，貿

易収支の赤字の一因となった。今回の措置はこうした国内市場面の陸路と国際収支面

での壁を反映したものであるといえよう。

政府側の断片的な発表も， これら業種に関してはすでに自給体制が整い，これ以上

の投資ほ必要ではないとしている。また，同時に資本財，原材料の輸入が増加して若

干投資を抑制しなければならないと指摘している。奨励法適用停止の業種については，

データ不足により残念ながら適確な判断を下しえないが，例えば紡績業，紡織業，蓄

電池等についてはかなり多数の企業が適用を受けており， その生産能力が国内需要を

満しうる水準に達したとの判断は一応額面通り受取ってよかろう。

国内市場の大きさは確かに一つの制約要因として存在する。過去においても製糖業

がそのために行詰札現在においてもなお， 生産が停滞しているのは第1表に見られ
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る通りである。また，第1表に掲げるその他の工業，麻袋，セメントなどの各業種も

すでに圏内需要は十分満しうる程の生産をあげているといわれる。その他の業種にお

いても，現在のテンポで発展すれば， いずれ近いうちに上限に達することは十分考え

られよう。 もちろん国内市場の大きさは必しも絶対的な制約要因ではない。例えば，

麻袋は本年中に4000万袋の生産が可能で， 完全に自給体制が出来上るが，生産性の向

上により価格も 1袋6.5パーツ以下に引下げる見通しがつき，インド・パキスタンのも

のと競争輸出が可能であると伝えられているし（B.W. 8. 5），セメントにしても，す

でにラオス，マラヤ，シンガポール，ピlレマなどの諸国へ輸出が行われ， また本年4

月には南ベトナムへ4万トン輸出されたように， 近隣諸国への輸出が可能である。し

たがって，品質と生産性を向上することによって， 市場を国外に求めることも不可能

ではない。

生産物市場を外部に求めることはもとより重要なことであるが， これと同時に，国

内の関連産業を育成する努力も必要であろう。例えば，国内製紙工業に必要なパルプ

は1965年に約9万トン， 1975年に約20万トンであるが，現在，パノレフ。の自給率はわず

か6%に過ぎないといわれている（B.P. 6. 3）。このように既設産業の前方連関，後方

連関産業の育成は，生産物市場と要因市場を同時に拡大して，国内市場の狭隆さと国

際収支の壁の双方の問題の解決に役立つであろう。

最後に，既設産業における国内市場の余地も充分考えられる。例えば，製紙業にお

いては， クラフト紙の需要は1962年に 3万トン， 75年には7万5000トンに増加すると

いわれている。また，今回の措置を受けた紡績業においても50番手以上の糸は国内で

はほとんど生産されていない。生産の停滞している製糖業においても， 国内需要を上

廻る国内生産がありながら， ミノレク製品に用いることのできるだけの上質の砂糖を生

産することが出来ず，輸入しなければならないといわれている（B.P. 8. 27）。したが

って，製品の多角化と品質の向上によってなお国内需要を換起し， あるいは国内需要

にマッチした輸入代替産業として発展しうる余地は十分残されているといえよう。

以上述べたように， 今回の措置は国内市場の狭陛性と国際収支の壁を反映したもの

であるが， これまでの投資奨励政策の成果が次第にあらわれてきたことを示すものと

も解釈することができょう。 しかし，いずれにしても，開発の初期の段階にある経済

としては， こうした部分的な需給の不均衡や国際収支の歪みは，（1）輸出市場の開拓，

(2）国内関連産業の育成，（3）製品の多角化と品質の向上による国内市場の開発， などを

通じて克服しうる可能性が少くないであろう。その点で，この国の開発計画が新しい

段階に移るべき時期に到達しつつあるといってもよかろう。
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196 4年 8月 1日

Vシャープ司令官の視察一一シャープ米太平洋軍司令官は東北地方の米軍部隊の

視察を終え，ホノルノレにむけ出発した。 (B. P. 8. 1) 

v広報局長談話一一一キノレチャ・プナカン広報局長は次のように述べた。

1. タノム政権が弱体であるなどと考えるものは重大な誤りをおかしているこ

とになる。タノム政権は汚職の撲滅に力をつくし，憲法の起草を急ぎ，着々と成

果をあげている。

2. （政府転覆の目的で軍隊の買収をはかっている一派があるとの噂について）

わが国の軍人はそれほど愚かではない。彼らは現政府を支持している。

(B. P. 8. 2) 

Vゴム園援助資金事務所の活動一一農林省の発表によると，設立後64年4月まで

のRubberPlantation aid O伍ceの活動状況は次の通りである。

(1) 高収穫樹植替えのための援助資金支出件数は 1万2097件，対象となった農

園面積は14万9381ライに達した。

(2）植替えを必要とする 100万ライのうち，事務所から援助資金を受けたゴム

聞は14%に達した。

(3) 援助資金の配分は，農業局のゴム調査研究費に5%，援助資金事務所の管

理費に5%残り， 90%はゴム国の援助資金に用いられた。

8月2日

(B. W. 8. 1〕

' 漁業一一漁業局長PridaKarnautは次のように語った。

1. 1963年度における水揚げ総量は約41万7911トン， 20億ノミーツで， 1959年の

水揚げ総量33万9605トンに比べると50%の増加である。 1963年度の魚類の輸出は

1億2000万パーツにも達したが，これはこれまでのところ最高の数字である。上

記の額のうち約5000万パーツは小えびの輸出により得られた。相手国は日本，マ

レーシヤ，ホンコンなどである。

2. 1959年に開始した6ヵ年計画によると，計画最終年度までに漁獲量を50%

増加させる予定であった。上述のように計画をはるかに上まわる成果が得られた

のは種々の理由によるが， FAO，西欧諸国， 日本などから受けた設備・技術援

5
 円。
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助によるところが大きい。タイ漁業の設儒lは現在東南アジア諸国のうちで一番進

んでいると思われる。

3. 西ドイツの援助により 100万マルク相当の水産研究施設の建設が進んでい

る。また，漁業資源の調査，それをもとにした漁獲量制限，販売機構の拡充・整

備などを計画している。 (B. P. 8. 2) 

8月3日

V共産ゲリラーータイーラオス国境附近の辺境地に派遣されている合同開発機動

隊（theJoint Mobile Development Units）からの報告によると，最近この地方で，

いくつかの共産主義“強盗団”が活動している。彼らは奪った金品を貧しい人々に

分け与え，村人たちを味方につけようとしている。 (B. P. 8. 3) 

, Bangkok Mutual Fund Co., Ltd.--Bangkok Mutual Fund Company Ltd. 

の専務 Prasertは次のように語った。同社はタイでははじめての投資信託会社であ

り，タイの民間資本で創立された。払込み資本100万パーツ，授権資本1000万ノミー

ツで4月2日に設立され， 7月から営業を開始したが，現在までに100人以上が250

万パーツにのぼる同社の株を購入した。なお同社の株は，月掛けまたは年掛け5年

から20年までの分割払いにより購入することもできる。同社は政府証券の他，家内

工業，消費者金融を行う商社，住宅建設などにも投資を行う予定である。

(B. P. 8. 4) 

V豚肉価格一一theLivestock Trading Cooperationは，次のように語った。

l. 今豚肉の値を下げると，豚を飼育している農家に損害を与えることになる。

従って当分豚肉の値を下げる訳にはゆかない。しかし， 2～3週間後には値下げ

できると思う。

2. 政府経営の豚肉店ではキロ当り 16パーツで販売し，ここから豚肉を購入す

る行商者たちは18パーツで販売している。 (B. P. 8. 3) 

8月4日

’プラパート内相帰国一一一プラパート内相は予定を繰上げ3日夜帰国し，次のよ

うに語った。

l. 予定より早く帰国したのは，フランス滞在中，タイでは革命が近いという

新聞記事をみたからであって，その他の理由はない。このような噂は政府転覆を

企てる何者かが流したので、あろう。

2. 第1陸軍管区司令官KrisSrivara中将を含む何人かの重要な地位にある人

一（142）ー - 66 -



タイ

が近く逮捕されるだろうという噂があるが，これは根も葉もない作りごとである。

3. （いくつかのタイの新聞が前首相PridiPanomyongから手紙を受取り，こ

れを犯罪調査局に引渡したといわれているが，との質問に対し）手紙の写しを受

取ったが，全然興味を惹かなかった。 Pridiは，現在のタイについては何も知ら

ない。 (B. P. 8. 4, B. W. 8. 5) 

（注） Pridi前首相は現在北京にいるといわれている。

v開発公社総裁の見解一一一開発公社（theNational Development Cooperation）総

裁 ChamroonVinagupta少将は，ブン工業相の最も有力な後継者候補であるとい

われているが，工業政策に関する抱負を次のように述べた。

l. 私企業の設立をもっと促進すべきである。 2. 大きな資本が必要な工業部

門については外国資本の投資が奨励されているが，それ程大きな資本が必要でな

い部門では可能な限りタイ資本により開発をすすめるべきである。

なお， Chamroon将軍の業績として，いくつかの国営企業の建直しをしたこと，

また陸軍第4管区参謀長時代に軍と一般市民の関係改善に成功したこと，などが数

えられている。 (B. P. 8. 4) 

8月5日

Vとうもろこし輸出問題一一外国貿易局次長NaiNam Poonwathuは次のよう

に発表。

l. とうもろこしの輸出をこのまま放置すると行き過ぎた値下げ競争の可能性

があるので，政府のとうもろこし委員会はとうもろこし輸出の最低価格をトン当

りFOB20ポンド（麻袋入り）に定めた。

2. 7月のとうもろこし輸出状況は次の通り。

総額1万2600トン うち，

日 本

シンガポール

香港

インド

マレーシヤ

3000トン

4377トン

1600トン

200トン

3423トン

なお，インドにとうもろこしを輸出したのは始めてで、ある。 (B. P. 8. 5) 

, SEATO緊急会議一一マーチン駐タイ米大使の要請によりパンコックの SEA‘

TO理事会代表は緊急会議を開き，アメリカの北ベトナム攻撃により生ずるあらゆ

る事態について検討した。会議に先立ち，マーチン大使はタノム首相と会談した。
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(B. P. 8. 5) 

V軍隊に非常事態命令一一タイ政府は夕刻から緊急閣議を聞き，アメリカの北ベ

トナム攻撃により，今後数日の情勢の動きいかんによっては，インドシナ戦争の北

ベトナムの拡大，中共の軍事介入という最悪の事態を招く可能性が大きいという判

断をもとに，直ちに全軍隊，政府機関に対して非常事態命令を発したc

（東京， 8.7) 

’砂糖輸出一一精糖業援助基金事務所（SugarIndustry aid Fund O伍ce）は，

Thai Kong Company Ltd.社のホンコンむけ5000トンの砂糖輸出に対して補助金

を出すことに決定した。補助金はキログラムあたり3.24パーツの割で与えられる。

また，同事務所所長AramMenakhongka少将は， DairyIndustry Companyが

ミノレク製品用の砂糖輸入の許可を求めているが，国産砂糖のあるものは輸入砂糖と

同様良質である，と語った。 (B. w. 8. 5) 

V麻袋の生産一一業界筋によると，現在タイには麻袋を生産する工場が5つあり，

今年度の生産量は少くとも4000万袋と見積られている。生産量が飛躍的に増大して

来ているので1965年には麻袋の輸入の必要はなくなるかも知れない。また，将来さ

らに生産量が増すとすると，単位価格は 6.5パーツ以下になる見通しなので，価格

の点ではインド，パキスタン製品に対抗し得ることになろうc CB. w. s. 5) 

V南部開発委員会一一南部開発委員会議長タナット外相は次のように語った。

1. 第5回委員会で次の2つの予算配分が承認された。チュムボーン県および

スラタニー県の2つの道路開発のために90万9000パーツ，ナラティワス河用の波

諜船建造費55万パーツ O

2. 委員会副議長にプラサート警察局長が就任した。 (B. W. 8. 7) 

8月68

V米，タイへ戦爆2中隊一一アメリカ大使館筋が語ったところによると，アメリ

カはベトナム危機に関連して，米戦闘機2個中隊のタイ派遣を命令した。

しかし，別の筋によれば，派遣される飛行中隊はFlOOおよびFl05戦闘爆撃機か

らなり，駐留地はラオスと北ベトナムを攻撃範囲のなかにふくむタイの中央および

北東部の空軍基地といわれ，その数は空軍消息筋によれば16ないし18機という。

（読売， 8.7, B. P. 8. 6) 

V戦爆隊すでに到着か一一F-105, F-100ジェット戦闘機各12機， M-41型戦車

23台が5日から 6日にかけてタイに到着したほか，さらに未確認情報によると，フ

ィリピンのクラーク・フィーノレドや沖縄に駐留する米軍部隊もあいついでタイに上

一（144）ー - 68 -



タイ

陸し始めているといわれる。 （東京， 8.7) 

Vタノム首相，北ベトナム攻撃に関連して言明一一タノム首相は次のように発表。

1.、タイ政府は，アメリカの北ベトナム攻撃により生ずる外部および内部の危

険に備え，あらゆる必要な措置をとった。

2. 具体的な点について明らかにすることはできないが，陸・空軍・警察は厳

重な警戒体制をとっている。

3. 5日，タイ軍増強のため23台のM-41型戦車が米国から到着した。これは

通常の軍事援助計画にもとづく措置である。

4. 現在のところ，アメリカ軍の派兵は行われてはいない。また，アメリカと

の共同作戦の要請もない。

5. 5日に米空軍の移動があったが，これは通常の交代のためである。

(B. P. 8. 6) 

Vタイーヨーロッパ航路同盟，運賃値上げ一一タイーヨーロッパ航路同盟は， 8

月1日からリベ｝トの引下げという形で，タピオカ粉及び乾燥タピオカに対する運

賃を引き上げたと発表。

これまでタピオカ紛の運賃はトン当り 140シリング，乾燥タピオカのそれはトン

当り 190シリングであり，現金リベートはトン当り21シリングであった。新運賃で

はこれが10シリングに引下げられる。 (B. W. 8. 7) 

8月7日

v国産有蓋貨車引渡し－Makkasan鉄道工場は，タイで初めての国産有蓋貨物

車10台を引き渡した。来る 2年間の聞にさらに20台が引き渡される予定。

(B. P. 8. 7) 

8月 10日

v投資奨励法の適用停止一一政府は一時，次の業種の新規の要請分については，

投資奨励法の適用を停止することに決定した。これらの業種については，これまで

許可を与えた企業だけで国内需要をみたしているか，あるいは近い将来みたすと考

えられるため，今回の措置がとれたものである。適用の停止される業種は次の通り。

(1）錫精錬，（2）自動車タイヤ及びチューブ製造，（3）鉄管，鋼管，プラスチック管

製造，（4）家庭用電器具，（5）コンデンスミルク及びドライミルク，（6）電線製造，（7)

蓄電池製造，（8）亜鉛鉄板製造，（9）綿紡績， (lo）織布。なお，この措置は7月30日か

ら有効とされている。
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V金退蔵の傾向ゆるむ一一スントーン蔵相は次のように語った。

「最近タイ国民は貨幣を金にかえて退蔵することを止め，貯蓄を銀行預金，公

債，株券などの形で保有するようになってきたが，これは歓迎すべきことである。

このため，パンコックにおける金価格は下落した」。 (B. P. 8. 10) 

8月11日

Vカンボジャのスパイ逮捕一一警察はカンボジャ政府のためにスパイ活動と煽動

を行ったかどで25人のカンボジャ人を逮捕した。なお，同様の容疑でさらに多数の

カンボジャ人が逮捕される予定で，逮捕されるカンボジャ人は総計100人に及ぶ見

込である。 (B. P. 8. 11) 

8月 12日

’仏教僧，共産主義者の容疑で逮捕か一一CID長官ポット少将は，次のように述

べた。

1. 共産主義者の容疑で，何人かの僧侶の尋問を行った。もし十分な証拠がそ

ろえば，これら僧侶を還俗させ，それから裁判にかけることになろう。容疑者を

出した寺院は13あり，彼らの尋問にあたってはWatSamphya聖職者協会が警察

に協力した。

2. カンボジャ政府のためにスパイ活動を働いたかどで逮捕されたものの 1部

はKamnanYee Chandeeグルーフ。に属している。なお， KamnanYeeは昨年共

産主義宣伝の罪により，パンコック軍事法廷から禁鋼12年の判決を受けた。

(B.羽T.8. 13) 

8月 13日

Vカンボジャのスパイーーフ。ラサート警察局長は，スパ今イ容疑で逮捕したカンボ

ジャ人の所持品の中から共産主義宣伝用ノξンフレット，シアヌーク殿下の親書など

が発見された，と述べた。 (B. P. 8. 13) 

’予算，制憲議会第1読会を通過一一1965会計年度予算は制憲議会第1読会を通

過した。予算提出に際してタノム首相は説明演説を行った。 （付録参照）

(B. P. 8. 13) 

8月14日

V軍人事一一第2軍管区司令官ChittSunthanon中将は軍燃料局長に任命され，

第2軍管区司令官には同軍管区副司令官であった ThongchermSang Khnvanit少

一（146）一 - 70ー



タイ

将が昇格した。 (B. P. 8. 15) 

V鉄鋼業資源一一現在，西独から派遣された4名の専門家がタイ園内の鉄鉱，石

炭資源及び鉄鋼業設立のための経済的諸問題を調査中であるが，現在までに次の点

が明らかにされた。

1. カンチャンブリ県 KhaoIrm Kreum地方で推定埋蔵量500万トン，ロー

イ県で推定埋蔵量1000万トンの鉄鉱脈が発見された。また，ロプリ県でも鉄鉱脈

が発見され，この他タイ南部，マレ一半島東海岸に良質の鉄鉱脈が発見される可

能性がつよい。

2. 石炭についてはチェンマイ県Lee郡に推定埋蔵量1500万トンの亜涯青炭鉱

が発見された。涯青炭を輸入し，この亜渥青炭と合せて用いれば鉄鋼業のための

燃料は確保されたことになろう。 (B. P. 8. 14) 

’道路関係予算一一一ポット開発相は道路関係の予算配分について次のように語っ

fこ。

明会計年度のうち，国道建設，改善，維持のために15億パーツの支出が予定さ

れている。このうち2億5000万パーツは国道維持費で， 3億ノミーツは新道路建設

費，残余は国道改善，主としてアスフアルト舗装工事のため使用される。濯j便局

の予算は6億9500万パーツである。 (B. P. 8. 14) 

v奨励企業一一投資委員会は次の3企業に奨励法の適用を認めた。

Saeng Hiran Weaving Comoany, (Samud Prakan県 Phrapradaeng，漂白，

染色捺染工場）， Thai Phatrapon Company (Samud Prakan県 Phrapradaeng,

紡績工場拡張）， Tah Thung Bamboo Industry Compay （カンチャブリ県 Muang

県）。（B.P. 8. 15) 

8月 15日

V密持、タイ人に罰金刑一一ピノレマ領海で操業したためピノレマ当局により逮捕され

ていたタイ人漁民96人はこのほど裁判を受け，ひとり100ドルの罰金を言い渡され

た 。（B.w. 8. 16) 

Vアメリカのタイむけ輸出一一1964年 1月～ 6月までアメリカの対タイむけ輸出

は3930万ドyレで， 1963年同期の3850万ドノレに比べわずかながら増加した。

(B. P. 8. 15) 

8月 16日

Vグイに対する外国投資一一チェイス・マンハッタン銀行の報告によると，タイ

- 71- 一（147）一



タイ

に対する現在の外国投資の総額は2億ドノレ前後で，政治的安定，森林資源、及び鉱物

資源の豊かなことなどが好材料となり，将来にも多くの投資計画がある。また，タ

イは今後10年程度の問，年7%のG.N.P.成長率を保つことができょう。

(B. P. 8. 17, B. P. 8. 30) 

8月 17日

Vカンボジアのスパイ一一現在までに82人のカンボジア人がスパイ容疑で、逮捕さ

れたが，フ。ラパート内相はこの事件につき，スパイ達の背後で、糸をひいているのは

中共である，と述べた。 (B. P. 8. 17) 

’プラパート内相，自由選挙を保証一一プラパート内相は，憲法発布後に来るべ

き選挙の際には戒厳令は解かれるであろうと述べ，内相自身は選挙に出馬する意思

のないことを明らかにした。 (B. w. 8. 18) 

V著（多品輸入制限と奨励法適用問題ー一経済開発審議会（TheNational Econo-

mic Development Board）は現在ある種の産業に対する奨励法の特権の廃止と者修

品の輸入制限について検討中で、ある。 (B. P. 8. 17) 

v預金利子引上げ勧告一一スントーン蔵相は次のように語った。

l. 政府は貯蓄奨励のため，貯蓄銀行の当座預金及び貯蓄預金利子を引上げる

よう求めた。現在当座預金の利子は年2%，貯蓄預金の利子は年3%であるO

2. 現在国営企業は貯蓄銀行から約6億ノミーツ借入れているが，政府はこの借

入金の返済を保証している。政府は国営企業のうち，現在収益をあげておらず，

将来もあげる可能性のないものは閉鎖する方針である。 (B. P. 8. 17) 

8月 18日

V予算について，中央銀行の見解－ータイ中央銀行総裁 PuayUngpaornは次の

よ多に語った。

このほど制憲議会に提出された1965会計年度予算は妥当であると思う。この予

算によると，政府は中央銀行から10億パーツ借入れることになっているが，この

10億ノξーツは銀行券の新規発行によらず，銀行手持の外貨の 1部を売却して調達

する予定である。なお， 7月末日における通貨発行額は77億8420万7083パーツで

ある。 (B. P. 8. 20, B. W. 8. 23) 

V開発省の計画及び業積一一ポット開発相は次のように述べた。

l. 国道5ヵ年計画（1965～69）は次の諸点を目標としている。まず第ーに，

現有の 5100kmに及ぶ国道の改善（主として舗装入 1430kmに及ぶ新国道の建
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設，この中にはランパンーチェンマイ間，ウドンーナコーンパノム間，パッタニ

｝ーナラティワス間，パンコックーナコーンバノム聞などの幹線道路建設が含ま

れている。第二に，全国道が都市を迂回するようにし，それらが高速道路として

利用できるようにすること。この計画のために国庫から46億3000万パーツ，世界

銀行及び輪出入銀行から5500万ドルを調達する。実際の建設は民間の業者に請負

わせる方針である。 (B. P. 8. 19) 

2. 水資源の開発及び洪水制御のために現在次の3つの計画が進行中である。

(1）チャオ・ピヤ計画。計画のうちプミボーン・ダム及びチャイナート・ダムはす

でに完成した。なお，チャオ・ピヤ河両岸に5つの幹線運河及びその分枝運河を

建設し， 570万ライの土地に濯j慨を行う予定である。（2）濯概・排水路建設計画。

1968年までに完成するよう，工事を早めている。（3）ナン河ダム建設計画。多目的

ダムとする予定で，建設費の借入れを世銀に交渉中である。

3. 電力の供給は，現在のところ国内需要を超えている。現在2万5000kwの

能力をもっポン河ダム及び8000kwの能力をもっプン河ダムを建設中である。パ

モン・ダム及び、パッタニー河ダム建設のための調査を行っている。

4. タイは1950年以来， 3億4000万ドルに及ぶ外国借款を受けたが（うち世銀

借款1億3400万ドノレ），このうち2億 1000万ドル（62%）は開発省の諸計画のた

めに使用された。上記の2億1000万ドノレの75%は発電及び、濯瓶施設のために， 25

%は国道建設のために使用された。 (B. P. 8. 19, B. W. 8. 19〕

8月 19日

’警察，警戒体制を緩和一一フ。ラサート警察局長は， 8月5日以来“完全”警戒

体制をとっていた首都圏警察に対し“半”警戒体制をとるよう命令した。いつ“半”

警戒体制が解かれるかは明らかにされていない。 (B. W. 8. 19) 

Vインド，タイ産米買い付け一一インド政府はタイ政府とタイ産米1万トンの買

い付け契約をむすんだ。価格は F.O.B.でトンあたり36ポンドで，代金の一部は麻

袋により支払われる。なお，インドがタイから米を輸入するのは1952年以来， 12年

ぶりのことである。 (B.羽人 8.19) 

V米輸出の見通し一一輸出促進委員会によると，今年の米の輸出は記録的な 170

万トンとなる見通しである。 (B. P. 8. 19) 

8月 20日

v新選挙法及び政党法一一内務省筋によると，現在内務省行政局では新憲法にも
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とづき選挙法及び政党法（thePolitical Parties Act.）を起草中であるが，その内容

の1部は次のようなものである。

選挙権は PrathomIV合格以上の教育を有する21才以上の市民に，被選挙権は

Mathayom VIII合格以上のもののみに与えられる。政党については， 5万人以

上の党員を有さない政党は法的に政党であるとは認めない。

(B. W. 8. 21, B. P. 8. 21, B. P. 9. 6) 

Vジュート価格急騰一一一タイ国ジュート協会によると，インドの早魅とパキスタ

ンにおける洪水のため，ジュートの価格は月はじめのトン当り65ポンド（ヨーロツ

パの C.I. P.価格）から105ポンドに急騰した。協会の見積りによると今年度のジュ

｝トの生産量は25万トンである。昨年タイは日本，西ドイツ，ベルギー，スコット

ランド，イタリー，ユーゴ，ポノレトガルにジュートを輸出して3億5000万パーツを

得た。 (B. P. 8. 20) 

’電力料金値下げ一一首都圏電力公社は，ヤンヒー水力発電所の安い電力が利用

できるようになったので， 10月1日から電気料金を8%引下げることに決定。

(B. P. 8. 20) 

8月21日

Vインドネシアーマレーシア紛争でタイは中立一一一プラパート内相は次のように

述べた。

政府は，インドネシアーマレーシヤ紛争においてタイの国土がどちらの側にも

利用されぬよう，特にその可能性の大きい南部国境地区で“特別”な予防措置を

講じた。“特別”な予防措置の具体的な内容については言えない。（B.P. 8. 21) 

V電力公社の合併一一ポット開発相によると，現在タイには 3つの電力公社，首

都圏電力公社，農村電化公社，ヤンヒー電力公社（theYanhee HY dro-electricity 

Authority）があるが，近くこれら 3公社は統合される。 (B. P. 8. 21) 

8月22日

V高額所得税収入の見通し一一歳入局が発表したところによると， 1965会計年度

には年100万パーツ以上の高額所得者に対する所得税は3億パーツ以上となる見通

しである。 (B. W. 8. 23) 

V経済開発公社一一経済開発公社は1964会計年度に創業（1954年〉以来始めて利

潤をあげる模様である。公社の発表によると，昨年8月から始った公社の会計年度

の最初の10ヵ月の間の利潤は 1億2300万パーツで、あった。
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スパンプリー精糖工場は440万パーツの， Chor Hor麻袋製造工場は2億1500万

パーツの利潤を得たが，パンパイン製糸工場の赤字が l億3600万パーツあり，公社

全体としては上記の結果となった。 (B. P. 8. 23) 

8月23日

V新工業相一一ナイ・ブン・チャレンチャイは工業相の職を解かれ，駐仏大使に

任命された。新工業相には MuniMahasanthana Vejjayant Rangsarit空軍中将が

任命された。 (B. P. 8. 24) 

（注 1) ブン駐仏大使略歴。 1941年2級公務員として官房庁（theO伍ceof the 

Prime Minister）に入る。 1942年外務省条約課課長， 1947年パリ大使館一等書

記官、 1953年条約局局長， 1957年インド大使，などを歴任， 1959年より工業相

のポストにあった。なお，フランスに留学，法学博士の称号を得ている。

(B. P. 8. 22, B. W. 8. 21) 

（注2) Muni Mahasanthana Vejjayant Rangsarit新工業相略歴。 1893年トンブ

リ県生れ。 71才。マンチェスター大学工科，英国砲・工兵土官学校卒業。第 1

次大戦時，タイ国フランス派遣軍に参加。 1933年，タイ国空軍創立とともに初

代空軍総司令官となる。 1937年パホーン内閣に無任所相として参加。ピブン内

閣では空軍総司令官ととも農相を兼任。第2次大戦中日本軍占領時代は副首相。

1942年ピブン内閣が工業省を創設するとともに，同内閣の存続期間中初代工業

相。戦後のピブン内閣でも工業相， KuangAbhaiwong内閣の運輸相，ふたた

びピブン内閣で1957年まで教育相などを歴任。 1950年から61年までチュラロン

コン大学学長。 (B. P. 8. 24, B. W. 8. 24) 

V 日本との貿易収支赤字，さらに悪化か一一外国貿易局長 NaiNam Poonwathu 

によると，日本との貿易収支の赤字は昨年よりももっと悪くなるかも知れない。

1963年 1月～4月までタイの日本むけ輸出額は3800万ドル，輸入は5400万ドルで赤

字は1600万ドルであったのに，今年度同期の輸出は4500万ドルタ輸入は6600万ドル

で2100万ドルの赤字となっている。ただ，こ，れからとうもろこし輸出のシーズンに

入るので今後貿易収支はいくぶん改善されるかも知れないG (B. P. 8. 23) 

8月24日

Vタイーアメリカ太平洋航路同盟運賃値上げ延期ー一一タイーアメリカ太平洋航路

同盟は， 9月17日に予定されていた輸送料10%の値上げを 3ヵ月延期することに同

意した。ただしジュートについては9月17日から 5%値とげする。 (B. P. 8. 25) 

8月 25日
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V石油製品の輸入継続一一スントーン蔵相によれば，政府はチョンブン県シラチ

ャーのThaiOil Refinery Company (T. 0. R. C.）の完成後も石油製品の輸入を禁

止しないつもりである。

T. 0. R. C.の精製能力は日産3万6000パーレルであるが，政府の計算によると

1964年の石油製品の需要は4万バーレルに達する見込みである。国防省の日産5000

ノミーレルの精油所が操業を開始すれば需要は充足出来るが，国内生産が需要に追っ

くまでは石油製品の輸入は許されるだろう。 (B. P. 8. 25) 

8月26日

V米の政府間契約による輸出一一外国貿易局の報告によると，今年度1～6月ま

での聞に，タイは政府間契約により54万4616トンの米を輸出し， 10億パーツ以上を

得た。 (B. W. 8. 26) 

8月27日

V反ダンピング法案一一反ダンピング法案が制憲議会の最終読会を通過した。こ

の反ダンピング、法により，蔵相は輸入関税を 2倍を越えない範囲で引上げる権限を

与えられる。この引上げは 1年間有効である。 (B. P. 8. 27) 

Vインドネシア産ゴムの加工貿易一一一インドネシア政府は，タイ政府に対しイン

ドネシア産ゴムを輸入し，加工してから再輸出するよう提案しているといわれる。

この提案につき業界筋が明らかにした点は次の通りである。

1. インドネシア政府の提案によると，インドネシアはぬれゴム，裁断屑，ツ

リー・スクラップなど 6万トンをタイに輸出する。ゴム業界筋によると，南部に

はいくつかの 1日8時間しか操業していない再生工場があり，これらによってイ

ンドネシアのゴム5000トンを 1ヵ月の聞に加工することが可能であるという。

2. 現在のところ，生ゴムの輸入関税率は未定なので，実際にインドネシアか

ら生ゴムが輸入された場合， 「ゴム製品」に対する輸入関税率を適用することが

考えられるc 然L，この税率は非常に高いので，業界は少くとも輸入生ゴムに対

する税率は，これの10分の 1にしてくれるよう大蔵省筋に要請している。大蔵省

内部にも，この案が実現すれば4300万パーツ程度の加工ゴム輸出関税が得られる

以上，インドネシア産生ゴムに対する関税は免除してもよいという意見がある。

なお，現在生ゴムに対する輸出関税はキロ当り71.5サタンである。

3. インドネシア大使館付商務官によると，インドネシア政府はすでにタイむ・

けゴム輸出の許可を数社に与えた。
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4. 以上の案が実現すれば，タイ側の利益はすべて合せて年7500万ノミーツ程度

と予想される。 (B. P. 8. 27) 

V砂糖輸入制限問題一一砂糖の輸入制限を行うべきか否か，関係者の間でさかん

に論議されている。パンコック・ポスト紙の調査によると，現在タイには40の精糖

会社があり，年16万トンの砂糖を生産している。一方，国内需要は12万トンであり，

量の点からいえば供給は需要を上廻っているが，タイ国産砂糖は純度が低く， ミノレ

ク製品など工業用に使用できぬところから輸入の必要が起って来ている。タイの精

糖会社の設備は旧式で1工場あたりの生産規模もキューパ，フイリヒ。ン，台湾など

に比べるとわずか10分の 1程度にすぎない。最近アメリカからタイ産砂糖7万トン

の買い付けと品質の改善に協力するという申入れがあり，タイ精糖業近代化の契機

となるかも知れない。 〔B.P. 8. 27) 

V者修品輸入規制問題一一タノム首相は次のように語った。

1. 経済開発審議会に著修品の規準を定めるよう命令した。 2. もし，者｛多品

の輸入のために余りにも多くの外貨が費されているようなら，関税の引き上げそ

の他輸入規制のための措置をできるだけ早急にとるつもりである。

(B. W. 8. 30) 

8月29日

v投資奨励法適用停止問題一一経済省次官補 AmphornChintakanond中将は次

のように語った。

現在12の業種につき，投資委員会は投資奨励法の適用を停止しているが，将来

さらに多くの業種をこの法律の適用からはずさねばならぬかも知れない。この措

置は，日本との貿易収支の大巾な赤字を解消するために必要である。日本からの

輸入のほぼ50%は新工場のための機械及び設備だからである。適用停止の問題に

つき政府は非常な関心を持って居り，経済開発審議会に撤底的に調査させてい

る。 (B. W. 8. 30) 

V小企業育成一一MuniMaha Santhana Vejjayat Rangsarit新工業相は，次の

ように述べた。

経済開発審議会の立てた工業化計画の他に，小企業の育成にも力をそそぐつも

りである。私は，家内工業より少し規模は大きいがー事業主自身も直接現場で労

働している程度のものを指して小企業と呼んだのであるが，現在のところ，この

種の企業の数は非常に多い。 (B. P. 8. 30) 

8月31日
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Vタノム首相の言明，インド洋米英協同基地建設計画について一一米英が協同で‘

インド洋にある英国領有のいくつかの群島に海，空軍基地及び通信センターを建設

する計画がある。このニュースにつき，タノム首相は，このような基地はタイの防

衛に大いに役立つであろうから，タイ政府はこの計画を歓迎する。と述べた。また，

アメリカは，南ベトナムを失った場合，上記の基地を新しい防衛線として役立たせ

るふくみをもってこの計画を空案したのか，との記者団の質問に対しては，計画の

詳細については知らない，とだ、け答えた。 (B. P. 8. 31) 

Vスラチット農林相，汚職のため辞任か一一ータノム首相は，最近政府保有ゴム林

のゴム採取許可をめぐって収賄の疑いの濃くなったスラチット農林相の進退につ

き，次のように述べた。

事態がここまで進展して来た以上，スラチット農林相は辞職すべきであると思

う。農林相は現在旅行中であるが，至急帰国するよう求めた。明日閣議をひらい

てこの問題を検討する。 (B. W. 9. 1) 

v憲法草案一一憲法起草委員会は9月の第2週から第2読会を聞き，憲法草案を

検討するc (B. P. 9. 2) 

V世界銀行借款一一スントーン蔵相は I.M.F.総会出席のため，東京に出発する

にあたり，次のように語った。

1. 世界銀行は次の 3つの計画に対し借款を与えることに原則的な同意を与え

た。詳細については東京で交渉するつもりである。 3つの計画とは，（1)Mekhlong 

Yai 濯翫ダム建設計画。このため世銀に2800万パーツの借款を要請している。（2)

ナン河 ThaPlaダム。濯翫及び水力発電用ダム。借款の要請額はまだ決めてい

ない。（3）ヤンヒーのブミポーン・ダム発電能力増強計画。 7万キロワットの発電

機2基を新に据付ける予定で，費用は850万ドル。

2. 東京ではまた，世銀当局と教育制度整備長期計画のための借款，及び農業

信用計画のための借款にっし，、て話合う予定である。教育制度整備長期計画の遂行

には10億パーツが必要であるc

3. 世銀の資金の1部を IFCにまわし， IFCはそれを後進国の開発計画に対

する借款に使用するようにする，という提案には賛成である。 (B. P. 8. 31) 

v錫，記録的な値上り一一業界筋によると，錫に対する一般的な需要の大きいこ

と，東ヨーロッパ諸国が錫買付けを始めたことなどにより，ロンドン市場の錫価格

はトン当り1314ポンドに，パンコック市場のそれはピクルあたり2900パーツに値上

りした。これは朝鮮戦争以来3年ぶりの記録的な高値であるといわれる。

(B. P. 8. 31) 
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1965年度タイ国予算案

〔BangkokWorld 39. 9. 21J 

タノム・タイ国首相は8月13日に 1965年度タイ国予算案を提出して議会の承認を求

め， その際同予算案について演説を行なった。演説全文は下記の通りである。

議長閣下ならびに議員諸君。

現下の最も重大な時機に際してタイ国政府は1965会計年度予算案を議会に提出す

る。この予算案は現政府が提出する最初のものである。

政府原案に定める 1965年度予算総額は 124億2000万パーツで， 1964年度予算総額

に比し 8.6%増， 9億9000万パーツ増額と成った。予算総額がかように激増した理

由はタイ国の経済力が増進して国庫増収が見込まれたためと，国庫支出額を漸増す

る必要が生じたためとである。国費を最も厳正な用途に支出することにつき政府が

責任を負っていることは私が事新しく述べるまでもない。一部議員は1965年度予算

の規模が金大なことを憂慮するであろう，併し私としては議員諸君が現政府が何故

にかく老大な予算を必要とするかを検討されたならば，必ずやこの予算案を衷心か

ら支持，承認されるものと確信する。

政府がかように大規模な1965年度予算案を編成せざるを得なかった理由として

は，第一にタイの綜合開発が未だ完了していないこと，第二は政府が現に数種の新

規事業を実施しようとしていることがある。現政府は国民の高まる要請にこたえて

諸種政府事業を拡大実施し，時代に則応したものと成すためには，大規模予算を有

効妥当と認めた。なお又，政府はタイ国に輩固な経済を速かに確立，培養せねばな

らない。

政府は1965年度予算が国民経済に不利な影響を与えないことを保証する。その理

由は政府の推計によれば， 1965年度国庫収入は1964年度国庫収入に比し15.9%増，

つまり， 14億5000万パーツ増と成るからである。かかる国産収入増は国家経済開発

計画の初期3ヵ年間に国民経済の規模が拡大したためである。国内借入れ推計額は

18億5000万パーツ，つまり，国庫収入の14.9%であるが，これは政府が短期間に償

却出来るものである。この借入れは国民生産とこれに伴う国庫増収とを達成するた

めに必要な経済基盤の確立に主として使用される予定である。

予算案は経済財政事情に直結している。よって私は，議員諸君が今日提出の1965

年度予算案を検討する場合の参考として，タイの経済財政現況を以下簡単に説明す
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る。

1. 国民所得

最近の調査結果によると， 1963会計年度のタイ国総生産は657億9600万パーツで，

1962年度分に比し 4%，つまり， 27億3700万パーツの増加を示した。 1956年度を基

準年次として計算すれば1963年度総生産の増加率は8%＇である。 1964年度について

は政府の推計によれば総生産の増加率は国家経済開発計画の目標として定める 6%

の年間成長率にほぼ近い。

2. 生産

1963年の農業生産は1962年分に比し 3.8%増であった。 1962～63年の米生産量は

925万メートル・トンで，前年の824万6000メートル・トンに比べ増12.2%であった。

1963～64年の米生産は最低評価に基くも， 960万メートノレ・トン，つまり 4%増と

成る見込である。ゴムは1963年の生産量と1964年の生産量とを比較すると1.5%増，

ジュート10%増，棉花はほぼ20%増であった。その他の農産物の 1963年生産量は

1962年分と同ーの水準にあった。

工業生産は一般に高度の成長率を示した。 1963年の麻袋製造高は1962年の製造高

1080万袋に比し倍加して2190万袋と成った。製紙量は国家経済開発公社（N.E.D.C.)

直営製紙工場の製紙量が増加したため50%増と成った。この製紙工場の製紙量は操

業初年度に比し第2年度には倍加した。砂糖と煙草との生産量はやや減少した。鉱

業生産はまた一般に増加した。錫生産は前年分に比し6.3%増で，そのほかに増産

した地下資源はアンチモニイ，マンガン鉱，石膏，弗化物であった。

3. 物価指数

1964会計年度の最初の8ヵ月 (1963年10月以降1964年5月まで〉には平均卸売物

価指数93.42で，前年度同一期間の分に比し 8%低下した。生計費指数もやや低減

した。

4. 外国貿易

1963会計年度の第1～第3・4半期には輸出額は87億3250万パーツで，前年度同

一期間に比し14億2420万ノミーツ，つまり19.5%の増加を示した。主要輸出品である

米，ゴム， トウモロコシ，錫，キヤサパ製品，ジュート，チーク材はいづれも数量，

価格ともに増加し，輸出収入の81%となった。

これら主要輸出品目の輸出額は下記の通りである（単位：百万ノミーツ）

米 3,156.9 キヤサパ製品 451.7 

ゴム

トウモロコシ

ー（156）ー

1,378.1 

1,007.6 
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錫 642.3

1964会計年度の最初の9ヵ月間には輸入総額は 102億8880万パ｝ツで，前年度同

一期間の分に比し15.9%増であった。この期間の主要輸入品目は機械類，工業製品，

化学製品，燃料であった。これら 4種品目は合計でこの期間に於ける輸入総額の80

%を占めていた。

1964会計年度の第1～第3・四半期には外国貿易で、15億5630万パーツの赤字を生

じたが，この赤字は前年度同一期間の赤字と大体同一である。一方，サービス取引

と民間送金とでは黒字を生じた。従って，商品，サービス，民間送金の収支決済で

は9億0210万パーツの赤字を生じたに過ぎない。外国援助資金と日本特別円勘定支

払高とは相合して4億6600万ノミーツであった。外国借款と諸種政府事業資金を賄う

ための長期クレジットとは相合して10億0350万パーツに達した。その結果， 1964年

度第L～第3・四半期におけるこれらの収支は7億4400万パーツの黒字であった。

外貨保有高は1963年9月現在で5億3380万米ドル（110億9740万パーツ〉であった

が，本年6月には5億6930万米ドノレ（118億4140万パーツ）に増加した。

ノξーツの対ドノレレートは 1962年5月以来安定し続け，米ドノレの買為替レートは

20.65パーツラ売為替レートは20.84パーツである。 1964年度の最初の9ヵ月間には

英貨ポンドの平均買為替レートは57.75パ｝ツ，平均売為替レートは58.29パーツで，

前年度同期の平均相場（ポンド当り平均買為替レート 57.85パーツと平均売為替レ

ート58.38パーツ〉に比して低落した。

5. 金融

1964会計年度の最初の8ヵ月間に於ける通貨発行高は7.6%増と成った。 1962年

度に商業銀行法が施行されたため国民の商業銀行利用度は高まり，定期預金高は著

増した。

-6. 財政

予算年度の第1～第3・4半期に於ける国庫収入は1964会計年度予算額の71.8%

に相当する78億7800万パーツであった。この国産収入には6億9000万パーツの借入

金収入が含まれている。同一期間に於ける国庫支出額は65億7100万パーツで，支出

予算の59.9%であった。この支出額には7600万パーツの借入金返済額が含まれてい

る。借入金収入額と借入金返済額とを別途勘定とすれば， 6億9300万ノミーツの国庫

入超と成った。

政府は大蔵証券の買戻しにこの国庫入超額の一部分を宛てた。大蔵証券未済額は

16億0700万パーツから 6億0500万パーツに減少した。国庫入超額は1964年6月末現

在で、21億4400万パーツであった。
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1964会計年度に国家経済開発計画第二段階の経費として計上された27億ノξーツの

中で1963年10月から1964年5月までに政府諸機関と諸種国営事業との経済開発事業

費として支出された額は6億1800万ノミーツであった。同一期間に政府は2億0800万

パーツの外債返済を行なった。

この期間に政府は米国輸出入銀行との聞に高速道路建設に要する1900万ドルの借

款契約を締結した。 1963年10月から1964年5月までの聞に直接借入金および政府保

証債として政府が借入れた外債と未済外債との増加分は 1億9100万パーツであっ

た。 1964年5月31日現在で外債と保証債とは相合して73億0100万パーツに達した。

この額の中で、わずか38億8100万ノミーツが国家予算から直接支払われねばならない。

709億0600万パーツの内債を含めると， 1964年5月末現在で政府の内外債会計は117

億8700万ノミーツであった。この合計額は1963年度末現在の額に比べて3億7500万パ

ーツ減である。かように政府債務の減少した直接の理由は既述の通り，大蔵証券が

大巾に買戻されたためである。

議員諸君は私が以上説明した経済財政事情の主なる諸特色から判断して，当年度

の経済財政事情に於ては1965年度予算案が国家経済開発事業に役立つことを認める

であろうc 国家財政を国と全国民に最大の利益を与えるよう運営することは政府の

日夜念願とするところであって，私はこの念願に基き1965年度予算編成方針と予算

内容とにつき下記の説明を行なうものである。

歳入

l. 脱税を最大限度防止して税負担の公平な配分を期すため，税制を改善して国

庫増収をはかること。

2. インフレーションを誘発しない程度に借入れを行なうこと。この趣旨に基

色政府は公債発行もしくは経済開発のために国内資金を調達しうるその他の方法

を用いて借入れを行う。

歳出

l. 固と国民との利益増進のため一切の国富を活用すること。

2. 濯i風発電，高速道路建設の如く国民経済の発達に役立つ政府の事業を改善

拡充すること。

3. 社会事業を国民がこれを容易に利用出来るよう改善すること。

4. 教育事業の内容を整備拡充し，教育水準を高めテ初等中等高等の各教育施設

を新設しかっ又既成施設を改善拡張し，なお又教員および教員補助者の素質向上に

努めること。

5. 低廉な賃貸料支払による住宅賃借り又は代金分割払による住宅買取りを手段
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とする住宅建設事業の実施を通じて低額所得者に住宅を確保させ，この事業を社会

福祉事業の一環として改善拡充すること。

6. 国家経済開発計画の実施に万全を期すため施政の能率増進に努めること。

1965年度予算収入内訳

予算に計上の収入総額は才入と最大限度の予定借入れ額とから成り，予算収入の

項目別内訳は下記の通りである。

A. 才入

1. 租税および関税

2. 物品売上高と諸種事業収入

3. 国営事業収入

4. 其の他の収入

計

B.借入金

1. 貯蓄銀行および商業銀行からの借入金と公債

（単位： 100万パーツ〕

9,235 

281 

370 

684 

10,570 

（単位： 100万パーツ〉

850 

2. 中央銀行からの借入金 1,000 

計 1,850

1965年度収入見込額は1964年度分に比し15.9%, 14億5000万パーツ増である。政

府は税率を引上げずとも増収あるものと見ている。政府は国家経済開発計画実施期

間の最初の3年間に於ける経済成長と税制改善との結果として，この程度の増収が

あるものと確信している。

1965年度支出予算内訳

1965年度支出予算の費目別内訳は下記の通りである。

費 目
支oi出0，万3見7パ4込ー．8 ツ額） % 

経済事業費 27.17 

教育事業費 2,168.6 17.46 

国 防 費 1,930.3 15.54 

保健費，社会事業費 1,847.5 14.87 

行 政 費 1,196.4 9.63 

国内治安維持費 931.6 7.50 

国債償却費 689.0 5.55 

Z、．－ の 他 281.8 2.28 

議員諸君は今回議会に提出の予算案を細部にわたって検討するならば，政府が国

の繁栄を念願として誠心誠意施政に精進する決意であることは認めるであろう。か
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く施政に精進する政府が翌年度を通じて施政の重責に堪え得るためには，議会が今

回提出の1965年度予算案を承認して政府に協力することが絶対必要な条件であるこ

とを終りに附言する次第である。
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9 月の動向

最近新憲法および選挙法に関する議論がタイの新聞で比較的活発に行なわれはじめ

ている。

1958年末， サリットのクーデターによって52年憲法が廃棄され，議会が解散させら

れて以来， 臨時憲法，制憲議会という変則的な政治形態がすでに6ヵ年にもわたって

継続している。 こうした事情から，新憲法制定はサリット内閣の後半から徐々に問題

となりつつあったが，昨年12月にサリット首相が病に倒れ， 後継者としてタノム前首

相が再び首相の座に返り咲いて以来，この問題は，汚職絶滅，経済安定と並んで、タノ

ム首相にとって一つの大きな課題となっている。

憲法起草は昨年末にようやく制憲議会でその基本が定められ， 憲法起草委員会の手

に起草がゆだねられたばかりであったが，その後，さきに述べたような理由によって，

起草委員会の仕事は週1回から 2回というように早められて， 現在すでにほぼ全文の

起草が完了したようである。また，憲法の起草と並行して，内務省では選挙法や政党

法の検討も進められているようである。

現在のととろ，これらの各法の全貌は明らかにされていないが， 関係者からの断片

的な発表をめぐって国内では活発な議論が進めちれているので，今月はそれらの中か

ら問題となっている点を整理しておこう。

タイは1932年の立憲革命以来，すでに7回（そのうち臨時憲法3回〉の憲法をもっ

ている。それらの憲法におけるいちじるしい相違点は議会の形式である。付表に見ら

れるように， 1932年12月に定められた第1回の恒久憲法では 1院制であるが， その後

1946年にはこれが2院制に変えられ， 1952年には再び1院制に逆もどりしている。第

1回の恒久憲法における 1院制は， 暫定的な措置として半数の議員が任命制になって

おり，このタイプが1952年の第4回の恒久憲法（1932年憲法の修正といわれている〉

にも受けつがれている。第2回，第3回の恒久憲法では，いずれも上院，下院の2院

制をとっているが，前者では一定の年令，教育の資格のもとに， 下院議員による間接

選挙によって上院議員が選ばれていたのに対し， 後者では完全に国王による任命制に

おきかえられている。 したがって，タイの議会は46年憲法を例外とすれば，政府の支

持者が半数をしめ，議会の力は政府に対して常に無力であった。政府は任命議員のカ
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テゴリーを作ることにようて， 常に支配権を確保することが出来たといわれている。

議会における野党勢力が強まる際には，クーデター，議会の解散という手段がとられ，

政府の安定化がはかられていた。たとえば， 1957年2月の選挙では人口増加によって

160人が選出され， 123人が任命されたが，政府は任命議員を160人にするよう憲法裁判

所に提訴し，これに破れると再度のクーデターによって臨時憲法を公布し， 国王の任

命する240人から成る制憲議会を招集し，今日に到っている。

現在，起草の進められている憲法によると，議会は再び2院制が取られ，上院は任

命制にされる模様である。 さらに，今回の憲法では，首相は選出議員であってはなら

ないという規定及び新閣僚は議会での信任投票を必要としないという規定があり， 民

主主義の原理に反するのではないかという疑問が各所で述べられている（例えば，

Siam Rath 9. 3）。

このような憲法論議と並んで，選挙法における選挙権， 被選挙権の資格が重要な問

題として取上げられている。議員の資格としては， マツタヨム 8年（注），選挙権は初

等教育4年卒業以上という線が伝えられ， これに沿って高すぎるとか必要ないとかい

う議論がくり返されている。特に選挙権については，小学4年という資格になると，

1960年センサスから推計した20歳以上1500万人のうち，こうした措置によって約500

万人が選挙権を失うこととなる。 さらに，技術的にも資格の確認がきわめて困難とな

ることが予想されている。プラパート内相が教育を必要条件と感じながらも（9.4), 

これを困難である（9.25）と語っているのはこのような事情を物語っている。

この他，公務員の兼職，政党法，政治的集合，選挙区， 選挙母体などが重要な問題

として取上げられている。

さて， 8月末から 9月中旬にかけて，以上述べたような憲法， 選挙法に関する議論

が相当活発に行なわれ， タノム首相も新憲法の早期公布を再三にわたって確約してい

るが，その最終目標の実現までにはまだ相当時聞がかかりそうである。

その理由は，一つにはすでに述べたように憲法，選挙法及びその他の関連法規がま

だ十分に検討されつくしていないということであるが， 最大の理由は，憲法制定がそ

れ程緊急焦眉なものとなっていないことである。たしかにタノムが首相になって以後，

新憲法の制定，民政移管を望む声は各種の新聞論調の一つをしめているが，一方では

また，現在の政治形態、のもとで国家がこれだけ繁栄， 進歩したのなら，現在の政治組

織が一番望ましいのではないかという声もあることを見落してはならない。事実，こ

こ数年経済は比較的順調に発展してきており，今年の農作物も記録的な輸出の見通し

が伝えられている（7.18）。

このような情勢のもとで， 憲法制定は一つの国民的な要求として高まっていない。
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総選挙の実施が決まれば，現在ラオス国境付涯でその時期を待っている人々もいると

いわれており（SiamRath 9. 3），現政権が総選挙を急いで火中の栗を拾う理由は考え

られない。

従って，憲法制定の実現まではまだ相当の月日を必要とするであろう。

付表：憲法と議会の特徴
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（注〉 タイの学制は，初等教育7年（前期4年，後期3年で，現在義務教育は4年

から 7年に延長された）と普通課程の場合，前期3年，後期2年の中等教育を経

て大学ということになっている。この中等教育の前期3年，後期2年を，旧制度

ではマツタヨム 4～6年，マツタヨム 7～8年と呼んでいる。従って，マツタヨ

ム8年は中学5年ということになる。
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196 4年 9月 1日

Vプラパート内相，マレーシア訪問一一フ。ラパート内相はクアラノレンプールにむ

け出発した。 2日帰国の予定。マレーシア訪問の理由につき，内相は全く個人的な

旅行である，とだけ語ったo , [B. P. 9. 1〕

9月2日

Vカンボジア政府・タイに抗議 ーカンボジア政府は，凶連事務総長特別代表

Nils Gussin巳に対L, 8月lHIのカンボジア人逮捕につきクイ政府に抗議する，と

伝達した。 〔B.P. 9. 3] 

V カンボジア，タイ人を逮捕一一一カンボジア政府は，プ。ノンベン在住のタイ人3

名を逮捕した。これら 3名のタイ人はプノンベン駐在前タイ大使館の残留警備員で

ある。なお，このカンボジア当局によるタイ人の逮捕は，タイ当局によるカンボジ

ア人逮捕に対する報復として行なわれたものとみられる。〔U.P. I.-B. P. 9. 3〕

Vインドネシアのマレーシア侵攻について一一プラパート内相はマレーシア政府

要人と会談後，空路クアラノレンプールより帰国し，次のように述べた。

1. インドネシアのゲリラがジョホーノレ州に上陸したことについては非常に憂

慮している。南部国境付近では海陸24時間のパトロールを行なうよう命令した。

インドネシアのゲリラが，南部国境付近に残存している共産ゲリラと合流するよ

うなことはないと思う。

2. タイ政府とマレーシア政府は， filij[fl国境付近にひそむ共産ゲリラに対する

防衛を強化した。共同掃討作戦はうまく行っている。〔B.P. 9. 2, B. W. 9. 3〕

v政府間契約による米輸出一一今年度 1～6月までに政府間契約により米45万

5416トン， 10億0457万4896パーツが輸出された。平均価格はトン当たり2060パーツ

であった。 1963年度は28万8453トン， 5億9856万7013パーツ，平均価格はトン当た

り2075パーツであった。政府間契約による輸出の内訳は次の通り。

インドネシア 25万7519トン 5億4835万0188パーツ

日 本 9万2453トン 1億8987万9658パーツ

セイロン 2万9195トン‘ 6349万9125パーツ

他の輸出相手国はフィリピン，タイワン，プノレネイ，イスラエノレ，サワジアラ
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ピア，マレーシアである。

なお，ヨーロッパむけの 1～6月における輸出I実積は l万6700トン， 4458万8540

ノ宅一ツである。 〔B.P. 9. 2〕

9月3日

，新労働法準備一一内務次官補NaiThawin Sunthorn-sarathoonによれば， 公

共福祉局（thePublic Welfare Department）は，新憲法にももとづく新労働法を準

備中である。 ‘ 〔B.P. 9. ;3, B. P. 9. 5〕

Vジュート値下り一一一タイ・ジュート協会によると， 9月になってからジュート

価格は下落し始めた。 8月末における価格はヨーロッパの F.0. B.でトンあたり

105ポンド，国内ではキロ当たり 4.50パーツであったが， 9月になってからは各々

95ポンド， 4.25パーツに下落した。下落の原因としては，洪水により被害を受けた

パキスタンのジュートに対して政府の補助が行なわれるようになったことが考えら

れる。しかし，今年度内はトンあたり80ポンド以下になることはなく，平均価格は

昨年より高くなる見通しである。 〔B.P. 9. 3〕

v労働条件の調査一一公共福祉局は，統計局（theNational Bureau of Statistics) 

の協力を得て，賃金，所得，労働時間などの調査を行なう，と発表した。調査はパ

ンコック及びトンブリの首都圏に限ちれ， 9月9日かち開始される。

〔B.w. 9. 4〕

Vマラリア撲滅8年計画一一SomboonPhong-aksara国務次官補は次のように発

表。

1. マラリア撲滅8年計画は1965年から実行に移される。計画に要する費用は

6億0400万パーツで，このうち 1億6700万パーツはAID,USOM, WHOからの

援助によりまかなう。

2. 20年以前には毎年平均して300万人がマラリアに感染し， 1万5000人が死

亡した。 1951年から1961年にわたる10ヵ年計画実植の結果，マラリア発病は年平

均20万件程度に減少した。 1962年におけるマラリアによる死亡率は10万人あたり

24.1人であり， 1963年におけるマラリアによる死亡者は4000人であった。

〔B.P. 9. 3〕

9月4日

Vタイ前大使館警備員逮捕事件一一タナット外相はカンボジア当局によるタイ人

逮捕事件につき次のように諮った。
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1. ピノレマ政府（ピノレマ政府は，カンボジアにおけるタイの利益代表となって

いる〉と，国連事務総長特別代表 NilsGoran Cussingに，逮捕事件の詳細につ

いて調査してくれるよう，依頼した。

2. この事件については，タイの主権が侵害された疑いがある。また，この逮

捕が単に報復のため行なわれたとすれば，何ら法的な根拠をもたないことにな

る。 〔B.P. 9. 5〕

Vプラパート内相，農相の汚職嫌疑について語る一一一フ。ラパート内相は次のよう

に述べた。首相に提出された公式資料から判断すると，農相は非常にデリケートで

危険な位置にある。首相は農相に事態をはっきりさせるよう 3ヵ月も前に命令した

にもかかわらず，彼は何もしなかった。 [B. P. 9. 4J 

v選挙権について，プラパート内相の見解一一一プヲパート内相は，個人的見解と

して，選挙権は十分な教育を受けたもののみに与えられるべきであると思う，と語

った。その理由は，十分な教育の無い国民は政治に無関心であり，理解力を持たず，

選挙権の売渡しなどの不正に陥入りやすいからである。 [B. P. 9. 5〕

Vクラ地映運河建設計画一一フ。ラパート内相は，次のように述べた。

国家安全保障会議は，クラ地峡にインド洋と太平洋をつなぐ運河を建設する案

につき，安全保障の見地から検討を加えた結果，クラ地峡が上記の目的をもっ運

河の建設にはもっとも適切な地域であるとの結論に達した。同案は，クラ地峡運

河会社により政府に提出されたもので，同社に実際的な調査を行なう許可を与え

るべきであると思う。 [B. P. 9. 5〕

v外国の投資計画について，ポット開発相一一ポット開発相は，記者団の質問に

答えて次のように語った。

1. 米国商務次官HenryKearnsが，以前クラフト紙工場の建設を投資委員会

（当時，委員長は NaiThawee Bunyaket，現在はポット開発相）に提案して来

たことがあり，当時投資委員会はこれを認可したい意向であったが，当時のプン

工業相がこれに反対した。現在，この問題については，経済開発審議会で検討中

である。

2. 一部で，東南アジア情勢不安のためいくつかの企業設立計画が取止めにな

ったという報道がなされたようだが，そのような事実はない。 〔B.P. 9. 5〕

曹西ドイツへ経済技術援助要請一一ポット開発相は訪タイ中のシュミユッカー西

独経済相と会談し，会談後，西独政府に対し，総額1億4690万マルク，又は7億

3450万ノミーツに及ぶ経済技術援助を求めた， と語った。この援助要請は，次の六つ
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の計画の遂行のためなされたもので，それぞれの計画に対する要請援助額は次の通

り。

(1）サラブリ県 Kaenghoiから Nakorn Ra jsima県に至る鉄道敷設。 4500万マル

ク。（2）ナムポーン多目的ダム建設。 5060万マルク。期限20年。（3）産業金融公社

(I. F. C. T.）の資金増強。 1100万マルク。（4）ヤンヒー水力発電所からの送電設

備。 1300万マルク。（5）北部及び南部の電話網。 2300万マルク。（6)Krabi及び他

の南部諸県に対する西日電網。 430万マルク。なお，経済相は（1）の計画については

18年の期限で同意し，（4),(5）についても同意したといわれる。また上記の借款の

利子は3～4%となる見込み。 〔B.P. 9. 5., B. W. 9. 5〕

V小企業援助協会設立計画一一タイ政府は，小企業援助協会（theSmall Industries 

Service Institute）の設立計画に着手した。この協会の資金の 1部を援助してくれる

よう，政府は国連特別基金と交渉中である。 〔B.P. 9. 4〕

9月5日

Vタイ前大使館警備員逮捕事件←←一外務省スポークスマン， VongsamahipJaya-

ngula殿下は，カンボジア当局により前タイ大使館の警備員タイ人3名が逮捕され

た事件につき次のように述ぺた。

タイ外務省はこの事件につき必要ないかなる措置をもとる用意がある。具体的

な措置については事件の詳細が判明しでかち決める。

なお， UPI電によると，カンボジアのシアヌーク殿下はこの事件につき，今回の

逮捕はタイ当局によるカンボジア人逮捕に対する報復措置として行なわれたもので

あり，もしタイ政府がこれらのカンボジア人を釈放するならば，カンボジア政府も

また逮捕したタイ人を釈放するであろうと語った。 〔B.P. 9. 5〕

v中国人避難民の処置一一最近タイに不法入国した数百名の中国人につき，プラ

サート警察局長は次のように述べた。

彼らはタイ政府に保護を求めたが，タイ政府はこれを拒否した。彼らは武器と

無電機を有しており，タイの平和にとって危険な存在である。現在，彼らはチヱ

ンライ県のある地区に拘禁されている。タイ政府はこれら中国人をピノレマあるい

は彼らの望む国，たとえば台湾など，に送還する予定である。 〔B.w. 9. 6〕

vにんにく製粉工場建設の提案一一ポット開発相は，日本の業者に対し，タイに

にんにく製粉工場を建設するよう提案した。同相によると，北部では相当にんにく

が収穫され，この市場を確保する必要がある。なお，日本から近く調査団が派遣さ

れるものと思われる。
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9月6日

曹スラチット農相帰国，汚職問題について一一スラチット農相は米国公式訪問よ

り帰国し，次のように述べた。

保安ゴム林のゴム採取許可に際して金品を受取ったことはない。汚職の疑いが

かけられたからといって，辞職する必要はないと思う。現にボーン運輸相などは

職権濫用の疑いで裁判所に訴えられたにもかかわらず，辞職しなかったではない

か。 （註 ただし刑事裁判所はボーン運輸に対する告訴を却下した〉

〔B.W. 9. 7〕

（註〉 スラチット農相収賄事件。事件は有名な宝石商 Somrerkが今年の4月31

日にタノム首相に手紙を送り，スリチット農相の収賄の事実を暴露したことに

始まる。これを新聞が取上げて以来，国内で広く論議されるようになった。

Somrerkによると， Somrerkは， Betong保安林のゴム採取を許可してもらうた

め，スラチット夫妻に300万パーツにのぼる金品を贈った。農相はこれに対し，一

時許可を与えたが，後になって取消したという。一方，スラット側はこの事件を次

のように説明している。 Betong保安林のゴム採取許可は， 1956年，森林局により

有名な実業家 PrasitThaweesinに与えられたが，当時保安林は共産ゲリラの出没

する地域であったため， Prasitは採取を実際に行うことができなかった。その後，

1962年1月， Somrerkが森林局より許可を得た。 Sornrerkに対する許可が取消さ

れたのは，彼の契約違反による。すなわち，彼はゴム採取を下請けさせ，その際採

取ゴム 10キロにつき 2キロ，ライ当たり 1年500パーツという採取料をとった。こ

れは契約違反であり，また同保安林のあるYala県の秩序維持のため好ましくない。

従って農相は森林局の勧告に従い許可を取消したという。

〔B.P. 8. 31, B. W. 9. 7, B. W. 9. 9〕

V日本む貯メィズ輸出の見通し一一貿易委員会輸出委員会によると，日本むけメ

ィズ輸出は昨年度より大幅に上昇する見通しである。 10月から12月にかけ34万トン

のメィズが平均トンあたり19ポンドの価格で輸出される予定であるといわれる。

〔B.w. 9. 6〕

Vパン・パイン製紙工場一一経済開発公社が明らかにしたところによると，パン・

パイン製紙工場はその事務用及び印刷用紙の生産能力を従来の月 700トンから 1000

トンに引き上げることに成功した。なお，同工場はさらに月産1200トンまで生産能

カを引上げることができると考えられている。 〔B.P. 9. 7〕

9月8日
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Vスラチット，辞表提出一一スラチット農相は辞表を提出した。新農相には農林

省次官 ChittiNavisathienか，濯瓶局長ChuchartKambhuがなるものと予想され

ている。 〔B.w. 9. 9〕

，奨励法適用状況一一投資委員会計heBoard of Investment）が1959年4月13日

に活動を開始して以来，同委員会は261の会社に産業奨励法の適用を認可した。こ

のうち102はタイ人所有の会社， 13は外国企業， 146は合弁会社である。これらの会

社が投資した金額は54億0185万パーツ，購入した機械類は29億8946万パーツ，新た

に現地雇用した人員は2万9542人である。〔B.W. 9. 9., B. P. 9. 9J 

f Kachorn Kirat Trading Company－ーータイでは最大の規模をもっ調味料工場が最

近操業を開始した。 この工場は KachornKirat Trading Companyが4000万パ｝

ツの費用を投じてサムト・プラカン県 Prapradeangに建設したもので，建設にあた

っては台湾の Tin』TinCompanyの技術援助を受けた。 〔B.P. 9. 8〕

9月9日

v陸軍人事移動一一陸軍の大規模な人事移動が行なわれた。今回の人事移動は大

佐以上の38人を含んで、いる。主なものは次の通り。カッコ内は前任者を示す。

フ。ラパート内相・タイ国軍副総司令官→陸軍総司令官（タノム首相）

Sanit Taiyanond陸軍参謀長→陸軍副司令官。 〔B.W. 9. 10, B. P. 9. 10〕

なお，警察も県警察長級について若干の人事移動を行なった。 〔B.W. 9. 12〕

v新農相，新開発省次官一一スラチット前農相の後継者として開発省次官 Phra

Prakas Sahakornが新農相に，開発省次官には濯概局長MomluangXujati Chuchart 

Kambhuが任命された。なお，総理府長官Sawaeng Senanarogは今回の任命につ

き， 2人とも文官であって軍人でないことを強調，これはタノム首相のできるだけ

民間人で内閣を構成したいという希望を示すものである，と述べた。〔B.w. 9. 9〕
（注〉 Phra Prakas新農相略歴。ラジャブリ県生れ。 68歳。 1942年ピプン内閣農

相， 1959年から共同組合省長官。サリット首相のもとで同省が開発省に改組さ

れてからは開発省次官。

M. L. Chuchart新開発省次官略歴。 1905年生れ。 1930年より濯翫局勤務。

1949年より同局局長，チャイナート・ダム，ヤンヒー・ダムの建設で多大の功

積を残した。現在CholaprathanCement Companyの社長，ヤンヒー電力公社

社長，政策審議会（NationalResearch Council）のメンバ－, Chemical Fertili-

zer Company社長， LignitePlantの総裁。 〔B.W. 9. 9, B. P. 9. 9〕

Surachit Charusareniの略歴。 58議。 1959年より農相のポストにあった。現

在，タイ，オーストラリア，マレーシアの合弁事業であるコンデンスミルク製

造会社 ThaiDairy Companyの会長，国営 ThaiPlywood Companyの重役。
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農相になる前には国防省参謀次長，タイ国SEATO軍事顧問，広報局長など

を歴任した。 〔B.W. 9. 9〕

9月 10日

Vカンボジアと逮捕者交換交渉一一タノム首相が明らかにしたところによると，

タイ政府はさきに逮捕したカンボジア人と，カンボジア政府により逮捕されたフ。ノ

ンペン駐在前タイ大使館の駐在タイ人3名とを交換するよう，国連事務総長特別代

表 NilsGoran Gussingを通じてカンボジア政府に提案した。 〔B.P. 9. 10〕

V新海軍総司令官一一海軍大将 M.C. Kanchitpol Arpnkornは第8代タイ国海

軍総司令官に任命された。 〔B.W. 9. 12〕

（注〉 M. C. Kanchitpol Arpakorn海軍総司令官略歴。タイ海軍第 1代総司令官

Kromluang Chumporn Udomarkの第7男。現在58歳。イギリス海軍士官学

校卒業。 〔B.W. 9. 12〕

vスントーン蔵相談話一一I.M. F.総会に出席中のスントーン蔵相は，日本人記

者の質問に答えて次のように語った。 〔東京 9.10〕

1. IMFと世銀は国際金融協力に有益な役割りを果たしつつあるが，その活動

は今後いっそう強化する必要がある。

2. 低開発国の経済成長，国際収支の改善のため先進工業諸国に課せられた任

務は重大であり，かっ緊急を要する。先進諸国はすみやかに低開発国向けの貿易，

関税について自由化政策をとらねばならない。つまり先進国は低開発国の輸出品

に対する関税を引き上げるべきではなく，逆に引き下げる必要がある。

3. これまでの研究と経験によって，いかに多くの援助を与えても，貿易の拡

大には及ばぬことが証明されている。低開発国の産品を安定した合理的な価格に

維持することは，長期的には先進国，低開発国双方の利益となろう。

4. 日本は国際的な経済協力の分野でいっそう大きな役割りを果たせる地位に

あるので，遅滞なくその方向に進んでもらいたい。一一長い目で見てそれは日本

の利益になることだろう。日本はその商品の優秀さ，エネノレギッシュな販売意欲

をもってすれば輸出の増進は間違いないとこだろう。また日本はすさまじい国民

総生産の伸びを示しており，国際金融機関や2国間の交渉を通じて低開発国への

援助にたいしていっそうの実質的な貢献を望みたい。同時に技術援助についても

日本の努力をお願いしたい。 〔東京9.10〕

9月 11日

曹新労働法について，プラパート内相一一現在起草中の新労働法につき，フ。ラパ
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ート内相は次のように述べた。

1. 新労働法は，タイ国労働者の現状に適合したものでなければならない。す

でに我国には労働条件，労働者の権利及び福祉を保証する規則があり，労使関係

を監督する公共福祉局がある。従って我国には労働組合の必要はない。また，現

在のところ，大きな影響力をもっ労働組合は皆無である。

2. これまでに結成された労働組合は，労働者の利益を擁護するよりは，むし

ろ政治的な目的を追及する団体であった。 〔B.P. 9. 14〕

V港湾公社一一一港湾公社は同社の営業状況につき次のように発表。

1. 1963年度の収支は次の通り。

収 入 1億3309万ノξーツ

支 出 7931万パーツ

純利益 5378万パーツ

純利益5378万パーツの使途は次の通り。

国庫納入 2000万パーツ

港湾拡張工事 3378万パーツ

2. 1964年度の収入は，1963年度のそれに比べ相当増加するものと期待される。

1963～64会計年度最初の8ヵ月の収入に比べると，今会計年度のそれは， 1068万

ノミーツ多い。 〔B.P. 9. 11, B. P. 9. 25〕

9月 12日

V山地種族の教育一一中等教育局長 MongkolPuagpongは次のように語った。

1. 中共はラジオ放送と工作員の派遣により，山地種族に対し反政府宣伝を行

っている。これに対抗するための手段のひとつとして，文部省は山地種族子弟の

ための学校を増設する予定である。この計画の予算は30万パーツとなる見込であ

る。これらの学校ではタイ語を使用し，タイの伝統と文化に従って山岳種族を教

育する。

2. 国境警察パトローノレはすでに同様の目的をもっ山地種族むけの学校を設

立・経営してし、る。それらの数は 177であるが，このうち 57校については，今年

中に文部省がその経営をひきつぐ予定である。昨年度文部省は30万ノミーツで山地

種族むけの11校を設立した。 [B. P. 9. 13〕

9月 14日

曹タナット外相，カンボジアを非難一一タナット外相は，カンボジアは侵略者べ

- 67ー 一（171）ー



タイ

トコンに協力し，東南アジアの平和をかく乱している，とカンボジアを非難した。

〔B.P. 9. 15〕

v産業奨励法適用一一投資委員会は有名な実業家 SananVirawanの提出した製

鋼工場建設計画に対して奨励法を適用することに決定した。計画によると新工場は

Samud Prakan県Phrapradaengに建設される。同工場のための機械設備は日本か，

あるいは台湾から輸入される予定で，生産能力は年間1万2000トン，鋼板および棒

鉄を生産する。原料はナコーン・サワン県Tahklee鉱山の鉱石を使い，電気製鉄法

を採用する。操業開始は1965年半ばの予定である。 [B. P. 9. 14〕

9月 15日

V対外関係について， Dawee元帥一一副国防相DaweeChulasap空軍元帥は外人

記者団クラブで演説し，次のように述べた。

1. 今月始めに予定されていた，タイーマレーシア政府の高級会談は，今月末

に延期された。この会談の議題は，タイーマレーシア国境ゲリラ掃討問題だけに

限られることになろう。この国境ゲリラの数はせU、ぜい300人程度で，インドネ

シア政府との接触はないと思う。

2. タイ軍の勢力は予備役をも含めて大体20万人程度である。また，タイ軍は

全く防衛のための軍隊である。 [B. W. 9. 16〕

V米輸出について一一閣議は経済省の米輸出奨励にかんする提案を了承した。内

容は次の通り。

1. ヨーロッパ，ホンコン，シンガポール，マレーシア，サラワク，プノレネイ，

サパなど競争の激しい地域に対して米の輸出に成功した業者にはこれまでの慣行

どおり，報償金を与える。

2. 中東，アフリカ諸国むけ輸出には，これまで行って報償金制度を廃止，5000

トン以上の輸出に輸出プレミアムの割戻しを行なう。割戻しの率は1トンにつき

50パーツであるo 〔B.w. 9. 17] 

9月16日

V共産主義容疑者の釈放一一一警察は， 1958年11月21日以来，共産主義者の嫌疑で

拘禁してきた3人のジャーナリストを釈放した。 3人の氏名は次の通り。

Isra Amantakul, U-thorn Polakul, Udom Srisuwan. 

なお， U-thornは新聞記者協会の会長であったことがある。 〔B.W. 9. 17〕

V国府外相訪タイ一一国府外相ShenChang Huanは，マレーシア訪問の後，パ
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ンコックに到着。タイには4日間滞在し，タナット外相と会談の予定。

〔B.W. 9. 17〕

v米・タイ貿易一一米国商務省が発表したところによると， 1964年1月から 5月

までの米・タイ貿易状況は次の通り。

米国のタイむけ輸出3200万ドノレ。タイの米国むけ輸出900万ドノレ。

〔B.P. 9. 17〕

v産業奨励法の適用一一投資委員会は次の七つの計画に対し，産業奨励法の適用

を認めた。

(1) Ruang Kao Thai Oil Industryの植物油生産工場。生産能力日産5.5トン，

Nandburi県 Pakkred郡に建設の予定。（2)Pracha Hin Thai stone industryの

砕石工場。年産14万4000立方メートノレ。 Saraburi県 Muang郡。（3)Vaipak sae 

Tieto氏の手袋，靴下製造工場。年産43万ダース。建設地未定。（4)Nipa Lodge 

Hotel。3階76室。（5)Thai Cement Companyの製鋼工場拡張計画。年産2500ト

ンから4500トンに引き上げる。（6)Abraham Chowai匂氏の合成擬革製造工場。

年産1200トン。（7)Jhon Hui氏の合成擬革製造工場。年産60万ヤード。パンコッ

ク 。〔B.羽r.9. 16〕

9月 17日

V大学生増加一一教育委員会（National Education Board）事務長 Kamhaeng

Palangkuraは次のように語った。

来学年度の大学新入生の数は4500人となろう。それ以後は毎年500人づっ，大

学の定員を増やしてゆく予定である。とくに，工学部，農学部，医学部の拡充は

重点的に行なう。 〔B.W. 9. 17〕

9月 18日

v東レのタイ進出，近く認可の方針一一新井通産省繊維局長は次のように語った。

最近，海外における進出企業の競合が問題化しているが，これについては関係

会社間で調整することが望ましい。さしあたって問題となっていた東洋レーヨン

のタイ進出（ナイロン紡糸から漁網までの一貫生産工場建設〉については，タイ

側の意向もあり，また日レとの調整も終町わったので近く認可する方針だ。

〔日経 9.19〕

V真珠養殖一一輸出奨励委員会委員長，投資委員会委員 OsothKosinは，南部

視察旅行から帰り次のように述べた。
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政府は真珠養殖を奨励すべきであると思う。真珠輸出により将来7億ノミーツ程

度の外貨を獲得できる可能性がある。南部海岸には真珠貝となり得る貝が多数棲

息している。 〔B.P. 9. 18〕

9月 19日

V新公務員法一一現在検討中の新会務員法は1965年10月1日から発効する予定で

ある。この新公務員法は公務員給与の引上げ，改善された給与体系のほか，各職階

に昇格するために必要とされる学歴・資格を定めている。なお，必要な学歴のない

ものについては，国家公務員任用委員会に上る各段階に応じた検定試験に合格する

ことにより学歴にかえることができる。 〔B.W. 9. 20〕

V米・タイ経済技術協力協定一一ラジオ・タイランドが米・タイ経済技術協力協

定締結14周年記念日にちなんで発表したところによると，同協定にもとずき1963年

に米国がタイに与えた援助は1800万ドノレ，今年度の現在までの援助は1400万ドルで、

ある。 〔B.W. 9. 21〕

V世銀教育借款一一スントーン歳相は I.M. F.総会より帰国し次のように語っ

た。

世銀当局と職業教育施設・制度拡充のための借款について話合った。世銀当局

は上記の借款を与える条件として，まず初等及び中等教育のための施設・制度を

拡充するよう要請，この目的のため 3億～ 4億パーツの借款を与えることに同意

した。 〔B.P. 9. 20〕

v豚肉の高値についてプラパート内相一一プラパート内相は豚肉の高値につき，

次のように述べた。

(1）現在ノξンコックが 1日に必要とする豚肉は2000頭分程度であるが，供給さ

れる豚肉の量は1400～1600頭にすぎない。豚肉生産奨励計画の効果があらわれる

のは3ヵ月さきのことになろう。

(2) 1部には LivestockTrade Cooperation Companyが50%もの利益をあげ

ているという報道があるが，そのようなことはない。 [B. W. 9. 19〕

9月20日

V新聞社に警告一一一警察は新聞社に対し，余りにも煽動的な見出しを用いないよ

う警告を発した。警察のスポークスマン，警察大佐LuenBunyachitti は，“余りに

も煽動的な見出し”とは，例えば「国境の緊張」とか「おびただしい犯罪者Jなど

であると説明した。 〔B.P. 9. 20〕
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タ月 21日

V錫輸出一一貿易委員会によると，今年度前半期（6月まで）にタイは 1万0842

トンの錫を輸出した。これは，昨年同期の輸出量を409トン上まわっている。

〔B.W. 9. 22〕

タ月 22日

V トンブリー PakThor道路建設計画一ーポット開発相は次のように語った。トン

プリとラジャブリ県PakThorをむすぶ全長160kmの国道を建設する予定である。

この国道はサムドソングラム市及びサムドサコーン市を経由する。サムドソングラ

ム県とサムドサコーン県をむすぶ交通機関としてはこれまで鉄道しかなく，上記の

国道の開設によりこの地方の開発が大幅に進展するものと期待される。建設予定費

は3億5000万パーツである。 [B. W. 9. 23, B. B. 9. 22〕

タ月 23日

Vタイ金輸入会社一一タイ金輸入会社専務 SuthichaiChinsvapalaは次のように

言吾った。

会社が4月～ 6月までの期間に輸入した5万トロイ・オンスの金のうち， 2万50

00トロイ・オンスが売残っている。これは金の大量密輸が行なわれているためで

ある。同社は7月9月までの輸入割当分5万トロイ・オンスの輸入を取り止めた

いと政府に申入れたが，政府はこの申入れを拒否した。同社が5万トロイ・オン

スの金輸入を取り止めると政府は輸入関税収入約8万7500ドルを失うことになる

からである。

（注〉 タイ金輸入会社は1964年4月から1%5年4月までの問，金輸入の独占権を

与えられている。輸入割当額は 3ヶ月につき 5万トロイ・オンスO なお，金の

輸入関税は 1オンスにつき1.75ドル。 〔B.P. 9. 23〕

Vメイズ生産の見込一一外国貿易局，タイ輸出者協会の代表団からなるメイズ調

査団はこのほど北部及び東北部の視察を終え，パンコックに帰った。視察団は次の

諸点を明らかにした。

今シーズンの生産は，早魅といなごの被害のため，当初の予想、100万トンを下

まわる98万トン程度となる見込である。その内訳は次の通り。

サラブリ及びナコーンラジャジマ県

ロププリ及びシンハブリ県

ピチット，ペッチャブーン，プラエ県
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その他 15万トン

〔B.P. 9. 26〕

l Shell Company of Thailandーータイ・シエノレ会社総支配人D.]. Samuelは，同

社がタイで事業を開始してからちょうど72年目をむかえたことにちなみ，次のよう

に述べた。

1. 当社がタイで事業を開始した1892年における石油製品一一当時では主とし

てケロシン油ーーの消費量はごく少し年間 1万トン以下であった。今日では2

日間で l万トンの石油製品を消費するO

2. シエノレのタイにおける投資は，現在3000万パーツをはるかに上まわってい

る。しかもこの数字の中には700を越えるシェルの販売支店，小売店に対する投

資と， SrirachaのThaiPetroleum Refineryとその製品をパンコックに輸送する

ための 4隻のタンカーに対する投資は含れていない。

3. タイ国国庫収入の 9%は，石油製品に対する税金と関係からなる。この点

でもシヱルはタイに貢献するところが大きい。

4. 現在タイ・シェル会社の従業員は約1000字1v、るが，そのうちの95%はタイ

同籍をもっている。会社はで、きるだけ現地人を経営首脳にむかえる方針である。

〔B.W. 9. 26] 

9月24日

Vタイーマレーシア国境は平穏一一警察大佐CheepPrapannetivudhは次のよう

に述べた。

現在国境地帯は平穏である。国境警察は厳重な警戒体制をとっている。ゲリラ

から若干の兵器を捕獲したが，第2次大戦中のイギリス製のものであった。

〔B.P. 9. 24〕

v予算，制憲議会を通過 1965年度予算案は，制憲議会最終読会を通過した。

[B. W. 9. 25〕

9月25日

Vタイ砲兵，コン・レ軍に参加か。北京放送一一ー北京放送は，コン・レ軍の制服

を着たタイ軍砲兵がパテト・ラオ軍攻撃に参加していると述べた。

〔A.P.-B. P. 9. 25〕

Vプラパート内相の見解，選挙法について一一フ。ラパート内相は内務省で検討中

の選挙法について次のように語った。
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1. 一定の教育水準を有するものにのみ選挙権を与えるという案は，実際的で

ないことがわたった。全国民の教育水準を調査することは容易ではない。また，

高年者については記録が残っていないことが多い。

2. タイ国民の選挙に対する関心は極度に低い。

3.近く制憲議会議事運営委員会を招集して，以上の問題につき検討する予定で

ある〔内相は同委員会の議長〉。 〔B.P. 9. 26, B. W. 9. 26〕

v米輸出について一一経済省筋が明らかにしたところによると，経済省は米輸出

の新規の業者をも従来までの業者と同じ待遇を与える意向である。そのため同省に

より定められた条件を満す業者全部につき，近く米輸出割当ての再配分を行なう。

〔B.P. 9. 25〕

V中小企業援助一一一工業省次官補 PueRochanahuranandaは次のように語った。

l. 工業省工業育成局は12の中小企業に対し資金援助のため総計252万ノミーツ

の貸付けを行なった。工業省は中小企業に貸出すため2000万パーツの資金を準備

している。

2. 工業育成局は50万パーツ以下の借入れを欲するいかなる中小企業の申請を

も受け付ける。貸付を行なうか否かは特別委員会で審査する。この特別委員会は

大蔵省，予算局，経済開発委員会，工業育成局の代表からなる。なお， 50万パー

ツ以上の借入れを欲する企業は国家経済開発審議会に申請されたい。

〔B.P. 9. 25〕

9月26日

V宗教者連合シンポジウム一一教育省宗教局の主催で宗教者連合シンポジウムが

開かれた。シンポジウムには仏教，キリスト教，回教，ヒンズー教，シーク教，バ

ラモン教などの代表者約1万人が出席した。宗教局長PinMuthukan大佐はこのシ

ンポジウムの目的について次のように述べた。

タイの現在置かれている環境からして，宗教を保存するためには各宗派聞の協

力，すべての宗教者の一致団結が必要である。すべての宗教者がこのシンポジウ

ムで意見を交換し，諸宗教問題について論じられんことを望む。また国民の聞に

強固なモラノレを築くべく協力されんことを望む。

なお，このシンポジウムは27日まで2日間開催の予定。

〔B.P. 9. 27, B. W. 9. 27〕

Vタノム首相，宗教者連合シンポジウムで演説一一ータノム首相は宗教者連合シン

ポジウムで演説しp すべての宗教者は一致団結して宗教を破壊する共通の敵，共産
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主義と戦うべきである，と述べた。 〔B.P. 9. 26〕

9月28日

, Puey中央銀行総裁辞任か一一Puey中央銀行総裁は次のように語った。

私は9月16日にタマサート大学経済学部長に任命されたので，中央銀行総裁を

辞めたいと考えている。大学教授のポストと中央銀行総裁の重責とを両立させる

ことはできない。すでに2度にわたってタノム首相に辞意を表明したが，最終的

な回答はまだ得ていない。 〔B.W. 9. 29] 

v労働条件調査一一公共福祉局次長ThienAjjakulは次のように語った。

1. パンコック及びトンブリで、10人以上の労働者を雇傭する2200の企業につき

その労働条件を調査したが，その結果は満足すべきものであった。これら2200の

企業に雇傭されている労働者の総数は48万9000人であるが，一般的にいって彼ら

の賃金は上昇している。 z. 今度の調査でわかったことのひとつは，多くの企業
が自動車運転手の不足に悩んでいるということである。 3. 他の諸県での調査報

告も近く発表する予定である。 4. 公共福祉局は 64年8月だけで658人に職をあ

っせんした。福祉局にはこれ以外にもまだ、4893人の求人申込が来ている。

〔B.P. 9. 28, B. P. 9. 29〕

v米， メイズの輸出市場について一一中国人商工会議所会頭 AmphornBulapak 

は次のように語った。

1. タイはシンガポールとマレーシアで、中共のために米の輸出市場を蚕食され

ている。シンガポール及び、マレーシアにおけるタイ産100%白米の価格はトンあ

たり51ポンドであるが，中共のそれは49ポンドである。

2. シンガポーノレ及びマレーシアむけメイズの輸出ではカンボジアが脅威とな

ってきている。上記の市場におけるカンボジア産メイズ価格はタイのそれより 1

ポンドも安い。カンボジアは今シーズン9～12月の聞にマレーシアにトンあたり

F. 0. B. 18ポンド 3シリングで4万トン輸出する予定である。 〔B.P. 9. 29〕

Vメイズ加工工業の設立一一タイのある実業家グループは，タイにメイズ加工工

業を設立することを考慮中である。このグループの計画は次のようなものである。

1. タイのメイズ生産は余りにも小数の輸出市場， 日本，シンガポーノレ，マレ

ーシア，ホンコンなどに頼りすぎており，このままでは早晩不利な輸出価格をお

しつけられることになる危険がある。加工したメイズ，たとえば澱粉などであれ

ば，オーストラリアやヨーロッパにも輸出することができょう。

2. 建設費3000万パーツ程度の澱粉工場をつくり，国内生産量の15%程度を加

一（178）ー - 74ー



タイ

工して輸出する。この3000万パーツは少なくとも 5年以内に回収することができ

ょう。 〔B.P. 9. 28〕

9月29日

V園内市場で麻袋が不足しているため，政府は麻袋の輸入を 100万袋まで認める

方針である。 〔B.P. 9. 30〕

V香港むけ米輸出一一一香港は本年8月2万6934トンの米を輸入したが，タイから

の輸入が一番多く， 1万2491トン， 2番めに多いのは中共で8220トン，次はカンボ

ジアの4227トンであった。タイ産米の価格はいく分上昇した。 〔B.w. 9. 30〕

9月30日

V錫の値上り続く一一貿易委員会によると，錫鉱石の価格はいぜんとして上昇し

続けている。同委員会によるパンコック市場の価格変動状況は次の通り。

1964年7月平均 1ピクルあたり 2750パーツ

8月平均 2826 グ

8月31日 3011 " 

9月7日 3125 " 

9月19日 3240 " 
9月21日 3300 " 

9月26日 3310 " 

9月29日 3350 " 

9月30日 3380 " 

〔B.P. 9. 21, B. P. 9. 29, B. P. 9. 30〕
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タイ政府は最近綿紡織など11業種については奨励法の適用を停止すると発表した。

〈日誌8.10日参照〉この問題についてはすでに， 8月号前文で一応ふれた。奨励法がタ

イの経済開発に果した役割については，なおあらゆる角度からの検討が必要であるが，

ここでは輸入代替産業の性格と国際収支に与える影響の面から， この問題を取上げて

みよう。

本題に入る前に，今年度初頭に発表された，経済開発計画の中間報告によって，後

期開発計画の方向と前期に生じた問題についてまず簡単にふれておこう。

経済開発前期の成果一一周知のようにタイは61年から開発計画を実施， 63年で一応

その前期を終了した。中間報告書によると，タイ政府はその成果を満足すべきものと

見ているようである。すなわち，前期計画の目標であったひとりあたり国民所得の年

平均増加率3o/oはほぼ達成された。運輸通信部門の開発にかなりの遅延を生じた他は

農・工その他諸部門の開発はほぼ計画通りあるいは計画以上に進渉した。

今後の方向一一同中間報告書の後期計画でみると， タイ政府の従来とってきた基本

的な開発政策は今後とも少しも変らないようである。

今少し詳しくのべると，（1）政府が経済基盤の充実をはかり，直接生産活動は民間の

第1衰前期開発支出実績及び後期開発支出計画 (100万ノξ｝ツ〉

I 1961～63年 I 1964～66年
部 門ト一一一一一一一一 j一一一一一一一一一一一

l支 出｜構成率｜支 出｜構成率

農業・協同組合

工，鉱，商，サーピス

電 力

運輸・通信

教育

1 647 I 14.1 I 2,975 I 
965 I s. 3 I 1, 196 I 
2 341 I 20. o I 1, 798 I 
3,167 I 21.1 / 1,oos I 

5.9 I 975 ' 

衛 生 I 390 I 3. 3.3 3,745 

農村開発・社会福祉 I 1,123 I 1, 1.8 800 

14.7 

5.9 

8.8 

34.5 

8.9 

18.4 

3.9 

計（ 11 þÿÿ�677 I 100 . o l 20. 300 J 1 oo . o 
出所： Thenational economic development plan 1961～66, Second Phase 1964 

～66, Gov’t of Thailand. 
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イニシアティブに任せる。（2）農業部門の開発に重点をく。（3）工業開発については1962

年奨励法の方針を堅持。（4）通貨価値安定。（5）大巾な外資導入。などの方針が今後も保

持される訳である。

従って，資金支出計画においても，運輸通信，衛生等，環境整備に重点が置かれて

おり，工業部門のシェアーはきわめてわずかである。また，国外かちの資金調達も前

期とほぼ同様の32%を期待している。（前期実績では35%)

さて， 以上述べた上うに，タイ政府は今後も前期と同じ基本方針に基ずいて開発計

画を進めて行こうとしている。 しかし，前期開発計画の実施の過程や結果において，

すでに貿易収支の悪化という問題が引起されていており，（6月号前文参照〉タイの工

業化に先導的な役割を果している奨励法についても， いくつかの批判や疑問が表明さ

れている。いま，諸新聞にあらわれたそれらの論点を整理してみると次のようにな

る（注1）。（1）輸入税減免，輸入制限，所得税などの特恵措置をうけた場合，経営者が安

易な経営を行うようになり，生産性向上のための努力を怠る上うになる。（2）政府はあ

る種の外国企業の進出にさいして， 同種の生産を行う他企業に対しては奨励法の新規

適用を認めないなど独占的な地位を与えることがあるがこれは消費者にとって不利で

ある。（3）外国の大企業がタイに工場を建設し，外国にある自家製品を部品で輸入し，

タイ工場の製品として売り出す方法が一般化して来ている。 この場合，上述のような

特恵待遇を与えればタイ国は高い原料を購入させられるばかりか，高価な品物を買わ

ざるを得なくなる。 これはタイ国民の犠牲において外国資本家の利益を増大している

ことになる。 ωしかも，これら外国系大企業は，特恵の期聞がすぎた後は工場をスク
ラップにして，自分の投資資金はこれをひきあげる危険がある。（5）外資企業の元利償

還のかたちで外国為替資金が消費される。 また，利益分自己の送金の形でタイ国内に蓄

積さるべき富が国外に持ち去られる。

輸入代替産業の発達一ーさて例の11業種の新規適用停止の理由は，これら業種につ

いては従来の奨励企業だけで近い将来内需をみたす， あるいは現にみたしているから

であるとされている。

ダイにはいまだ信頼できる工業統計は存在しない。そこで11業種のうち，比較的資

料の集りやすいものについて，輸入代替や自給程度を一応まとめてみることにしよう。

綿紡績工業一一カーウパニット紙（注2）に上れば， 1963年現在タイの紡績工業は次の

ような状態にあった。すなわち，奨励法適用をうけた工場が12あったが，そのうち 3

工場は機械を設備中で操業を開始していない。残りの9工場のうち6工場は生産した

綿糸を自社工場で織布しており，綿糸を市場に供給するものは3工場にすぎない。こ

の9工場で，大体内需の55%を供給している。
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主要工場数9(1963年現在操業中〉

I 59 1 60 I 61 I 62 I 63 1 64 1 65 

(1）綿糸輸入量 1. 6,4031 ι叫 3,748( I u問 I 

(2) 9工場の生産量l I 11 10,395) 14,4751 13,4931 I 

(3）国内需要量 （ （乱）（ I I rn,3021 22,6悶 28,4悶 （推定）
(4) 9工場の紡錘数i76,0001 I 92,616 111,556! 111,556 ! 200,000 

(5）必要紡錘数 I （推定）I I : 203,355お1,7ば3瓜臼4)
(6）綿花輸入量 I 2,0411 4,9231 s ,ss31 I I 

出所：（1）国連貿易統計年鑑1961.Import and Export of Thailand Dec' 1963, 

(2）〔タイ国情報ーカーウパニヅト祇， ’64.4.16.J, (3）〔同〕，（4）〔カーウパニッ

ト祇，’64.4.16.，同 11.11, 「タイの経済開発」アジア経済研究所， (5）〔カー

ウパニット紙，’64.4.16.J,(6）「タイの公企業」アジア経済研究所。

（注〉 単位（1),(2), (3), (6）はトン，（4), (5）は鐘。（乱）1964年1月末のもの。他の数

字がそれぞれ年末の保有数を示すものかどうかは明らかでない。なお，白紙の

部分については利用出来る資料がなかった。

綿紡績に関する統計第2表

質についてみるとその内訳は次のようになっている。

1962年 20～21番手 80.0% 

32番手 2.6% 

20番手 65.2% 

32番手 13.2% 

62年， 63年とも32番手以上， 40番手以下の綿糸生産量はきわめてわずかである。 63

年の生産量が少量ながら減少しているのは，上の数字にみられる通り，織物工場が細

ものを要求するようになり，紡績工場側が設備を改良せぬ限り，細ものの生産には余

計時間を要するためであると思われる。 20～26番手の太ものは輸入禁止， 26番～40番

手以下の綿糸の輸入は許可制となっている。最近では織物生産の膨脹に綿糸生産が追

いつけず，しばしば品不足が報ぜられている。政府側の見通しによれば， 1965年度の各

種工場の設備拡張により紡錘は20万錘に達し，国内需要の80%を供給し得る。また1962

年現在奨励法の適用をうけた工場の紡錘予定増加数は22万6200鍾であるという（注3）。

以上のことから，単に生産量の面から見るならば，綿布の自給が近いうちに達成され

るという政府の見通しはほぼ妥当ではないかと思われる。なお，中間報告書によると

原綿の供給はほとんど輸入に頼っている。

綿織物工業一一タイの綿布国内需要は大体2億6000万ヤーノレと推定されている。

れらからすると， 1961年現在ではまだ70%を輸入に依存していたことになる。また，

生産が急激にのびた1963年では大体50%以上を自給している。

ち目

、ー

1963年
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カーウパニット紙によれば， 国内の織物工場は小規模のものを含めて 360を数える

という。また1962年11月現在，奨励法適用を受けた工場の拡張予定は動力織機2314台

という（注4）。

最近日本系の相当大規模な化学繊維2工場が進出したこと， 1963年以後も奨励法適

用をうけた織物工場が相当あること， などを考慮すると政府の見通しはかなり根拠の

あるものかも知れない。

第3表綿織物に関する統計 工場数（小規模のものを含む） 360 

59 60 ! 61 62 1 63 1 64 

(1) 綿布輸入量 i 174 I 凶 156 I 山 r 1 

(Z) 国内生産量 1 70（推定）｜ I s1 I 109 I 145 I 

(3) 国内需要量！ I I i I 2日 I 
(4）動力織機 I3,745(a) i I f 4,356(b) I s,200 I 

(5）手織機台数l I I I I 20,0似推定）I 
出所：（1）上掲，「タイの公企業J。「カーウパニット祇，’64.2.27.J。（2）上掲「経済

計画中間報告」。カーウパニット紙，’64.7.29.。（3）ヵーワパニット紙。（4）上掲，

「タイの公営企業」。「タイの経済開発」。

（注〉 (1), (2), (3）の単位は 100万ヤール， 100万ヤーノレ以下四捨五入。（a)1659年

9月。（b)1962年11月。

タイヤ一一これまでに奨励法適用をうけたタイヤ工場はファイヤーストン社〈米国

系） 1社である。工場は1964.5.9.に完成した。従来の輸入統計によると， 60～63年

の平均タイヤ輸入量は30万本となっている。

ファイヤーストン社の当初の生産能力は18万本であるが，進出にさいしては奨励法

適用を同社以外に行わないという約束を政府とむすんでいたといわれる。（なお，タイ

ヤは64年9月20日から輸入許可制をとっている。〕従って，操業が開始されれば1社で

かなりの輸入代替を行うことになる。

輸入代替産業の特徴と効果ーーさて， 以上取上げた業種はいずれもかなりの輸入代

替の効果をあげている。綿布は59年から63年にかけて， 国内の生産量が増大するにつ

れて，輸入量は5000万ヤーノレ減少している。また，綿糸の輸入も59年に比較すれば減

少しているが，この方はすでにふれたような品質，品種の問題のために，一応停滞し

ている。タイヤはファイヤーストーン会社の操業が開始すれば，大幅に輸入が低下す

ることが予想される。このように業種によって多少の相違はあるにしても，輸入代替

の効果は相当あらわれてきているといってよかろう。

ところで，これら「輸入代替産業Jは次のような特徴をもっている。（1）加工段階の
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低いこと。自動車組立，金属製品，電気関係製品，薬品などの分野では半製品を輸入

し，タイの工場では組立，メッキ，包装などを行うだけにすぎない。（2）原料輸入。開

発計画のもっとも重要な目標のひとつは「国産原料を使用する工業の育成」であると

されている。たしかに8月号前文でみたように国産原料を使用する工業も奨励企業を

主体として大いに発展したのであるが，業種によっては，原料を輸入するものが多

い。すなわち，綿紡績，牛乳製品，小麦精粉， 石油精製などの業種ではその原料供給

を輸入に依存している。

以上の業種では綿紡績などを除いて輸入依存度のつよいこと， 前述のタイ新聞の論

難した諸点，依然として続く大巾な貿易収支の赤字などを考えあわせると，これら見

た目にははなぱなしい「輸入代替産業」は，現在のところそれ程外貨節約に役立つて

いないのではないかという疑いも持たれる。

従って，今後このような方向をつら貫こうとすれば，一次産品の輸出によって外貨

を獲得するということにとどまらず，輸出産業を如何にして確立するかということが

早急に解決をせまられる問と題して浮び上ってくるだろう。

（注1) たとえばサヤムニコン紙，’62.8.28.，’64.2.6.，パンコック・ワールド紙。

（注2) ヵーウパニット紙’‘64.4.16.,7.29., 11.11.。

（注3) 「タイの公企業」アジア経済所刊。

〈注4) 上掲，「タイの公企業J。
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1964年 10月 l日

V中共核実験について， Dowee大将一一一Dawee空軍大将は， 中共が近く核実験

を行うであろうとのニュースにつき，次のように語った。

中共が核実験を行いうるとしても，すぐには原爆を生産し得ないであろう。我

々は我々の同盟国と今後も緊密な協力関係を保ってゆくつもりであり，従って脅

威を感ずる必要はない。 (B. P. 10. 2.) 

vマレーシア政府代表団到着一一ラザク副首相を団長とするマレーシア政府代表

団がパンコックに到着。国境ゲリラ掃討問題につきタイ政府代表と会談する。

(B. P. 10. 1) 

Vタイの共産主義者は中共派一一犯罪調査局長PoteBekkanan警察少将は次の

ように語った。

1. 政府の取締り強化にともない，共産主義者の浸透，破壊活動は弱まってき

ている。

2. 中ソ対立の結果，タイ国内の共産主義活動が弱まるようなことはなかっ

た。タイ国の共産主義者は中共派である。 (B. P. 10. 1.) 

, Puey中央銀行総裁は12月に辞任一一Pueyグイ国中夫銀行総裁は次のように述

べた。

1. 6月及び7月と計2回スントーン蔵相に辞意を表明した。その結果今年の

12月いっぱいで中央銀行総裁を辞めることになった。

2. 私が辞任するのは，政府と意見が合わないためではないO，私は最近タマサ

ート大学経済学部長に任命されほか，租税監査委員会，関税委員会，投資委員会，

教育計画委員会その他少くとも12の政府関係委員会の委員でもある。教育はタイ

国の開発にとって重要でありタマサート大学経済学部長の重責を果すには少くと

も中央銀行総裁の重責から逃れたいと思う。 (B. w. 10. 1) 

Vタイ金輸入会社一一タイ金輸入会社の専務SuthichaiChinsuvapalaは次のよ

うに語った。

このほど9000オンスの金が到着， 6月から 9月までの輸入割当額を満した。会

社は1オンスにつき1.75ドルの輸入関税の他，金輸入独占権を与えられた代償と

して870万パーツを国庫に収めねばならない。 しかるに最近金の密輸入がさかん
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に行われ，金価格が下落，会社は苦境に立っている。 (B. P. 10. 2) 

Vゴム輸出状況一一農林省次官補Swa昭 Kulthongkamによると，ゴムの輸出状

況は次の通り。

今年度1月から 8月までのゴム輸出量は14万3887トンで，昨年同期の実績12万

6883トンを上回っている。

現在の価格キロ当り 8パーツが維持されるならば9月から12月までの問にさち

に約四万5000トンが輸出されよう。今年度のタイ国国内消費量は5000トン程度と

なろう。今年度日本むけのゴム輸出は昨年度に比べ50%程度増加，アメリカむけ

は60%程度減少する見込である。 (B. P. 10. 1) 

Vタピオカ輸出状況一一一外国貿易局長NamPoonwathuによると， 1月から 9

月までのタピオカ輸出状況は次の通り。

今年度1月から 9月までのタピオカミーノレの輸出は16万3491トンで昨年同期の

13万1570トンに比べ，増加。また同じくタピオカチップスの輸出は， 17万5000ト

ン，昨年度実績8万2752トンを大幅に上廻った。ヨーロッパ諸国のなかで、は西ド

イツむけの輸出が最大でタピオカミール11万9704トン， タピオカチップス 8万

3537トンである。 (B. P. 10.1) 

10月2日

’タノム首相発言一一タノム首相は次のように語った。

1. サリット前首相のもとで国庫から紛失した5～6億ノミーツの行方を調査す

るため臨時憲法17条を発動するつもりである。それが，問題解決への近道である

と思う。 2.Cポット開発相が政党結成を準備しているという報道があるがとの問

に対し）大いに歓迎するQ タイでは将来政党政治が行わねばならないと思う。私

個人について言えば来るべき選挙に出馬する意はなく，政党を結成しようとも思

わない。 (B. W. 10. 3) 

10月3日

Vタイ・マレーシア会談一一ータイ政府はタイ・マレーシア会談後要旨次のような

コミニュケを発表した。

両国政府は1959年の国境協定の枠内で今後も協力して国境共産ゲリラの掃討に

努力することに同意した。協力体制を整えるために2つの国境委員会を設立す

る。ひとつの委員会は国境地帯全体にわたる問題を扱い，もうひとつの委員は国

境地帯各地区の特殊問題を扱う。 (B. W. 10. 3) 
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Vポ・yト開発相発言ーーーポット開発相は次のように語った。恒久憲法が発布され

る日が近いが，タイ国民は政党の結成に関心を持つべきである。タイ国民が政党結

成に無関心のままでいるならば，外国の諸勢力がタイ国に政党を結成し，自国の利

益のためにそれらを利用することになろう。これはタイ国にとって危険なことであ

る。 (B. P. 10. 3) 

V政党結成問題一一ポット開発相は次のように語った。

「私が政党を結成しようとしているという報道があるが，これは誤報である。

私は以前，国民のすべてが政治に関心を持つべきである。と発言したことがあ

る。これが誤って伝えられたのだろう。」なお政界消息筋によると，現政府の閣僚

のうち政党結成の意図を表明したものはこれまでのところ皆無である。また，一

般政治家は，政府閣僚の動きを待って態度を表明するものと見られる。

くB.w. 10. 4) 

’民政移行の時期一一現在起草中の施行法の内容は次のようなものである。

憲法発布後90日後に総選挙を行う。選挙後60日めに上院及び下院の合同会議を

聞き，首相を選出する。この間150日のあいだ現政府がその権力を保持する。

(B. P. 10. 4) 

Vマレーシア市場向けタイ・メイズ増加一一ークアランプーノレ駐在員の報告として

貿易委員会は次のような発表を行った。

最近マレーシアの輸入業者はカンボジアの業者との問にメイズ4万トンの輸入

契約をむすんだ。カンボジア但ljはトンあたりのF.0. B.価格18ポンド13シリン

グで9～12月の聞に月 l万トンずつを引き渡すことになっている。これまでマレ

ーシアはその必要なメイズのほとんどをタイから輸入しており，カンボジアから

の輸入はほとんどなかった。カンボジア・メイズの輸出価格はタイ・メイズのそ

れより約1ポンド安く，質もタイのそれに劣らないといわれる。従って今後カン

ボジアがメイズ生産量をさらに増やすようなことなれば，タイのメイズはマレー

シア市場から駆逐されてしまう可能性が大きい。 (B. P. 10. 3) 

（注〉 過去6ヵ年におけるマレーシアのメイズ輸入量及びタイのシェアーは次の

通り。

総輸入量（トン） タイの輸出（トン）

1958 18,651 8,842 

1959 25,240 15,543 

1960 32,760 25,150 

1961 35,259 24,898 

1962 65,163 45,784 
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1963 72,283 50,360 

1964( 1～6月） 24,986 21,678 

カンボジアのマレーシアむけメイズ輸出は最も多かった1962年で2,199トソ，

1959～63年でみるとマレーシアの総輸入の 1%程度にすぎない。

(B. P. 10. 3) 

V観光業は重要な外貨収入源一ータイ国観光協会会長ChalennchaiCharuvastr 

は次のようにE苦った。

観光業は今や米，ゴム，メイズ，錫についで、5番めに重要な外貨の収入源とな

った。昨年一年間，外人観光客がタイに落した外貨は6億7900万パーツであり，

今年度は7億から 8億パーツ程度となろう。 (B. W. 10. 4, B. P. 10. 4.) 

10月4日

V政治活動発化の兆し一一サヤーヤムニコーン紙によると来年度の新恒久憲法発

布をひかえ，再び政治動が活発化する兆候が現れて来ている。ポット開発相は政党

結成の意図を否定しているが，開発相とタノム首相が協力して政党を組織する可能

性が強い。 この他前首相KhuangAbhaiwongの指導する民主党が再び結成される

かも知れない。また前国会議員の一部が政党結成の動きを示している。彼らは現在

のところ政治活動のための資金を持っていない，しかし各々の選挙区ではいぜんと

して人気を保っている。これら 2つのグループは政府が現在の戒厳令体制をゆるめ

れば，公然と活動を開始するだろう。 (B. W. 10. 5) 

V今や民政の時期， Phin元帥一一1947年11月8日のクーデターの指導者のひとり

Phin Chunhawan元帥は軍人が政治から手を引き，国政を民間人に任せる時期が

来たと思う，と語った。 (B. W. 10. 4) 

l ESSO石油資源探査申請一一非公式筋によると ESSOは開発省に対し南部地方

の石油資源探査許可を申請した。 (B. W. 10. 4) 

〈注） 従来までに政府は7件の石油資渡探査の許可を与えている。そのうち主な

ものにUnionOil Company （東北地方） Gas and Line Company （領海及び

海岸地方〉などがある。なお，タイ国内の石油資源探査に際しては年間2500ドル

の許可料を開発省に収めねばならない。 (B. W. 10. 4) 

10月5日

V蔵相発言，来年度予算について一一スントーン蔵相は次のように語った。

1. タイ国の外債は，他の東南アジア諸国のそれに比べればずっと少し多す

ぎるということはないと思う。来会計年度の外債に対する利子支払いは6億パー
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ツ，全予算のわずか6%にすぎない。しかもこれらの外債はすべて開発目的のた

めに使用されたのである。

2. 来会計年度における公務員臨時手当の支払いは4億1700万パーツに予定さ

れている。臨時手当支払い額がこのように大きいのは戒厳令がしかれている場合

危険手当てを公務員に支給する法律があるためである。戒厳令を解くか，あるい

は実際に危険な仕事にたずさわっている公務員だけに危険手当を支給するよう，

法律を改めるべきであると思う。 (B. P. 10. 6) 

' I. F. C. T. C工業金融公社〉一一1.I. F. C. T.は今年度1月から 9月までの聞

に10件の融資を行った。 10件のうちにはパーツの他ドル及び、マルクによる貸付けも

あり，それぞれの合計額は次の通りである。 1927万パーツ， 26万ドノレ， 162万4999マ

ルク。融資をうけた企業の主なものをあげると，鋼捧工場，家庭用電機製品組立工

場，タピオカ生産工場，倉庫業，ホテノレ，カポック工場，ケナフ工場である。

2. このうち 6月から 9月までに行われた融資は4件，融資額は70万パーツ，

162万4999マルク， 26万ドルで、ある。貸付を受けたのは ThaiMilk Products Co., 

Ltd. C加糖及び無糖練乳の生産）， Thai-American Steel Works Co., Ltd. （亜鉛び

き鋼管，黒色鋼管） Sahakul Panich Ltd. Portuership（カーボン紙及びびストロー〉

Tanin Industrial Co., Ltd. （ラジオ・テレビ組立）である。

3. このほか現在13件， 6052万2385パーツの融資申請があり，現在検討中である。

なお，利子率はパーツによる貸付のばあい9%，外貨による貸付のばあい8%とな

っている。 (B. P. 10. 5.) 

10月7日

曹クラ地狭運河建設計画は無期延期一一現在の国際情勢下においてはクラ地峡に

運河を建設することはタイ国にとって不利益であるうとの国家安全保障会議の決定

にもとずき，閣議は今後一切のクラ地峡運河建設計画を認めないことに決定し，ク

ラ運河会社（タイ，中，米，仏の出資により設立された）の調査許可申請を却下し

fこO (B. P. 10. 8.) 

Vラジオ放送局一一タノム首相によると，政府はタイ国内のすべてのラジオ放送

局を公報局の管轄下に置く案を検討中である。 (B. P. 10. 8.) 

V西ドイツの借款供与一一西ドイツ経済協力省筋によると，西ドイツ政府に対し

次の借款を与える用意があると言われる。

1. ナムポーン水力発電所建設のためO 4400万マルク又は1100万ドル。

2. 職業教育施設拡充のため若干。 (B. P. 10. 8) 
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V日本むけメイズ輸出好調一一外国貿易局長NamPoonwathuは次のように語っ

た。今年度の日本むけメイズ輸出は昨年度の実績を大巾に上まわるものと思われ

る。 1月から 8日までの問にタイは36万5055トン，.4億3500万パーツのメイズを日

本に輸出した。 1965年には日本はタイ・メイズを今年度よりトンあたり 1ポンド高

い価格で買い付けるという保証をしている。なお，最近ヨーロッパから相当大量の

発注があり，現在考慮中である。 (B. P. 10. 8.) 

V輸出業者の信用問題一一閣議は政策審議会に対し悪質な輸出業者の跳梁を防ぐ

ための対策について調査するよう命令した。なお，輸出奨励委員会は輸出商社の設

立を規制する法規をより厳重にすることを提案しているが，経済省は法規は従来ま

でのもので十分であるとし，より多くの輸出商品を政府の品質管理のもとにおくよ

う提案している。 (B. P. 10 . 8 . ) 

Vクラフト紙製造工場一一官辺筋によると閣議は KearnsInternatioual社のクラ

フト紙製造工場の設立を条件つきで認めた。設立許可の条件のひとつは同社がその

事業計画の中にクラフト紙製造用パルプ。を国内で得るよう植林その他の事業を含め

ることであると言われる。 (B. W. 10. 8.) 

V豚肉問題一一パンコック市長 ChamnanYuvaboonは次のように語った。

1. パンコク市はフ。ラパート内相所有のLivestockTrading Cooperation Co-

mpanyの株約600万パーツを買い取ることはできない。市にはそれだけの資金の

余裕がない。現在市はLTCの全株の85%を持っている。

2. パンコック市場における豚肉の価格は3ヵ月以内に下るものと思う。コー

ラート，ウポン，ナコーンパノム，サコーンナコンなどの諸県では多数の豚が飼

育されて居り， 3ヵ月以内にパンコック市場に出まわることになろう。

(B. P. 10. 7) 

Vセメン卜工場一一ラジオ・タイランドは工業省の発表として次のような報道を

行った。

現在タイには2つのセメント生産会社， SiamCement CompanyとIrrigation

Cement Companyがある。 SiamCement Companyは現在年間90万トンのセメ

ントを生産している他， 南部のナコーンスリタマラート県ThungSongに新工

場を建設する予定である。この新工場の年間生産能力は30万トン， 1965年から操

業を開始する。 IrrigationCement Companyの年間生産量は9万トンである。

現在のところ，国内の年間需要量は約100万トンで， ほぽ上記の2社で内需をみ

たしている。 l，かし，開発計画の進捗にともないセメントの消費量は次第に増加

し， 1966年には150万トンに達するものと予想される。国内生産能力は新工場を
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加えて120万トンであるから，将来セメント輸入の必要が生ずるかも知れない。

タイのセメントは質の良さと手ごろな価格のため近隣諸国で評判がよい。パン

コック市場におけるセメントの工場渡し価格はトンあたり 452～565パーツであ

る。今度に入ってからすでにラオス，カンボゾア，南ベトナムに8万2000トンを

輸出した。セメント輸出により年間5000万パーツ程度の外貨収入が期待で、きる。

最近フィリピンと月間2万トンを輸出する契約がまとまった。

(B. P. 10. 27., B. W. 10. 7.) 

10月9日

, USOMの辺境開発計画一一一USOMはこのほど共産主義の浸透を防ぐためのラ

オス国境付近辺境村の開発計両を完り丸来月から実行することに決めた。この開発

計画の対象となったのはウボン，ナコーンパノム，ノンカf，ロエイのの諸県で 1

県あたり450万ノミーツの費用が見込まれている。計画の主な内容はこれら諸県の辺

境村の生活水準を引き上げること，教育及び衛生知織の普及につとめること，政府

が他の地域と同じようにこの地域にも関心を持っていることを理解させること，な

どである。 (B. P. 10. 9.) 

Vパンコック Sriracha道路建設計画一ーポット開発相は次のように述べた。

1965年2～3月ごろ， パンコックから Srirachaに至る道路の建設を開始する。

全線を新に建設する訳ではなく，一部は旧道を利用，これを拡張・舗装するだけ

で済ます予定である。建設費用は4500万パーツと見込まれており，このうち1900

万パーツはアメリカ輸出入銀行から借入れることになっている。

(B. P. 10. 10. ,B. W. 10. 10.) 

V奨励法適用一一一投資委員会は次の2つの計画に対して奨励法適用を認めた。

1. 日本人KasuoOta氏の染色及びタオル製造工場。同工場はパンコック内

に24ヵ月以内に建設を完了，操業を開始する予定。

2. Southeast Industry Companyのカーパイド工場。生産能力年間180万キロ

同じく24ヵ月以内に操業開始の予定。なお， 以上の2工場は少くとも合計240人

以上のタイ人を雇用する。なお，奨励法を適用されるカーパイド工場はこれで2

つとなった。 (B. P. 10. 14.) 

10月 10日

V内務省の選挙権にかんする見解一一内務次官補KhunThan Runron大佐は次

のように語った。
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内務省は制憲議会に対し，有権者の資格を教育年限により制限するという条項

を除くように要請している。その理由は第ーに高年者についてはその教育年限を

調査するのが不可能であること，第二にもし小学年卒を必要な教育年限とすると

有権者は700万，年齢（20才〉により制限すれば有権者は1400万となりその差が

余りにも大きすぎるからである。 (B. P. 10. 10.) 

V大雨の被害一一ポット開発相は次のように語った。

最近の大雨のため北部，東北部，中央部で約60万ライ，全耕地面積の5%にあ

たる面積の水田が洪水におおわれた。このうち10万ライの水田からはすでに水が

引いている。一番被害のひどいアユタヤ県では15日ごろにならなければ水がひか

ないだろう。アユタヤ県では収穫の30～40%が失われることになろう。タイは毎

年洪水のため米の収穫の2～3%を失。ている。 (B. P. 10. 10.) 

T TTM Cタイ国タバコ専売公社〉一一TTMは次のような発表を行った。

1. 1964会計年度 (1963年10月1日～1964年9月30日〉の同公社の売上げは15

億1500万パーツ，純利益は4億パーツであった。最も売上げの多かった同公社販

売のプレンドは Kru暗 ThongとKrongTipである。今会計年度（10月1日～

1965年9月30日〉における売上げは15億6300万パーツ前後に増加する見込であ

る。

2.従来のクロントイ工場内に新工場を建設している。 この新工場の生産能力

は操業開始後しばらくの聞は 1日2000万本，その後1日3000万本にまで引き上げ

る。操業開始は55年6月の予定である。

3. 葉タパコの輸出は着実に増加している。最近日本から 2～300万キログラ

ムの発注があり，貿易収支赤字の解消に役立つものと期待している。この他ヨー

ロッパの葉タパコ市場をも調査中である。輸出需要が大きいので東北部および北

部で、葉タパコ栽培面積が増加するだろう。葉タパコ栽培は農民の収入増大に相当

貢献している。

4. 相当大量のタパコが密輸入されている模様で， TTMはかなりの損害をこ

うむっている。租税監査局がこの問題につき調査中である。 (B. P. 10. 12.) 

10月 12日

V世銀借款交渉団一一スントーン蔵相によるとタイ政府はメクロンヤイ河（Mek-

long Yai River）濯瓶計画のための借款2500万パーツについて世銀と交渉するため

Xujati副開発相を団長とする政府代表団をワシントンに派遣する。世銀は借款を与

えるものと期待される。なお，メクロンヤイ河濯計瓶画の中にはカンチャンブリ県

氏
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の2ヵ所，KhaoKwangとKaengRiangに貯水池を建設する計画が含まれている。

(B. P. 10. 13.) 

曹控訴院主任裁判官問題一一司法委員会委員長SanyaThamasakは次のように

語った。現在欠員となっている控訴院主任裁判官の人選についてピヤアッタカリ法

相と委員会側と意見が割れている。法相はKamthornPanthulardを推しているが

委員会は PrakobHutasinghを推している。近く法相と会見して意見の調整をはか

る予定である。 (B. P. 10. 14.) 

（注） 法相は控訴院主任裁判官を指命することができるが司法委員会の承認を得

なければならない。法相の指命した KamthornRatularbを委員会側が承認し

ないため，すでに半年近く主任裁判官のポストは空席となっている。

(B. P. 10. 20.) 

Vパンコック市予算一一一1965会計年度パンコック市予算が市議会第1読会を通過

した。予算総額は4億8900万パーツ，予算中最も大きな項目は道路の建設拡張のた

めの費用である。 (B. P. 10. 13.) 

v砂糖は値上りせず一一工業省は次のような発表を行ったO 最近4万袋にもおよ

ぶ砂糖が輸出された事実を根拠として砂糖の国内価格が近く上るであろうという報

道がさかんに行われている。しかしそのようなことはない。今年度中に国内消費用

として39万袋が供給される筈である。 (B. P. 10. 15.) 

10月 13日

Vシャーブ司令官到着一一シャープ米太平洋軍総司令官は14日から開始される第

21回SEATO軍事顧問会議に出席のためパンコックに到着した。 (B. P. 10. 14) 

V豚肉問題一一フ。ラパート内相は次のように語った。私は閣議に豚肉独占販売の

功罪についての18ページからなる調査書を提出した。私個人の見解としては豚肉独

占販売は廃止したほうがよいと思う。以前にも独占廃止の提案をしたことがあった

が，閣議で否決された。従って現在も内務省が豚肉供給についての責任を負ってい

るわけである。 (B. P. 10. 13) 

V豚肉独占販売廃止一一閣議はポット開発相の勧告にもずき次の決定を行った。

1. 近く LTCC (Livestock Trading Cooperation Company）による豚肉の独

占販売を廃止する。 2.独占販売を廃止する前に豚肉不足，豚肉価格の高騰，死

豚肉の市販を防止するため，何らかの対策を講ずる。 (B. P. 10. 14) 

10月 15日
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l SEATO軍事顧問定例会議ー一一SEATO軍事顧問定例会議閉幕に当ってシヤ｝プ

米太平洋軍司令官は次のように述べた。

1. 会議では純粋に軍事的な問題しか扱わなかった。会議は定例会議であり，

特に日立った問題はなかった。南ベトナムに対する援助増加の問題，インドネシ

ア・マレーシア紛争，インド洋米英協同墓地の問題などは議題にのぼらなかった。

SEATOの防衛計画を変更するようなととはなかった。 2.南ベトナムに対して

SEATOが軍事援助を行うことになった場合， SEATOは十分な機動力を持って

援助を行うことができょう。 (B. P. 10. 16., B. W. 10. 16) 

V洪水の被害一一農林省は最近の大雨一洪水による被害についてアユダヤ県及び

サラプリ県で調査を行い，次のようにその結果を発表した。

1. ザラプリ県。 5方6000ライの水田及び1万2000ライのメイズ畑が被害を受

け，その他家屋及び若干の建築物に被害があった。被害総額1500万パーツ。

2. アユタヤ県。洪水のため141方8474ライの水田が被害を受け， とのうち45

万1710ライの水田からは収穫不可能となった。被害総額9000方ノ守一ツ。

(B. P. 10. 15.) 

l Thai Milk Products Co., Ltd.－一一ThaiMilk Products Co, .Ltd.の会長Vanit

Bunratは次の上うに語った。

今日 IFCTとの聞に153万8500マルクの借入れ契約をむんだが， とればドイツ

からコンデンスミルク製造用の機械を輸入するためである。工場の操業開始は

1965年8月，タイ国の年間消費量のほぼ50%にあたる4800万缶を生産する。

(B. P. 10. 13., B. W. 10. 15) 

10月 16日

V中共核実験第一報の反応一一深夜，中共核実験のニュースにつき記者団の質問

に答えタノム首相は次のように語った。

まだ公式の報告は受取っていない。放射性降下物は無いであろう。今はそれだ

けしか言えない。 (B. W. 10. 16) 

10月17日

Vクレムリンの政変について，タノム首相ーータノム首相はソピエトの政変につ

いて次のように述べた。

ソビエトの外交政策に大きな変化はないと思う。ソピヱトは対中国政策につい

ても従来の態度を大きく変えるようなことはないだろう。中ソの和解がもし成立

- 63ー 一（195）ー



タイ

するならば，タイの立場は現在よりも困難なものとなろう。しかし，そのような

ことはないと思う。 (B. W. 10. 17) 

Vタノム首相はタイー米軍事協定発効（1950年10月17日〉以来14周年の記念式典

で演説し， 「タイ軍は米国との軍事相互援助協定の結果，いかなる外音防当ちの侵略

にも対抗し得る。Jと述ぺた。 (B. P. 10. 18) 

V放射性降下物の危険なし一一気象局長SanitVasaτajanadは次のように語っ

fこ。

気象局は原子力平和利用委員会と協力して観測・調査にあたっているが，中共

の核実験による放射性降下物の危険はない模様である。 (B. P. 10. 18) 

10月 17日

Vタナット外相辞意表明一一タナット外相はタノム首相に辞表を提出した。

（注） タナヅト外相が辞表を提出したのは1958年，サリット首相の要請により外

相に就任してからこれで 3度め。外相になる前は駐米大使。

(B. P. 10. 20) 

V政党結成の動き一一一恒久憲法の発布とともにいくつかの政党が結成される見込

であるが， 10月17日のタイ語紙Lakmuangは次の5人の指導する 5つの政党をあ

げている。同紙のあげる 5人の指導者とその略歴は次の通り。

(1) Pin Chunhawan元帥。 1947年， LuangThamrong Nawasawat内閣をク

ーデターで倒し，首相となる。

(2) Liang Jayakan。有名な法律家で政界ではよくその名を知られている。大

臣の経験が4度あり，プリディの庇護下に結成された人民党のリーダーをつとめ

fこ。

(3) ポット開発相。タノム首相も協力するものと思われる。

(4) Varokan Bancha0ピプン内閣の経済相。

(5) Khuang Aphaiwong。かつての民主党のリーダー。現在では実業家とし

て活躍している。 (B. P. 10. 17) 

10月 18日

' 11月10日からロンドンで国際錫会議が開催される予定で，タイからは鉱物資源

局長VijaSethabutを団長とする代表団が出席する。 (B. P. 10. 18) 

10月 19日

V周首相書簡一一一タノム首相は次のように語った。
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周恩来首相から今回の核実験についての書簡を受取った。書簡の中で周首相は

諸外国が核実験を行っている以上中共もまた自衛の必要上核実験を行わざるを得

ない，と述べている。

また，中共はすべての核兵器の使用に反対し，すべての核兵器の廃棄を提案す

る，とも述べている。この書簡の内容が信頼できるかどうかは時がたってみなけ

ればわからないと思う。 （核実験に成功した中共は東南アジアにおけるその侵略

活動を強化するのではないか，との問に対し〉周首相はまた，中共はいかなる国

に対しても侵略の意図を持たない，と述べている。 (B. W. 10. 20) 

Vソビエト大使，首相訪問一一ソビエト駐タイ大使アナトーリー・ニコライエフ

はタノム首相を訪問，ソビエト指導者の交代について説明し，ソビエトの外交政策

は不変である，と保証した。 (B. w. 10. 20) 

V再びソビエ卜の政変について，タノム首相一一タノム首相は次のように語った。

今回のソビエトの指導者の交代は，中共との和解のために行われたものである

かも知れない。そうであるとすればタイの将来への影響は大きく，困難な立場に

立つことが予想される。 (B. w. 10. 20) 

v控訴院主任裁判官問題一一司法委員会は控訴院主任裁判官任命問題の解決を閣

議に一任することに決定。なおピヤアタッカリ法相の秘書官は法相が辞表を提出し

たという噂を否定している。 (B. W. 10. 20) 

Vメイズ輸出について一一スントーン蔵相は次のように語った。

我が国のメイズの輸出は着実にのびている。昨年度1～9月までのメイズ輸出

は4億4000万パーツにすぎなかったが，今年度同期のそれは7億5000万パーツで

ある。現在のところ，メイズの大部分は日本に輸出されているが，これがいつま

で続くか非常に不安である。安定性のあるメイズ市場を開拓せねばならぬが，こ

のためにはメイズ輸出業者の協力がぜひとも必要である。しかし，現在のところ

メイズ輸出業者は無用な競争を行っている。 (B. P. 10. 21) 

, Asian Honda Company Ltd.-Honda Motor Companyは，東南アジアにおけ

る同社製品販売のためタイに販売会社AsianHonda Companyを説立することに

決定，すでに日本政府の許可をとり，タイ政府の許可を求めている。 AsianHonda 

Companyは資本金1000万パーツ， 11月中に営業開始， 月あたり 1万台の自動自転

車を販売する予定である。

また， “ホンダ”自動自転車の組立工場をも建設する予定で，すでに投資奨励法

の適用を認可されている。工場の資本金2000万ノミーツ， 日本側の出資はその60o/oで

円。
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ある。工場の能力は月間3000台。なお， AsianHonda Companyによるとこれまで

タイ国で販売された“ホンダ”自動自転車は5万台で，全自動自転車販売台数の60

%を占めるO (B. W. 10. 2, B. P. 10. 21) 

10月20日

Vタナ＂＇／ト外相，辞意を説明一一ータナット外相は次のように語った。

私が辞表を提出したことと，現在の国際情勢とは何の関係もない。私は長い間

外相のポストにあって，職務に疲れたからである。 (B. P. 10. 20) 

v首相タナット外相の慰留につとめる一一タノム首相は次のように語った。

私はタナット外相にそのポストに留るように要請し，外相の同意を得た。

(B. P. 10. 21) 

V錫価格一－パンコック市場における10月中の錫価格の動きは下の通り

10月1日 3380ノミーツ（ピク／レあたり〉

10月6日 3330 

10月10日 3450 

10月14日 3500 

10月15日 3480 

10月20日 3500 

10月26日 3460 (B. P.) 

10月21日

V新銀行設立の要なし一一タイ銀行業者協会代表は Puey中央銀行総裁とスント

ーン蔵相を訪問，次のような申入れを行った。

現在タイには外国系のものを含めて27の銀行があり，これらは国内に500以上

の支店を持っている。タイの経済にとってはこれだけ銀行があれば十分である。

最近2つのグループが銀行設立を企図しているが，無用な競争の危険を避けるた

め，政府は設立を許可しないことが望ましい。 (B. P. 10. 22) 

10月24日

vカンボジアと逮捕者交換一一消息筋によると，タイ政府とカンボジア政府は，

“近いうちに”それぞれの逮捕者を交換する。なお，この協定は国連事務総長特別

代表NilsGussingのあっせんによりまとまったものである。 (B. P. 10. 24) 

（注〉 「アジアの動向J，タイ 8月17日， 9月2日参照o

v選挙人名簿作成一一内務省は来るべき選挙に備えて20才以上でタイ国籍を有す
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るものの名簿を作るよう，各県庁に命令した。

なお，選挙法起草委員会は次の2点につき政府の早急な態度決定を待っていると

いわれる。

l. 教育年限により選挙権を制限するか否か。

2. 下院の議席数を固定するか，あるいは有権者の増加に応じてふやすようにす

るか。 (B. P. 10. 25) 

Vアメリ力むけ輸出ふ否わず一一一アメリカの官辺筋によると，今年度のアメリカ

のタイからの輸入は昨年に比べかなり減少している。昨年度1～8月までのタイか

らの輸入は2800万ドルに比べ今年度のそれはわずか1590万ドノレにすぎない。

(B. W. 10. 25) 

l 1963会計年度の財政一一大蔵省は，1963年度の財政につき次の数字を発表した。

l. 収入。 106億3100万パーツ。このうち10億0200万パーツは借入れ金である。

2.支出。 112億3500万ノ守｝ツで， 6億0400万パーツの赤字となった。 3.112億

3500万ノミーツのうち借入れ金の償還が5億0700万パーツ。経常の支出107億2800

万パーツ。 4.10億0200万パーツの借入れ金は利子8%の政府証券の売却によっ

たもの。上記のとおり 5億0700万パーツの償還を行ったから，借入れ金の純増加

額は4億5900万パーツ。 (B. P. 10. 24) 

JO月26日

V日本との貿易状況， 1964年前半期一ー貿易局の報告によると，今年度上半期に

おける日本との貿易状況は次の通りである。

{a) 輸入。昨年同期に比べ輸入総額は13%増加して21億7400万パーツ。特に増

加のいちじるしいのは機械機器及び輸送用機械で咋年同期に比べ32%の増加を示

している。

各品目についての輸入額，昨年同期に比べての増減額及び増減率は次の通りで

ある。単位は百万パーツ。

輸入総額 2,174 + 13 % 

工業製品 1,111 十64

鉄鋼 383 +75 

うち鉄板 207 

繊維及びその製品 415 

うち綿糸 188 -24 

うち合成繊維 227 +33 
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ゴム製品 63 + 3 

（主としてタイヤ，チューブ〉

金属製品 63 + 5 

機械類及び運搬用機器 756 +6% 

道路走行車輔 335 十82

電機機器 159 

農業用・工業用機械 136 

道路走行車車両のタイむけ輸出における日本のシェアは最近増加してきており，

この傾向は今後も続くものと思われる。

(b) 輸出。昨年より 3億2300万パーツ増加， 12億7500万パーツとなっている。

メイズとゴムののびがいちじるしく，両者あわせて昨年同期の輸出を 3億0500万

ノミーツ上まった。各品目についての輸出価額及び昨年同期に比べての増減額，輸

出量及び昨年同期に比べての増減額は次の通り。単位は百万パーツ及びトンO

輸出価額 輸出量

メイズ

ゴム

米

ハ

リ

A

斗

A
n
y

－i

口
H
U

ハ
リ

A
吐

q
J
q
h
M

1

4

1

 

8

2

 

ーよ

1
i

十

十

十

348,700 

39,999 

96,799 

十137,200

+ 16,032 

- 4,865 

ひまし 39 - 3 15,706 ー 2,094

ケナフ 38 ー 7 14,373 - 923 

タピオカ粉 35 + 35 40,990 + 40,990 

なお，日本がタイからタピオカ粉を輸入したのは今年度が始めてである。なお平

均輸出価格は次の通り。

1964年 1～6月 1963年 1～6月

メイズ トンあたり F.0. B. 1,175パーツ 1,082パーツ

ゴ ム グ 9,600パーツ 10,848パーツ

ひまし 2,483パーツ 2,359パーツ

(c) 貿易収支。貿易収支の赤字は約9億パーツで，昨年同期の赤字に比べ7%

減小している。 (B. P. 10. 26) 

10月27日

曹ソビエ卜新政府に祝電一一タノム首相は記者団の質問に答え，次のように語っ

た。

ソビエト政府新首脳に祝電を送った。ソビエト政府が従来の外交政策を続ける
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限り，タイの外交政策にも変更はない。 (B. W. 10. 28) 

V錫の放出についてアメリ力政府に抗議一一ー鉱物資源局長VijaSethabutは次の

ように言苦った。

開発省は錫戦略備蓄の放出についてアメリカ政府に抗議するよう外務省に要請

した。 アメリカのGSAは1965年3月四日までに 1万8000トンの錫を放出すると

言明しているが，これがために錫価格が下落する恐れがある。タイその他の錫輸

出国にとっては錫価格の下落はゆゆしき問題である。 (B. P. 10. 27) 

V共産主義容疑者の釈放一一サリット首相の時代に共産主義者の疑いで逮捕され

た3人の高僧が釈放された。 3人の氏名は次の通り。

Phra Kru Methi Varanuvut, Phra Maha Prapan Patasali, Phra Sohda Sa-

muek. (B. W. 10. 28) 

V豚肉問題一一豚肉問題につき閣議は次のような決定を行ヮた。 LTCCを閉鎖，

豚肉の供給・販売はパンコック市の管轄とする。

この決定は国家経済開発委員会の報告にもとずいて行われたものであるが，その

報告は次のようなものであったといわれる。

1. LTCCと行商人の聞に約200人の中間業者が居て法外な利潤を得ている。

屠殺場引き渡し価格キロあたり9.21パーツと，小売価格18～20パーツの差額のほ

とんどは，これら中開業者の得るところとなっている。

2.豚肉の供給・販売を完全に自由化すると，中国人商人がLTCCにかわり独

占的な地位を占めるようになる危険がある。

3. 豚肉の供給・販売を市の管轄とする場合，豚の引き渡し，市の供給する豚

肉の卸売りは民開業者に行わせる。しかし，できるだけ多くの小売商人が，中開

業者を経由せず直接市とむすびっくように努力すべきである。現在1800人の小売

商人がいるが，彼らのうち LTCCと直接むすびついているのは900人程度にすぎ

ない。

4. 市は豚肉の供給・販売からそれ程の利潤を得る必要はなく，従って従来よ

りも廉価で消費者に豚肉を供給することができょう。 (B. P. 10. 28) 

Vセメント不足はあり得ず一一SiamCement Co., Ltd.の重役V.M. Hemmin-

gsenは， 10月7日のラジオ・タイランドの報道について次のように述べた。

Siam Cement Co., Ltd.の2工場， Bangsue工場と TaLuang工場の年間生産

能力は80万トンであるが今年中に90万トンにまで増強する。 1966年には新工場を

も含めてSiamCement Co.の年間生産能力は130万トン， 1970年には160万トン
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となる予定である。一方， Irrigation Cement Co.は， その生産能力を20万トン

にまで近く増強するという。従って，将来国内でセメントが不足するようなこと

はあり得ない。 (B. P. 10. 27〕

Vタイの登録自動車数－FirestoneTire and Rubber Companyによると， 現

在登録されている自動車の数は約12方5000台， 1970年までには大体2倍近い24万台

に増加する見込である。 (B. W. 10. 27) 

10月28日

V西ドイツ政府からの借款一一タイ政府は西ドイツ政府は西ドイツ政府と次の2

つの借入れ契約を締結。

(1) 2300万マルク。電話網建説のため。（2)1300万マルク。ヤンヒ一発電所配電

網建設。この他，西ドイツ政府から近く次の2つの借款が得られる見込である。

(1）東北電力公社。 1150万マルク。（2)Krabiリグナイト公社。 1800万マルク。

(B. P. 10. 28) 

10月30日

V奨励法について，ポット開発相－ーポット開発相は次のように語った。

最近， 2' 3のタイ語紙が，奨励法は外国人投資家にのみ多大の利益をもたら

し，タイ人投資家に益するところが少い，との報道を行ったが，そのような事実

はない。投資額についてみると，外人企業による投資9500万パーツ，合弁企業に

よる投資12億ノミーツ，タイ人企業による投資12億7600万パーツとなっている。タ

イの経済発展にとって外国の技術と資本はある程度まで不可欠である。上述の報

道は根拠を持たない。 (B. P. 10. 11) 
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付録

タイ東北地方の家計調査結果と調査方法

ノミンコック・ワールド紙 10月28日

タイ東北地方は従来タイ王国の最も貧困な地域と見られて来た。そのため1962年に

施行され10月27日に結果の発表されたタイ中央統計局調査でコラート県ナコンラーチ

シマの一般世帯がパンコック及びトンブリ首都圏の世帯よりも収入が多いことは多く

の人々にとって意外と思われよう（編者注，疑義があるが原文のまま〉。その他の分野で

もパンコック， トンプリ地域は2位をしめている。一例として衣料費を見るとこの費

目の月額は東北地方の小都市で、は収入の14%にあたる 156パーツであるが， バンコッ

ク， トンブリでは収入の 9%に相当する 128パーツである。 これら 2種の数字は家計

調査を通じて確められた著しい例である， 但しこの特殊とも評すべき例にとらわれて

東北地方の一般世帯に於ける収入を不正確に評価することがあってはならない。

東北地方の世帯当り現金収入は平均月額1089パーツ， 平均年額1万3068パーツであ

る。 これに対して世帯当り支出の内訳は食費，住宅費，衣料費，その他が相合して

1058パーツ，贈答費と諸種負担金とが34パ｝ツ，税額が13パーツ，以上合計して1105

ノミーツと成る。併しこの支出額には少額の自家産米価額が含まれているため実際支出

額は8パーツだけ収入額を超過するに過ぎない。

東北農村の生活水準は統計調査結果に基き判断する限り著しく低位である。農家現

金収入平均月額はわずか249パーツである。 この之しい収入に対して支出月額は406パ

ーツに達する， したがって農家は98パーツと評価される貯蔵米を引出しなお収支計算

に於て62パーツの赤字と成っている。（編者注，収支が一致しないのは誤差2.8パーツの

ため〉

発表された家計調査結果には東北地方全域に関する平均数字は含まれていない， そ

の理由は「都市世帯と農村世帯とが収支の点で著しく不同なためであった。比較を最

も有効に行うとすれば家計調査表に現金収入とは別に非現金収入を各項にわたって設

けるべきであった。併しこの地域の所得水準を推定するために都市部と農村部の現金

収入と非現金収入が組合わされた。 この調査の結果に基くと 1人当り平均年収額は東

北地方全体としては910パーツ，都市部では2503パーツ，農村部では891パーツであ

った。農村収入の約43%は自家生産物又は自家採取物資と労賃とであった。」

以上掲げた家計調査結果に関して注目せねばならないことは1960年現在東北地方人

口構成が農村人口91.4%，都市人口 8.6%であったことである。
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世帯収入

東北地方都市部の被調査世帯を現金収入年額の多寡を基準として分類すると 1万

2000パーツ以下が69%, 1万2000パーツ乃至1万8000パーツが15%, 1万8000パーツ

以上が16%である。農村地帯で、は3000パーツ以下が7% 3000パーツ乃至1万パーツ

が19%, 1万2000パーツ以上が2%であった。

平均月収額が最高の世帯は技術職又は専門業に従事の給料生活者で， 彼等の月収額

は1376パーツである。販売業者を主とする自家業務に従事の世帯が取得する平均月収

は前者よりもやや少く， 1199パーツであった。家事使用人の世帯では平均月収は288

ノミーツであった。

世帯主が大学卒業者の世帯では月収は2570パーツで，世帯主が正規の教育を受けな

かった世帯の月収は874パーツであった。

以上述べた収入額の相違は農村部でも概して目立っているが世帯主の教育水準に関

するものは別としてそれ程大きくはない。

家計調査結果では下記の点が指摘された。

「都市部と農村部との最も著しい相違は世帯の収入と勤労家族員数との関係に認め

られる。都市部では勤労者の数が増えるに従って全世帯収入は増加している。勤労家

族が1人だけの場合は631パーツで，勤労家族が4人以上の場合は1706パーツである。

これに対し農村では多少逆の関係が認められる， もっともこれは単純な収入分類を行

っただけでは明白と成らない特殊な事情が存在するためで、あろう。併しそれにしても

勤労者の員数と世帯収入との聞に一般に存在する正の相関関係が農村に存在しないこ

とは明かである。 この奇異な現象の生ずる理由としては農村では特殊の収入源と無償

自家労力との存在することを指摘出来る。」

都市部でも現金収入平均月額ほ各都市ごとに著しく不同である。すなわち平均月収

額はナコンラーチシマでは1582パーツ，コンケーンでは1050パーツ，ウドンタニーは

1048パーツ，チャチュラットは1015パーツ，ムクダハン942パーツ，ワリンチャムラ

ブ845パーツ，タトーム 558パーツ，ケムラト 536パーツである。都市の規模と収入

水準との聞に高度の相関関係が存することは以上列記した都市別月収額が示す通り

で， なお又都市の収入水準と当該都市から首府までの交通の便の間にも相関関係が存

在するものと推定される。

世帯支出

東北地方都市部での生計費，贈答費，公租公課の世帯当り支出月額は平均して1105

ノミーツであった。 この支出月額の内訳は40%が食費と非酒精飲料費， 14%が衣料費，
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14%が住宅費と住宅維持費， 6%が医療保健費， 7%が交通費， 15%が教育費，娯楽

費，酒・煙草費及び雑費である。 この支出内訳をパンコック， トンプリなどの大都市

部の消費事情と比較した場合に認められる最大の相違点は衣料費である。つまりパン

コック， トンプリでは世帯当り衣料費は総収入の 9%に相当する 128パーツであるが

東北地方都市部で、衣料費が総収入で、占める割合はコンケーンでは19%(181パーツ〉，

ウドンタニーでは15%(167パーツ〉，ナコンラチシマでは 10%(145パーツ〉，ムクダ

ハーンでは 13%(125パーツ）である。

東北農村では低収入世帯の食費と（冠婚葬祭費，贈答費，負担金を一括した）雑費

とは支出面で大きな割合を占めている。高収入世帯では医療費，保健費，図書購入費，

教育費，交通費， i酉・煙草費の支出割合は多収入に比例して多くなっている。

生活様式

都市部の生活様式と農村での生活様式とを正確に比較するために自家生産物の価額

と自家労力とが家計調査を通じて調査された。 これらの調査事項は都市部では余り重

要でない，併し農村では自家生産又は無償取得の物資の価格は財及びサービスの総消

費額40%のに相当した。この価格を購入物資の価額及び雇傭労力費に加えると 288パ

ーツ乃至477パーツと成る。 この合計額の2分の lをやや超える分は世帯が飯米とし

て消費した貯蔵米の価格である。獣肉，魚肉，粛菜，その他自家生産食糧及は無償採

取食糧の価格は25%を占める。 これらの費目を支出費目として含む農村世帯支出の内

訳は飲食費47%，衣料費17%，住宅費 13%, その他生活必需品以外の物資の費用23

%と成る。

食糧消費

東北地方での1週間1人当り飯米平均消費量は都市部では2.7キログラム， 農村で

は3.6キログラムである。農村で消費される飯米の約75%は儒米である。都市部では

主として普通の精白米が消費され，飯米消費量の約60%は精白米である。

飯米以外の食糧の消費事情を見ると農村世帯での消費量は都市世帯での消費量より

も頗る少し鮮魚消費量の多いことだけが例外である。都市部での獣肉消費量（317グ

ラム〉と鳥肉消費量（101グラム〉とはパンコック，トンブリでの消費量とほぼ同一で

ある。果実（352グラム）の消費量はパンコック，トンブリに於ける消費量を上廻って

いるが，魚肉とその他の海産物（211グラム），競菜（441グラム），油脂（34グラム〉，

砂糖と砂糖菓子（37グラム〉の消費は少い。

東北地方都市部では白米，葱，ニンニク，鶏卵，薦糖，海老ペーストの価格はパン

コック， トンブリでの市価と大体同じである。獣肉，鳥肉，ラード，食用油，塩，パ
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ナナ，ココ郁子の価格はパンコック，トンブりに於ける市価よりも低い。しかし魚肉，

読菜， トワガラシ，果実，缶詰ミノレク， その他多数品目の価格はパンコック， トンブ

リでの価格よりも高い。

世帯構成

経済単位を構成すると見られる東北地方都市部世帯総数の中で約10%は独立の生計

を営んでおり，約45%は家族が6人以上の世帯である。農村ではただ1人だけで構成

の世帯は頗る少く，経済単位を成す世帯の中で54%は家族が6人以上の世帯である。

世帯当り平均家族員数は都市部では5.4人，農村では5.9人である。

農村の世帯主は都市部の世帯主よりも著しく老令であり， 正規の教育を受けなかっ

た世帯主又は就学期間が4年に充たない世帯主の割合は農村では95%，都市区域では

69%である。

住宅と敷地とを持つ者の割合は農村では95%，都市部では49%である。都市部では

35%は借家人， 16%は住宅所有者である。

東北地方都市部の世帯総数中ラジオのある世帯は約3分の 1を占め， テレビのある

世帯は 1%，レコードプレーヤのある世帯は2%，自転車のある世帯は45%, 自動車

のある世帯は4%，オートパイ又はスクーターのある世帯は4%である。 ミシンのあ

る世帯は22%，冷蔵庫のある世帯は極めて少い。

農村では世帯総数の2分のlが織機を持っている， しかしミシンのある世帯は5%

だけである。 自転車のある世帯は10%，ラジオのある世帯は5%で，その他都市部の

世帯が所有する諸他品目を所有する世帯は極めて少い。

農家の中約75%は水牛を飼育し， 27%は牛を飼育している。 80%は翠その他の農具

を持ち， 24%は牛車を持っている。

農村住宅の大半は一戸建で， 3分の 2以上は木造家屋， その他は竹，板金又はその

ほかの建築材で出来ている。屋根材の40%は板金又は瓦で， 60%は草葺きか屋根板葺

きである。農家の全部は生水を使用し，便所のある農家は10%だけである。これに対

して都市部では一戸建て家屋は全体の59%だけで， 29%はつづき家で， 10%は店舗の

内部又は上部にあり， 2%は居間，小舟，その他である3 家屋の90%は木造で，約4

分の3は板金葺きである。住宅の約3分の2は電化されており， 4分の 1には水道栓

がある。都市部の世帯中65%近くは池や水路から汲水し又は雨水を使用している。便

所の設備ある世帯は61%であるO

東北地方家計調査方法

東北地方家計調査結果の概要は以上述べた通りであるが， この調査は全国にわたっ
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て施行される広汎な家計調査の一環をなすものである。調査の主要目的は国民の生活

状況を知るため収入，支出，貯蓄の現況を全国にわたって調査研究するにある。 この

調査を通じて都市農村に於ける世帯の消費様式に関して重要な資料が確保されるもの

と期待される。 この資料は生計費指数の算定基礎として利用される予定である。

調査資料は1962～63年の2年間に蒐集されp 最初の年にはパンコック， トンブリの

首都圏に関する資料が蒐集され， 次年になってこれら二都市以外のタイ全域が調査さ

れた。東北地方については調査結果に季節差を盛り込むため調査をそれぞれ異なる時

期に数回施行した。予備調査と既存の利用可能な資料の範囲内で調査した後，一回の

調査に2ヵ月費した。最初の2週間は中央統計局員による調査員の訓練にあてられ，

調査監督者には調査の経験ある調査監督補助員1名が配属された。最初の月には標本

調査区域の住宅区劃一覧表が作成され， 標本調査世帯が選定された。次の月の前半に

は諸種調査項目に関する戸別調査が施行され， 後半には食糧の購入と消費とに関して

詳細な週間資料が蒐集された。

東北地方の調査とパンコック， トンブリでの調査とには同一人である10名の調査監

督者とその補助員とが従事した，各調査監督者は10名乃至14名の調査員を指揮し，各

調査員は約15世帯を担当して調査資料を蒐集した。調査員2名が1ヵ村を担当し， 1 

都市部を担当した調査員の数は担当区域の広狭に応じて1名乃至6名であった。

調査結果は調査監督者によって照合され， 綜合調査は中央統計局実地調査課によっ

て行われた。被調査世帯の選定は東北地方全域を最も正確に表示する代表世帯を選ぶ

ことを目的として三段層化抽出法を用いて行われた。

原資料 HouseholdExpenditure Survey B. E. 2505. 

National Statistical o伍ce.

0伍ceof the Prime Minister, Bangkok, Thailand. 
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1964年 11月2日

日 吾士
日，c.,

vラヴク輸出ーーグイ国ラック協会筋によると，インドは9～12月の問に2000ト

ンのラックをタイから買いつける予定であるが，この他，将来さらに3万トンを買

いつけるものと期待される。 〔B.P., 11. 2.〕

1 1月3日

V中共核実験，タイ国上空の大気には影響なし一一総理府スポークスマンAjsuek

Duangsawang大佐は次のように言明した。

調査の結果，中共核実験後，タイ国上空の放射性物質は極く微量増加しただけ

であり，従って放射性物質降下の危険はない。 〔B.W., 11. 3.〕

V控訴院主任裁判官後継者一一現在法相と司法委員会の間の意見の対立のためす

でに半年ちかく控訴院主任裁判官が欠員となっている。この問題の解決のため，お

よび将来同様の問題が起るのを防ぐため，閣議は控訴院主任裁判官任命権について

次のように法律を改正することに決めた。

主任裁判官が欠員となった場合，法相が後継者を指命し，司法委員会にはかる。

司法委員会が承認すれば，法相は主任裁判官を任命することができるO 不承認のば

あい，委員会は対立候補者を指命し，法相の承認を求めなければならない。委員側

の対立候補を法相が承認したばあい，その候補は主任裁判官に任命される。法相が

委員会側の対立候補を拒否したばあい，委員会は法相指命の候補と委員指命の候補

につき決戦投票を行い，決戦投票で過半数を得た候補を主任裁判官に任命する。

なお，この閣議決定はピヤ・アタッカソ法相自身の提案により行われたもので，

法相の司法委員会に対する譲歩とみられる。 〔B.P., 10. 4.〕

（注） アジアの動向10月号10月12日の記事を参照。

曹職業教育5カ年計画ー一一閣議はピン教育相を委員長とする委員会により起草さ

れた職業教育5ヵ年計画を承認した。その内容は次のようなものであるといわれる。

1. 39の職業教育学校， 4つの教員養成センタヘ 26の工場労働者訓練所， 9 

つの農業学校を拡充する。

2. 計画の総費用は9億8700万パーツで，このうち5億8180万パーツは国家予

算により，他は外国からの借款によりまかなう。 〔B.P., 11. 5.〕
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曹豚肉問題一一公報局長 Krit Punakanは，閣議は豚肉問題につき次のような決

定を下したと発表した。

1. 今後豚肉販売にかんしては，できるだけ中間商人を排除する方針でのぞむ。

ただし，市外の小売商人に豚肉を供給するためにある程度の数の中間商人は残し

ておしなお，現在中間商人の手を通して／卜売業者に供給される豚肉は全体。20

%程度である。

2. 中開業者を排除するため小売業者に対する統制を強化する。公認小売業者

が，他の小売業者に対し豚肉を転売することは禁止する。また，不当な小売価格

つりあげなど，投機的活動を行った小売業者は，公認を取り消す。

3. 屠殺を民間取引き業者の手で行わせるべきであるという意見があるが，こ

れはまだ時期尚早である。また， L.T. C.を解散し，豚肉供給販売を市の手で行

うべきであるとの提案について，パンコック市はこれを実現可能だとしている。

4. 4日から豚の価格はキロあたり15パーツとする。 〔B.W., 11. 4.〕

11月5日

Vジョンソン勝利を歓迎一一一米大統領選挙でジョンソン現大統領が勝利したとの

ニュースにつきタノム首相は次のように述べた。

1. ジョンソン現大統領の勝利は，タイにとってひじように喜ぶべきことであ

る。ジョンソン大統領は東南アジアにおける平和を守るという固い決意を示して

いる。また，まだ副大統領であった1961年5月にタイを訪問したことがあり『タ

イにも知人が多い。

2. アメリカのタイに対する援助・外交政策に大きな変化はないと思う。

〔B.W., 11. 5.J 

Vベトコンの米空軍基地奇襲についてーータノム首相は次のように述べた。

1. べトコンの米空軍基地奇襲について憂慮している。ベトコンは共産主義諸

国から全面的な支援を受けているものと思う。情勢がさらに悪化するかも知れな

いので，防衛のため適宜な“秘密の”措置をとった。

2. 全般的な情勢は静穏であるが，共産主義者の浸透及び反政府活動はいぜん

として行われている。

3. 周思来首相の訪ソは，中ソ関係の改善を示すものと考えている。中ソ両国

の和解成立は自由世界にとって，とくにタイ国にとっては重大な問題である。和

解が成立すれば，中共はタイ国への侵略活動を強化するだろう。

〔B.W., 11. 6., B. P., 11. 6.〕
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V対カンボジア関係改善の用意一一外務省スポークスマン＼Vongmahipは次のよ

うに語った。

1. タイ政府はすべての近隣諸国と友好的な関係にありたいと希望して居り，

カンボジアも例外ではない。もしラカンボジアがその敵対的な態度を改めるなら

ば，タイ政府にはカンボジアとの関係を改善する用意がある。

2. タイ政府はラオス問題について14ヵ国ジューネーブ会談を開催する案に反

対するものではないc 〔B.P., 11. 5.〕

Vひまし輸出一一一外国貿易局は，次のような発表を行った。日本ひまし協会と油

脂輸出入業協会によると， 1965年における日本のひまし輸入見込量は4万1000トン

で毎年3000トン程度ずつ増加してゆくものとみられる。従来日本はその需要するひ

ましの大部分をタイから輸入しており， 日本むけひまし輸出ののびが期待される。

CB. P., 11. 5.〕

（注） 日本のひまし輸入量と，タイのシェアは次の通り。

1961司三

1962年

1963年

1964年（ 1～6月）

輸入量（トン） タイのシェア（トン）

32,478 27,286 

35 103 33,162 

37,591 30,317 

18,386 15,455 

〔B.P., 11. 5.〕

V日本の自動車輸出，タイむけは第4位一一日本の業界筋によると， 1964年4月

～10月までの聞に日本は7万4411台， 9787万ドルの自動車を輸出した。相手国別輸

出台数をみると，オーストラリア，南ア，米国むけがもっとも多く各々 1万台前後，

次いでタイ，沖縄，メキシコ，インドネシアが多く，各々2000台前後となっている。

とB.W., 11. 5.〕

vソJt..ガムの輸出一一ナム外国貿易局長は次のように述べた。

1. 9月中のソルガム輸出は記録的な量に達した。普通月間輸出量は400トン

前後であるのに， 9月中の輸出は1415トン， 140万パーツであった。輸出先は次

の通りである。

日本

香港

マレーシア

1153トン

168トン

94トン

2. 今シーズンのソルガム収穫量は，前、ン｝ズンのそれより10倍も多い2万ト

ン程度となろう。すでにタイ国産ソノレガムに対してヨーロッパ諸国からも引き合

いが来ており，遠からずソノレガムはタイ国主要輸出品のひとつとなろう。
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3. タイ国で現在栽培されているソノレガムは主として白色種であるが，外国市

場ではむしろ赤色種が好まれている。タイ国でも次第に赤色種が栽培されるよう

になろう 3

11月6日

くB.P., 11. 6.: 

Vタイ・シルク輸出一一工業省次官補Sa-ardHongyonは次のようにのべた。

工業省はタイ国製シルク輸出促進のためいくつかの策を購じる予定である。タ

イ国製シルクは現在57ヵ国に輸出され，年々3000万ノξーツの外貨を稼いでいるc

輸出額はわずかであるが，タイ国の技術と文化を国外に宣伝するという点で，シ

ノレクは重要な輸出品である。 CB. W., 11. 7.: 

V製鉄工場設立に各国の関心一一開発省次官 BoonchanaAttakorによると，オ

ーストラリアラアメリカヲ西ドイツ，日本の業者がタイ国内に製鉄工場を設立する

計画に関心を持ってし、る。なお，最近の調査によると，ロエイ県には約1600万トン

の鉄鉱石が埋蔵されていると言われる。 :B. 1へん 11. 7.〕

Vクラフ卜紙製造工場， ThaiPaper Products Company－ーポット開発相は，次の

ように述べた。

1. 政府はHenryKearnsが中心となって進めているグラフト紙製造工場設立

計画に対して奨励法Aクラスの適用を認めることに決定したc 同工場に適用を認

めるため，法律を 1部改正する必要があり，改正案を近く制憲議会に提出する予

定である。

2. このクラフト紙製造会社の名称は ThaiPaper Products Company，クラ

フト紙生産では世界的に有名な米国の Parsons& "Whitemore of New York社

とタイ資本の合弁により設立される予定である。工場はタイ国ではもっとも大規

t実なもののひとつとなるだろう。
3. 新会社は工業用及び一般的な用途（セメント袋，絶縁用，包装用紙，紙袋〉

のためにクラフト紙を生産するが，これは従来国営の製紙工場の製品とは種類が

異る。従って新会社と，既存の製紙会社とが競合するようなことはないだろう。

なお，最近タイ国は年々 3億5000万パーツのクラフトを輸入しており，今後産業

の発達にともない需要はますます増加するだろう。

またラこの計画の中心的な推進者である Kearnsは次のように語った。

1. 新会社の資本金は2億4000万パーツであるが，借入などにより総投資額は

6億ノミーツとなる。なお，出資の過半はタイ側により行われる。奨励法適用証書

交付後3ヵ月以内に工場建設を開始するが，完成までには約3年を要する見込で
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ある。

2. 工場の生産能力はタクラフト紙日産100トンであるがタ これだけの能力を

発揮するのは操業開始l年後のことになろう。会社は，できるだけ国産原料を使

用するよう努力するが，将来クラフト紙製造に適したパルプ。を国内で、得るため，

適当な品種の植林をも行う予定である。 〔B‘P.,11. 6.〕

（注〕 Henr）ア Kearnstまアイゼンハワ一大統領在任中，米国商務省次官をつとめ

た人物。ファイヤストーン社のタイ国進出に際しでも中心的な役割を果したと

いわれる。 〔B.P., 11. 6.〕

1 1月7日

, Keαrns氏企業進出について一一元米国商務省次官 HenryKears氏は帰国に

際して次のように語った。

1. タイ国は，政治的にも経済的にも安定していて企業進出の好条件を備えて

いる。私は今後10年の聞に少くも50企業をタイ国に進出させたいと考えている。

2. 現在パンコック周辺の地価が高騰していること，また土地が細分されて多

数の地主が存在すること，この2つが工場設立の大きな障害となっている。そこ

で私はタイ国政府に政府と民間の協力事業として工場用地の造成を行うよう提案

しておいたっ私の計画では政府は主として土地の購入を行い，工場地に必要なサ

ービスの提供辻民間に行わせる。また適当な候補地としてパンコック周辺の94ヵ

所を指摘しておいた。 [B. P., 11. 8.〕

’陸軍ピッサヌローク織物工場一一タノム吉相は空路 Pitsanuloke県に到着，陸

軍 Pitsanuloke織物工場，道路，病院などの建築現場を視察した。 PitsanulokeI 

場は総工費1億5090万パーツの見込で，現在ほぽ90%まで完成しており， 12月には

試験操業が行われるという。建設は主として日本の技術者に行われている。

CB. W., 11. 8.〕

11月8日

, Thai steel pipe industry一一一Thaisteel pipe industryは1965年 1月より生産開

始，製品は3月より市場に出まわる予定である。なお同会社の資本金は1200万パー

ツ，日本の住友金属株式会社とタイ資本の合弁で，生産能力は年間8000トン。社長

はLuangSudhisarn Ronakorn大将。

また，両社専務 YamamotoHisanagaは次のように語った。

1. 当社がここに工場を建設したのはタイ国が東南アジアの中心に位置し， 日

本と友好的な関係にあるためである。 2. Thai steel pipe industryはその使府
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する鉄鉱石の40%，屑鉄の20%ヲ j宝石の50%を東南アジアで調達するc

CB. P., 11. s.: 
11月9日

V中ソ対立について，タナヴ卜外相－ータナット外相は次のように語った。イデ

オロギ一面における中ソ和解が成立するとは思えない。何故な己ばソビ、エトは平和

共存が可能であると考えており，中共は革命と戦争が避け費乱、と考えている。どち

らも自己の立場を譲ることはないだろう。 :B. P., 11. 10.: 

v陸軍警戒体制に入る一一フコラパート内相は次のように語った＝

1. タイ政府は陸軍に対し警戒体制をとるように命令した二これ；土国の内外に

おいてF侵略及び破壊活動が設化し始めたため，非常事態二そなえて行ったもので

ある。近隣諸国では共産主義者の侵略活動が強主って来たし‘国内では煽動的な

活動が行われている。ピラの配布の他デモを行うよう煽動が行われた事実がある亡

また奥地住民に対しパンコックにむけ代表団を派遣するよう教唆した者がいる。

2. これらの煽動を行っているの辻“平和と秩序門を嫌い‘手I］己的な利益のた

め政治的な影響力を得たいと願う一派の人々であるc 政府（主従来寛大な態度をと

り，彼らに対して警告を行うのみにとどまった。しかしもし情勢がこれ以上悪

化するならば，鎮圧のため思い切った措置をとる用意があるτ

3. （これらの人々は共産主義者であるか，あるいは政治家であるか， との聞

に対し〉両者である。 〔B.P., 11. 10., B. W., 11. 10.: 
l 10月中のジュート市場一一一貿易局；土10月中のジュート輸出について次のように

発表した。

10月に入ってからジュートの価格は一時A級でトンあたJ87ポンドラ B級で82

ポンドに高騰したが，その後，それぞれ82ポンドと77,_五ンドに下落した。この価

格はパキスタン産ジュートの価格よりはるかに低くラこれ以上下落することはあ

るまいと思われる。従って業者はジュートの輸出を手控えており， 10月中第一週

を除いてほとんどジュートの輸出は行われなかった。 CB. P., 11. 10.: 

V新設工場数一一工業省の発表によると，今年度9月中だけで工業省は266の工

場新設を認めた。これら工場の投資合計額は2300万パーツである＝特に重要なのは

次の4工場で，すべてパンコックに建設されることになっている二

(1）合成識維工場（500万パーツ）， (2）自動車用バッテリー工場（600万パーツ〉，

(3）化粧品工場（200万パーツλい）プラスチック工場（120]Jパーツ〉。

11月 10日
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V国連事務総長代表わ引き揚げ一一ウ・タント国連事務総長はタイ・カンボジア

関係調整のため1963年 1月から両国に派遣してヤた NilsGussingを団長とする特

別代表団を1964年12月31日までで引き上げさせると発表した。理由は特別代表団が

これ以上両国に滞在しでも両国関係改善に何らの効果も期待できなくなったからで

あるという。 〔UPI-B.P., 11. 11.〕

V警察局の警告一一一警察局はデモの組織と陳情団の中央への派遣に対してきびし

ヤ警告を発した。その内容は次のようなものである。

1. タイ国はいぜんとして戒厳令下にあり，今後デモの組織，陳情団の派遣な

どの行為は違法行為としてきびしく罰せられることになろう。

2. 地方の住民は適当な政府出先機関を通してその不満を中央政府に伝えるべ

きであり，陳情団を直接派遣するなどの行為は慎しむべきである。

3. これらの行為に対して政府がきびしい態度でのぞむのは，これらの行為が

第3の政治的グループにより利用される危険が大きいからである。

なおフ 最近 PathumwanEngineering Schoolの学生が教員人事の不満からデモ

を行った事実がある。また同じく最近， プラチンブリー県 Srimahapoteの住民が

ギャング討伐の件で、政府に陳情を行っている他，ナコーンパノム県から減税陳情団

がパンコックに来た例などがある。 〔B.P., 11. 11, 13.〕

曹クーデターの報道について一一公報局長 Krit Punnakan中将は次のように述

"--Iこ円

タイではクーデターが近いという報道を行った外電があるが，私は何も聞いて

、、ない。もしクーダターが実際に計画されてし、るとすれば、それは極秘裡に行わ

れる筈である。 〔B.W., 11. 11.〕

V国境ーパンコック電話線一一閣議は内務省の北部，東北部国境地帯ーパンコッ

ク間電話線建設計画に対して原則的な同意を与えた。この電話線は近隣諸国の情勢

不安定のおりから，内務省その他政府出先機関と中央機関との連絡のため使用され

る。内務省の当初の計画では，建設のため 3億3000万パーツの予算を使用する筈で

あったが，閣議は電話公社の電話網を一部利用することにより，建設費用を削減す

るよう指示した。 〔B.P., 11. 11.〕

V豚肉問題一一－NEDB筋によると，豚肉問題の最近の動向は次の通りである。

1. 政府は，豚肉問題調査のための委員会を近く任命する予定である。委員会

は署殺場への豚供給，及び正当な値段での豚肉販売を長期にわたって保証するた

めの方策につき研究する。
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2. 屠殺用の豚の供給量には4年を周期とする波形の変動がある。委員会は豚

飼育農家数を調査し、この供給量の変動をなくすべく協同組合を利用することを

考えている。なお，農家；土ふつう子豚の誕生後9～12ヵ月で屠殺場にひきわたす

という。

3. 公認小売商人たちは最近従来よりも 3パーツ安い15パーツで豚肉を消費者

に供給するようになった。 〔B.P., 11. 10.: 

11月 12日

V政党結成について，ブラ，，－ト内相一一プラパート内相は次のように述べた。

政党結成が恒久憲法発布以前にも可能となるよう，革命団布告8号及び13号を

撤廃すべきであるとの主張が一部で行われている。政府i土必要の無くな勺，三布告

はいつでも撤廃する弔意があるが， しかし8号及び13号は現時下におし・ても必要

であると考えている。 〔B.w.‘11. 13.J 

V共産主義者容疑の書籍商に判決一一パンコック軍事法廷はもと書籍商 Parn

Sarnlinに対し容共的な書籍（中国語）を配布したかどで6ヵ年の禁固を言い渡し

た。然し ParnSarnlinが逮捕されたのは1958年11月で，以来すでに6年以上経過

しているため‘この書籍商は判決後ただちに釈放された。 くB.W., 11. 13.〕

11月 13日

Vカンボジアに中共軍駐留か一一タノム首相は次のように語った。

カンボジアに中共軍が駐留しているという報道がたびたび、行われているうカン

ボジア政府はこれを否定しているが，真疑について現在調査中で、ある。

〔B.P., 11. 14.J 

V合同開発機動隊の成果一ータノム首相は次のように語った。

これまで合同機動開発隊8部隊を辺境村に派遣したが，その成果は満足すべき

ものであった。さらに 3部隊をウボンその他辺境地区に派遣する予定である。

〔B.P., 11. 14.J 

’国防省 Banchak精油所一一軍関係燃料局長 ChitSunthanon中将は次のように

言寄った。

1. 国防省所有の Bangchak精油所の賃貸について，かねて入札を行って来た

が，この問題を扱っている政府委員会は US.Summit Corporationに賃貸するよ

う，政府に答申することに決定した。

2. Esso, Shell, Time Oil, Mobil oil, US. Summitの5社が入札に応じたが，
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US. Summit Corporationの条件がほぼ政府側の意向と一致するため，今回の決

定となったものである。

3. 賃貸条件は次のようなものである。

賃貸料は6億1000万パーツで，最初の5年の間に4億ノミーツ，その後10年の

間に2億1000万パーツの分割払いを行う。賃貸期間は15年でタ期限満了後“稼

動可能な状態”で返却する。製品はまず国防省燃料公社に優先的に供給し，剰

余を市販する。国防省に製品を供給する場合，その価格は市販同種製品のうち

最低の価格と同じでなければならない。

4. なお， Bangchak製油所の精製能力は日産5000バレノレで， 日産1万5000バ

レルまで拡張可能である。 〔B.P., 11. 13.〕

11月 15日

, Tanin Industrial Co.-Tanin Industrial Co.がかねてパンコック市郊外 Soi

Udomakに建設中であったラジオ・テレビ及同部品組立工場がこのほど完成し，そ

の開所式が行われたコ式に出席したポット開発相は次のように述ペた。

現在国内には25万台のテレピがある。 1963年だけでもラジオ及びテレビの輸入

は1億6000万パーツラ全輸入の 1.2%にも達した。同工場の完成により相当の外

貨が節約されるものと期待する。

また，同社社長 UdomVithya Sirinanは次のように述べた。

l. 同社の登録資本金は300万ノミーツであるが，このほか運転資金300万パーツ

とIF. C. T.からの借入れ金200万パーツがある。なお， I.F. C. T.から借入

れを受けたのは同社が最初である。外国資本は含れていない。

2. 新工場の規模は次のようなものである。敷地面積13.5ライ。工員320人，

うち女子230人。生産能力，ラジオ日産600台，あるいは年産18万台。さらに近い

将来年間1万台のテレビを生産する。

3. もし需要がのび，政府が奨励措置を続けてくれるならば，将来年間生産能

力を50万台にまで、拡張したいと考えているつまた，現在のところラジオ部品のう

ち同工場で生産できるのは85%にすぎず，残余は輸入せねばならないが，将来は

100%同工場で生産したいと考えている。 〔B.P., 11. 17., B. W., 11. 12.〕

11月16日

vソ連富lj外相訪タイーータイ政府の招きによりタイ政府要人との会談のため，ソ

連副外相ニコライ・フィリューピンがパンコックに到着，次のように語ったこ
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1. 私はソ連とタイ国の関係を今よりさらに改善できるものと信じている。ソ

連にはタイ国との貿易を拡大する用意があるc

2. （南ベトナムでの戦争が北ベトナムにも拡大する恐れがあるが，との質問

に対し〉そのようなことになれば世界戦争が勃発するだろうコ東南アジア情勢の

弐行きは東南アジア諸国自身の決定に懸っているc これら諸国は外部の干渉を排

Lて自分自身の手で自己の運命を決すべきであるz

3. タイ政府要人と話合う問題は別に決っていなし、＝ CB. W., 11. 17.J 

Vサリッ卜前首栢遺産問題最終報告書 サリット前首相遺産問題を検討してき

た特別委員会は，タノム首相に最終報告書を提出した。同報告書によると，サリッ

ト前首相が国庫から不正に着目反した金額はその利子を加えて6億2760～70万パーツ

であるとさjもている。 CB. ¥V., 11. 17., B. W., 11. 19〕

v共産主義容疑者の釈放一－1961年以来拘禁されていた26人の共産主義容疑者が

ダノム首相の命令により釈放された。彼らはすべて以前 KrongChandawongのグ

ループに所属していた。 CB. W., 11. 17.J 

C主） Krong Chandawong。サコーンナコン県選出の匡会議員，サリット前首相

心憲法17条による命令で銃殺された。 B W., 11. 17.J 

V道路建設技術センター，日本の援助 日本政府；土、タイ国に対する技術経済

協力の一環として，道路建設資材・技術訓練センターを同国に設置すること決めて

いたが，このほどこの計画のための協定が両国政府の問で調印された。

この訓練センターはタイ南部のソンクラ市に来年早々完成しァソンクラーナタウ

イ問64キロの道路建設のための技術訓棟を行なうものであるc

日本側はセンター約1億5000万円相当の道路建設用機械設備を供与するとともに

10人の技術専門家を 3年間派遣する。

なお，パンコック・ポスト紙によると， 日本の提供ナる技術者及び資材の合計額

は2200万パーツ。 ；毎日（タ） 11. 16日 B.P., 11. 16.: 

1 1月 17日

vソ連副外相，タイ政府要人と会談一一ソ連副外相ニコライ・フィリューピンは

ダノム首相，タナット外相らと会談した。会談のひとつの主題はソ連の国連分担金

未払い問題であったといわれる。またラジオ・タイランドによると，同副首相はタ

ノム首相にミコヤン最高幹部会議長，ブレジネフ第一書記からのメッセージを手渡

した3

なお，タイ政府は，分担金問題をめぐる米ソの衝突はできるだけ避けたい意向で
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あるといわれる。 CB. w., 11. 1s.: 

Vタイは中共国連加盟に反対一一タノム首相は次のように語った。

ソ連副外相とは中共の核実験などについても話合った。中共の国連加盟問題に

対するタイ政府の態度は従来通孔加盟反対である。 〔B.W づ 11.17.] 

Vベトナム避難民送還再開一一四1awinSunthornsarathoon内務次官補によると，

北ベトナム政府は8月以来アメリカ軍の空襲による危険を理由にタイ国から送還さ

れるベトナム避難民の受け入れを拒否していたがラこのほど65年1月から受け入れ

を開始することに同意した。 〔B.P., 11. 17.J 

（注〉 タイ国東北部にはいまだに約3万人の北ベトナム；E難民が残留していると

いわれる。タイ政府は彼らはすべて共産主義者であり晴 タイ国の安全に好まし

くないとの観点から早期送還を希望しているc CB. Pづ 11.11.J 

Vタイー力ンポジア国境附近の住民一一一パンコック・ポスト祇の記者が視察した

ところによると，タイとカンボジアとの聞には国交関係、がないにもかかわらず，両

国国境附近の住民の間には親密な関係がみられるc 両国官憲の黙認のもとに両国の

住民は自由に国境を往来し，商品の売買を行っている。カンボジア通貨のリエノレの

価値が不安定なので，交易にはパーツが好んで用いられるc ただ、し，正常な貿易は

許されていないので，商品の売買は顔見知りのタイ人とカンボジア人との聞で行わ

れる。タイ,filljからカンボジア担!Jに流れる物資はプラスチック裂品ラ薬品などで，カ

ンボジア担ljかちは酒類，香料，タパコ，魚ラオレンジなどである。官憲筋によると

この他中共からカンボジアを経由してラーににんにく，すし、か種などがフ同じく

インドから麻袋が流れ込んで来ている。密輸麻袋はタイ国産のものよりほぼ1パー

ツ安い。

カンボ、ジア政府はカンボジア国内でタイ国の公務員を捕えたものには 1万リエノレ

の賞金を与えると声明しており，ふつうの住民とことなり公務員だけは決して国境

を越えない。 〔B.P., 11. 17.: 

V才入，見込よりも増加， 1964会計年度一ータノム首相によるとラ 1964会計年度

中の才入は96！定2900万パーツに達し，当初の見込91億ノミーツより 5億2900万パーツ

も多かった。 〔B.w., 11. 18.〕
（注） これは主として輸出入関税収入の増大によりもたらされた。輸出入関税収

入は見込よりも 3億パーツ多かった。 〔B.P., 10. 19.J 

V砂糖税引上げず一一一内務省は砂糖輸出補助金増額のためラ砂糖税を現行のキロ

あたり50サタンから80サタンに引き上げることを提案ラ閣議にはかったが，このほ

ど閣議はこの提案を否決した。税の引き上げにより砂糖が値上りする恐れがあるた
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めであるといわれる。 [B. p吋 11.1s.: 

11月 18日

V逮捕者交換－：：：： イ政府とカンボジア政府はそれぞれの逮捕者を交換した。

CB. P. 11. 19.'c 

V閣議， 17条発動を承認一一閣議は特別会議を開き，全会一致でサリット前首相

遺産問題につきタソム首相が憲法17条を発動することを認めた。これによりタノム

首相は裁判の結果を待つことなく，サリット前首相の遺産中同首相が国庫より不正

着服したといわれる 6億2700万パーツを早急に接収するよう命令することができ

る。なお， 17条発動承認とともに，閣議はピヤアタッカリ法相を委員長とする首相

命令起草委員会を任命したコ 〔B.P., 11. 18.‘B. W., 11. 19. 〕

V豚肉問題一一一内務省次官補 ThawinSunthornsarathoonは次のように語った。

1. 閣議の決定にもとずき， LTCCは近く解散，パンコック市及びトンブリ市

がこれに代って5志向の供給販売を行う。

2. すでに公認小売商は豚肉価格をキロあたり15パーツに引き下げた。非公認

小売商にも現在のキロ当り18パーツから17パーツまで引き下げるよう要求してい

る。 :B. P., 11. 18.' 

11月 198 

Vタイ・カンボジア関係について，タノム首相一一一タノム首相は次のように語っ

f二。

カンボジア国民は一般にタイ国との関係改善を望んでいると思う。また，カン

ボジアが米国との関係を改善する可能性もあると思う。 〔B.P., 11. 20.J 

Vタイ・カンボジア関係についてうタナット外相一一タナット外相は次のように

語った。

もしカンボジアがタイに対して誠意と善意を示し，タイとの外交関係復活を望

むならば，タイ政府はこれに応ずる用意がある。しかし，今のところそのような

徴候はない。ソ連副外相と会談したさいソ連の対カンボジア武器援助は話題にの

ぼらなかった3 CB. W., 11. 20.: 

V奨励法適用企業一一投資委員会は次の5つの企業新設または拡張計画に対し奨

励法適用を認めたc

(1) Chalermphan Srivikorn氏のホテル新設。 120室。（2)Chantapa 'Industry 

Co.のラジオ部品工場新設。（3)National Thai Companyの工場拡張。トランジ
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スター用乾電池の900万個増産。（4）ノξクナムに建設予定の金属板（metalsheet）年

産7200トンの工場。（5）外国系薬品会社工場。建設地未定c 〔B.W., 11. 21〕

V工業技術研究所一一タイ政府はその経済開発計画の1部として応用科学の研究

を行うことを定めているが，このほど工業技術研究所の設立に着手した。この研究

所はタイ国の自然資源をより効果的に開発することを目的とする応用科学の研究を

行う。応用科学調査研究公社（theApplied Scientific Corporation）の管轄下にお

かれ，今後5ヵ年の運営費として政府予算から 216万7000ドルラ 国連特別基金より

84万6300ドルが与えられる。この研究所の活動はすでに同じく国連特別基金の支援

のもとに設立された経営開発及び生産性センターの活動に対して補完的な役割を果

すものとなろう。 〔B.P., 11. 19.〕

（注〉 The Applied Scientific Research Corporation ; 1963年，政府により創立

され，国家予算により運営されているc その任務は国内の科学調査研究活動の

総合調整，長助奨励，技術者養成，データの集積などにある。政府の計画によ

ると， この公社の管轄下に 3つの研究所を設立することになっている。その3

っとは上記の工業技術研究所（TechnologicalResearch Institute），農業研究所

(Agricultural Research Ins ti tu te），食品科学研究所（FoodSciences Research 

Institute）である。その他，種々の技術その他にかんするインフォメーション・

センターラたとえば文献センター（NationalDocumentation Center）.などを設

立する予定である。公社理事長は PhyaSalvidhan Nides中将。

〔B.P., 11. 19.J 

11月20日

" fナリット前首相遺産を接収， 17条発動一一一閣議は特別会議を開き，サリット前

首相遺産接収にかんする憲法17条による首相命令を承認したc この命令により，サ

リット前首相の遺産及び未亡人 ThanpyingVichitraの資産から前首相が国庫より

不正着服したことが確認されている 4億3370パーツにその利子を加え5億7430万パ

｝ツが国庫に接収される。

なお，ピヤアタッカリ法相によると，接収される資産の額が16日に提出された最

終報告のそれと異るのは利子計算の方法を複利計算から単利計算に変更したためで

あるという。 〔B.W., 11. 20., 11. 21.〕

（注） 故サリット前首相と Vichitra夫人は， マッチ工場ヲ建設会社，銀行，保

険，映画劇場，醸造工場，自動車販売会社に至るまで30以上の事業に関係して

いるほか，多数の銀行に莫大な預金がある。これらの預金は，接収のやり方に

よっては各銀行を倒産の危険にさらす程の額であるという。〔B.W., 11. 20.〕

V遅くとも1965年中に選挙，内相一一フ。ラパート内相はタマサート大学で演説し，
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次のように述べた。

私は1957年と1958年3月と 2度選挙を監督する立場にあったが， 1958年の選挙

はいささかの汚点もない公正なものであったと思う。遅くとも1965年中に選挙が

行われることになろうが，公正な選挙であるよう全力をあげて努力するつもりで

ある。 :B. W., 11. 20.: 

l ITCの決定に対するタイ国業者の反応一ータイ国の錫関係業者は，今回の国際

スズ委員会（ITC）の決定を大いに歓迎している。今回新に定められた最低価格は，

錫採掘業者に投資の安全を保証するに十分だからである。 :B. P., 11. 20.: 

（注〉 ITC は 11月13～14日まで第 16回めの会議を開いて次のような決定を行っ

た。

1. 1963年12月5日（二定めらfLた最高価格トンあたり1000ポンド，最低価格850

ポンドを各々1200ポンドラ 1000ポンドに引き上け、る。

2. 現在の錫の供給不足にかんがみラ生産増加対策を検討する常設委員会を設

る。 :B. P., 11. 20._ 

11月23E:1 

Vタナット外相訪韓ーータナット外相は韓国政府との会談のため京城にむけ出

発。会談後国連総会に出席の予定。 :B. W. 11. 24.: 

11月24日

V メイズ価格急騰 ナム外国貿易局長は次のように語った。

1. 11月中旬以後，国内市場のメイズの価格が急激に上昇した。 11月前半にお

けるメイズの平均価格はピクルあたり63パーツ（トンあたり966.66パーツ〉であ

ったが，現在のそれはピクルあたり66～67パーツ（トンあたり1070パーツ）とな

っている。国内市場におけるメイズ価格急騰のため数多くの業者が損害を受け，

なかには倒産するものもある。貿易委員会メイズ分科会委員長 SawanOphasa-

wongeによると，現在のメイズ価格がこのまま続くとすると，メイズ輸出業者は

低い価格で先物契約を行っていたため， トンあたりほぼ150パーツの欠損をこう

むることになろう。

2. メイズ価格がこのように急騰した原因のひとつはメイズのパンコック入荷

が激減したためである。メイズの輸送は荷船により行われることが多いが，洪水

のため荷船輸送にさまざまの不便が生じている。たとえば，ナコンサワンからパ

ンコックまでの荷船によるメイズ輸送期間はふつう 3日であるが，現在のところ

5～7日かかる。また国道のほうも，洪水による損害がかなり大きく，いまだに

一（222）一 - 44-



タイ

十分修繕されていない。

3. もうひとつの原因は11月前半中に日本むけ輸出が集中して行われたことで

ある。日本はタイ国メイズの最大の需要者であるが， 10月中旬から11月中旬の4

週間の間に14万1383トンポ日本にむけ積出された。その結果，現在ノミンコックの

メイズのストックはほとんど酒渇してしまっている。

4. 国有鉄道が貨車を増結し，運賃を割引いてメイズ輸送に協力することにな

っている。また道路・河川交通もやがて正常な状態に復帰しょうから，次第にメ

イズの価格は下落するものと考えている。 〔B.P. 11. 26.: 

11月25日

V韓国外務部長官と会談，タナッ卜外相一一ータナット外相は韓国外務部長官李車

元と会談し，タイー韓両国親善関係の強化，アジア自由主義諸国外相会議開催など

の問題につき合ったc 〔B.W. 11. 26.〕

f Banchak精油所一一公報局長 KritPunnakan中将は次のように諾った。

1. 閣議はこの問題を検討してきた委員会の報告にもとずき，国防省Banchak

精油所を U S. Summit Companyに貸与することに決定した。

2. US. Summit Co.は，自社の費用で、同精油所の精油能力を現在の5000パ

レノレ (1日）から l万5000バレルまで拡張する意向であるが，このため過剰生産

になることはない。この生産量と TORCのSriracha精油所の生産量とを合計す

るとほぼ国内需要とひとしくなる。 〔B.W. 11. 26.〕

11月26日

Vスラチッ卜前農相，軍役を退く一一一タノム首相によると，前農相スラチット大

将は病気を理由に軍役を退いた。なおスラチット前農相は収賄と汚職の疑いで起訴

されている。 〔B.w. 11. 27.J 

1 1月27日

V 憲法発布の時期一一憲法起草委員会委員長 Wan¥Vaithayakorn副首相は次の

ように述べた。

1. 憲法起草委員会は前文をも含めて憲法全文の起草を終った。憲法草案は現

在印刷中である。憲法が制憲議会で最終的に採択されるのは来年3月か4月のこ

とになろう。

2. 憲法制定後，国王は上院議員を任命する。上院（九Tuthisapha）は新議会招

集までの期間，暫定的に立法機関の役割を果L，選挙法と政党法を討議，採択す
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るコ総選挙が行われる時期はほぼ1965年末になると予想されるc

〔B.W. 11. 28.J 

vナムプン・ダム工事開始一一一タノム首相，ポット開発相らの列席のもとにナム

プン・ダム（サコーンナコン県）の定礎式が行われたc 総工費1億1000万ノ〈ーツ，

完成は65年10月の予定。ナムプン・ダムの完成によりサコーンナコン県，ナコーン

パノム県の30万ライの耕地が湛概され，毎年洪水の被害にさらされて来た10万ライ

の耕地が守られることになる。またダムには発電能力6300kwの発電所が建設され

る。ダムの貯水能力は12億立方メートノレ。 =B. W. 11. 27., B. P. 11. 28.〕

11月28日

V共産主議容疑者の釈放一一警察局は36人の共産主義容疑者を釈放した。これら

36人はいずれも ThepChotinuchit, Vichit Chandawong, Boontai Narmpakaiの

グ、ノレープに所属していた。なお，以上3人のリーダーは今回の釈放者の中に含れて

いない。 〔B.W. 11. 29.〕

Vメコン河開発計画の電力需要の見通し一一一メコン開発計画に加盟している 4ヵ

国（ラオス，カンボジア，タイ，ベトナム〉の電力需要の見通しがこのほど専門家

チームによりまとめられ，来年1月6日から12日まで開催予定のメコン委員会

(Mekong Coordination Committee）に提出されることになった。この報告による

と，国民所得の年間のび率5.5%, 従来通りの人口増加率，急激な工業化は行われ

ないこと，などを前提すれば，今後10年間のあいだ電力需要は年間15%の率で増加

し， 5年間の聞に従来の200%に達するという。従って，メコン計画に含れている

種々の水力発電所建設計画は十分根拠のあるものである。

なお，現在メコン河支流に5つのダムが建設中で，このうち 2つはタイ国内に（ナ

ムボーン及びナムプン），ひとつはカンボジア国内にラ残りの2つはラオスにある。

メコン主流については次の 3つのダム建設計画が調査中である。すなわちカンボジ

アの TonleSap及びSambor，ラオスの PaMongである。この他，数種の支流ダ

ム建設計画がある。 〔B.P. 11. 28.〕

11月 29日

v砂糖輸出について一一糖業援助基金の理事長 AramMenakongka少将は次の

ように述べた。

現在のところ砂糖輸出は不活発で，砂糖価格は少し下落している。 12月1日か

ら砂糖生産のシーズンに入るので，砂糖価格は今後も下落し続けるのではないか
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と憂慮している。

主た世界の砂糖生産量は，見込より多く，タイの砂糖輸出への悪影響が考えら

れる。タイの砂糖生産量もまた増加するだろう。 〔B.P. 11. 30.〕

V麻袋委員会一一工業省と経済省は協力して委員会を結成し，タイ国内の麻袋生

産・需給状況及びその見通しにつき調査させる。現在タイ国内の麻袋需要は4000万

袋を下らないといわれるが，国内生産は3000万袋以下である。この需給のアンバラ

ンスのため麻袋の価格が高い水準にとどまっているものと見られる。現在いくつか

の麻袋生産工場設立が計画されているが，計画進行中の工場が完成すれば需給のア

ンバランスが無くなるかどうかう委員会ははっきりした見通しを立てることになっ

ている。 〔B.P. 11. 30.〕

11月30日

Vサリッ卜前首相，接収資産の使途一一一故サリット前首相の資産接収作業の監督

は大蔵省に任されることになったが，スントーン蔵相はこの資産の使途につき次の

ように述べた。

故サリット前首相の遺産から接収した資産は，直接に国民の福祉に貢献する事

業に使用するつもりである。すでに1億ノミーツについては，最近の洪水により被

害をこうむった農民の救済，道路及びダムの修理のために使用することを決めた。

また宝くじ局に返済される分は宝くじ局のKlongChan福祉住宅建設計画のため

に使用されることになろう。 〔B.P. 11. 30.〕

v不敬罪一一チャオタイ紙の伝えることろによると，出版物検閲委員会は国防省

に2つの新聞紙が不敬罪を犯した疑いがあると報告した。問題の2紙は国王の私的

な会話を報道し，しかもそのさい，その内容を不当に扱ったという。〔B.P. 12. 1.〕

V鉄鉱脈一一ポット開発相は次のように述べた。

ロエイ県 Ku-yang郡と Ku-ang郡にまたがる鉄鉱脈が発見された。 この鉄鉱

脈の埋蔵量は950万トン以上である。 〔B.P. 11. 30.〕
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11, 12月の動き

タイは従来政治的に非常に安定した国で、あると言われて来たが， 11, 12月には情勢

の変化を示す動きがあった。その第1はクーデター未遂事件，第2は憲法をめぐる世

論の動き，第3は「タイ独立運動」の結成である。以下，）I買を追ってみてみよう。

12. 3クーデター未遂事件一一一12月1日から12月29日までに，クーデターを計画し

た容疑で，民間人3名を含む合計17名の軍・警察関係者が逮捕された。 この事件に

はこの他多数の軍人，官吏，民間政治家が関係しているが，政府は確実な証拠を得る

まで彼らの逮捕を差し控えているのであるという。 （ラックムアン紙，フ。ラパート内

相の談話）政府発表によると， このクーデター未遂事件の概要は次のようである。

政府転覆を策動しているのはある民間政治家グループで，その指導者は“かつてある

政党の指導者で，政府閣僚の経験もある某民間有力政治家”（目誌12月17日参照）であ

る。彼らは種々のグループに働きかけ，実業家・官吏，軍・警察の不満分子，とくに

空軍のそれを一味に加担させるのに成功した。ただ、し陸軍から加担したものはごく少

数で， しかも誘いを受けた陸軍将校のうちに当局に通報したものがあり，計画発覚の

きっかけとさえなった。クーデター・グルーフ。の最終的な計画で、は， 12月3日に空軍

地上部隊，空軍飛行隊， Sakol警察大佐のひきいる警察士官学校生徒部隊を蜂起させ

る予定であったが， 陸軍を掌握していないので一挙に政府を転覆し得る可能性は薄

い。そこで政府転覆に失敗した場合には，できるだけ情勢を混乱させ， 現政府では事

態収拾が不可能であるとの世論を換起し，かの某有力民間政治家登場への道を開くこ

とになっていた。

つぎにこのクーデター・グループの背景であるが，クリトプナカン公報局長は，こ

の計画にはピプン派，サリット派， タノム派などの各グ、ループに属する野心家が参加

しているとだけ述べてヤる。 またタイ語諸紙の一部は，一味の中心は旧ピブン派の不

満分子であるとの見方をとっている。 プラパート内相のいう“某民間有力政治家”に

該当するものとしては7人の氏名をあげ得る（SiangAngthong紙による〉がそのうち

の誰であるか不明である。 しかし以上の報道を総合すると， 12.3クーデターの性格

は， 1932年以来の伝統的な支配層内部での，権力を求める派閥抗争であるとみること

ができる。

またこの 1年間にかなり大規模な軍・警察関係の人事移動が行なわれた他，閣僚2

名が更迭されている。 これらの動きからみて，サリット死後これら伝統的支配層内部
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の派閥抗争が次第に激化してきていることはほぼ確実である。

憲法をめぐる世論の動き一一タイ国のこれまでのクーデターをみると，クーデダ一

成功の条件は，陸軍の掌握と世論の支持であった。 12.3クーデター・グ、ループは陸軍

の掌握に失敗した。 しかし現政府に対する不満の声l土，憲法制定問題をめぐって少な

からず強まってきている。最近，タイの諸新聞は大体次のような論説をたびたひ、掲載

するようになった。（1）タノム首相の就任前後の発言からすると，ほぼ1年で民政移管

が行なわれるものと考えていたが，いぜんとして軍政が続いている。今や民政移管の

時期である。（2）恒久憲法草案は非常に非民主主義なもので，大いに失望した。（3）恒久

憲法草案の骨子は故サリット首相がその独裁権力を利用して， 自己の攻権を永久化す

る目的で定めたものである。国民の要求をするのは“完全に翼の生えた民主主義”で

ある。草案はその骨子から再検討すべきである。 （以上9月号前文参照）また一部の

タイ語紙によると， 12月26日，パンコックで内閣改造を要求する大がかりなデモが行

なわれるとの［噂が流れ，警察は警戒体制をとったという。 このような噴は反政府的な

世論の動きを裏書きするものである。

タイ独立運動の結成 12月14日付の人民日報によると， 12月8日，地下放送「タ

イ人民の声」は11月1日に「タイ独立運動」なる組織が結或されたと発表，この組織

の行なった宣言を放送した。タノム政権が成立してほぼ1年，いくつかの間題の解決

が迫られているこの時期に， このような発表が行なわれたことはきわめて注目すべき

である。その綱領の要旨は，（1）米帝国主義反対，（2）腐敗したタノム独裁政権の打倒，民

主主義政党による政府の樹立，（3）国民の民主主義的権利の回復，（4）中立外交，となっ

ている。この綱漬からすると， 「独立運勃」；土、その運動の基盤をひろく一般反政府

勢力に求める政策をとるものと考えられる。たとえば， 「米帝国主義反対」の基盤と

しては，合弁企業労働者などが想像される。 これらの労働者は労組結戒の権利をもた

ず，しかもその待遇に不満を感じている。 「民主主義的権利の回復Jの実現のために

は，憲法制定を求めるプレスキャンペーンと歩調をあわせることができる。 「タノム

政権打倒」のためには，汚職反対の世論や反政府派閥を利用することができる。

従来タイの左翼運動は，民族的な反感と生活水準の地域的な格差をてことし，東北

地方の農村を中心として行なわれてきた模様で、ある。 しかしこの綱領でみると，上述

のように国民各層の民主主義的諸勢力の結集をはかるというふうに，政策が転換され

ている。また，農村よりも都市に活動の重点が移ってきている。 1932年以来，タイの

政治は32年のクーデターでほぼ北立，固定化した支配者層内部の派閥抗争を中心とし

て動いてきた。「独立運動」がはたしてこのタイ国伝統の政治パターンを変え得るか。

あるいはまた経済発展につれて深まってゆく経済各分野の矛盾といかにむすびついて

ゆくか。これらの点が今後注目すべき問題であろう。
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1964年 12月l日

日 号士a，ひ

Vクーデターの計画発覚ー一一警察は11月30日夜から12月1日朝にかけてクーデタ

ー計画の嫌疑により何人かの現役及び予備役の将校を逮捕した。また同じく，これ

ら陰謀団と関係あるスパイ・グルーフ。に所属していた容疑で，総理府職員，内務省

職員，混血のフランス大使館員各l名を逮捕した。逮捕命令はプラサート・ノレテラ

ウォン警察局長より出され，犯罪調査局長 PotePekannanがその執行を直接指揮

した。また逮捕にあたっては憲兵が協力したという。この事件につき定例閣議（毎

週火曜日に行われる）で詳細な報告が行なわれた。

なお，警察はこの事件につきこれ以上の事実を公表していない。まだすべての容

疑者の検束が完了していないからであるという。 CB. P. 12. 1., 12. 2.〕

V固有鉄道総裁後継者一一閣議は国有鉄道総裁の後継ノ昔としてSaengChulcharit 

少将を起用することに決めた。現総裁 SwaiSwaisaenyakorn大将は12月一杯で辞

めることになっている。 CB. w. 12. 1.J 

V輸入関税率の変更一一総理府は次のような発表を行なった。

1. 政府はこのほど大幅に輸入関税率を変更した。新関税率は国内の工業及び

農業の振興，税率から端数をなくすることによる徴収手続きの簡素化，の二つの

観点から定められた。

2. 従来完成機械類の輸入関税は，従価11%，機械部品のそれは27.5%であっ

たが，国内組立工場の振興をはかるため前者を15%に引き上げ，後者を15%に切

り下げる。

3. 工場建設用資材の関税率は27.5%から15%に切り下げる。農業用機械は関

税を免除する。

4. 織物類の輸入関税率は従来の22%から 25%に， 者｛多品の一部については

27.5%から30%に，同じく他の一部については37%から40%に引き上げる。

〔B.P. 12. 2.J 

12月28 

V南ベトナムに国際軍を，タナット外相一一一ニューヨーク滞在中のタナット外相

は次のように語ったQ
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1. 南ベトナムの共産主義叛乱者たちと戦うために国際軍を創設すべきであ

る。アメリカはこの戦いに勝つ力を持っているが，アメリカと東南アジア諸国が

ともにこの問題につき責任を負う方がより好ましい。タイ政府はそのような国際

軍創設のため協力する用意があるc

2. 国連は上記のような国際軍創設のための仲介機関とはなり得ないだろう。

国連内部の情勢は朝鮮戦争のころとは全く異るからであるc

3. 固際軍創設のためSEATOを利用することは技術的には可能である。しか

し別の方法を用いる方がよいと思う。

4. 南ベトナム以外にあるべトコン補給基地に対して何らかの行動をとるべき

であると思う。アメリカあるいは南ベトナムが北ベトナムにある補給基地を攻撃

しても戦争を拡大したことにはならない。そう考える人は基本的な誤りをおかし

ている。何故なら，これら補給基地からする共産主義者の活動を許しておけば我

々の利益が侵害されるからで、ある。我々は単に防衛の義務を果しているにすぎな

u、。

5. 南ベトナムの防衛は多くの国にとって死活の問題であるつ我々は南ベトナ

ムを東南アジアへの門戸であると考えている。南ベトナムが共産主義者の手中に

落ちるとすれば，そのアジアへの影響はひじように大きいっ南ベトナムを見拾て

るとか，戦闘から手をひくとかは論外である。 CB. P. 12. 3.J 

Vクーデタ一計画一一プラノξート内相は次のように述べたっ

1. クーデターを計画した容疑で4人の陸軍将校（大佐1名，中佐2名，大尉

l名〉と，海軍少佐1名を逮捕した。彼らの所属部隊及び氏名を今明らかにする

ことはできない。

2. クーデタ一計画につき調査を続けておりヲ今後さらに逮捕を行うかも知れ

ない。

3. （叛乱を起こそうとした理由は何かラとの質問に対し〉逮捕した容疑者の

語るところによれば，クーデターには特にこれといった理由はない。

=B. P. 12. 2.J 

なお，陸軍の信頼すべき筋がもらしたところによると，クーデタ一計画が発足し

たのは11月8日のことであるとしう。またパンコック・ワーノレド紙によると，逮捕

されたのは陸軍将校3名，海軍将校2名となっており，ポスト紙の報道と若干異っ

ている。 〔B.W. 12. 2.〕

vスパイ容疑者一一プラサート・ノレチラウォン警察局長は次のように述べた。

今度逮捕した3人のスパイ容疑者につきどの程度の国家機密が外国に売られた
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か尋問中である。

また，フランス大使アシーユ・クララックはこの問題につき外務次官補Phairote

Jayanamaと会談した。 〔B.P. 12. 2.〕

’クーデタ一計画発覚事件について，タノム首相一ータノム首相は記者団からク

ーデタ一計画発覚事件につき種々の質問をうけ，次のように答えた。

この事件は軍部内の「家庭争議Jであってフその詳細を明らかにすることはで

きない。 〔B.P. 12. 3.〕

, 1965年度輸出の見通し一一農林省米穀局長 UdomKiewkingkeoは次のように

語った。 (24日参照〉

今年度の米収穫量は昨年のそれをやや下回ることになろう。昨年の洪水被害面

積は136万ライであったが，今年のそれは250万ライであった。然しながら，ここ

2年ほどライ当たりの収穫量が増加しているので，減収量はそれ程大きくはない

見込である。

1964年の米収穫量は 1026万8380トンフ輸出量は 170万程度と見積られている。

1965年度は少くとも120万トンの米を輸出できるものと期待している。

〔B.P. 12. 3.〕

12月3日

Vタイ二アメリ力太平洋航路運賃同盟値上げ延期一一一タイ＝アメリカ太平洋航路

運賃同盟は， 12月17日から予定されていた輪送料10%の値上げを次の3商品につい

ては65年4月初日まで延期することに決定した。 3商品とはジュート，カポック及

びラックである3 〔B.P. 12. 3.〕

Ci主） アジアの動向 8月号24日参照。

Vメイズ価格一一供給不足のため一時ピクノレあたり68パーツまで上昇した国内市

場のメイズ価格は，最近65パーツに下落した。しかし，先物契約をむすんでいる業

者は，この価格でもなお相当の損失をこうむるという。これら先物契約のほとんど

は， 12月から 1月にメイズ引き渡しを予定しており，はたして現在のままの状態で

契約が履行できるかどうか，関係者の聞で懸念されている。経済省メイズ委員はこ

の問題につき日本タイ・メイズ輸入委員会に協力を要請している。〔B.P. 12. 3.〕

V商工会議所及び商業組合にかんする法案一句商工会議所及び商業組合にかんす

る法律案が制憲議会第一読会を通過した。同法案前文によると，同法の趣旨は，こ

れらの団体が国の経済と商業，生計費に対して悪い影響を与えるような活動を行わ

ぬよう，これら団体の活動を規制するにある。すべての商工会議所及び商業組合は
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同法発効後90日以内に経済省に登録せねばならない。 =B. P. 12. 3.; 

12月5日

V憲法草案，移行期にかんする規定一一一パンコック・ポスト紙社会部長 Theh

Chongkhadikijによると‘一応完成したと伝えられる憲法草案はその施行にかんし

次のような規定を含んでいる。

1. 制憲議会が憲法草案を承認した場合フ憲法草案は国王の署名を得るため国

王に提出される。

2. 国王に提出された憲法草案が国家あるいは国民の福祉の利益に対し重大な

影響を与えるものであると国王が考えた場合，国王は白玉大権を行使，当憲法草

案を国民投票にかけることができる。なお，このばあい，国王は憲法草案を受取

って後90日以内に大権を行使せねばならない。国民投票の期日は勅命公布後90日

以内，全国一律とする（171条〕。

3. 国民投票の結果，憲法草案賛成が過半数である場合、国王は国民投票の結

果判明後30日以内に憲法草案に署名せねば、ならなし、G このばあい憲法草案は官報

に公布後効力を発生する。国民投票の結果反対が多数を占めた場合，憲法草案は

破棄され，新しい憲法草案が起草されねばならない。国民投票を行うのは有選挙

権者とする (172条）。

4. 憲法が以上の手続きを経て公布された場合，国王は15日以内に上院議員を

任命するc 上院の議席は 120とする。上院は総選挙により新下院が招集されるま

で唯一の立法機関として機能する。 （新憲法下では議会は2院制をとることにな

っている。）

5. 総選挙による新政府が構成されるまでの期間，憲法発布を行ったときの政

府が最高行政機関としてその権力を保持する。

6. 憲法発布後90日以内に総選挙を行ない，下院議員を選出する。下院の議席

数は内相が選挙時の人口を考慮して定める。上院の議席数；土つねに下院の議席数

の%にひとしくなければならない。 （以上の規定から，下院の議席数は190～200

になるものと予想されるJ B‘P. 12. 5.; 

V新聞法を準備中一一一プラサート警察局長は次のように語った＝

1司 警察局は恒久憲法にもとずく新聞法を準備中であるつ恒久憲法は出版言論

の自由を保証している。新新聞法も ζの精神に沿って起草され，従って通常時に

は出版物検閲は行なわれない。

2. 新新聞法は，発行者の資格を制限することになろう。発行者となる資格を
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与えられるのは，（1）マツタヨム8年以上の教育資格を有するもの，（2）少くとも新

聞の編集に5年以上たずさわったもの，（3）新新聞法公布以前にすでに発行者とな

っていたもの，に限られることになろう。

3. 新新聞法により新開発行者の所有すべき最低資本額が定められることにな

ろう。また，外国資本家がタイ語紙を発行することは禁止されよう。

〔B.P. 12. 5.J 

12月7日

V さらに2将校を逮捕，クーデター計画事件一一フcラパート内相は次のように語

っT二。

1. 今回のクーデタ一計画に関係のある現役大尉2名を逮捕した。これで今度

の事件の逮捕者は合計7名となった。

2. さきに逮捕した5名のうち 3名の氏名は次の通りである。 ChuerKrase-art 

大佐， BoonparerksChatamara中佐， CharatPisuthipan中佐，また当局はこの

事件に関係ある容疑者として SupatTantrapornの行方をも捜査した。 これは

1951年7月30日の海軍叛乱事件に関係したこともある人物で、ある。

3. （このクーデター計画の背後には何人かの軍高官が居るという説があるが，

との記者団の質問に対し〉計画の主謀者が誰であるかはまだ、わかっていなし、。

ただ軍人ではなし、ある有力者がこの計画の背後にあったことは判明している。こ

の有力者の名前は言えない。この有力者は退役将校を通じて現役将校，とくに政

治活動にまきこまれたため信望を失った将校たちに働きかけるという方法をとっ

た。彼らはすべて政治屋であるから，一味が結託した動機は政、冶上の有利な地位

を得ることにある。

4. 彼らのクーデタ一計画は次のようなものであった。もしクーデターが成功

すれば権力を奪取する。現政府転覆に失敗した場合でも，できるだけ情勢を混乱

させ，現政府が事態を収拾できぬようにする。どちらかというと，後者の方に重

点がおかれていたようである。

5. 逮捕された将校たちは計画を遂行した場合に約束された金銭的な報酬にの

み興味を持っていたようである。これ以外の者でも事件に関係あることが判明す

れば，ただちに逮捕する。

6. （このクーデタ一計画に参加した軍人たちは故サリット元師の名誉を守る

ためにそうしたのか，との聞に対し〉あるいはそうであるかも知れないし，そう

でないかも知れない。

一 53-
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12月8日

' 「タイ独立運動」の結成一一地下放送「タイ人民の声」はタイに「タイ独立運

動」という組織が結成されたと発表， 11月1日にこの組織が発表した「タイ独立運

動宣言」なるものを放送した。

この「タイ独立運動宣言」は革命委員会が「政権を奪ってから 6年あまりの間

に，アメリカ帝国主義が経済，文化，政治，軍事面でタイに対する支配をいっそう

強化する条件をっくり出している」と非難したあと，民主的権利の回復を要求する

人民の声や「タノムの一味の内部や他の在野グループとの聞の経済的利益をめぐる

争い」が強まった結果「現政権の支配的地位は非常に不安定」になっているとし

て， 「いまこそ，すべての愛国的，民主的な人々が祖国を救うために立上り斗うべ

き時」であると次のような綱領を提げている。

1. アメリカ帝国主義侵略者をタイの国土から追出す。

2. タノム売国独裁政府を打倒し，愛国的民主的な政党と人び、とによる中立・

平和政策を実行する政府の樹立。

3. 人民の真の民主的権利を回復し，それを守るために斗う。

4. 中立，平和，民主主義，繁栄，人民の幸福の政策のために斗う。

：人民日報 12.14.J 

V新工場設立数 工業省の発表によると，工業省が10月中に設立を許可した工

場数は205に及び，その資本合計額は5900万パーツ，新に増加する雇用者数合計900

人である。また工業省は8工場に拡張の許可を与えたが，このうち 3工場は資本100

万パーツ以上でかなり規模のものである。 これら 3工場とは，（1)Somboon Axle 

and Gear Company。資本3'00万パー：y0 (2) Hoesh Thai Company薬品工場。

資本1805万1000パーツO (3) Saengfah Pochana Industry Company調味料工場。

資本2500万パーツ。 〔B.P. 12. s.: 
V電話台数増加一一タノム首相はタイ国電話公社の電話台数増加計画に不満足の

意を表明し，電話台数をさらに増加させるよう指示した。

現在タイ国にある電話台数は合計8万5000台でこのうち5万5000台がパンコック

トンブリ地区に集中している。またラ全国71県のうち，電話のあるのは51県だけで

ある。当初の電話公社の計画では電話台数を13万5000台まで増加させることになっ

ていた。 〔B.W. 12. 8.〕

V洪水の被害総額 このほど農林省がまとめたところによると， 10月の大洪水

よる水田の全国被害総額は4億パーツで，昨年の洪水による被害額のほぼ2倍であ
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る。 〔B.w. 12、9.〕

12月夕日

V国連総会における演説，タナット外相一一タナット外相は国連総会で、演説し，

次のように述べた。

l. カンボジアはある種の侵略的諸勢力と関係をもち，彼らの行動を黙認する

ことにより東南アジアの平和と安全，及び自由を危険にさらしている。

2. 国連加盟諸国が自由のために戦っている南ベトナムとラオスを支持するよ

う要請する。 〔B.W. 12. 10.〕

V新労働法を準備中一一公共福祉局長 SuwanRuenyoteは次のように語った。

内務省は雇用者と被雇用者との関係を公平なものにすることを目的とした労働

法案を起草中である。法案は被雇用者が正当な理由なくして解雇されることのな

いよう保護する条項を含んでいる。また現在被雇用者の給料は年功を考慮してな

いが，このような制度は廃止したいと考えている。起草委員会はこの他さまざま

の問題を検討している。また労働組合及び労働組合連合にかんする立法をも検討

中ある。 〔B.P. 12. 9.J 

T Puey中央銀行総裁後継の有力候補一一タノム首相はPuey中央銀行総裁の辞任

を認める意向であるが，その後継者は現関税局長 BoonmaWongsawanとなる見

込がつよい。

（注〕 Boonma ¥Vongsawan関税局長略歴。オックスフォード大学卒業。長らく

大蔵省主任監査役のポストにあった。昨年より関税局長。 〔B.W. 12. 9.J 

12月10日

豚肉価格再び上る一一パンコックワーノレド紙の調査によると，豚肉価格をキロあ

たり15パーツに固定しようとする政府側のこころみは失敗し，小売商人たちはふた

たび以前のキロあたり18パーツで豚肉を販売し始めた。 〔B.W. 12. 10.〕

12月11日

’タノム政権一年の成果一一ータノム政権が成立して以来ちょうど 1周年をむかえ

るにあたり，タノム首相はラジオを通じ，タノム政権のこの 1年の成果を報告する

演説を行ったc 演説の要旨は次の通り。（年度はすべて会計年度〉

l. 政府の活動のすべては，予算と直結している。そこで1964年会計年度の予

算使用状況を簡単に述べると，それは次の通りである。

支出 （単位百万パーツ）

- b5 - 一（235）一



タイ

支出総額 11〆130

支出内訳 経済開発 2,839.6 

教育 1,975.8 

国防 1,754.3 

保健 1,657.7 

国債償還 1,039.0 

一般行政 1,086.1 

司法警察 826.1 

その他 250.1 

当初の予定では，租税収入91億2000万ノ〈ーツヲ借入金21億3000万ノミーツで，予

算支出額を賄う予定であった。しかるに会計年度末に至弘政府租税収入実額は

予算額を 5億2900万パーツ超過していることが判明した3

2. 農業部門の開発については，多くの濯瓶計画が着々と進行している。まず

1964年5月にはプーミポンダムが完成した。またナン河ウトラジット県内タープ

ラ一地区ダム及びベッチャブソ県ケンカチャン地区ダムの建設工事も順調である

他多数のダム建設計画が進行中である。農業部門における他の重要措置として

コ， 22県内60ヵ所にわたる 5万2499ライの耕地に米の2期作奨励，南タイにおけ

るコーヒー栽培と酪農の振興，北タイにおける砂糖きび栽培の奨励，その他養豚，

淡水魚養魚，優良ゴム樹の植えかえ促進等多くを挙げ得るが，すべて所期の成果

をあげ，農家収入の増大に役立つた。

3. 工場数の増加にはいちじるしいものがあった。本年度全国における新工場

開設許可数は1820件，設備拡張許可69件であるc

4. 輸出。本年度における輸出は 106億7200万パーツに達しラ前年度に比べ11

億6700万パーツ増加した。米の輸出量は 175万トンラ米輸出プレミアムによる収

入は10億9100万パーツに達した。米輸出プレミアムによる政府収入は予算より 3

億2140万パーツ多かった。

5. 国内治安を維持するため警察官を1752人増員した。この他，教育には特に

意を用い，運輸通信施設の発展にも相当の努力を払ったc

6. 国内にギャングと無法者が増加していることについては憂慮している。そ

の原因としては貧困，失業，行政官の無能などが考えられる。問題の早期解決に

努めたい。 〔B.P. 12. 12., B. W. 12. 12.〕

T TORC操業開始一一タノム首相，ムニ工業相ら出席のもとにTORC(Thai Oil 

( 236）一 - 56 -



タイ

Refinery Company Ltd.）の Sriracha精油所の開所式が行われた。

（注〉 TORC設立の経過，その生産能力などは次の通り。

1. Sriracha精油所建設費は総額6信、8500万パーツで民間では最大の投資

である。完成は予定より早く，精油能力は 1日3万6000パレル（24時間操業）。

製品はガソリン，カマスオイル， ジェット燃料， ケロシン，液体ガス，ディーゼ

ルユンシン油，その他多種に及ぶ。向精油所の完成によりタイ国はほぼ原油だ

けを輸入すればよいことになり，年間1000万ドル程度命の外貨節約となる。

2. 政府は1961年9月 TORCの設立と投資奨励法適用を認めるにあたり，

TORCとの間に協定をむすんだ。この協定によると，迂； TORCは操業開始後

その利益の25%を政府にひきわたす，②10年後の1974年にはSriracha精油所を

政府にひきわたすことになっている。

3. 精油所建設にあたっては RoyalDutch Shellグループの諸会社が建設に

必要なすべての技術を提供した。完成後の Sriracha精油所の経営は10年の間

Royal Dutch Shellが行うことになっている0 （所有権は TORCが持つ〉

4. Sriracha精油所は，原油と製品の海土輸送に便利な地点にある。このた

め精油所製品の海上輸送を受け持つ会社が1962年に設立された。同社はTPTC

(Thai Petroleum Transports Co .. , Ltd.）とよばれ，奨励法適用をうけ， 2000重

量トンのタンカー 4隻で営業する予定である。 4隻合計の建造費は約7500万パ

ーツ， ShellInternational Marine Ltd. （当日寺は ShellTankers Ltd.）がその

建造に協力した。

:B. P. 12. 11., B. ¥V. 12. 11., B. W. 12. 12.〕

12月 12日

vタナ‘Y 卜外相，ジョンゾン大統領と会談一一ータナット外相はジョンソン大統領

と会見したほか，いく人かの米国国務省関係者と会談した。会談中，主として扱わ

れ問題はベトナム問題であったといわれる。会談後タナット外相は次のように語っ

1. ジョンソン大統領にはタノム吉相のメッセージを手渡したc このメッセー

ジの中でタノム首相はタイ政府は今後も米国との協力関係を続けると確約し，両

国友好関係が一層発展することを希望すると述べているc

2. タイ軍の南ベトナム派遣は話題にのぼらなかったこ

3. 北ベトナム当局が南ベトナムのゲリラを援助している以上ヲベトナムの戦

争はすでに拡大されてしまっていると考えてよいと思う。我々としては攻撃とか

拡大とかいうことは考えてし、ない，ただ南ベトナムが共産主義者にじゅうりんさ

れるのを防ごうとしているだけである。 〔B.P. 12. 12, B. W. 12. 13.〕

v米陸軍参謀長訪タイ一一一米国陸軍参謀長 HaroldK. Johnson大将はタイ政府，
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軍と“相互の利益に関与する問題”について話合うためタイに到着。 3日間滞在し

てタノム首相， タイ陸軍首脳，アメリカ大使，米国軍事顧問団らと会談する予定。

〔B.九N.12. 12.: 

Vクーデター計画参画者，さらに2名逮捕ー←政府転覆を計画して今回逮捕され

た一味に加わっていた容疑で，さらに2名の警察将校が逮捕された。逮捕された2

名の氏名と経歴は次の通り。

Visit Saengchai警察大佐。前犯罪調査局第2分隊隊長。 2ヵ月前，南部の第

8警察管区副司令官に任命された。任地ナコーン・スリタマラシで逮捕。

Susin Virarat警察中佐。前犯罪調査局第2分隊副隊長，現在同隊隊長。パン

コックで逮捕c

彼自身今回の政府転覆計画調査軍・警察合同委員会のメンパーでもあった。

また別の情報によればラ同じくこの事件に関連して NakrobBinasri空軍大将が

陸軍司令部に出頭を求められたという。同空軍大将の経歴は次の通り。

1933年陸軍士官学校卒業。1937年より航空隊に所属。1944年より参謀。1957年空

軍総司令官。 1958年退役，以来国防省秘書課勤務。 Surin警察大佐の叔父にあた

る。制憲議会議員3 :B. W. 12. 12.= 

12月 13日

’さらに空軍から逮捕者，クーデター計画事件一一タノム首相は次のように語っ

た。

また今日さらに 2名の空軍将官を逮捕した。これよりさき12日，国家安全保障

委員会は Nakro b Binasri空軍大将を逮捕した。事件を調査している委員会は，

これら 3名が今度の計画に参画していたことを証明する十分な証拠を握ってい

る。また一味は国内のある符から資金援助を受けていたことも判明した。

またタノム首相以外の情報筋によると今度逮捕された空軍将官の氏名と経歴は

次の通リ。 La-erbPinsuwan空軍少将。 51才。前駐米大使館付空軍武官。空軍士

官学校校長。現在；主予備役。 Ekachai::vfusikbutr空軍少将σ47才。現空軍通信隊

司令。両名とも制憲議会議員。 〔B.W. 12. 14.J 

T Visit大佐は単なる参考人 犯罪調査局長PotePekanan少将は次のように語

った。

第8警察管区副司令官 Visit警察大住は逮捕されたのではなく，単なる参考人

として事情を聴取されたにすぎない。 :B. W. 12. 14.J 

12月 14日
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V皇太子夫妻ヲ訪タイ一一日本の皇太子夫妻は親善訪問のためタイに到着， 8日

間滞在の予定。 〔B.P. 12. 15] 

’クーデター計画事件について，ブラI＼ート内相一一プラパート内相は次のよう

に語った。

1. 一味の計画が始まったのはサリット前首相死亡直授のことであった。一味

はこれまでにも 4回ほど蜂起を計画したが，そのたびに蜂起の日を延期してきた。

最終的には12月3日を蜂起の日と定めた。彼らの計画が失敗したのはつまるとこ

ろ，陸海空3軍の将兵が各々その義務に忠実だったからである。 Nakrob,La-erb, 

Ekachaiらの空軍将官は陸軍をも一味にひき入れようとしたが，逮捕された佐官

の他，陸軍から一味に参加するものはなかった。これら佐官は陸軍の待遇に不満

を感じていたため，一味に参加したのであろう。

2. タノム首相は今回の政府転覆計画を調査する特別委員会を任命した。

3. 今度の計画に参加した下級将校でもァ一味の上級将校の逮捕に役立つよう

な情報を提供するならば，その罪は軽減されることになろう。

4. （ピブン内閣の副首相 PinChunhawan元師と同じく当時の空軍司令官

Fuen Ronapakas Rithakanhee空軍元師が一味に加担しているという噂があるが

本当か，との問に対し）これまでの調査で明らかになったところでは，そのよう

な事実はない。

5. 政権を欲するならば，憲法発布後の総選挙で勝利するよう努めるべきであ

る。現政府はいつまでも政権の座にとどまろうとするものではない。また現在で

は軍と国民の支持を得ぬ限り政府を転覆し得るもので、はない。

V逮捕者は合計15名に，クーテ、タ一計画事件一一パンコックワ－lレド紙の得た
情報によると 13日の空軍将官逮捕とともに Nal日ob空軍大将の運転手 Yuan

Charoenpon空軍軍曹と，同じく Nakrob空軍大将家使用ノに3名が逮捕された。こ

れで14日までの逮捕者は警察・軍関係者12名，民間人3;t，計15名となった。

:B. W. 12. 15.J 

V空軍はクーデター計画に関与せず一一空軍総司令官ブンチュ一大将は次のよう

iこ語った。

今度のクーデター計画にはほんのわずかの数の空軍将官が関係していただけ

でp 空軍は全く関与していない。クーデタ一計画調査委員会にはこれまでのとこ

ろ空軍からは誰も参加していない。 〔B.W. 12. 15.〕

Vクーデター計画調査委員会一一警察局長プラサート警察大将は次のように語っ

fこ。
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クーデタ一計画調査特別委員会委員長には国防省次官 PongBoonsom大将が

任命された。この他，犯罪調査局長 PotePennakan警察少将，犯罪調査局副長

官 ChatChawangl王ura大佐などが委員会に参加している。 CB. W. 12. 15二

12月 16日

V豚肉問題一一内務省次官補ThawinSunthoron-sarathoonによると，タノム首

相はパンコック市に対し12月21日までに豚肉問題を解決するよう厳命した。タノム

首相はこの命令の中で公認小売業者たちをただちにLTCCから市当局の管轄下に移

すこと，彼らが規則通りキロあたり 15パーツで豚肉を販売するよう，また非公認業

者は少くも17パーツ以下で販売するよう適当な措置をとること，などを市当局に指

示している。なお，豚肉の供給はまだ現在のところLTCCの管轄下にある。

CB. P. 12. 16.= 

12月 17日

V大がかりなスパイ回一一プラサート警察局長は次のように述べた。

タイ国内で大がかりなスパイ団が活動している。彼らは多くの資金を使って政

府・軍から機密を盗んでいる。最近逮捕した3人の人物から得られた手がかりを

もとに，近く一味の検挙を行う予定である。このスパイ団を指揮しているのは外

国人であるとみられる。 〔B.W. 12. 16.J 

vクーデター計画の犯人には通常の法律を適用一一権威ある筋によれば，今回の

クーデタ一計画事件には憲法7条は適用されず，犯人たちは通常の法律で裁判され

る模様である。また攻！｛fはすでに逮捕した容疑者の身柄を国防省から警察の手に移

した。

なお，陰謀団に加入を勧誘されたいく人かの陸軍大尉が陰謀につき首相に密告し

たのが，今回の逮捕のきっかけであるという。 〔B.P. 12. 17.: 

Vクーデタ一計画の主謀者一一プラパート内相は次のように語った。

l. 今回の政府転覆計画の背後にいる人物のうちのひとりは，高名な政治家で

ある。この政治家の名前を明らかにすることはできない。しかしこの政治家はか

つてある政党の指導者であり，政府の閣慌であったこともある。彼は自分の身が

危くなるといつも国境方面へ逃亡し，安全だとみるとパンコックへ戻ってくる。

2. いくつかの新聞が陸軍副司令官 ChalorCharuglas大将も一味に加わって

いたので、はないかという推測を行っているが，これまでの調査によればそのよう

な事実はない。 〔B.P. 12. 18.J 
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Vタノム首相クーデター計画について一一一タノム首相は次のように語ったc

（今度の事件の逮捕者のうち， Nakrob空軍大将， La-erb空軍少将， Ekachai

空軍少将の3名は制憲議会議員であるが，制憲議会議長はこの3名の釈放を要求

できるか，との問に対し）臨時憲法によればたしかに議長はそのような権限を与

えられている。然し議長はまず彼らがどのような誤った行為をなしたか，及び彼

らが居なくても議員の数は議会の機能を果すに十分であること，の2点を考慮す

べきである。 〔B.P. 12. 18.J 

l Supat T antraporn中佐の逮捕に失敗一一一警察は今回のクーデタ一計画に参加し

ていたとみられる SupatTantraporn 海軍中佐のトンブリ地区にある隠れ家を急襲

したが，中佐はすでに逃亡した後であった。

（注） Supat Tantraporn海軍中佐略歴。マンハッタン・クーデター（1951羊）で

反政府側のスポークスマン的な役割を果した。クーデターの失敗で逮捕・投獄

さる。昨年国王36才の誕生日にちなむ大政令により釈放。

〔B.W. 12. 18.〕

V地方紙 SiengRas発行停止一一ソンクラ県知事は1941年の新聞法に違反したと

の理由でソンクラ県地方の地方新聞 SiengRasの発行を停止した。

〔B.W. 12. 17.J 

Vタイニ独貿易一一ー貿易局の報告によると，今年度前半期におけるタイ＝西独貿

易はタイ側の2億5480万パーツにおよぶ入超に終った。この貿易収支の赤字は昨年

同期のそれよりも9500万パーツ多い。 〔B.P. 12. 17.J 

V奨励法適用企業一一投資委員会は次の2企業に対し投資奨励法適用を認めた。

(1) Bankhen Brick Companyの床タイル工場。生産能力年間床タイル100万kg

タイ人33名を雇用する予定。奨励証書交付後28ヵ月以内に操業開始。（2)Pong 

Sarasin氏の8階建ホテル。 142室。タイ人80人を雇用する予定。奨励証書交付後

27ヵ月以内に営業開始。 〔B.P. 12. 18., B. P. 12. 19.J 

12月 18日

' 1月より憲法草案討議を開始一一憲法起草委員会委員長 vVan"¥Vaithyakorn殿

下は次のように語った。

1. 起草委員は12月24日に草案全体につき最終的な討議を行い，草案を完6X,

12月中には制憲議会に提出したいと考えている。そうすれば制憲議会は 1月から

草案の討議を開始することができょう。

2. （質問に答えて〉 新憲法では閣僚は同時に国会議員を兼ねることはできぬ
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ことになっている。 :B. P. 12. 18.; 
' 5名の無実，明らかとなる一一警察局が明らかにしたところによると，調査の

結果 Visit警察大佐は今回のクーデタ一事件には無関係であることが判明した。ま

た Nakrob空軍大将とともに逮捕された空軍軍曹1:!6, Nakrob家使用人3名も事

件に無関係で、あるとして釈放された。 :B. w. 12. 19.J 
V豚肉問題一一パンコック市長 ChamnarnY Uvアaboonは首相の命令にもとずき

豚肉公認小売り業者を招集タ規定通りキロあたり15パーツ（脂肪とヘットは10.5パ

ーツ〉で豚肉を販売するよう言い渡した。また小売り業者は最近小売り価格を値上

げした理由として屠殺所が卸売りのさい重量をごまかしていると主張していたが，

市長はこの点についての改善を確約した。同時に市長は屠殺所はつねに十分な量の

豚肉を供給する，と小売業者に確約した。 〔B.P. 12. 19.〕

Vタバコ工場定礎式一一スントーン蔵相出席のもとにタイ・タバコ専売公社

Bangkai工場の定礎式が行われた。この新工場の工費は5200万パーツ， 1967年より

生産開始の予定。生産能力は最初1日2000万本，のちに3000万本まで拡張する。

〔B.P. 12. 18.〕

12月 19日

V農業信用銀行設立計画一一農業省次官補 SawaengKunthong Khamは次のよ

うに語った。

1. 政府は1966年中に農業信用銀行を設立する予定で，現在その法案を準備中

である。この法案は私を長とする委員会が現在起草中でう 1月中には完成する予

定である。

2. 同農業信用銀行設立のための当初の資金として予算局はすでに1966年会計

年度に2000万パーツの予算を割当てる予定である。また USOMには5000万パー

ツ程度の借入れを申込みたいと考えている。なお，同銀行が最終的に持つ資金は

3億5000万パーツ程度となろう。 〔B.P. 12. 20.〕

V投資奨励法遭用状況一一投資委員会の報告によると，最近5年間の投資奨励法

適用状況は次の通りであるO

1. 1959年4月13日から1964年11月30日までに適用を認可した企業数382社。

このうちすでに奨励証書を交付されたもの277社。

2. 上記の277杜のうちタイ人資本によるもの 107社。外国人資本によるもの

13社。合弁企業157社。登録資本合計22億2833万5423パーツ。このうちタイ人出

資額15億1368万1110パーツ。全社の運転資金合計71億6366万5663パーツO 機械設
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情購入額40億6642万8893パーツ。現地雇用者数4万7404人。 〔B.P. 12. 23.〕

12月2む日

l Nakrob空軍大将の釈放拒否一一一制憲議会議長 LuangSuthj Suthisarn大将は

次のように述べた。

Nakrob空軍大将はヲ次期制憲議会に出席するとの理由で私に釈放要求を依頼

して来たが，私はこれを拒否した。 〔B.W. 12. 20.〕

12月 22日

V閤議Puey中央銀行総裁を慰留一一閣議はPuey現中央銀行総裁に対し現在のポ

ストにとどまるよう要請した。また閣議はこれとともに現副総裁CheamY anothai 

中将の辞任を承認， PisutNimanheminを後継者に任命した。 Pisutは有名な金融

問題のエキスパートで，この措置により Puey総裁はその希望どおりかなりの時間

をタマサート大学経済学部部長の職責を果すためにふりむけることができるように

なろう。 〔B.P. 12. 23.J 

12月23自

Vクーデター計画事件についてヲブラパート内相一一プラパート内相は次のよう

に述べた。

1. 今度の事件の背後には権力の座へ“近道”をねらったいく人かの政治家が

いるものと私は信じている。彼らは憲法発布の時期まで待てなかったので、ある。

これらの政治家が右翼であるか，左翼であるかヲ私は知らない。

2. Nakrob空軍大将はその罪状を否認しているο また Supat海軍中佐はマカ

オに逃亡した模様で、ある。逮捕されたもの以外にも一味に加っていたものが居る

と思う。一味に加わっていたことが明らかとなればただちに逮捕する。

3. 〔この事件のために恒久憲法発布が遅れることはないか，との問に対し〕そ

の前に現政府が転覆されなければ，憲法は必ず発布する。

4. 最近多くのタイ語紙が“現政府は軍事政権である”と書きたてている。し

かし現政府の閣僚の中には何人かの民間人が含まれている。また軍人もタイ人で

あり，これら民間人もタイ人である。両者を区別する必要はない。重要なのは政

治情勢を安定させることである。 〔B.P. 12. 24., B. W. 12. 23.〕

Vタイ国の犯罪者の数一一一懲治局の報告によると1964年中に懲役の刑を受けた犯

罪者の数は1万人以上で，現在服役中の犯罪者の数は合計3万7853人である。服役

中の犯罪者の数は1963年12月，国王36回の誕生日にちなむ大赦令が発せられた直後
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には1万6000人までに減っていた。また同局の報告によるとタイ人1万人中犯罪者

の数はわずか1.05人となっておりラ他国に比べ低率である。最も数の多い犯罪は強

盗で，次が麻薬犯であるコ :B. W. 12. 23.J 

12月24日

V米輸出は昨年実積を上まわる見通しー←貿易委員会の報告によると，ゲイは

1964年度1月から11月までの聞に170万4978トンの米を輸出， 1964年度全体では180

万トン前後の米を輸出することになる模様である。昨年度は米輸出がのびたため米

の国内価格が高騰，一般民衆の生活を圧迫したが，今年度は昨年より輸出量が多い

にもかかわらず，そのようなことは起らなかった。 [B. P. 12. 24.〕

12月26日

曹シャン族越境一一一ブラパート内相は次のように述べた。

武装したシャン族Saen¥Vee部族の一団が北部タイからチェンライ県に越境し

て来た。彼らは同じシャン族の NgahDam部族に攻撃されたため，ダイ領内に

避難してきたものとみられる。これら避難民の人数を調査するよう命令したご

[B. P. 12. 26.J 

V 自動車組立工場，さらに3社の進出を認可一一日本の通産，大蔵省は，プリン

ス自動車，三菱重工，日野自動車の3社に対し，タイ国における自動車のノックダ

ウン（現地組み立て）進出を認める方針をきめた。来年1月早々，関係各省による

投資連絡会にはかつてただちに王式認可する。

ただ，タイ国にはすでにトヨタ，日産，いす三の 3自動車会社が進出しているた

め，進出企業問の過当競争防止措置として，$自動車工業会（会長，川又日産自動

車社長〉に対し，川出重工業局長名で自粛通達を出し，同工業会に輸出懇談会を設

けて各社の意見調整をはかる，②進出6社の生産車種を制限し，重点車種をきめる，

などの認可条件をつける0

（注〉 タイ国は，東南アジア市場のなかでもっとも有望な自動車の輸出市場で，

ことし 1年間に先発3社のノックダウン生産を含め， I万5000台の乗用車、 ト

ラックを輸出している。さらに，通産省の見通しによると，タイ国の自動車需

要は年間平均10%の伸びだが，日本製自動車の需要はこれを土回って年15%ふ

え， 1969年には現在の2倍近い2万8000台にのぼる予想である。

このため，自動車各社はきそってタイ国進出を計画，今回，認可方針がきま

った後発3社のほか東洋工業，ダイハツなども通産省に進出の可否を打診，進

出計画を全部認めると各社間の過当競争を招くことは必至となった。

そこで，通産省を中心に進出企業の整理をしたわけだが，後発3社の認可は
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現在，年間1000台以上のタイ国向け輸出実績があるものを対象としており，今

後はタイ国へJ乃進出を原則として認めない方針である。

〔日経 12.27.〕

12月28日

Vタイ国全土にテレビ放送網を一一公報局長 KritPunnakanは次のように述べ

公報局はタイ国全土でテレビ放送が聴視できるよう，全国にテレビ放送網を建

設する計画をたてている。そのための費用は， 1億3000万パーツ程度， 2年以内

に完成したいと考えている。特別委員会を任命，国連の技術者の援助を得て詳細

な計画を起草させている。 :B. P. 12. 28.〕

Vメイズ価格下る一一貿易委員会メイズ委員会筋によるとピクルあたり75パーツ

であったメイズの園内価格は先週（20日～26日〉ピクルあたり66パーツに下落した。

その理由としては次の2つが考えられる。

(1) 日本の業者がメイズ、の積出しを延期したこと。契約によれば1965年1月中

に10万トンのメイズが日本むけに積出されることになっていたが， 日本の業者は

これを 2月まで延期することに同意した。また日本は最近12万トンのメイズを米

国から買い付けている。

(2) 年末の清算期をひかえ，多くの国内業者がそのストックを放出しいる。

:B. P. 12. 30.〕

12月29日

V憲法草案の写し，議員に配布一一このほど完成した憲法草案の写しが制憲議会

議員に配布された。 〔B.P. 12. 29.〕

Vさらに2名逮捕ラクーデター計画一一プラサート・ノレチラウォン警察局長は次

のように述べた。

1. 12月28日に，クーデター計A画に参加していた容疑でさらに2名を逮捕し

た。 2名の氏名は次の通りである。 SakolSathityudhakarn警察大位。 Chamlong

Manit空軍大佐。すでに逮捕した容疑者を尋問した結果，これら 2名の自宅で一

味の会合が聞かれていた事実，及びこれら 2名が他の場所での一味の会合にも出

席していた事実が判明している。
,I 

2. 調査の過程でさらに多くの逮捕者が出る見込である。 [B. P. 12. 31.〕

v共産主義者容疑の3僧侶釈放一一軍事法延は PhraMaha Manat Jittatumo 
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Phra Maha Nakorn Khemplai (Mahathat寺院）， Phra Maha Sangrien Techalo 

(Po寺院）ら 3人の僧侶に対する起訴を証拠不十分で却下タ これら 3人をただちに

釈放するよう命令した。

（注） これら 3人の僧侶は中共の招きによりインド経由で中共を訪問したことが

あり，その際北京放送に出演，共産主義を称揚する演説を行った。 1962竿帰国

とともに共産主義の宣伝及び国家の安全を脅かす活動に従事した容疑で逮捕さ

れ，今日に至ったもの。なお，ここにあfた氏名は彼らの僧侶名である。彼ら

は還俗させられており，現在の氏名（俗名）はそれぞれManatPuanglamjiak, 

Nakorn Payungyart, Sangrien l¥Iupaopong〔同！！国〉で為る二

:B. P. 12. 30.、B.P. 12. 30.J 

12月30日

V憲法草案を批評，アパイウォン元首相一一クアン・アパイウォン元首相は次の

ように語った。

7年の歳月と6000万ノ〈ーツ以上の費用を投じてようやく完成した憲法草案を読

んで，“油を塗った撞球のポーノレのように円全くつかまえどころがないと感じたご

1949年憲法と比較すると，まるで双子のようによく引ているがクただ1949年憲法

より新憲法草案のほうが，はるかに数多くの欠点を持っているc あいまいな規定

が多く，将来多くの問題をひき起すことだろう。今，気がついた欠点を多少述べ

ると次の通りである。

1. 草案によればラ国会議員と閣僚あるい；土首相を同一人物が兼ねることはで

きないことになっている。従って与党の国会議員が首相あるいは閣僚になる場

合，与党はそれだけの数の議席数を失うことになるc このためもL，与党と野党

の議席数の差が僅かで、あれば，政府は非常に不安定なものとなるだろう。

2. 草案第141条によれば内閣は議会の信任を必要としないことになっている。

これでは議会は政府の政策に有効な影響を与えることができ子ヲ単なる情報伝達

機関になってしまう。

3. 1949年憲法は閣僚が会社あるし、は銀行の役員を兼任すること，又は会社あ

るいは銀行の株式を所有することラの 2つをはっきりと禁止する条項を持ってい

た。草案にはこの種の規定が無いc

高お，私自身について言えば，国民がなおも私を信任Lてくれるならば，政界

に出て活躍したいと考えている。 [B. W. 12. 31.J 

12月31日
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Vタナット外相帰国一一国連総会出席のため米国滞在中であったタナット外相は

このほど帰国，次のように述べた。

1. もし米国が南ベトナムを見捨てるならば全東南アジアは共産主義者の支配

するところとなろう。これは自由主義世界にとって大きな損失である。米国政府

には南ベトナムを手放す意思はないが，米国の若干の新聞と議会の一部が南ベト

ナムから手をひくよう政府に圧力をかけている。

2. 南ベトナム政府内部の混乱は南ベトナム自身に大きな損害を与えるもので

ある。共産主義者らは軍事的手段によらず，現政府の内部分裂のすきに乗じて現

政府にとってかわろうと考えている。

3. ジョンソン大統領は私の手渡したタノム首相のメッセージに満足の意を表

明した。 〔B.P. 12. 31.〕

v採油用種子の日本むけ輸出一一タイ国産品輸出者協会によると， 1965年度にお

ける採油用種子の日本向け輸出は大巾に増大する見通しである。従来日本はその採

油用種子の輸入の大部分を米国からあおいでいたが，現在米国市場における採油用

種子ァとくに大豆の価格が高騰している。従って日本の業者はタイからの輸入，特

にカポック種子の輸入を増やすことになろう。すでに日本むけカポック種子5000ト

ンの輸出契約が最近成立した。この契約によると価格はトンあたり26～27ドル，引

き渡しは今年度12月から来年度1月にかけて行われる。 :B. P. 12. 31.〕
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